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2025年度　学年暦及び行事予定表 （…3月31日現在の予定です。変更の可能性があります。）

●前期授業期間●

4
月

4/1（火）学年始
4/2（水）入学式
4/3（木）～ 4/7（月）
　新入生・編入生オリエンテーション
4/8（火）前期授業開始
4/16（水）～ 4/18（金）健康診断
4/28（月）創立記念日
4/30（水）休講日

5
月

5/1（木）、5/2（金）休講日
5/5（月）こどもの日（祝日授業実施）
5/6（火）振替休日（祝日授業実施）

6
月

6/18（水）春季学生大会（平常授業）
6/27（金）
　卒業論文題目提出締切
　（文学部・9月卒業予定者）

7
月

7/21（月）海の日（祝日授業実施）
7/23（水）～ 7/25（金）
　9月卒業予定者　卒業論文提出期間
　（文・社会学部）
7/28（月）
　前期授業終了（平常授業最終日）

前期最終授業日

8
月

7/29（火）～ 8/4（月）
　前期定期試験・補講期間
8/5（火）～ 9/13（土）夏期休業

●後期授業期間●

9
月

9/16（火）
　後期履修ガイダンス
9/20（土）後期授業開始
9/23（火）秋分の日（祝日授業実施）
9/30（火）9月卒業証書授与式

履修登録期間
別途掲示

履修修正期間
別途案内

学部生行事予定表

10
月

10/13（月）
　スポーツの日（祝日授業実施）
10/14（火）
　卒業論文題目提出締切（社会学部）

11
月

11/1（土）青垣祭前夜祭
11/2（日）～ 11/3（月）青垣祭
11�/1（土）、11/4（火）、11/12（水）、
11/13（木）休講日

11/24（月）勤労感謝の日（振替休日）
　（祝日授業実施）
11/26（水）秋季学生大会（平常授業）

12
月

12/15（月）～ 12/17（水）
　卒業論文提出期間（文学部）
12/25（木）年内最終授業
12/26（金）～ 1/5（月）冬期休業

1
月

1/6（火）平常授業再開
1/6（火）～ 1/8（木）
　卒業論文提出期間（社会学部）
1/16（金）～ 1/18（日）
　大学入学共通テスト（全日休講）
　 【学生構内立入禁止】
1/�20（火）～ 1/22（木）、1/30（金）
～ 2/2（月）

　後期定期試験・補講期間
1/26（月）
　後期授業終了（平常授業最終日）
1/27（火）～ 1/29（木）補講日
1/27（火）～ 2/5（木）
　卒業論文口述試問（文・社会学部）

後期最終授業日

2
月

2/6（金）～ 3/23（月）春期休業

3
月

3/19（木）卒業証書授与式
3/24（火）～ 3/26（木）
　次年度履修ガイダンス
　（新2年次生以上対象）
3/31（火）学年末

日 月 火 水 木 金 土

4

1 2 3 4 5
6 7 8 9 10 11 12
13 14 15 16 17 18 19
20 21 22 23 24 25 26
27 28 29 30

5

1 2 3
4 5 6 7 8 9 10
11 12 13 14 15 16 17
18 19 20 21 22 23 24
25 26 27 28 29 30 31

6

1 2 3 4 5 6 7
8 9 10 11 12 13 14
15 16 17 18 19 20 21
22 23 24 25 26 27 28
29 30

7

1 2 3 4 5
6 7 8 9 10 11 12
13 14 15 16 17 18 19
20 21 22 23 24 25 26
27 28 29 30 31

8

1 2
3 4 5 6 7 8 9
10 11 12 13 14 15 16
17 18 19 20 21 22 23
24 25 26 27 28 29 30
31

9

1 2 3 4 5 6
7 8 9 10 11 12 13
14 15 16 17 18 19 20
21 22 23 24 25 26 27
28 29 30

10

1 2 3 4
5 6 7 8 9 10 11
12 13 14 15 16 17 18
19 20 21 22 23 24 25
26 27 28 29 30 31

11

1
2 3 4 5 6 7 8
9 10 11 12 13 14 15
16 17 18 19 20 21 22
23 24 25 26 27 28 29
30

12

1 2 3 4 5 6
7 8 9 10 11 12 13
14 15 16 17 18 19 20
21 22 23 24 25 26 27
28 29 30 31

1

1 2 3
4 5 6 7 8 9 10
11 12 13 14 15 16 17
18 19 20 21 22 23 24
25 26 27 28 29 30 31

2

1 2 3 4 5 6 7
8 9 10 11 12 13 14
15 16 17 18 19 20 21
22 23 24 25 26 27 28

3

1 2 3 4 5 6 7
8 9 10 11 12 13 14
15 16 17 18 19 20 21
22 23 24 25 26 27 28
29 30 31

月 火 水 木 金 土

7/28 7/22 7/23 7/24 7/25 7/26

月 火 水 木 金 土

1/26 1/13 1/14 1/15 1/23 1/24
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●前期授業期間●

4
月

4/1（火）学年始
4/2（水）入学式
4/�3（木）新入生・在学生ガイダンス、
文学・社会学研究科教員ガイダンス

4/3（木）～ 4/5（土）
　履修登録期間（別途案内）
4/3（木）～ 4/15（火）
　修了予定者研究計画提出期間
4/8（火）前期授業開始
4/16（水）～ 4/18（金）健康診断
4/28（月）創立記念日
4/30（水）休講日

5
月

5/1（木）、5/2（金）休講日
5/1（木）～ 5/10（土）
　論文博士予備審査申請書
　前期受付期間
5/5（月）こどもの日（祝日授業実施）
5/6（火）振替休日（祝日授業実施）

6
月

6/4（水）～ 6/6（金）
修士論文・博士論文題目提出期間

7
月

7/2（水）～ 7/4（金）
　9月修了修士論文提出期間
7/21（月）海の日（祝日授業実施）
7/28（月）
　前期授業終了（平常授業最終日）

前期最終授業日

8
月

7/29（火）～ 8/4（月）前期補講期間
8/5（火）～ 9/13（土）夏期休業
8/20（水）～ 8/29（金）
　研究生（10月入学生）受付期間

●後期授業期間●

9
月

9/2（火）～ 9/4（木）
　9月修了修士論文口述試問期間
9/20（土）後期授業開始
9/20（土）大学院（秋季）入学試験
9/23（火）秋分の日（祝日授業実施）
9/30（火）9月修了学位記授与式

大学院生行事予定表
10
月

10/13（月）
　スポーツの日（祝日授業実施）

11
月

11/1（土）～ 11/10（月）
　論文博士予備審査申請書
　後期受付期間
11/1（土）青垣祭前夜祭
11/2（日）～ 11/3（月）青垣祭
11�/1（土）、11/4（火）、11/12（水）、
11/13（木）休講日

11�/24（月）勤労感謝の日（振替休日）
（祝日授業実施）

12
月

12/25（木）年内最終授業
12/26（金）～ 1/5（月）冬期休業

1
月

1/6（火）平常授業再開
1/7（水）～ 1/9（金）
　修士論文提出期間
1/13（火）～ 1/15（木）
　文学研究科博士論文提出期間
1/15（木）
　博士後期課程進学志望届提出締切日
1/16（金）～ 1/18（日）
　大学入学共通テスト（全日休講）
　 【学生構内立入禁止】
1/26（月）
　後期授業終了（平常授業最終日）
1/�20（火）～ 1/22（木）、1/30（金）
～ 2/2（月）後期補講期間

1/27（火）～ 1/29（木）補講日
1/30（金）～ 2/5（木）
　修士論文口述試問期間
1/30（金）～ 2/5（木）
　博士後期課程内部進学者選考日
　（候補日）

後期最終授業日

2
月

2/4（水）～ 2/6（金）
　�文学研究科課程博士論文口述試問・
公聴会（候補日）
2/6（金）～ 3/31（火）春期休業
2/10（火）大学院（春季）入学試験

3
月

3/16（月）～ 3/25（水）
　研究生（4月入学生）受付期間
3/19（木）学位記授与式
3/31（火）学年末

日 月 火 水 木 金 土

4

1 2 3 4 5
6 7 8 9 10 11 12
13 14 15 16 17 18 19
20 21 22 23 24 25 26
27 28 29 30

5

1 2 3
4 5 6 7 8 9 10
11 12 13 14 15 16 17
18 19 20 21 22 23 24
25 26 27 28 29 30 31

6

1 2 3 4 5 6 7
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15 16 17 18 19 20 21
22 23 24 25 26 27 28
29 30
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8
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31

9
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28 29 30

10
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11
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30

12
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1
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2
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3

1 2 3 4 5 6 7
8 9 10 11 12 13 14
15 16 17 18 19 20 21
22 23 24 25 26 27 28
29 30 31

月 火 水 木 金 土

7/28 7/22 7/23 7/24 7/25 7/26

月 火 水 木 金 土

1/26 1/13 1/14 1/15 1/23 1/24
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建学の精神

教学の理念

努力が天才であるとする信念を以て心の光となし、

自己の願望を遂げさせるものは自分自身であるとする信念を以て心の力となす。

この光に照らされ、この力に勇みつつ、

明るい人生の中に自己を見出して、常に大望を見失わず、自信満々努力して まざるもの、

これが即ちたくましき正しきに強き健児の姿であり、建学の精神である。

１．つねに真理の探究につとめ、伝統と現代感覚の調和をはかりつつ、

　　学術文化の創造と進歩に寄与する。

２．ふれあいと対話の教育を基調にして、豊かな人間性を養い、

　　独立自由を尊ぶとともに、友情あつく協調性に富んだ人材を育成する。

３．国際的視野に立つ開かれた大学として、地域社会との連帯を深めながら、

　　ひろく人類社会の平和と発展に貢献する。
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学長メッセージ

学長　今 津 節 生

奈良で本物に触れて、
日本中の｢地域を元気にできる人｣になろう

奈良で本物に触れて学ぼう
　ようこそ、奈良大学へ。奈良大学は、奈良で学びたいと考える皆さんが全国から集まっている大学です。奈良
大学は大阪や東京の大規模総合大学では無いけれど、全国から仲間が集まり一つのキャンパスで学びます。全国
から集まった仲間と様々な価値観を共有し、多様性に満ちた社会に一歩踏み出すきっかけにしてください。全国
から集まった仲間や、奈良や大阪の地元から通っている仲間と友達になって、皆さんが奈良の魅力を再発見して
くれることを願っています。
日本中の ｢地域を元気にできる人｣ になろう
　奈良には 1800 年前から国家の中心として日本文化を生み育てた歴史的風土があり、現在も文化観光立県とし
て発展しています。奈良大学で、現地・現物に触れて学んだ経験を活かし、地域や社会に貢献できる実力を身に
つけて全国に旅立って行けるように、奈良大学では熱意を持って教育に取り組んでまいります。私は、日本中の

「地域を元気にできる人」を奈良大学から育てたいと願っています。奈良大学の学生は、自分が得意な分野を学
び、好きを活かして学んだ知識を地元にそして社会に貢献したいと願う学生が多いことも特徴の一つです。学科
の学びだけではなく、自分の意思で学部・学科を越えて幅広く学ぶクロスオーバーな学びも可能です。地域の歴
史や文化、地理的環境を活かした地域の活性化や観光など、社会で実際に役立つ多様な学びを実践してください。
奈良で本物に触れて学んだ知識、専門知識に加えて多様な学びがあなたの将来に生きるはずです。奈良大学では、
これまでも博物館学芸員や教員をはじめ、公務員となって地元に帰り、地域社会に貢献する人材を数多く輩出し
てきましたが、今後も強力に幅広く社会に貢献する人材を育ててゆきたいと考えています。新入生の皆さんには、
大学生活を楽しむことも大切ですが、将来に向かって自分が目指す星を見つける 4 年間にしてください。
今年は法人創立100周年を迎えます
　令和 7 年（2025 年）に学校法人奈良大学は創立 100 周年を迎えます。本学の歴史は、大正 14 年（1925 年）、創
設者籔内敬治郎先生が「向学心に燃えながらも進学できない青年たちに学びの場を提供したい」という熱い思い
のもと、夜間の南都正強中学を創設されたことに始まります。その後、昭和 23 年（1948 年）に新制正強高等学
校が誕生し、昭和 44 年（1969 年）には奈良大学が開設されました。さらに平成 5 年（1993 年）に大学院、平成
17 年（2005 年）には通信教育部を開設しました。この 100 年の間、私たちは「努力すること」「正しきに強き人
の育成」を理念として掲げ、時代の変化に応じた教育の場を提供してきました。
一人ひとりの学生を大切にします
　奈良大学は「一人ひとりの学生を大切にする」教育を実践しています。これは本学の基本理念の一つでもあり
ますが、開学以来、比較的小規模な大学の特性を生かして講義・演習・実習などの授業を少人数で行い、行き届
いた教育を心掛けています。3・4 年次には演習担当者による担任制を設け、さらにオフィスアワーを設定して個
別指導を行っています。学生支援センターによる学修・生活指導、キャリアセンターによる就職指導などとともに、
入学から卒業に至るまで「一人ひとりの学生を大切にする」教育を実践しています。
新しい学生生活を始めよう
　本学の教職員は、学生の皆さんの成長を全力で支援いたします。この「COLLEGE LIFE」には学生生活から課
外活動に至るまで、充実した大学生活を過ごしていただくために必要な情報が記載されています。本書をよく読
んで学生生活を有意義に過ごしてください。もし、学業や私生活でつらい状況に陥った時にはご相談ください。
全教職員は、あなたに寄り添って解決方法を共に考えます。教職員はもちろんのこと、学生支援センターや、キャ
リアセンター、学生相談室をはじめとする学内の機関もあなたの力強い味方になります。私達奈良大学の教職員
は、奈良大生が最善の教育を受け、一人ひとりの夢を叶える活動ができるように、あなたを全力でサポートいた
します。
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■1969（昭和44）年４月
　奈良市宝来町に奈良大学開学
　文学部（国文学科・史学科・地理学科）
■1970（昭和45）年４月
　教育職員免許状取得課程設置
■1976（昭和51）年４月
　博物館学芸員取得課程設置
■1979（昭和54）年４月
　文学部文化財学科増設
　同学科に博物館学芸員取得課程設置
■1980（昭和55）年４月
　文学部文化財学科に教育職員免許状取得課程設置
■1988（昭和63）年２月
　奈良市山陵町の現キャンパスに全面移転
■1988（昭和63）年４月
　社会学部増設（社会学科・産業社会学科）
■1993（平成５）年４月
　大学院〈修士課程〉開設（文学研究科国文学専攻・
文化財史料学専攻、社会学研究科社会学専攻）
　文学研究科に教育職員免許状取得課程設置
■1995（平成７）年４月…
　大学院〈博士課程・後期〉設置（文学研究科文化財
史料学専攻）
■1999（平成11）年４月
　社会学部学科名称変更（社会学科→人間関係学科・
産業社会学科→現代社会学科）
　大学院〈修士課程〉増設（文学研究科地理学専攻）
　同専攻に教育職員免許状取得課程設置
■2003（平成15）年８月
　学校法人名称変更
　（学校法人正強学園→学校法人奈良大学）

奈良大学のあゆみ
■2004（平成16）年４月
　司書取得課程設置
　文学部全学科・社会学部現代社会学科（企業社会情
報コース）に学校図書館司書教諭取得課程設置
　社会学部現代社会学科（企業社会情報コース）に教
育職員免許状取得課程設置
■2005（平成17）年４月
　通信教育部（文学部文化財歴史学科）増設
　同学科に博物館学芸員取得課程設置
　大学院社会学研究科社会学専攻に社会学コースと臨
床心理学コース設置
■2007（平成19）年４月
　社会学部学科名称変更（人間関係学科→心理学科）
　同学科に司書取得課程設置
　奈良大学博物館設置
　大学院社会学研究科社会学専攻臨床心理学コース
「臨床心理士」第２種指定大学院に指定
■2007（平成19）年10月
　奈良大学臨床心理クリニック設置
■2010（平成22）年４月
　社会学部学科名称変更（現代社会学科→社会調査学
科）
　社会調査学科に教育職員免許状・司書・学校図書館
司書教諭取得課程設置
　大学院社会学研究科社会学専攻臨床心理学コース
「臨床心理士」第１種指定大学院に指定
■2012（平成24）年４月
　大学院社会研究科社会学専攻を改組し、社会文化研
究コースと臨床心理学コース設置
■2015（平成27）年４月
　社会学部学科名称変更（社会調査学科→総合社会学
科）
■2019（令和元）年10月
　令和館竣工
■2024（令和６）年４月
　臨床心理センター竣工



学生生活編
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◎知への尊敬を払うこと◎
　言うまでもなく、大学は、先人の知を学び、新たな
知を生み出すところです。社会人になった時にも必要
な教養を身につけつつ、興味や関心のある学問分野を
見つけて自分なりの時間割を組み、専門的な知と技術
を習得し、考え、議論する方法を学ぶところです。そ
ういった知の全体が大学の財産であり、みなさんの財
産ともなる貴重なものです。その知を生み出した先人
と、新たな知を生み出す行為に対して敬意を払うこと
は、みなさん一人ひとりが大学生活で獲得した財産を
大切にすることにもつながります。

◎「学生」としての自覚◎
　みなさんは、高校までは「生徒」と呼ばれていまし
たが、大学生になると「学生」と呼ばれます。「生徒」
とは教師などにつき従って生きる者、「学生」とは主
体的に学んで生きる者という意味であり、この違いは、
高校までの「学習」態度と大学での「学修」態度の違
いを的確に言い当てています。つまり、大学は自主的
かつ積極的に学修する場であるということです。「学
生」であることを自覚し、自ら学び考える学修態度を
身につけてください。

◎多様な個性の尊重◎
　大学には、高校とはまた違った実に多様な個性を
持った人々が集まっています。出身地、年齢、知識の質・
量や人生経験も大きく異なった人々によって大学は成
り立っています。その多様性を大学は重要な価値とし
て尊重しています。規則で縛りつけたり、自己中心的
な迷惑行為を放任していては、多様な個性を育むこと
はできません。そこで私たちは「キャンパスのマナー」
を作って、知への尊敬を払い多様な個性を尊重し合う
作法を身に付けてもらうよう奨励しています。そのマ
ナーを守ることは、一人ひとりが大学で快適に生活し、
真摯に学ぶ権利を尊重することにつながります。

◎単位制と履修方法の理解◎
　大学を卒業するには、124単位を修めなければなり
ません。半年（１セメスター）で15回行なわれる授
業に出席し、試験等に合格すれば、外国語やスポーツ
実技、実習科目では１単位、それ以外の講義や演習で

大学生活の始まり
	 知への尊敬と他者の尊重

は２単位が与えられます。その124単位をどのように取
らなければならないかは各学科ごとに決まっており、そ
の決まりに従って授業を受けることを「履修」と言い
ます。この履修上の約束事を守らなければ、卒業する
ことはできません。
　4年間で124単位を修得し卒業するためには、学年
ごとに配当された授業科目を履修し、着実に単位を修
得する必要があります。単純に124単位を4で割り、
毎年約31単位を修得すれば4年間で124単位になりま
すが、4年次生では就職活動や公務員・教員採用試験
対策といった各自の希望する進路実現に向けての活動
をする時間が必要となります。また免許資格は、教育
実習等の実習を4年次生で行うので、その時間も必要
です。
　以上を念頭に置き、4年間で無理なく卒業できるよ
う、各学年に配当されている必修科目、必修選択科
目の単位数を含みながら年間で40単位以上（…1…年次
末で40単位以上、2年次末で80単位以上、3年次末で
120単位以上、そして4年次で124単位以上になるよ
うに）を修得するよう努めてください。

◎オリエンテーションと履修説明会等への出席◎
　前期・後期、それぞれのセメスターの講義が始まる
前には、必ず、オリエンテーションやガイダンス、履修
方法の説明会等が開かれます。そこでは、卒業するた
めに必要な、たいへんに重要な情報がいくつも示され
ます。もしそれを聞き逃すと、履修方法がわからず、
希望する授業を受ける事ができず、４年間での卒業に

キャンパスマナー
①「学生」としての自覚を持つ
　大学は、自主的かつ積極的に学修する場です。
自ら学び考える学修態度を身につけましょう。
②多様な個性を尊重する
　知への敬意を払い多様な個性を尊重し合う作
法を身に付けることは、一人ひとりが大学で快
適に生活し、真摯に学ぶ権利を尊重することに
繋がります。
③他者に迷惑をかけない
　大学では、それぞれの授業の形に応じて授業
を受けるマナーも異なってきます。みなさんの
ちょっとした自己中心的な行為が、他の学生に
大きな影響と迷惑をかけることになります。
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も支障をきたします。この行為も、共に受講するはず
のほかの学生やその授業と履修登録を担当する教職員
などに迷惑をかけることになるマナー違反です。必ず
出席して、しっかりと指示を聞いてください。その上
で、受けたい授業を事前に登録する履修登録をしてく
ださい。

◎他者に迷惑をかけない受講態度◎
　大学生活の中心は、もちろん、講義と演習です。そ
の中には、100人以上の学生が集まる大きな教室での
講義や、10〜 20人程度の演習、室内での実験や屋外
での実習・調査などもあり、授業の形態はとても多様
です。40人ほどのいつも同じ顔ぶれの生徒達が同じ
教室で授業を受けることが多かった高校までとは大き
く異なっています。大学では、それぞれの授業の形に
応じて授業を受けるマナーも異なってきます。みなさ
んのちょっとした自己中心的な行為が、他の学生に大
きな影響と迷惑をかけることにつながり、みなさん自
身にも大きなマイナスとなることもあります。
　なお、大学では、教員の授業の仕方や考え方も実に
多様です。それに応じて、受講に関するルールは教員
によって違っていることがありますが、以下にまとめ
たマナーやルールは、全ての授業に共通するものだと
思ってください。

◎出席重視◎
　高校までの授業と同じく、大学でも、登録した講義
や演習に出席することは非常に重要です。欠席回数が
３分の１を超えた場合には、原則として試験を受けら
れず、単位を取ることができません。特に、演習やゼ
ミ形式の授業では、グループごとに課題が与えられて
それをみなで共同してこなす作業や、各自が興味を持
つ分野の論文紹介や調査・研究発表が個人ごとに行な
われます。そのような授業で、無断欠席をされると授
業の予定が大幅に崩れ、教員及び受講生全体に迷惑が
かかります。発表の順番があたっている時に欠席をす
る際は、必ず教員に連絡をしてください。

◎私　語◎
　小さな声であっても、教室では声が響き、集中して
授業を聞こうとしている人たちに大きな迷惑となりま
す。授業中の私語は厳禁です。ただし、質問はもちろ
ん積極的にしてください。また、演習などで学生同士
の話し合いや議論が必要な時には、他人の話をよく聞

きつつ、どんどん話をしましょう。

◎遅刻と授業中の入退室◎
　遅刻も授業中の入退室も、教員や授業を聞いている
人の集中力をそいで授業の雰囲気を乱す迷惑行為で
す。健康上の理由や登校時のトラブルなどの特別な理
由があれば、授業の担当教員に申し出てください。

◎携帯電話の利用とマナー◎
　授業中のメールやSNS使用は私語と同じく、周囲
の人の集中力を妨げる迷惑行為です。

◎飲食はTPOを守って◎
　熱中症や風邪の予防のため、授業中適度に水分摂取
をすることは問題ありませんが、中身をこぼしたり、
周囲の迷惑にならないように気を付けましょう。
　なお、授業中の食事は周りの人の集中力をさまたげ
る行為となるので避けてください。

◎試験とレポート提出のマナーとルール◎
（1）試験教室と時間の確認
　前期末と後期末に行なわれる定期試験では、試験時
間や会場が通常の教室とは異なる場合があります。試
験の時には、席を１つおきに空けて座る、学生証を提
示するなどと指示されることもあり、遅刻をすると周
囲に迷惑をかけることになりますので、必ず事前に試
験教室と時間を確認してください。

（2）不正行為は許されない
　他人の答案やカンニングペーパーを見る、許可されて
いない教科書やノートを持ち込む、身替わり受験をする、
携帯電話等を使うといった不正行為は、自ら学び考える
行為を放棄した知への冒涜であり、他者との平等性をな
いがしろにするルール違反の身勝手な行為です。

（3）レポートは自分で書く
　他人のレポートや、参考文献・インターネットで取
得した文章などを丸写しにして提出することや、学生
本人以外が代筆することは、試験の時の不正行為と全
く同じものです。自ら学び考える場である大学では、
決して許されません。
　また、レポートの提出には必ず期限があり、提出す
る場所も授業ごとに異なっています。期限と提出場所
を必ず守ってください。
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　在学期間を有意義に過ごすには、勉強はもとより、課外
活動への参加や友人を多くつくる、自分の将来において
有利になるよう資格取得を目指すといった積極的な行動が
必要になります。また、「ボランティア活動」や「インターン
シップ」（企業等での就業体験。「キャリアセンター編」参
照）への参加は、社会的な知的刺激の契機となり、社会
観・人生観を確立するためにも非常に効果的です。

◎証明書関係◎
　証明書発行に係る手数料はすべて証明書自動発行機
パピルスメイト（A棟教務担当前）で納金してくださ
い。証明書の発行は、自動発行機による即時発行と窓
口で手続きが必要なものがあります。
利用時間　　平　日　8：30〜 16：50
　　　　　　土曜日　8：30〜 12：30
休 止 日　　・日曜日　　　・国民の祝日
　　　　　　・創立記念日
　　　　　　・事務局休業期間
　証明書の種類、手数料は以下のとおりです。

◎学籍関係◎

◎学生生活関係◎

こんなときは？　	→	　窓口はここです

証明書の種類
証明書自動発行機での即時発行が可能な証明書

証明書自動発行機で手数料を納金し、窓口での発行となる証明書

年度始めに必要な学生にのみ交付する（無料）通学手段の変更等により必要となる場合は窓口で即交付

手数料 備　　　考取扱窓口

学 割 証

健康診断を本年度受診し本
学に在籍していることが条件

就職試験および専門学
校への進学の際に必要

（盗難等事故による再発行、汚損・破損
による交換は無料）

紛失の場合の再発行

無料

在 学 証 明 書 200円

健 康 診 断 証 明 書 200円

学 生 証 再 発 行 願 1,000円

仮 学 生 証 500円

資格等取得見込証明書 300円

学芸員資格取得証明書 300円

司書資格取得証明書 300円

人 物 考 査 書 200円

英 文 証 明 書 1,000円

推 薦 書 200円

学業成績（単位修得）証明書 300円

卒 業 見 込 証 明 書
【学部のみ】 200円

修 了 見 込 証 明 書
【大学院のみ】 200円

卒 業 証 明 書
【学部卒業生のみ】 300円

学力に関する証明書
（教免申請書） 300円

修 了 証 明 書
【大学院修了生のみ】 300円

大 学 院 調 査 書
【学部のみ】 300円

在 籍 期 間 証 明 書
【卒業生、退学者、除籍者】 200円

発行当日限り有効

校種・教科ごとに必要
交付には約7日必要

交付には約7日必要

交付には約7日必要

学生支援
センター
学生担当

学生支援
センター
教務担当

共　通

論 文 受 理 証 明 書 300円 大学院生のみ大学院
事務室

通学定期発行控（通学証明書） 無料

学生支援
センター
学生担当

学生支援
センター
教務担当

キャリア
センター

学生支援センター学
生担当窓口で交付

証明書の種類
証明書自動発行機での即時発行が可能な証明書

証明書自動発行機で手数料を納金し、窓口での発行となる証明書

年度始めに必要な学生にのみ交付する（無料）通学手段の変更等により必要となる場合は窓口で即交付

手数料 備　　　考取扱窓口

学 割 証

健康診断を本年度受診し本
学に在籍していることが条件

就職試験および専門学
校への進学の際に必要

（盗難等事故による再発行、汚損・破損
による交換は無料）

紛失の場合の再発行

無料

在 学 証 明 書 200円

健 康 診 断 証 明 書 200円

学 生 証 再 発 行 願 1,000円

仮 学 生 証 500円

資格等取得見込証明書 300円

学芸員資格取得証明書 300円

司書資格取得証明書 300円

人 物 考 査 書 200円

英 文 証 明 書 1,000円

推 薦 書 200円

学業成績（単位修得）証明書 300円

卒 業 見 込 証 明 書
【学部のみ】 200円

修 了 見 込 証 明 書
【大学院のみ】 200円

卒 業 証 明 書
【学部卒業生のみ】 300円

学力に関する証明書
（教免申請書） 300円

修 了 証 明 書
【大学院修了生のみ】 300円

大 学 院 調 査 書
【学部のみ】 300円

在 籍 期 間 証 明 書
【卒業生、退学者、除籍者】 200円

発行当日限り有効

校種・教科ごとに必要
交付には約7日必要

交付には約7日必要

交付には約7日必要

学生支援
センター
学生担当

学生支援
センター
教務担当

共　通

論 文 受 理 証 明 書 300円 大学院生のみ大学院
事務室

通学定期発行控（通学証明書） 無料

学生支援
センター
学生担当

学生支援
センター
教務担当

キャリア
センター

学生支援センター学
生担当窓口で交付

事　　　　項

休学・退学・復学 「学生生活に関する規則（第4章）」
奈良大学学則・諸規則参照

「身上異動届」を提出

「住所変更届」「電話番号変更届」
を提出

住所・電話番号の変更
（本人・家族）

本籍・国籍の変更

保証人の変更

改姓名

取扱窓口 備　　　　考

学生支援
センター
学生担当

何か変更が生じたら、すぐ学生支援
センター 学生担当まで来てください。
特に電話番号（携帯含む）の変更は
必ず届出してください。

事　　　　項 取扱窓口 備　　　　考

学費の延分納について

奨学金について

アルバイトについて

下宿について

遺失物、拾得物について

総合相談窓口について

アルバイトの紹介

下宿の紹介、相談

個人の秘密は固く守ります。

ケガをしたり、気分が悪
いとき（健康相談につ
いて）

さまざまな問題で悩ん
でいるとき（相談事に
ついて）

学内自動販売機のト
ラブルについて

学内でのATM利用に
ついて

正課・課外活動中の
ケガの医療費の補償
について

相談や窓口のわからない時の問い
合わせ窓口として利用してくださ
い。

「学生教育研究災害傷害保険」の
適用
「スポーツ安全保険」の適用

「学費延分納内規」奈良大学学則・
諸規則参照
「学費延分納願」を提出

奨学金の申込み・相談・返還手続
き等

持ち主のわかるものは電話（携帯）・
掲示等で連絡

窓口の場所は総合研究棟（J棟）
1F西側

本部棟（A棟）2F　ロビー

応急手当、医務室で休むこともでき
ます

学　生
相談室

青　垣
サービス

障がい・疾患等のある
学生の支援について 合理的配慮の申請手続き等

銀　行

学生支援
センター
学生担当

有意義な学生生活を過ごすために
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◎授業・試験関係◎

◎その他◎

◎取扱時間◎
　窓口取扱時間は、下記のとおりです。ただし、夏期
休業中や試験期間、大学行事等により取扱時間が変更
になる場合があります。その場合は、掲示などでお知
らせしますので注意してください。

事務局	 時間に注意！

事　　　　項 取扱窓口 備　　　　考

学費の延分納について

奨学金について

アルバイトについて

下宿について

遺失物、拾得物について

総合相談窓口について

アルバイトの紹介

下宿の紹介、相談

個人の秘密は固く守ります。

ケガをしたり、気分が悪
いとき（健康相談につ
いて）

さまざまな問題で悩ん
でいるとき（相談事に
ついて）

学内自動販売機のト
ラブルについて

学内でのATM利用に
ついて

正課・課外活動中の
ケガの医療費の補償
について

相談や窓口のわからない時の問い
合わせ窓口として利用してくださ
い。

「学生教育研究災害傷害保険」の
適用
「スポーツ安全保険」の適用

「学費延分納内規」奈良大学学則・
諸規則参照
「学費延分納願」を提出

奨学金の申込み・相談・返還手続
き等

持ち主のわかるものは電話（携帯）・
掲示等で連絡

窓口の場所は総合研究棟（J棟）
1F西側

本部棟（A棟）2F　ロビー

応急手当、医務室で休むこともでき
ます

学　生
相談室

青　垣
サービス

障がい・疾患等のある
学生の支援について 合理的配慮の申請手続き等

銀　行

学生支援
センター
学生担当

学生支援
センター
学生担当

事　　　　項 取扱窓口 備　　　　考
授業科目・時間割・休
講・補講・レポートなど
について
試験（定期試験・臨時
試験・追試験・再試
験）について
交通機関の不通や台
風などの場合の授業
について

教務掲示板に注意（学部生）
大学院掲示板に注意（大学院生）

「緊急時における授業の取扱内規」
P80参照

「試験及び成績評価に関する規
則」奈良大学学則・諸規則および
履修要項「試験」参照

「学生生活に関する規則（第13
条）」および履修要項「授業」奈良
大学学則・諸規則参照

授業の欠席について

学生支援
センター
教務担当

ご注意!!

特に試験・レポート提
出・休講等、授業に関
する情報は、必ず自分
自身でポータルサイト
と掲示板情報を確認し
てください。

掲示板にはくれぐれも注意！

ポータル
サイト
掲示板

教務担当

事　　　　項

資格取得について 資格全般について

キャリア
センター
個人で
問合せ

就職、進路について 就職情報、資格取得講座

総務課奈良大学後援会に
ついて

父母等の会

学生担当留学等について
青垣 祭
実 　 行
委員会

青垣祭について

取扱窓口 備　　　　考

大学祭、窓口の場所は課外活動
センター（H棟）2F（H-219）

大学院進学について ただし、本学大学院への進学は入学セ
ンターへ（キャリアセンターにも資料あり）

留学全般について

事 務 局

総 務 課
本 部 棟
（A棟２F）

8:30～
 16:50

8:30～
 12:30

広 報 室
令 和 館
（M棟2F）

8:30～
 16:50

8:30～
 12:30

入 学 センター
令 和 館
（M棟2F）

8:30～
 16:50

8:30～
 12:30

本 部 棟
（A棟２F）

8:30～
 16:50

8:30～
 12:30

本 部 棟
（A棟２F）

8:30～
 16:50

8:30～
 12:30

キャリアセンター 本 部 棟
（A棟２F）

8:30～
 16:50

8:30～
 12:30

図 書 館 事 務 室
図 書 館
（D棟２F）

9:00～
 19:00

9:00～
 17:00

総 合 研 究 棟
（J棟３F）

総 合 研 究 所・
大 学 院 事 務 室

学生支援センター
教務担当

学生支援センター
学生担当

8:30～
 16:50

8:30～
 12:30

通信教育部棟
（L棟１F）

通 信 教 育 部
事 務 室

8:30～
 16:50

8:30～
 12:30

情報処理センター
（I棟１F）

情 報 処 理
センター事務室

8:30～
 16:50

8:30～
 12:30

場 所
窓 口 取 扱 時 間
平 日 土曜日

※情報処理センター
　（学生休業期間及びスクーリング開講時は除く。）
自習利用時間は、平　日　8:40～18:00
　　　　　　　　土曜日　8:40～12:10
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　学生証は本学の学生であることを証明するもので
す。学生証裏面の注意事項を必ず読んでください。

◎呈示が必要なとき◎
①試験のとき
②履修届・卒業論文等提出のとき
③証明書自動発行機利用のとき
④図書館の貸出手続きのとき
⑤情報処理センター利用のとき
⑥本学教職員から呈示を求められたとき…etc.

　学籍番号は入学と同時に各人に与えられます。この
番号は原則的に在学中はもとより、卒業・修了後も変
わらない本人固有の番号です。
　学内におけるすべての事務手続きは、この学籍番号
によって処理されますので、正確に記憶し、省略せず
記入してください。

…□□　……□　……□□□　（英数大文字6桁）

　大学側から学生への連絡などは主に学生ポータルサ
イトによって行ないます。
　また、一度掲示した事項については、周知されたも
のとみなします。関係事項を見なかったという理由で
異議を申し立てることができません。不都合や不利益
をまねかないよう充分注意してください。

◎事務局掲示板案内◎

〔B棟2階東側ディスプレイの表示内容〕
①各種催し、一般的なお知らせ等…
②休講情報等…
③教室変更補講等…
④…学生呼出、奨学金関係、教員からの連絡、拾得物の
連絡、就職関連情報等…

学　生　証

学籍番号

掲示板等

表面

※USER IDが印字されています。

裏面

学生証は常に
携帯する
ようにね！ 学生証

体育館

図書館D

G

⑫⑪

奈良大学構内バス停
ゲート

守衛室

⑩ ⑪

①④
⑤

③

⑥

⑧⑦

Ｊ

Ａ
Ｉ

総合研究棟

本部棟

社会学部研究棟

福利厚生棟

実験・実習棟

情報処理センター
Ａ

Ｂ Ｂ

Ｃ

ＣＧ

Ｅ

文学部研究棟

教室棟

教室棟

Ｄ図書館

体育館

講堂

コミュニ
ケーション

プラザ
（広場）

Ｆ

⑨

M  
令和館

②

N
臨床心理
    センター

NO.
①

場　所 所　管 掲　示　内　容
A棟２階東 教務担当 教員からの連絡、授業関係

② B棟2階東 事務局全体 ディスプレイは以下参照のこと

⑥ A棟２階西 総務課 教職員対象の掲示、行事予定

③ B棟３階東 学生・教務担当 教員からの連絡、他

④ B棟３階西 学生担当
プレイガイド、美術展の案内、留
学関係

⑤ B棟２階西 教務担当 資格関係全般、試験、レポート

⑪ D棟入口 図書館事務室
開館、休館の通知、他の図書館、
博物館のポスター等

⑩ キャリアセンター
ガイダンス、講習会、資格取得の
情報、就職セミナーの案内等

⑦ J棟２階 総合研究所・
大学院事務室

大学院生に関すること（行事・連
絡等）

⑧ J棟3階 総合研究所・
大学院事務室

大学院生に関すること（行事・連
絡等）

⑨ I棟入口

F棟１階

情報処理
センター

情報処理センター利用時間（開館・休館）、はやうちタ
イピングコンテストの案内、パソコン利用に関して等

掲示板は必ず見る習慣をつけよう
授業・試験・レポート提出・休講等の
電話による問い合わせは、応じられません。

掲 示 板

携帯電話やPCでは取得できない情報がディスプレ
イに表示される場合があります。

入学年度 学科等 個人番号
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◎遺　失◎
　学内で忘れ物・落し物をしたら、学生支援センター
学生担当を訪ねてください。学内の拾得物として学生支
援センター…学生担当に届けられる場合がありますが、
持ち主が分かれば電話等で連絡します。
　なお、キャッシュカードやクレジットカード等を落としたとき
は速やかにカード発行元に連絡してください。（暗証番号が
生年月日や電話番号の場合、引き出されるケースがありま
すので、こういった番号の使用は避けた方がよいでしょう）
　携帯電話を紛失した場合も、使用停止の手続きをす
ることをお勧めします。

◎自動車通学は禁止◎
　学内規則により自動車通学は特別な事情を除き全面
的に禁止しています。遵守してください。
●不法・迷惑駐車に対する処分●
（1）本人への厳重注意を行ない、本人と保証人から始
末書を提出させ指導を行います。

（2）繰り返し不法・迷惑駐車をした場合、学則第43条
により懲戒処分を行います。懲戒処分とは譴責・停
学・退学をいいます。

◎バイク通学は登録制◎
　バイクによる通学は事故発生の危険性が非常に高
いので、できるだけ自粛してください。やむをえず
バイク通学をする場合は自賠責保険及び任意保険に
加入し、必ず学生支援センター学生担当で登録して
ください。

◎自転車・バイクの運転マナー◎
　通学時における自転車・バイクの運転について、大
学周辺の住民自治会より苦情等が寄せ
られる事があります。運転マナーを守
り、地域住民に迷惑をかけないよう、

十分注意してください。
　令和元年10月「奈良県自転車の安全で適正な利用の
促進に関する条例」が公布され、令和2年4月1日より「自
転車損害賠償責任保険等への加入義務化」がスタート
しました。法令を遵守し、安全運転を心がけてください。

◎放置バイク・自転車について◎
　駐輪場に長期にわたって放置されているバイク・自
転車については、毎年7月1日に『放置車両であるかど
うかの調査中である告知の札』を貼ります。現在使用
中の自転車に札が貼付けされている場合には、その札
を破棄して下さい。9月30日まで調査を行い10月10
日以降には放置車両とみなして廃棄処分を行います。
　大学の駐輪場は通学の際に使用するものです。休学
中・長期休業中には、必ず下宿先・自宅等で保管する
ようにしましょう。

◎自転車の盗難防止について◎
　施錠（二重ロック）の励行や防犯登録など、各自の
責任で行ってください。
　盗難時に備えて、車体番号や防犯登録番号を控えて
おきましょう。
　自転車を譲渡した場合には、必ず所有者の変更手続
をしてください。長期放置の自転車は廃棄処分にしま
すので、車輛の管理には注意してください。

◎割　引◎
　学割証（学生生徒旅客運賃割引証）は本人以外は使
用できません。期限切れ、他人名義のものなど不正使
用すれば、使用者は正規の３倍の運賃を追徴され、以
降学割証の交付が停止されることがあります。

◎使用目的◎
①正課教育（ゼミ、実習など）　②課外活動　③就職活
動　④見学　⑤帰省　⑥傷病治療　⑦保護者旅行随伴

◎交　付◎
　証明書自動発行機パピルスメイトで即時発行されます。
（A棟教務担当前）

遺失物・拾得物	 落し物は学生支援センター 学生担当へ

通学は電車・バスで

保険の期日
に注意！

学割証

割　引　率
乗車距離が100kmをこ

える場合に有効です。
有効期間

普通運賃の2割引
発行日から3箇月

証明書自動発行機で発行で
きます。

割　引　率
乗車距離が100kmをこ

える場合に有効です。
有効期間

普通運賃の2割引
発行日から3箇月

証明書自動発行機で発行で
きます。

●…譴責・停学・退学のいずれも学籍簿に記載され、
永久に記録される。
●…試験期間中の懲戒処分のときは、試験を受けら
れないこともある。

（「奈良大学周辺の不法・迷惑駐車に対する学生の処分手続き」
奈良大学学則・諸規則参照）
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　医務室では、学生の皆さんが健やかに充実した学生生活
を過ごせるようにサポートしています。
　病気・ケガの応急処置の他、健康相談や病院の紹介など
の指導・助言を行っています。看護職スタッフが在室していま
すので、気軽に利用してください。
・開室時間　月曜日〜金曜日　９時〜17時
　　　　　　土曜日　　　　　９時〜12時30分
・直通電話　0742-41-9520

◎薬について◎
　内服薬は、副作用の危険性があるため、原則としてお渡し
していません。薬が必要とわかっている方は病院で出してもら
うか、自分に合う薬を用意してください。緊急（内服歴あり）の
場合は、お渡しすることもあります。

◎定期健康診断◎
　学校保健安全法に基づき、毎年全学生を対象に概ね4
月に実施します。健康診断の目的は、健康面をチェックし病
気の早期発見、早期治療の推進にあります。必ず受診してく
ださい。尚、定期健康診断を受診していなければ実習や就
職活動に必要となる健康診断証明書を発行できませんので
注意してください。

◎健康管理◎
●規則正しい食生活を●
　親元を離れて一人で生活する学生は、衣・食・住を自分で
管理しなくてはなりません。4年間の学生生活を健康で過ご
せるよう食事には特に気を配ってください。
　また、生活習慣病ともいわれる病気は若いころからの日常
生活、特に毎日の食生活との関係が深いともいわれていま
す。近年では、生活が夜型になって夜食を摂ったり朝食を抜
いたりする人が増えてきました。生活リズムを整えて規則正し
い食生活を送りましょう。

◎感染症について◎
《感染予防について》
　細菌やウィルスなどの病原体が、空気や水など身の回り
の環境を通してヒトの体に入って増えることを感染といいま
す。①病原体（感染源）②感染経路③宿主の３つの要因が
揃うことで感染が成立します。この３つのうちどれかをストップ
することで感染症を予防することができます。
　１　感染源を排除　　近づかない、触らない、消毒など
　２　感染経路を断つ　清潔、清掃、衛生管理

医務室の利用案内
　　　（手洗い、うがい、咳エチケットなど）

　３　宿主の抵抗力を高める
　　　　　　　　　バランスの取れた食事、適度の運動
　　　　　　　　　休養、睡眠、予防接種など
　感染症が疑われる時は、まず保健所か医療機関に電話を
し、症状を伝え指示に従いましょう。
《大学における感染症について》
　国では感染症法（感染症の予防及び感染症の患者に対
する医療に関する法律）が施行されています。大学において
は、学校保健安全法により「学校において予防するべき感
染症」として下記のように分類され、学校における感染症拡
大防止のため「出席停止期間」が定められています。
●出席停止期間の基準（学校保健安全法施行規則第19条）　令和5年5月8日改正

《感染症にかかってしまったら》
※…感染の危険がなくなるまで自宅療養してください（医師の
許可が下りるまで）。
※…罹患したことを学生支援センター学生担当に連絡してください。
※…治癒後、必要に応じて学生支援センター学生担当または
医務室に「感染症治癒証明（診断書）」を提出してください。

《結核を過去の病気だと思っていませんか？》
　風邪のようで風邪ではない、人から人へうつる現在でも日
本の重大な感染症です。咳が2週間以上続く、痰が出る、急
に体重が減った、食欲不振、身体がだるいなどの長引く症状
があれば、医療機関を受診してください。適切な診断と治療
で完治できます。
　結核の予防には、普段からの健康的な生活を心がけ、免
疫力を高めておくことが重要です。夜更かしなどの不規則な
生活や喫煙は厳禁です。また年に一度の胸部エックス線検
査を受けましょう。

分類 感染症の種類 出席停止期間

第
一
種

エボラ出血熱、クリミア熱、コン
ゴ出血熱、痘そう、南米出血熱、
ペスト、マールブルグ病、ラッサ
熱、急性灰白髄炎（ポリオ）、ジフ
テリア、重症急性呼吸器症候
群、中東呼吸器症候群、特定鳥
インフルエンザ、指定感染症及
び新感染症

治癒するまで

第
二
種

インフルエンザ（特定鳥インフル
エンザを除く）

発症後５日経過し、かつ解熱後２日を経
過するまで

百日咳 特有の咳が消失または５日間の抗菌性
物質製剤による治療終了まで

麻疹（はしか） 解熱後３日を経過するまで
風疹（三日はしか） 発疹が消失するまで

流行性耳下腺炎（おたふくかぜ）
耳下腺、顎下腺または舌下腺腫脹が発
現した後５日を経過し、かつ全身状態が
良好になるまで

水痘（水ぼうそう） 全ての発疹が痂疲化するまで
咽頭結膜炎（プール熱） 主要症状が消失した後２日を経過するまで

結核、髄膜炎菌性髄膜炎 病状により医師において感染の恐れが
ないと認めるまで

新型コロナウィルス感染症 発症した後、５日を経過し、かつ症状が軽
快した後１日を経過するまで

第
三
種

コレラ、細菌性赤痢、腸管出血
性大腸菌感染症、腸チフス、パ
ラチフス、流行性角結膜炎、急
性出血性結膜炎、その他の感
染症

病状により医師において感染の恐れが
ないと認めるまで
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加入保険

《エイズ、HIV感染は正しい知識を》
　エイズ（後天性免疫不全症候群）とは、HIV（ヒト免疫不全
ウィルス）に感染することにより、免疫機能が破壊され抵抗
力が低下し様々な感染症や悪性腫瘍にかかりやすくなる病
気です。HIVに感染してもすぐ発病するわけではなく、無症状
で6か月〜10年以上して発病しますが、その間、他人に感染
させる状態にあります。今のところHIVを完全に取り除く治療
法はありませんが、エイズを発病する前に服薬治療をするこ
とで感染していない人と同じように日常生活を送ることができ
ます。今は「死の病」ではありません。大切なのは早期に治療
を始めることです。HIVは感染力が弱く、性行為でのHIV感
染予防はコンドームを正しく使用することが最も有効です。
　HIV感染は無症状で経過するので、検査を受けなければ、
感染しているかどうかはわかりません。早期発見の検査は、
保健所や検査機関で、無料、匿名で受けられますので、心配
な方は、積極的に検査を受けて下さい。
《梅毒について》
　近年、性感染症では梅毒の感染が拡大しています。男性
は20代から50代、女性は20代が多い状況です。梅毒は感
染力が強く、キスや、性的接触で感染します。梅毒は早期発
見、早期治療で治る病気です。症状があるときや不安なとき
は検査を受けてください。

◎薬物乱用について◎
●薬物乱用は「ダメ。ゼッタイ」●
　薬物乱用とは、覚せい剤や麻薬などの違法薬物を使用す
ることを言います。また医療に使われる医療品を本来の目的か
ら逸脱した目的や方法で使用することも薬物乱用です。たとえ
1回だけの使用でも乱用であり、同時に犯罪にもなります。
　乱用される主な違法薬物として、覚醒剤・大麻・危険ドラッ
グ・シンナー・MDMAなどがあり、これらは隠語を使うなどして
身近に販売されていたりします。
　乱用される主な違法薬物は脳に働き、神経に影響を与え
る作用を持っています。血圧上昇・心拍増加・不眠症・食欲
減退・精神障害等をもたらしたり、逆に呼吸が抑制され、死に
至らしめたりすることもあります。また実際にはないものが見
えたり聞こえたり（幻覚・幻聴）することがあります。
　乱用される薬物の共通の特徴は、何度も繰り返し使いたく
なる「依存」を引き起こす性質を持っていることです。いったん
依存になってしまうと「快感を得るためだけでなく、薬が切れた
時に感じるイライラや不安、身体的苦痛から逃れるために薬
物を使わざるを得なくなります。こうして薬物なしではいられない
「薬物依存」の悪循環にはまってしまうのです。薬物乱用は、
自分だけでなく、家族も周りの人たちも不幸にします。
　社会的制裁においても、大学では退学、会社では解雇な

どの厳しい処分が下されます。　「1回くらいなら…」という心
の隙が、将来を台無しにします。薬物乱用は1回でも「ダメ。
ゼッタイ。」しっかり断る勇気を持ちましょう。

●大学生活でのケガ・損害賠償の保険請求手続き●
　本学は全学生対象に学生教育研究災害傷害保険・学
研災付帯賠償責任保険に加入しています。
　ケガや事故の発生から1か月以内の届け出が必要です。
必ず医務室に報告してください。

●学生教育研究災害傷害保険
　正課中・大学行事中→実治療日数1日以上のケガ
　…通学中・大学施設など相互間の移動中・大学施設内→
同上4日以上
　大学外での課外活動中（クラブ活動）→同上14日以上
●学研災付帯賠償責任保険
　学生が、正課・大学行事・ボランティア（大学に活動を届
け出ている場合）等で活動中及びその往復中で他人にケガ
をさせたり、他人の財物を損壊したことにより被る法律上の
損害賠償を補償します。

●遠隔地被扶養者証（学生用保険証）について●
　家族と離れて生活している学生が、けがや病気で病院等
の医療機関を利用するとき、遠隔地被扶養者証（学生用保
険証）が必要となる場合があります。必要に応じて次の手続
きを行って下さい。
○国民健康保険の場合
　大学で在学証明書を発行して、扶養者が住んでいる市区
町村役場または社会保険事務所に提出してください。
○社会保険の場合
　大学で在学証明書を発行して、扶養者の勤務先に提出
してください。

◎医療機関の情報◎
「医療情報ネット」https://www.…pref.nara.jp
「奈良市医師会」https://www.nara.med.or.jp/nara-city
　上記で近隣の医療機関、救急医療機関、休日夜間応急
診療所を検索できます。医務室でも相談できますので、わか
らない時はお尋ねください。
※…夜間や休日で適当な医療機関がわからないときは下記で
案内してもらうことができます。

　・…奈良県救急安心センター　♯7119　又は…℡　0744-20-0119

　・…奈良市立休日夜間応急診療所　　　　　…℡　0742-34-1228

　・…休日歯科応急診療所　　　　　　　　　…℡　0742-33-4182
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［制度の趣旨］経済的な理由等により修学が困難な学
生の皆さんに、一定の金額を貸与することによって経
済的負担を軽減し、学業に専念することができるよう
に援助する制度です。主なものに、「日本学生支援機構
奨学金」「奈良大学奨学金」をはじめ地方公共団体等
の各種制度があります。

◎日本学生支援機構奨学金◎
　申込、書類の受け渡し、提出方法等、手続きについて
は、学生支援センター…学生担当が窓口となります。詳
細については、奨学金説明会でお知らせするほか、学生
支援センター…学生担当へお問い合わせください。
※その他、随時、情報等を掲示します。
　【日頃からポータルサイト等の確認をしてください。】
※奨学金の種類と募集時期等は、以下のとおりです。

《奨学金の種類及び募集時期》

〈【参考】日本学生支援機構ホームページ〉

●…上記の奨学金は、学部生用の内容ですが、大学院生
についても、学生支援センター…学生担当へお問い合
わせください。（募集時期は同じです）
●…奨学金の貸与を受けるには、連帯保証人と、保証人
（原則65歳未満）を選任し『人的保証制度』を受け
るか、一定の保証料（毎月の貸与月額から保証料が
徴収されます。）を支払うことで保証機関による連
帯保証『機関保証制度』を受けるかのいずれかを選
択する必要があります。

●貸与期間は、標準の修業年数となっています。
●…奨学金の貸与中は、毎年１回（12月）「適格認定奨
学金継続願」の手続きがあり、基準（主に学力）を
満たせなくなった場合や手続きを行わなかった場合
は、奨学金の停止・廃止の措置がとられ奨学金が貸
与されなくなります。
●…奨学金の返還については、卒業後20年程度の間に月
賦返済などにより返還することになります。

◎奈良大学奨学金◎
　奈良大学奨学金は、本学独自の奨学金制度です。…
　…単年度貸与で、無利子です。但し、日本学生支援機
構奨学金と併用貸与はできません

《内容及び募集時期》

貸付型奨学金制度

緊急貸与
（無利子）
応急貸与
（有利子）

奨学金の種類 採用の種類

予約採用

２次採用

緊急採用

予約採用

定期採用

応急採用

4月

4月

随時

学部
新1年生
全学年

全学年

随時 全学年 （注1）参照

（注1）参照

翌年3月

定期採用

貸与月額学年

学部
新1年生
全学年

全学年

手続き
・

募集時期 貸与終期

卒業予定
年月

卒業予定
年月

貸与始期

採用年の
4月

採用年の10月
以降希望する月

採用年の10月
以降希望する月

貸与時期

第一種奨学金
【無利子貸与】

第二種奨学金
【有利子貸与】

入学時特別
増額奨学金
【有利子貸与】

4月

4月

9月

２次採用 全学年9月

2万円から各種
月額を選択。学
年・自宅生・下
宿生によって選
択できる額は異
なる。

2万円から12万
円（1万円単位）
から選択する。

採用年の4月
～9月の間で
希望する月

1学年入学者で条件を満たす者に対して、希望により
定額（10万円～50万円）を増額して貸与します。

生計維持者（親等）が、失職・破産・倒産・病気・死亡
または火災・風水害等により、家計急変が生じ、緊急
に奨学金が必要になった場合、申込ができます。（ただ
し、事由が発生したときから1年以内）

【注１：家計急変事由発生月により、貸与可能始期が異なりますので御相談ください】

「奈良大学奨学金規則」「奈良大学奨学金細則」
もご確認ください。

種　別

学部生 自宅 通 学
自宅外通学 4月分から

1年分

優れた人物で
経済的理由に
より修学困難
な学生

修 士
博 士大学院

貸与月額 貸与期間 出願資格 募集時期 返　還学年

全
学
年

30,000円
38,000円
55,000円
75,000円

4月
卒業・修了後
年賦返還
10年以内

●採用基準は？●

【学力】1年次生は、高等学校修了時の成績。
2年次生以上は前年度の成績が優秀である
こと。
成績不良の為留年確定者は出願することが
できません。

【人物】学生としてふさわしく、将来、良識のある
社会人として活動する見込みがあると認め
られる者。

【家計】 （昨年度の）生計維持者の収入が、各種制
度の定める収入基準額以下であること（家
族構成等により基準が異なります）。

◎全ての奨学金制度共通事項◎
　奨学金申し込みに必要な手続き等については、奨
学金説明会でお知らせしますので希望者は必ず出席
してください。
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◎その他奨学金◎
　日本学生支援機構奨学金や奈良大学奨学金以外にも、
地方公共団体等、各種の奨学金制度があります。募集
がある場合は、随時学生支援センター…学生担当の掲示
板等でお知らせします。
（大学内での説明会は行いません。）

◎奈良大学緊急支援貸与金◎
　本学（大学院含む）に在籍する学生で、修学を熱望す
るが経済的理由により緊急に学費の支弁が困難になっ
た学生に対し、学業継続の援助を目的として貸与します。

◎短期貸付金について◎
　本学に在籍する学生が家庭からの仕送りの遅延・緊
急帰省・急病・災難などの理由により、一時的・緊急
に生活費の支弁が困難になった場合、学業継続の援助
を目的として本学が無利子で短期貸付を行っています。
「短期貸付金規程」もご確認ください。

［制度の趣旨］国の高等教育における修学支援新制度
として、意欲と能力のある若者が経済的理由により進
学及び修学の継続を断念することのないよう、原則と
して返還義務のない奨学金を支給する制度です。
※…学部生対象、2020年度創設の制度となります（大
学院生は制度対象外）。
※…学業成績などが基準を下回る場合は支援の打ち切り、
さらに、やむを得ない理由なく学業成績が著しく不

振の場合等は返還が必要となることがあります。
※…成績基準等、貸与型奨学金とは大きく異なります。
採用・継続共に、充分な単位修得及びＧＰＡ評価等が
求められます。

◎日本学生支援機構給付奨学金◎

◎授業料等減免制度◎

〈【参考】日本学生支援機構ホームページ〉

「奈良大学緊急支援貸与金規程」もご覧ください。

対　象 学年 貸与年額 募集 返　　還

学部生
大学院生

456,000円を上限
として希望額

全学年 随時 卒業、修了後年賦
返還10年以内

貸付金額
一人1回につき5,000円以上30,000円以内
で1,000円単位

貸付期間
貸付日より3ヶ月以内。（卒業年次生は、2月
末までが最終期限）

貸付窓口
学生支援センター学生担当窓口で所定の「借
用願」により受付（印鑑が必要）

返済方法
一括または分割（3回まで）。学生支援セン
ター 学生担当窓口で返済

注意事項
全額返済されるまで同一人には新たな貸付
をしません。

日本学生支援機構給付奨学金・授業料等減免制度

奨学金の
種　　類 採用の種類 手続き・募集時期 学　年 給付金額 採用決定

時　　期

給付奨学金

予約採用

2次採用

4月 新1年生
生計維持者の所得
より決定（選択で
きません）

4月
在学採用 4月

9月
全学年
全学年

7月頃
11月頃

緊急採用（注1）参照 全学年 ―
［注1：家計急変3ヶ月以内に申請書提出・入学前年の1月以降に家計急変の
新入生は入学後2ヶ月以内に申請書提出］

制　度　名 採用基準・申請手続方法等

授業料等減免制度

日本学生支援機構給付奨学金と同じ採用基準。
給付奨学金の申請手続きを行い、採用となった
学生が、申請手続きを行うことにより、授業料
等減免制度が受けられる。

　　●採用基準は？●
【学力】 

1年次生 ア　 高等学校等における評定平均値が3.5以上で
あること、または、入学者選抜試験の成績が
入学者の上位1/2の範囲に属すること。

 イ　 高等学校卒業程度認定試験の合格者であるこ
と。

 ウ　 将来、社会で自立し、活躍する目標を持って学
修する意欲を有していることが、学修計画書等
により確認できること。

2年次生 ア　 GPA（平均成績）等が在学する学部等におけ
以上 　　る上位1/2の範囲に属すること。
 イ　 修得した単位数が標準単位数以上であり、か

つ、将来、社会で自立し、活躍する目標を持っ
て学修する意欲を有していることが、学修計画
書等により確認できること。

 　　 ただし、学業成績が「廃止」の区分に該当す
る人は、採用されません。

 　　＊ 「廃止」の区分については日本学生支援
機構のホームページもご確認ください。

【家計】 「収入基準」と「資産基準」のいずれにも該当する
必要あり。

【その他】 「大学等への入学時期等に係る基準」と「在留資
格等に係る基準（日本国籍でない場合）」のいず
れにも該当する必要あり。

◎全ての奨学金制度共通事項◎
　奨学金申し込みに必要な手続き等については、奨
学金説明会でお知らせしますので希望者は必ず出席
してください。
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　アルバイトをすることで、自分が学生であると同時
に社会の一員であるという自覚をもち、社会勉強を実
践することは、たいへん有意義なことです。
　しかし、学業を犠牲にしてまでアルバイトをするこ
とは賛成できません。学業との両立を前提に、アルバ
イトをしましょう。

◎制限職種基準◎
　以下のアルバイトは学生に対して好ましくないと思
われる職種です。個人で探すときは、仕事内容を充分
確認しましょう。

◎ブラックアルバイトに注意！◎
　ブラックアルバイトの特徴は、以下のようなもので
す。

・アルバイト代は、毎月、決められた日に、全額支払
いが原則です！

・アルバイトをしていて労働条件、賃金、労働関係な
どで困った場合には、全国の労働局や労働基準監督
署などにある「総合労働相談コーナー」に相談しま
しょう。（相談無料）

アルバイト	 学業と両立を！

１．危険な業務（工事現場、機械操作、高所での作業、高熱・
冷温室での作業、危険な薬品を扱うもの、交通の頻繁
な路上での作業、薬品などの臨床人体実験、警備業務
など）

２．バイク・自動車などの運転業務
３．労働時間が午後10時～午前６時の時間帯にか

かる業務
４．主に金銭を扱う業務
５．選挙の応援に関する業務
６．外交販売・勧誘など能力給に属する業務
７．飲酒を主とする場所での接客業務
　　（バー、居酒屋、ビヤガーデン、クラブ等）
８．人命に関わることが予想される業務
　　（医療関係：事務は可、水泳指導員、プールの監視員、

トレーニングインストラクター、ベビーシッター、ホー
ムヘルパーなど）

９．パチンコ・マージャン・競馬・競輪場など、 風俗・
ギャンブルに関する業務

10．住民票の転記など、個人のプライバシーに関与
する業務

11．アルバイト学生だけの職場になる業務
12．遠隔地からの求人
13．仲介斡旋であることが明白な求人
14．宗教の布教に関わる活動に関する業務
15．登録制をとる業務、賃金が出来高払いのもの
16．学習塾の講師で、経営経験が１年未満のもの
17．労働条件が不明確なもの、人員の限定を条件と

するもの、性別の指定や条件があるもの
18．不特定多数を対象としたチラシ配り、街頭や訪

問・電話による調査
19．その他、本学が学生のアルバイトとしてふさわ

しくないと判断する業務

大学で紹介していないアルバイト業務

①常時募集している
理由：社員、アルバイトを採用しても仕事が

厳しくすぐにやめている可能性がある。
②待遇がわからない、待遇が良すぎる
理由：待遇が悪すぎて公開できない。逆に良

すぎるのも何かある。疑う事も必要。
③未経験者歓迎
理由：明らかに専門知識が必要そうな職場に

おいてこの表現が使われている場合は、
離職率が高い企業に多い。
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　派遣留学のことや、国際交流に関する情報提供は国
際交流室（Ｊ棟1F）で行っています。留学に関する
質問や相談等があれば気軽にお越しください。

◎派遣留学◎
　派遣（交換）留学制度とは、本学と学術教育交流協定を
結んでいる海外の大学等へ、本学に１年以上在学し、所
定の単位を修得している学生が、在籍したまま留学する
制度です。制度の主な内容は下記の通りです。

　募集人数は、各協定校につき原則２名以内で、派遣され
る学生は学内選考（書類選考および面接）で選ばれます。

◆派遣留学生の応募開始時期は、５月中旬からです。

◎私費留学◎
　協定によらない留学については、語学研修を目的とす
る短期のものから学位取得をめざす長期の留学までさま
ざまです。留学先の選択や手続きはすべて個人で行いま
す。これらの情報収集や手続きについては、留学情報
提供機関などでアドバイスを得ることができますが、確
実な情報を得るためには、留学を希望する大学へ直接
問い合せすることをお勧めします。

◎総合相談受付◎
　学生支援センター…学生担当では、様々な相談を受
け付けています。どこに聞いたらよいのか、誰に聞け
ばわかるのかなど、学生生活で何か困ったことがあれ
ば気軽に相談してください。困ったときは、まず学生
支援センター…学生担当に相談に来てください。

◎学生生活における相談について◎
　大学の生活環境は高校時代と著しく異なり、特に新
入生は戸惑ったり、迷ったり、悩んでいる学生も少な
くありません。友人に相談することは大事ですが、大
学も相談に応じています。
　本学では各学部各学科とも、いずれの教員でも相談
に応じますが、特に1年次生は基礎演習担当教員を中
心に、2年次生は学科の講読、演習、実習担当教員を
中心に、３・４年次生はゼミ担当教員を中心に、それ
ぞれ相談に応じています。

◎学生相談室◎
　学生の個人的な悩みや諸問題の解決にできるだけの
示唆･助言を与えるため、学生相談室が設けられてい
ます。相談相手は、相談室のカウンセラー（臨床心理
士）と学生相談員（教員）がいます。
　カウンセラーは、学生生活のことからプライベート
まで、さまざまな悩みや考えごとについて話を聴き、

留学・国際交流−International	Exchange−

学生生活における相談

・留学中は本学における在学期間として認められ
ます。

・派遣先大学へ学費を支払う必要はなく、本学で
の学費については納付後に施設設備費及び実験
実習費相当額が助成金として支給されます。
　また、TOEICスコアが650点以上の高得点者や中
国語検定３級以上、韓国語能力試験３級以上の
学生については、選考により２名以内に助成金
を支給する制度もあります。

・留学期間は、原則として１年間。
・留学先での履修単位は、本学で認められれば本
学の単位として認定することができます。

・滞在中は、派遣先大学の寮などを利用すること
ができます。

＜学術教育交流協定校一覧＞
■中華人民共和国
復旦大学…Fudan…University　　　　……………（1997.３協定締結）
※派遣留学は行っていません

蘇州科技大学…Suzhou…University…of…Science…and…Technology
　　　　　　　　　　　　　　（2008.１協定締結）
陝西師範大学…Shaanxi…Normal…University（2010.４協定締結）
天津理工大学…Tianjin…University…of…Technology
　　　　　　　　　　　　　（2017.12協定締結）

■大韓民国
韓瑞大学校…Hanseo…University… （2005.11協定締結）
韓国伝統文化大学校…The…Korean…National…University…of…Cultural…Heritage
… … … … （2006.３協定締結）
■連合王国
セインズベリー日本藝術研究所…The…Sainsbury…Institute…for…
the…Study…of…Japanese…Arts…and…Cultures…（2014.１協定締結）
※派遣留学は行っていません

■ハンガリー
エトヴェシュ・ロラーンド大学…Eotvos…Lorand…University
※派遣留学は行っていません… （2018.11…協定締結）

学生相談室
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一緒に考えていきます。また、自分の悩みや考えごと
を「誰に相談すればいいのかわからない」という場合
にも、まずはカウンセラーと一緒に考えて、相談する
人を見つけていくこともできます。
　学生相談員は大学の教員です。教員はそれぞれ専門
が異なりますので、専門分野に関する相談ができるこ
とが特徴です。進路や成績のことなどを相談しに研究
室を訪ねてみてはどうでしょう？

◎開室曜日・時間◎
　月曜日〜土曜日　10：00…〜…17：00
　…（夏期・冬期・春期休業中及び青垣祭開催期間中は、
基本的に閉室しています）

◎場所◎
　J棟（総合研究棟）1階。学生相談室「サポートルーム」
（J-104）は、エントランスを入って左側、「カウンセリン
グルーム」（J-109）は、正面右手にあります。「サポー
トルーム」にカウンセラーが在室し、カウンセリングの
受付や予約･変更等の窓口対応をしています。

◎予約から相談までの流れ◎

◎障がいのある学生の支援体制◎
　学生相談室では障がいや疾患等のある学生が大学で
支援・配慮を受けるための申請手続きや、一人ひとり
のニーズに応じたサポートを行っています。障がいや
疾患等のある学生で、修学上の心配ごと、困りごとな
どがありましたら、学生相談室にご連絡ください。学
生支援センター…学生担当・教務担当、授業担当教員
等と連携しながら支援を行います。

…

　20歳未満の喫煙・飲酒は法律で禁じられています。

◎大学敷地内全面禁煙◎
　健康増進法の一部を改正する法律（改正健康増進法）
により、2019年4月1日から大学敷地内は全面禁煙です。

◎受動喫煙防止◎
　改正健康増進法は、タバコの煙を非喫煙者が吸い込
むこと（受動喫煙）を防止するための法律で、タバコ
はマナーからルールへと変わりました。

◎たばこと健康◎
　最近、煙も臭いも少ない「加熱式たばこ」や「電子た
ばこ」が紙巻きたばこに代わり使用されることが多くなって
います。しかし、「加熱式たばこ」は紙巻きたばこと同様に
発がん性物質もニコチンも含まれます。「電子たばこ」はニ
コチン以外の発がん物質が発生する可能性があり、健康
への悪影響が懸念されます。禁煙に関心のある方は一緒
に考えませんか。医務室をぜひ活用してください。

◎飲酒について◎
　学生生活ではクラブ等のコンパなどで飲酒する機会が
ありますが、20歳未満には絶対に飲酒をさせない、勧
めないこと。20歳未満の場合は、先輩から誘われても
飲酒を断ること。また、20歳になってからの飲酒は、ルー
ルを厳守し、誤ったお酒の「飲み方」「勧め方」をしない
こと。当然ですが飲酒運転は厳禁です。（たとえ自転車
であっても飲酒運転となります。）
　飲酒運転は社会的制裁はもちろん大学からも処分を
受けることになります。
　誤った「飲み方」は自身の健康を損ない、ひどい場合
は急性アルコール中毒の原因となり、尊い命を落として
しまうこともあります。
　また、誤った「勧め方」は他人を不快にさせることに
繋がります。くれぐれも気をつけてください。
　イッキ飲み等を強要されるなど困ったことがあれば、
学生支援センター…学生担当まで申し出てください。
　特に下記の項目については、厳禁です
◆乗り物（自転車・バイク・自動車等）を運転する際の飲酒
◆命にかかわるイッキ飲みやガブ飲み
◆アルコール・ハラスメント　飲酒の強要等酒にまつ
わる嫌がらせ

予約方法は次の3パターン

予約日決定

相談は学生相談室にて
カウンセラー 学生相談員（教員）

相談は学生相談室または教員の研究室

いずれかの方法で、お気軽にご連絡ください。

①直接予約
　サポートルームに直接来室してください。カウンセラーが
受付けます。この予約方法はほとんどの場合、受付当日に予
約日時が決定します。

②ポスト予約
　「申し込み用紙」に必要事項を記入して、カウンセリングルー
ムの入口横の「連絡ポスト」に入れてください。連絡先の記入
は必ずお願いします。

③電話予約
　0742（41）9553に電話してください。相談内容・希望
日時・連絡先を伝えてください。
※電話が繋がらない時はメッセージを残してください。

喫煙・飲酒について
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　本学では、「安心してキャンパスライフを満喫できる環境
づくりを目指して」ハラスメント防止に取り組んでいます。
　教職員、学生若しくは関係者が、他の教職員、学生な
どに不利益や不快感を与えることを「ハラスメント」と
定義しています。ハラスメントと感じたときは、我慢せ
ずに行動に移しましょう。事務局や学生ラウンジ等で配
布している「ハラスメント相談の手引き」というリーフ
レットには被害に遭ったときの対応方法と、連絡先・相
談窓口を掲載していますので、参照してください。
　抗議（意思表示）…いやなものはイヤ！とキッパリと
した態度で相手に自分の意志を伝えることが重要です。

　記録…被害にあったと思われる日時、場所、状況記
録・証拠を残しましょう。

　ひとりで悩まずに身近な人や友人に相談しま
しょう。学生支援センター…学生担当へご相談く
ださい。［秘密厳守します］
　TEL　0742-41-9505

　宗教の勧誘にまつわるトラブルが発生することがあ
ります。勧誘の手口としては、
⒈…　大学のサークルへの勧誘やアンケート調査などと
いって声を掛け、
2.…　世間話や趣味などの話題から親しくなり、住所や
電話番号などの個人情報を聞き出し、

⒊　セミナーや合宿に参加するように勧める
という流れで勧誘するケースが多く見られます。トラ
ブルに巻き込まれないためには、関心がないときは
きっぱりと断る勇気が大切です。

　突然、ハガキや電子メールなどで、身に覚えのない
料金を請求してくる「架空請求」や広告メール等のＵ
ＲＬや画像などをクリックしただけでサイトの利用料
金を請求される「不当請求」が、ここ数年、横行して
います。こうした状況に対して、携帯電話や預金口座
の不正利用の防止、広報・啓発などの対応策が講じら
れ、最近の相談件数は減少傾向ではありますが、今も
まだ多くの相談が寄せられています。
　自分に覚えのない番号やメールには、むやみに返信
しないことが最大の防止策ですが、もし心配であれば
最寄りの消費者相談室に相談してください。

　“うまい話”を装った悪徳商法は、法律で規制して
もその抜け道を見つけ、ますます手口が巧妙になって
きています。甘い言葉に惑わされることがないよう充
分に気をつけましょう。

●あなたならどうする？●
　マルチ・マルチまがい商法
　…　自分が商品などを買って販売組織の会員となり、
同じように会員となる人を紹介することにより、
マージンがもらえるというシステムです。
　…　高収入を得るためには、エンドレスに人を勧誘し
て会員を増やし続けなければならず、結局、友人の
信用もお金も失い、高額な商品だけが手元に残るこ
とがあります。

　資格商法
　…　突然、下宿先に公的な団体のような名前で電話が
かかり、資格が簡単に取れるなど強引に勧誘されま
す。あいまいな返事をしていると「契約が成立した」

ハラスメントの防止について

宗教の勧誘に関する注意

行為者本人の意図に関わらず（わざとしていないつもりでも）、
相手が不利益を被った、不快に感じた場合もハラスメントとみな
されるのです。

不当請求	 不当・架空請求に気をつけて！

悪徳商法“うまい話”にご用心！

「どうしよう…困ったなぁ」

学生支援センター  学生担当へ

　　　相談してください。

【アルハラ】「アルコール・ハラスメント」の略。
酒にまつわるいやがらせ・人権侵害。

上下関係・部の伝統・集団によるはやしたて・罰ゲー
ムなどといった形で心理的な圧力をかけ、飲まざるを
えない状況に追い込むこと。
場を盛り上げるために、イッキ飲みや早飲みで競争な
どをさせること。「イッキ飲み」とは一息で飲み干すこと、
早飲みも「イッキ」と同じ。
酔いつぶすことを意図して、飲み会を行うことで、傷
害行為にもあたる。ひどいケースでは吐くための袋や
バケツ、「つぶれ部屋」を用意していることもある。
本人の体質や意向を無視して飲酒を勧める、宴席に
酒類以外の飲み物を用意しない、飲めないことをから
かったり侮辱する、など。
酔ってからむこと、悪ふざけ、暴言・暴力、セクハラ、騒
音や嘔吐、その他のひんしゅく行為。

飲 酒 の 強 要

イッキ 飲ませ

意 図 的 な
酔 い つ ぶ し

飲めない人への
配慮を欠くこと

酔ったうえでの
迷 惑 行 為
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として、契約書や教材などが送られ高額な受講料を
請求されることがあります。

　
　キャッチセールス商法
　…　街頭で「アンケートにお答えください」などと呼
び止められ、喫茶店や営業所等に連れて行かれます。
そこで言葉巧みに勧誘され、化粧品、健康食品、エ
ステティックなどの高額な契約をさせられることが
あります。また、説明どおりのサービスを受けられ
ない場合もあります。

　アポイントメント商法
　…　「おめでとう！あなたが当選しました。プレゼン
トを取りに来てくださいネ。」といった内容の電話
で呼び出されます。実は、アクセサリーやビデオ教
材、パソコンなどの販売が目的です。また、会員権
を購入したつもりが、ビデオ購入などが契約の主な
内容になっていることがあります。

　
　不正なカード使用
　…　インターネットでは、カード番号、有効期限を入
力すればクレジットカードが利用できます。しかし
セキュリティが不完全な場合など、それらが、第三
者に知られて悪用され、身に覚えのない不審な請求
書が届けられたりすることがあります。

●被害にあわないための５ヶ条●
　①その場の雰囲気に惑わされないで。
　②いらないものは「いりません」とはっきり断るこ
とが肝心。「結構です」は、肯定的に理解されます。

　③その場ですぐ契約せず、よく確かめて。
　④まず、家族や友人など信頼できる人に相談。
　⑤おかしいと思ったら、近くの相談窓口へ。

◎覚えておこう！クーリング・オフ制度◎
●「クーリング・オフ」とは、契約した後、頭を冷や
して（Cooling…Off）冷静に考え直す時間を消費者に
与え、一定期間内であれば無条件で契約を解除する
ことができる特別な制度のことをいいます。一度契
約が成立するとその契約に拘束され、お互いに契約
を守るのが契約の原則ですが、この原則に例外を設

けたのが「クーリング・オフ」制度です。

●クーリング・オフの手続きは必ず書面で行います。
はがきなどの書面に記載例のように記入して、控え
のために書面の両面をコピーに取った上で、「特定
記録郵便」または「簡易書留」などの記録が残る方
法で送ってください。クレジット契約をしている場
合は、クレジット会社と販売会社へ同時に通知しま
す。なお、はがきのコピーと郵便局の受領証は、5
年間大切に保管してください。

●クーリング・オフができる場合
　「訪問販売」、「電話勧誘販売」で契約をした場合は、
法定書面を受け取った日から8日間以内であれば可能

●クーリング・オフができない場合
　「自ら店舗に出向いて購入した商品」、「インターネッ
ト利用して購入した商品」、「通信販売」にはクーリ
ング・オフ制度がありません。

（注意）どちらのケースにも例外があります

クーリング・オフは書面で!!
はがきを配達記録郵便又は簡易書留で
出しましょう。
（なお、内容証明郵便という方法もあります。）

通  知  書

次の契約を解除することを通知します。

　契約年月日　　　　　　　　　年　　月　　日

　商品名

　契約金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　販売会社　　　　　　株式会社〇〇〇　〇〇営業所

　　　　　　　　　　　　　　　　担当者　〇〇〇〇

　クレジット会社　　　△△△株式会社

支払った代金〇〇円を返金し、商品を引き取ってください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　氏名

〈記載例〉

「自分は大丈夫」
その気持ちが危ないのです。

お得です
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◎公的相談窓口◎

　ネットショッピングで一番多いトラブルは、商品の
未着と返品・返金に関する内容です。このようなトラ
ブルにあわないように、いざという時の連絡先を確認
しましょう。また自己都合による返品が可能かどうか
条件に問題がないかも確認しましょう。支払手段につ
いても特に初めて取引するショップでは先払いを避
け、代金引換などの同時支払を選んだ方が賢明です。

　スマートフォンが人々の日常生活に浸透し、SNS
を利用してコミュニケーションを取る時代になりまし
た。とても便利になりましたが、しかし一方で、安易
な書き込みや無断で写真や情報を掲載することで大き
なトラブルに発展したりしています。SNSの利用には、
十分気をつけましょう。

●国民生活センター 　03-3446-0999
https://www.kokusen.go.jp/

●一般財団法人日本消費者協会 　03-5282-5319
https://www.jca-home.jp/

●消費者相談室（近畿経済産業局内） 　06-6966-6028
https://www.kansai.meti.go.jp/4syokei/soudan/index.html

●奈良県消費生活センター 　0742-36-0931
https://www3.pref.nara.jp/syouhiseikatsucenter/

●奈良弁護士会 　0742-22-2035
https://www.naben.or.jp/

●奈良県警察本部 　0742-23-0110
https://www.police.pref.nara.jp/

（相談専用）

●奈良市消費生活相談センター 　0742-34-4895

◆その他、奈良市及びその周辺の消費生活相談窓口として
   （詳しくはTELで）◆

（奈良市役所北棟2F）
●大和郡山市消費者センター 　0743-53-1583
（大和郡山市役所2F 市民相談室内）

●生駒市消費生活センター 　0743-73-0550
●大和高田市消費生活センター 　0745-22-1101
（大和高田市役所2F）

●相楽消費生活センター 　0774-72-9955
相楽会館1F（京都府木津総合庁舎東隣）

●天理市消費生活センター 　0743-63-1001
（天理市役所地下1F）

インターネットショッピングの利用に注意

学校法人奈良大学統合情報処理
	システム・ネットワーク（NUICE）

NUICE憲章

　NUICE（ナイス）は、学校法人奈良大学統合情報
処理システム・ネットワーク（英語名称：Nara…
University… Integrated…Computer…Environment）の略称
で、学術研究および教育活動などを支援するネットワー
ク環境の発展に貢献することを目的としています。
　またNUICEは参加組織のネットワークを相互接続
したインターネットを構築・運用するとともに、学術
研究の発展のために国内外のネットワークと連携しイ
ンターネットの一員としての責務を果たしています。

Ⅰ　NUICEは学校法人奈良大学およびその
教職員の情報ボランティアによって運営され
ている。法人の全教職員はNUICEの発展
のための責務を果たさなければならない。

Ⅱ　世界と交信できるNUICEを利用すること
は大きな力を手にする事であり、それを適正
に利用しなければならない。

Ⅲ　NUICEは法人の教育研究の基盤であり、
これを妨害、破損、悪用してはならない。

Ⅳ　安全性（セキュリティ）はNUICEの生命
線であり、利用者はその維持に配慮しなけ
ればならない。

SNSの利用に注意



24

学
生
生
活
編

◎注意事項◎
●各情報ごとに掲載年月日、責任の所在、問い合わせ
先のIDを明確にすること。
●人権を尊重し、差別情報の受発信をしないこと。
●プライバシーに配慮すること。
●他人を誹謗中傷しないこと。
●虚偽を記さないこと。
●国際法、国内法を遵守すること。
●営利目的に使わないこと。
●公序良俗に反する行為をしないこと。
●政治・宗教活動をしないこと。
●その他、情報の受発信には常に細心の注意を払うこ
と。

◎本法人における規則・規程◎
●学校法人奈良大学ネットワーク利用に関する規則●

（平成10年４月１日制定）奈良大学学則・諸規則〔抜粋〕

●NUICE（学校法人奈良大学統合情報処理システ
ム・ネットワーク）の利用に関する必要な事項を定
めるものとする。
●NUICEの利用を希望する者は、利用アカウントを
取得しなければならない。
●NUICEを利用する者は、
（1）人権を尊重し、人権を侵害する差別情報の受発

信をしない。
（2）教育研究活動等を目的とした学術情報ネット

ワークの主旨に反する行為及び利用をしない。
●NUICEを利用するものは、以下の「情報倫理規程」
にも従わなければならない。

●学校法人奈良大学情報倫理規程●
（平成11年２月３日制定）奈良大学学則・諸規則〔抜粋〕

●NUICEの円滑な利用を促進し、本法人の教育・研
究の充実を図ることを目的として、ネットワーク利
用における情報倫理の基準を定め、利用者が良識的
行動規範を持って臨むことを目的としている。
●NUICE利用者は、利用資格を取得した後はすべて
の利用行為に関して全責任を負う。

インターネットの利用
◎不正アクセス禁止法◎
　特定の利用者をIDやパスワード等で管理しているコ
ンピュータにネットワークから接続し、
（1）「他人のID・パスワード等」を入力して（他人

になりすまし）不正に利用する行為
（2）セキュリティホール（プログラムの不備等）

を突いて不正に利用する行為
を禁止する「不正アクセス行為の禁止等に関する法
律」、いわゆる不正アクセス禁止法が平成12年２月13
日に施行されました。

◎主な禁止行為と罰則◎
　「他人のID・パスワード等」を盗用してアクセス制
御されているコンピュータを不正に利用する行為（な
りすまし）→１年以下の懲役又は50万円以下の罰金
１．…アクセス制御しているコンピュータ等のセキュリ
ティホールを突いて、アクセス制御されているコ
ンピュータを不正に利用する行為→１年以下の懲
役又は50万円以下の罰金

２．アクセス制御されているコンピュータを利用でき
る「他人のID・パスワード等」を、承諾なしに第
三者に提供する行為→30万円以下の罰金

ネチケットは守りましょう
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学部教員組織（専任）・事務局テレフォンガイド

教 員 名

丸 田 　 　 健
光 石 亜 由 美教 授

博 士
（学術）

教 授
博 士

（人間科学）

古 木 　 圭 子教 授
博 士
（文学）

教 授
博 士
（文学） 木 田 　 隆 文

渋 谷 　 勝 己

教 員 名

木 村 　 圭 司教 授
博 士
（理学）

教 授
博 士
（学術）

教 員 名

木 下 　 光 生

海 津 　 一 朗

足 立 　 広 明

山 口 　 育 人

中 戸 　 義 雄

教 授

教 授
博 士
（文学）

教 授
博 士
（史学）

高 島 　 葉 子教 授
博 士
（文学）

教 授
理 博 横 田 　 　 浩
教 授
博 士

（言語文化学）

教 授
博 士
（文学）
教 授
博 士
（文学）

教 授
博 士

（文化史学）

河 内 　 将 芳教 授
博 士

（人間・環境学）

教 員 名

竹 田 　 芳 則教 授

講 師 エリック シェパード マーティン

小 林 　 青 樹

吉 川 　 敏 子教 授
博 士
（文学）

豊 島 　 直 博教 授
博 士
（文学）

原 口 志 津 子教 授
博 士
（文学）
教 授
博 士
（文学）

高 橋 　 博 子

部 署 電 話 番 号
総 務 課
広 報 室

0742－41－9501
ＴＥＬ 41－9588
 FAX 41－9598

入学センター

学 生 支 援センター
　 教 務 担 当 　 ＴＥＬ 41－9504

ＴＥＬ 41－9505

ＴＥＬ 41－9502
 FAX 44－7949
ＴＥＬ 41－9503

入試担当

募集担当

キャリアセンター ＴＥＬ 41－9506
 FAX 49－1199

部 署 電 話 番 号
通信教育部事務室 0742－41－9564

 FAX 41－9604
図書館事務室 ＴＥＬ 41－9507

 FAX 41－5744

団 体 等 電 話 番 号
青 垣 サ ー ビ ス 0742－44－4650

高の原中央病院(学校医) 71－1030

公共サービス等 電 話 番 号
奈 良 県 庁 0742－22－1101

奈良市役所 36－4894

奈良県旅券事務所 35－8601

奈良警察署 20－0110

郵便事業奈良西支店 45－0914

奈良平城郵便局 44－4396

◎文学部◎
文学部長　土平　　博
●国文学科● ●地理学科●

●史学科● ●文化財学科●

◎社会学部◎
社会学部長　太田　　仁
●心理学科● ●総合社会学科●

◎事務局◎
奈良大学　0742－44－1251
　ＦＡＸ　0742－41－0650

◎その他◎

　　　　今津　節生
　　　　島本太香子

村 上 　 紀 夫

岩 崎 　 敬 二教 授
理 博

学 生 支 援センター
　 学 生 担 当 　

ＴＥＬ 41－9553学 生 支 援センター
　学生相談室　

土 平 　 　 博
酒 井 　 高 正教 授

准 教 授

教 授

岩 戸 　 晶 子教 授

魚 島 　 純 一教 授

米 屋 　 　 優教 授

中 尾 　 和 昇准 教 授
博 士
（文学）
准 教 授
博 士
（文学） 山 田 　 昇 平
講 師
博 士
（文学） 穴 井 　 　 潤

教 授
博 士
（文学）

准 教 授
博 士

（国際文化） 鈴 木 　 　 喬

大 西 　 英 人教 授

北 岡 　 一 弘

稲 垣 　 　 稜

横 山 　 　 香

山 崎 　 　 岳教 授
博 士
（文学）

奥 本 　 武 裕教 授

教 授

渡 辺 　 晃 宏教 授 杉 山 　 智 昭准 教 授
博 士

（文化財）

相 原 　 嘉 之教 授
博 士
（文学）

今 津 　 節 生教 授
博 士
（学術）

大 河 内 智 之教 授
博 士
（文学）

比 佐 陽 一 郎
教 授
博 士

（国際公共政策） 村 上 　 正 直

教 員 名 教 員 名
尾 上 　 正 人
倉 　 　 光 巖

教 授
博 士
（社会学）
教 授
博 士
（経営学）

礒 部 美 也 子教 授
教 授
博 士

（社会学） 太 田 　 　 仁
教 授
博 士

（人間科学） 金 澤 　 忠 博

鈴 木 　 　 孝

島 本 太 香 子教 授
医 博

学　　長
博士（学術）
副 学 長
医　　博

芝 田 　 篤 紀講 師
博 士
（文学）

古 関 　 喜 之准 教 授
P h . D .
（文学）

羽 佐 田 紘 大講 師
博 士

（地理学）

三 木 　 理 史教 授
博 士
（文学）

総合研究所・大学院事務室 ＴＥＬ 41－9508
 FAX 41－9550

情報処理センター事務室
臨床心理センター ＴＥＬ 52－1120

 FAX 52－1121
野外活動センター
奈良大学附属高等学校
奈良大学附属幼稚園

ＴＥＬ 41－9509
 FAX 49－6431

FAX兼　45－7531

0743－84－0260
ＴＥＬ 41－8840
 FAX 41－8843

與 久 田 　 巌

林 　 　 郷 子
村 上 　 史 朗

今 井 由 樹 子

卜 部 　 敬 康

教 授

准 教 授

岡 部 　 純 子准 教 授

星 野 　 修 一准 教 授

教 授
教 授
博 士

（社会心理学）

講 師

森 川 　 正 則准 教 授
博 士
（法学）

宮 本 　 亮 一准 教 授
博 士
（文学）

正 司 　 哲 朗教 授
博 士
（工学）

吉 村 　 治 正教 授
P h . D .
（社会学）

竹 中 　 　 浩教 授
法 博

劉 　 慶准 教 授
博 士
（文学）

片 　 　 雪 蘭講 師
博 士

（人間科学）
講 師
博 士

（人間科学）

中 原 洪 二 郎教 授

吉 田 　 光 次教 授
博 士
（理学）

教 授
学 博

※教員のメールアドレスは、「ポータルサイト」にオフィスアワーとともに掲載するので、そちらを参照してくだ
さい。
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　授業、単位、成績、試験、卒業論文などに関しては、
別冊『履修要項』に詳細な説明がありますので、熟読
してください。また、各学期初めのオリエンテーショ
ンまたは、ガイダンスでも説明を行ないますので必ず
出席するよう心掛けてください。見逃し・聞き逃しは
履修計画に支障をきたすおそれがあります。年間の学
事日程については「学年暦及び行事予定表」（Ｐ. ２学
部生、Ｐ.３大学院生）を参照してください。ここに掲
載された日程は、特に変更のない限り改めて掲示等は
行なわれませんので、見落としのないよう注意し、各
自でスケジュール管理をしてください。

　授業を受ける（履修）にあたっては、あらかじめど
の科目を受講するかを決めた上で届け出る（履修登
録）必要があります。登録されていない科目について
は、授業を受け、試験を受けたとしても単位は認定さ
れません。指定された履修登録期間内に必ず登録を済
ませた上で受講してください。また登録後、定められ
た期間内に確認を行ない、履修内容の確定をしてくだ
さい。誤った登録がされていても、期間内に所定の手
続きを行なわなければ訂正はできません。
　履修できる科目や履修方法については別冊『履修要
項』『開講科目表』を参照してください。
　詳細については各学期初めのオリエンテーションま
たはガイダンスで説明しますので、必ず出席して、しっ
かり説明を聞いてください。

　「オフィスアワー」とは、専任教員が研究室などに
在室し待機しておく時間帯のことです。
　この時間帯には予約をすることなく教員を訪問する
ことができます。
　授業や専門分野のこと、学業や学生生活に関わるこ
と、その他相談や雑談など、特に目的は限定していま
せんので気軽に訪問してください。自分の所属とは違
う学科の教員でも遠慮は不要です。
　なお、オフィスアワー以外の時間帯の訪問を制限す
る趣旨のものではありませんので、これ以外の時間帯
に訪問されても差し支えはありません。ただし、授業

大学院教員組織（専任）

履修登録

オフィスアワー（教員との相談）

学修スケジュール

山 田 　 昇 平准 教 授
博 士
（文学）

穴 井 　 　 潤講 師
博 士
（文学）

礒 部 美 也 子教 授

教 授

准 教 授

講 師
博 士
（人間科学）

林 　 　 郷 子

◎文学研究科◎
文学研究科長　土平   　博

中 原 洪 二 郎教 授

倉 　 　 光 巖

與 久 田 　 巌教 授

●国文学専攻修士課程●

●社会学専攻修士課程●

〈臨床心理学コース〉

〈社会文化研究コース〉

◎社会学研究科◎
社会学研究科長　太田　　仁

尾 上 　 正 人

教 授
博 士
（社会学）
教 授
博 士
（社会学）
教 授
博 士
（経営学）

正 司 　 哲 朗

教     授
P h . D . 

（社会学）

教 授
博 士
（工学）

太 田 　 　 仁

今 井 由 樹 子
准 教 授 星 野 　 修 一

鈴 木 　 　 孝

村 上 　 史 朗教 授
博 士

（社会心理学）

吉 村 　 治 正

●文化財史料学専攻博士前期課程●

河 内 　 将 芳教 授
博 士

（人間・環境学）

教 授
博 士
（文学）
教 授
博 士
（工学）

木 下 　 光 生
小 林 　 青 樹 
正 司 　 哲 朗 

教 授
博 士
（文学）

足 立 　 広 明教 授

岩 戸 　 晶 子教 授

教 授 魚 島 　 純 一

●地理学専攻修士課程●

豊 島 　 直 博 

渡 辺 　 晃 宏

教 授
博 士
（文学）

教 授

原 口 志 津 子

吉 川 　 敏 子 教 授
博 士
（文学）

教 員 名
教 員 名

教 員 名

教 員 名

教 員 名

教 員 名

●文化財史料学専攻博士後期課程●

小 林 　 青 樹教 授
博 士
（文学）

河 内 　 将 芳教 授
博 士

（人間・環境学）

相 原 　 嘉 之教 授
博 士
（文学）

今 津 　 節 生教 授
博 士
（学術）

大 河 内 智 之教 授
博 士
（文学）

海 津 　 一 朗教 授
博 士
（史学）

高 橋 　 博 子教 授
博 士

（文化史学）

教 授
博 士
（文学） 山 崎 　 　 岳

教 授
博 士
（文学） 豊 島 　 直 博

渡 辺 　 晃 宏

教 授
博 士
（文学） 相 原 　 嘉 之

准 教 授
博 士

（文学財） 杉 山 　 智 昭

准 教 授
博 士
（法学） 森 川 　 正 則 

准 教 授
博 士
（文学） 宮 本 　 亮 一

教 授
博 士
（文学） 吉 川 　 敏 子 
教 授

教 員 名

三 木 　 理 史教 授
博 士
（文学）

酒 井 　 高 正
土 平 　 　 博

教 授

教 授

木 村 　 圭 司教 授
博 士
（理学）

教 授
博 士
（学術） 稲 垣 　 　 稜

中 尾 　 和 昇准 教 授
博 士
（文学）

鈴 木 　 　 喬准 教 授
博 士

（国際文化）

准 教 授
P h . D . 
（文学） 古 関 　 喜 之

光 石 亜 由 美教 授
博 士
（学術）

渋 谷 　 勝 己
木 田 　 隆 文教 授

博 士
（文学）

羽 佐 田 紘 大講 師
博 士

（地理学）

教 授
博 士
（文学）

山 崎 　 　 岳 教 授
博 士
（文学）

教 授
博 士
（文学） 大 河 内 智 之
教 授
博 士
（史学） 海 津 　 一 朗

教 授
学 博

原 口 志 津 子

教 授
博 士
（文学） 村 上 　 紀 夫
教 授
博 士
（文学） 山 口 　 育 人

教 授
博 士
（文学）
教 授
博 士
（文学） 比 佐 陽 一 郎
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や会議その他の校務及び出張などで不在となる時もあ
りますので、一度オフィスアワーに訪問するか、授業
前後の休憩時間を利用して予約するのがよいでしょう。
　オフィスアワーの時間帯や訪問場所については、学
生ポータルサイトにて、専任教員メールアドレスを記
載したオフィスアワーの情報を提供いたします。

　大学行事や担当教員の出張等の理由により、特定の
授業が休講となる場合があります。
●大学行事等による休講●
　「学年暦及び行事予定表」（P.2 〜 3）には、入学試
験や青垣祭などのために全日休講となる日が掲載され
ています。これら事前に予定されている休講日につい
ては、あらためて学生ポータルサイトや電子掲示板に
よる連絡は行わないことになっています。
●授業開始時刻から25分経過しても先生が来ない場合●
　学生支援センター…教務担当で確認し、30分以上経
過した時点で休講となります。
●休講の連絡●
　担当教員の学会出張や急病などにより特定の授業が
臨時休講となる場合は、学生ポータルサイトや電子掲
示板にて連絡します。

　台風が接近している時や、公共交通機関が不通の時
は、皆さんの安全確保などの見地から、面接授業が臨
時休講となる場合があります。テレビ・ラジオの速報
等に注意して各自で判断し、適切に行動してください。
●気象警報による休講●
　午前７時現在で、奈良県北西部、京都府山城南部・
山城中部、大阪府大阪市･東部大阪･南河内のいずれか
に暴風警報又はなんらかの特別警報が発令中の時は面
接で行う授業等は全日休講となります。（P.80「緊急
時における授業の取扱内規」参照）
　よく問い合わせがありますが、大雨警報や洪水警報
等は該当しませんし、また、京都市内や兵庫県南部な
どに暴風警報が発令されたとしても休講となるわけで
はありません。

全日休講対象となるのは、
『暴風警報』又はなんらかの
『特別警報』だけです。
熟読

休講に関する電話や
E-mail等での問い合わせには
一切応じられません。

●交通機関の不通の場合●
　近鉄電車の奈良線・京都線・橿原線のいずれかが不
通のときは次のとおりとなります。（面接授業）

※定期試験期間中に上記の措置が適用された場合、当
該試験は延期し実施します。延期された試験について
は掲示にて連絡します。なお、災害発生等により一部
の交通機関が不通等で試験が受けられなかった場合
は、自宅からの通学経路と遅延証明書等を学生支援セ
ンター…教務担当へ提出し、指示を受けてください。

休　講

午前7時より前に運行を
再開したとき 平常どおり授業を行う

午前7時現在不通のとき 午前中休講とする

午前10時より前に運行を
再開したとき

午前中休講とし、3時限（13:00
～）からは授業等を行う

午前10時現在不通のとき 全日休講とする
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開館時間　平　日……９：00〜 19：00
　　　　　土曜日……９：00〜 17：00
休 館 日　日曜日、国民の祝日、法人創立記念日
　　　　　その他館長の指定する日
※臨時休館や開館時間変更の場合は、図書館ホームページ
（https://library.nara-u.ac.jp/drupal/）で案内いたします。

◆入館時に学生証の提示をお願いします。
◆鞄などの荷物は持ったまま入館できますが、大きな
荷物で他の利用者の迷惑になりそうな場合は、入口
右手のロッカーをご利用ください。カウンターで利
用申込していただけます。図書館利用目的以外での
ロッカー使用はできません。また、荷物を放置した
ままの館外退出（一時退出を含む）は禁止します。
◆資料は大切に扱ってください。利用後は元の書架の
正しい位置に戻してください。
◆貸出、返却はカウンターで手続きを済ませてくださ
い。無断持出しは、厳禁です。
◆館内では静粛にお願いします。
◆館内での飲食について
　…飴・ガムなどを含め館内で食べることは食べこぼしによる
害虫の発生や設備の汚損等の理由から禁止です。
　…ペットボトルや水筒などの密閉できる容器に入った
飲み物に限り、持ち込みができます。
◆館内では携帯電話をマナーモードに設定してくださ
い。着信があった場合は、館外で通話してください。
◆館内の機器類（OPAC、コピー機等）は、すべて
USBメモリの使用はできません。

所蔵図書数　約…59万冊（うち開架図書約55万冊）

所蔵雑誌数　約…5,900タイトル

利用時間
＊蔵書には、日本考古学協会より受贈の発掘調査報告
書や奈良関係資料、マイクロ資料、AV資料などもあ
ります。また、本学で教鞭をとられた先生方の旧蔵書
の寄贈を受け、小野川文庫（東洋史関係）、藤岡文庫
（地理学関係）、水野文庫（遺跡発掘調査報告書関係）、
毛利文庫（仏教美術関係）等として保存しています。

資料配置
　一般の図書や参考図書など、ほとんどの資料は、大
きく和図書、洋図書、中国図書に分け、それぞれの区
分の範囲内で日本十進分類法（略称NDC）に基づいた
分類記号順に並べています。（各棚ごとに、左から右
へ、上段から下段へという順序になっています。）

◎資料配架場所一覧表◎

◎雑　誌◎

館内利用諸注意

蔵書数

和 図 書　約…49万冊
洋 図 書　約…５万冊
中国図書　約…５万冊

和 雑 誌　約…4,700タイトル
洋 雑 誌　約…　800タイトル
中国雑誌　約…　400タイトル

※資料移動により、配架場所が変更になる場合があります。館内掲示で
お確かめください。

奈良関係資料（一般）

奈　良　関　係　資　料
（市町村史・大型図版・地図）

地図・絵図（１枚もの）

視聴覚資料（コンピュータ資料含）

※他の資料はカウンターでお尋ねください。
資 料 種 別 配架場所

一 般 図 書

教 養 文 庫

調 査 報 告 書

調査報告書（水野文庫）

製 本 雑 誌

一 般 図 書

参 考 図 書

製 本 雑 誌

一 般 図 書

参 考 図 書

製 本 雑 誌

調査報告書（中国）

調査報告書（韓国）

指　　定　　図　　書

参 考 図 書

３段紺ラベル

３段紺ラベル

背ラベル種別

３段黒ラベル

３段黒ラベル

３段黒ラベル

１段紺ラベル

１段黒ラベル

３段黒ラベル

３段赤ラベル

１段黄ラベル

３段黒ラベル

３段赤ラベル

１段エンジラベル

３段黒ラベル

３段黒ラベル

３段黒ラベル＋教員名グリーンシール

３段黒ラベル＋オレンジテープ
もしくは３段オレンジラベル

３段黒ラベル＋オレンジテープ２本もしくは
３段オレンジラベル＋オレンジテープ

３段赤ラベル

３段赤ラベル＋赤テープ

３段赤ラベル＋緑テープ

南館１Ｆ

展示ホール

閉架資料室

閉架資料室

日本考古学協会資料 ３段紺ラベル １Ｆ集密

南館１Ｆ

南館１Ｆ

３Ｆ

Ｂ１Ｆ

Ｂ２Ｆ

Ｂ２Ｆ

Ｂ２Ｆ

Ｂ２Ｆ

Ｂ２Ｆ

Ｂ２Ｆ

Ｂ２Ｆ

Ｂ２Ｆ

北館１Ｆ

２Ｆ

２Ｆ

２Ｆ

Ｂ２Ｆ

１Ｆ-Ｂ２Ｆ

和

　図

　書

洋
図
書

中

　国

　図

　書

最新号 ２Ｆ 新着雑誌コーナー（和・洋・中）

Ｂ２Ｆ エンジラベル

Ｂ２Ｆ 黄ラベル

Ｂ１Ｆ 黒ラベルバックナンバー

未製本

製　本

和雑誌

洋雑誌

中国雑誌

２Ｆ 新着雑誌コーナー
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◎新　聞◎
朝日・読売・毎日・日経・産経・奈良・その他

資料の探し方
◎方法１　直接書架で探す◎
　詳しい配架場所については館内マップで確認し
てください。
◎方法２　蔵書検索OPACで探す◎
　所蔵資料は図書館HP内のOPACで検索することが
できます。
　図書館内の検索用PCや自宅のPC、スマートフォ
ンからも利用可能です。
　簡単な通常検索や、タイトルや著者名から詳細
検索、カテゴリ検索もできます。
（URL:https://library.nara-u.ac.jp/drupal/）
操作方法などがわからない場合は、カウンターで
お尋ねください。

◎貸出手続き◎
　貸出には学生証が必要です。貸出したい資料と学生
証をカウンターにお持ちください。

◎貸出冊数・期間◎
●学部学生

●大学院生

●貸出制限…辞書・辞典、マイクロフィルム等貸出で
きない資料もあります。詳細はカウンターに問い合
わせてください。
●貸出期間延長…貸出期間中に読みきれない場合は延
長の手続きをしてください。１回に限り継続して借
りることができます。ただし、製本雑誌、指定図書
は延長できません。

●予約…貸出中の資料が必要な場合は、予約すること
ができます。
●延滞…延滞日数分の貸出停止となります。返却期限
を過ぎると督促電話連絡や督促状の発送をさせてい
ただきます。他の利用者の迷惑となりますので、返
却期限には注意してください。
●購入希望図書…読みたい本が図書館にないときは、
「購入希望図書申込書」に所定事項を記入してカウ
ンターに提出してください。図書館で必要な資料と
判断した場合、購入します。

◎レファレンス・サービス◎
　レファレンス・サービスとは、図書館利用者の学習・
研究・調査を目的としたさまざまな質問や相談を受け、
情報そのものまたはそのために必要な資料を検索、提
供、または回答することにより、調査・研究を支援す
るサービスです。レポートの作成、卒業論文の執筆等、
ぜひご利用ください。

館外貸出

図書館バーコード

資　料
一 般 図 書
製 本 雑 誌
指 定 図 書

日　数
２週間
３日間
３日間

冊　数
あわせて10冊まで
（製本雑誌・指定図書はそ
のうち３冊まで）

資　料
一 般 図 書
製 本 雑 誌
指 定 図 書

日　数
４週間
１週間
１週間

冊　数
あわせて20冊まで
（製本雑誌・指定図書はそ
のうち３冊まで）

●借用中の資料確認・貸出延長●
①マイライブラリにログインします。
②借用中の資料の［図書館から借りている資料］をク
リックします。
③借りている資料の一覧が表示されます。

延長できない場合
　返却予定日を過ぎている資料がある場合、借りてい
る資料を他の利用者が予約している場合は延長でき
ません。延滞している資料は早急にご返却ください。

貸出延長
　借りている資料一覧のうち延長したい資料の［延長
する］ボタンをクリックします。１回のみ貸出延長が行え
ます。

●時間外返却受付●
　閉館時にも図書を返却できるように、返却ポス
トを設置しています。図書館入口自動ドア横に設
置していますのでご利用ください。
　貴重書や劣化の激しい図書は専用の貸出袋に入
れて貸出しますので、必ず袋のままカウンターに
お持ちください。
　なお、延長ご希望や延滞確認される場合は、開館
時間内にカウンターに貸出図書をお持ちください。

各種サービス
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ルを提供。効果的な企業研究に活用できるデータベー
スです。
・…「ざっさくプラス」：明治時代から現代までに刊行され
た全国誌から地方誌までの雑誌記事がシームレスで検
索できます。
・…「日本文学…web図書館」：和歌･俳諧、平安文学、辞典
の横断検索ができる日本古典文学総合データベースです。

◎AVコーナー◎
　AVコーナーでは各種AV（視聴覚）資料の視聴がで
きます。ご利用方法はカウンターでお尋ねください。

　利用したい資料が当館にない場合は、その資料の所
蔵館を探して、次のような方法で利用することもできます。

◎文献複写◎
　「他館文献複写申込書」に必要事項を記入してカウ
ンターに提出してください。複写物の複写料金・送料
は依頼者本人の負担となります。書誌事項が不完全な
場合、到着までに時間がかかることがありますので、
著者名・論題は特に正確に記入してください。なお、
複写は著作権法で認められる範囲に限られます。

◎資料借用◎
　「他館資料借用申込書」に必要事項を記入のうえカ
ウンターに提出してください。借用に要した送料は依
頼者本人の負担となります。なお、借用資料の利用は
館内閲覧に限られますので、ご注意ください。

◎閲　覧◎
　「他館閲覧申込書」に必要事項を記入してカウンター
に提出してください。共通閲覧証協定加盟館である場合
は「共通閲覧証」で利用できるシステムもありますので、
カウンターで相談してください。それ以外の大学等研究
機関を利用する場合は原則的に「紹介状」が必要です。

◎�国立国会図書館（NDL）図書館向けデジタル化資
料送信サービス◎
　NDLのデジタル化資料を閲覧・複写できます。対象の
資料はNDLサーチやデジタルコレクションHPより検索可
能です。
　複写料金など詳細は、カウンターでお尋ねください。

◎資料の複写◎
受付時間　9:00 〜閉館20分前まで
料　　金

●…図書館所蔵の資料は複写することができます。ただ
し、著作権法による制限があります。複写する場合
は、必ず事前に「複写申込書」にご記入ください。
　※…図書館所蔵の資料以外の複写利用はご遠慮くださ
い。（プリント、ノート類等）

●…リーダープリンタでマイクロフィルム資料を拡大し
て閲覧、または複写することが可能です。ご利用方
法についてはカウンターにてお尋ねください。

◎グループ学習エリア◎
　図書館北館3階にグループ学習エリアを設けていま
す。エリアでは、ディスカッションやプレゼンテーショ
ンの練習ができます。セミナールームにはホワイト
ボードやプロジェクターもあり、グループワークに活
用できます。セミナールームの使用には、予約が必要
ですので、詳細はカウンターでお尋ねください。

◎デ−タベース◎
　以下のデータベースを活用して、さまざまな情報検
索ができます。ご利用方法はカウンターでお尋ねくだ
さい。
・…「CiNii」：国立情報学研究所が提供する学術論文や
図書・雑誌などの学術情報データベースです。
・…「magazineplus」：学術雑誌論文および一般誌の記事
について、その書誌情報を検索できます。奈良大学図
書館が掲載誌を所蔵していればリンクが表示されます。
・…「JapanKnowledge」：多数の辞典、百科事典や叢書
類を横断検索できる国内最大級のデータベースです。
　…『国史大辞典』、『群書類従』等も検索・閲覧ができます。
・…「朝日新聞クロスサーチ」：明治12（1879）年の創
刊から現在までの朝日新聞の記事・広告が検索でき
ます。雑誌「Aera」等の記事も収録されています。

・…「都道府県統計書データベース」：明治初年から昭和
47年までの各都道府県の統計書が表単位で検索でき
るデータベースです。近畿エリアは閲覧も可能です。
・…「東洋経済デジタルコンテンツライブラリー」：『就職四
季報』をはじめとした東洋経済新報社の主要26タイト

他館利用案内

カウンターにお問合せください

利用種別 料　金 利 用 に つ い て

リーダープリンタ １枚あたり 40円

白黒1枚 5円
カラー1枚 30円コイン式 現金払い
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◎情報処理センター利用をはじめる前に◎
●情報処理センターは大学の共同利用施設であり、また
公共の場であることや、教育・研究のための利用に限定
されていることをよく理解した上で、ネチケットや学内お
よび国内外の関係諸規則に則った利用をしてください。
●情報処理センターのコンピュータを利用するときは
ユーザー IDおよびパスワードが必要です。ユーザー
IDは学生証に記載しています。情報処理センターと
社会学部のコンピュータは、同じ環境に統一してい
ます。ソフトウェアに関しても、同じものがインストー
ルされています。
●授業で情報処理センター実習室を利用する場合は、
情報処理センター利用の手続きは必要ありません。
担当教員の指導に従ってください。
●自習利用する場合は、情報処理センターから指定さ
れた実習室にて「情報処理センター学生スタッフ」の
指示に従ってください。パソコン操作等初歩的な質
問でも遠慮なく相談してください。
●授業利用の場合、電算実習室内は授業開始の10分前
まで入室できません。
●館内での飲食および携帯電話の使用は禁止です。ただ
し、水筒・ペットボトルについては持ち込みを許可し
ます。

情報処理センター事務室
　電話番号　0742（41）9509（直通）
　e-mail……center@aogaki.nara-u.ac.jp
　URL　https://www.nara-u.ac.jp/facilities/ipc/

◎窓口取扱時間◎
◆平　日…8:30 〜 16:50
◆土曜日…8:30 〜 12:30

情報処理センター利用時間

◎自習利用時間（コンピュータの利用）◎

●スクーリング期間外の日曜日・祝日および情報処理
センター休館日は利用できません。
●自習利用する際は学生証の提示が必要です。自習利
用の受付は実習室入口で行っています。
●情報処理センター利用時間の月間予定は、ホームペー
ジや情報処理センター前の掲示板にてお知らせしま
す。
●利用時間を学校行事等により変更する場合は、情報
処理センター前の掲示板にてお知らせします。また、
授業や講座等のために自習利用を停止することもあ
りますのでご注意ください。

◎休館日（通信教育部スクーリング期間を除く）◎
◆日曜日　◆国民の祝日
◆法人創立記念日（４月28日）
◆お盆休み（８月13日〜 18日）
◆年末年始（12月29日〜翌年１月５日）
◆夏、冬、春期休業期間中の一定期間
◆入学試験およびその前後の一定期間
◆必要に応じて利用時間の延長・短縮を行うことがあ
ります。また、やむを得ない事情により利用を休止
することがありますので、ご了承願います。具体的
な日時は情報処理センター前の掲示板にてお知らせ
します。

◎ユーザー IDとパスワード◎
　（user…identification）　　 （password）

ネチケット（ネットワーク・エチケット）
　インターネット等のネットワークを利用する人が守るべき
倫理的な基準。電子メールやメーリングリスト、電子掲示板、
チャットなどを利用する際に守るべき最低限のルールのこと。
特定人物の中傷や差別的な用語を用いないなどの一般社会で
も通用する常識的なエチケットのほか、チェーンメールの禁
止や大容量メール配信の禁止、文字コードの制限など、ネッ
トワーク特有のものを含めたものです。本学のネットワークは、
教育・研究用に利用されるため、自宅で個人利用する時よりも、
ネチケットには注意する必要があります。

平　　　日 土　曜　日

授 業 ・ 補 講

集中講義・オリエンテーシ
ョン･休業期間の指定日
通 信 教 育 部
スクーリング期間

9:30～16:30　※日曜日･祝日も開館

8:40～18:00

9:00～16:30

8:40～12:10

9:00～12:10

利用手続き

あなたのユーザーIDです。
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　ユーザー IDは、パソコン利用者を識別するために
個々のユーザーに割り当てる名前であり、セキュリ
ティの目的で利用者を特定するための記号・名前でも
あります。
　パスワードは不正利用を防ぐために、本人にしかわ
からない文字列で適宜変更可能になっています。ユー
ザー IDとパスワードが揃って、初めてコンピュータ
にログオンできるようになっています。
　本学では学内システム（情報教育システム、ポータ
ルサイト、図書館マイライブラリなど）を利用するた
めに、入学時に学籍番号とアルファベットの組み合わ
せで構成されたユーザー IDを発行します。個人のユー
ザー IDは、学生証に記載されています。ユーザー ID
やパスワードがわからないと学内システムの利用がで
きませんので注意してください。
　また、ユーザー ID、パスワードを入力する際には、
大文字と小文字、全角と半角に注意してください。本
学のシステムでは、ユーザー ID、パスワードに全角
は使用しません。
　パスワードを忘れた時は速やかに情報処理センター
に学生証を持参し、「パスワード再発行願」に必要事
項を記入後、情報処理センター窓口に提出し、パスワー
ド再発行の手続きをおこなってください。「パスワー
ド再発行願」の提出日の翌日12時以降（翌日が日曜・
祝日および授業をしていない土曜日はその次の窓口取
扱日）に新しいパスワードを発行しますので、情報処
理センター窓口まで確認に来てください。
　なお、パスワードが再発行されるまでは、いかなる
理由があっても学内のすべてのシステムを利用できま
せんので注意してください。

◎利用用途◎
　情報処理センターのパソコンを授業および自習で利
用することができます。また、個人のデータはZドラ
イブ内に１GBまで保存が可能です。
　なお、学生・院生が論文で大量のデータを処理する
場合は、「奈良大学情報処理センターディスク容量拡張
申請書」を提出することによりさらに500MB分を拡張
することが可能ですが、この場合、指導教員の承認印
が必要となります。容量拡張の設定は、申請書提出の
1週間後（1週間後が休館日の場合は、その次の開館日）…
から反映されます。詳しくは情報処理センター事務室
で相談してください。
　なお、頻繁に利用しないファイルやデータはUSBメ
モリ等を各自で用意して移動させ、不要なファイルは
その都度削除するなど、割り当てられている資源を有
効に利用することを心がけてください。

◎プリンタの利用法◎
　情報処理センターと社会学部のコンピュータには、
不必要な印刷を減らすことを目的とし、プリンタの印
刷枚数のポイント制を導入しています。ポイントは年
間200ポイント（A4・B5…カラー：2ポイント/枚、モ
ノクロ：1ポイント/枚、A3・B4…カラー：4ポイント/枚、
モノクロ：2ポイント/枚）です。年度がかわると、上
限値200ポイントに戻ります。
　なお、ポイントが無くなると印刷ができなくなります。
ポイントが無くなった場合は、卒業論文や課題等で必
要な場合に限り、担当教員からの申請により、毎月20…
日締めで翌月から上限200ポイントを付与します。

◎インターネットの利用◎
　利用に際しては「学校法人奈良大学ネットワーク利
用に関する規則」や「学校法人奈良大学情報倫理規程」
等の関連諸規則に基づいた利用を心がけるのは勿論の
こと、国内法や国際法にも抵触しないよう注意して利
用するようにしてください。不正利用が発覚した場合
は改善勧告または関連情報を削除し利用停止等教育的
処置をとることがありますので十分注意してください。

◎電子メールの利用◎
　学生および院生には授業や研究利用・支援のため
に入学時に電子メールアカウント（ユーザID@tbox.
nara-u.ac.jp）を付与しています。電子メールはGmail
を採用しています。

パスワードについて
　ユーザーIDは決められた英数字の組み合わせのため変更す
ることはできませんが、パスワードは自分で変更できます。
パスワードは非常に重要なものであり、銀行等のキャッシュ
カードの暗証番号に相当します。
　他人に悪用されない様にするため、大学から配布している
初期パスワードは変更してください。変更するパスワード
は、「英大文字、英小文字、数字」の組み合わせで10桁以上
を推奨しています。また、パスワードの使い回しはしない様
にしましょう。（変更したパスワードは忘れないように、適
切に保管してください）
＊自分が忘れない為にと、名前や誕生日、電話番号など、安易な
パスワードを設定してしまうと、他人にも容易に推測され
る恐れがあるので避けてください。
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◎大学内でのWi-Fi接続方法◎
●学生用無線LAN接続について
　学内各所にWi-Fiが利用できるアクセスポイントを
追加しました。大学の構内で学生専用のWi-Fiを利用
するには、①「無線認証」と②「Web認証」の両方の
認証が必要です。異なるパスワードを２回入力する必
要がありますので、下記手順で接続してください。
※…下記手順は「学生」専用で、本学の学生以外は接続
できません。

①「無線認証」（一回目）
・…PCの場合、無線 LAN（Wi-Fi）アイコンを開き、
SSID「nu-student」を選択します。
・…iPhone、Android 端末の場合、［Wi-Fi］設定画
面に表示された、「nu-student」を選択します。
「ネットワークセキュリティキー」については、
学内各所に掲示されている「ネットワークセ
キュリティキー」を入力してください。

②「Web認証」（ユーザ認証ポータル）（二回目）
　…ブラウザで「ユーザ認証ポータル」ページに接
続し、表示された画面でユーザー…IDとパスワー
ドを入力します。
……・〔ユーザ認証ポータル〕…http://auth.nara-u.ac.jp
……・〔User〕…学生証左下のユーザー…ID
……・〔Password〕…ポータルサイトのパスワードと同じ

●「Web認証」画面（ユーザ認証ポータルページ）

◎ホームページの閲覧について◎
　情報処理センターではみなさんの教育や研究を支援
するため、入学時より電算実習室内においてホームペー

ジの閲覧を行うことが可能です。

◎情報処理センターの利用を終了するとき◎
　卒業や科目履修、聴講等の修了等で情報処理セン
ターの利用を終了する場合は、必ずその日までに必要
なファイルやデータを各自で用意したUSBメモリ等に
保存してください。利用資格を失った段階で、ユーザー
IDやZドライブ内に保存しているすべてのファイル、電
子メール等は削除されますのでご注意ください。

◎利用者ガイド◎
●スタートアップガイド
　情報処理センター電算実習室についての情報が網羅
されていますので確認の上、情報処理センターを有効に
活用してください。（https://www.nara-u.ac.jp/facilities/
ipc/pdf/2025guide.pdf）
●情報処理センターホームページ（https://www.nara-u.
ac.jp/facilites/ipc/）に情報を掲載しています。

◎学内でWi-Fiの利用可能な場所◎
　学内のほぼ全域でWi-Fiが利用できます。
　A… 本部棟
　B… 実験・実習棟
　B… 社会学部研究棟
　C… 教室棟
　D… 図書館
　E… 講堂
　F… 福利厚生棟
　G… 体育館
　H… 課外活動センター
　I… 情報処理センター
　J… 総合研究棟
　L… 通信教育部棟・博物館
　M… 令和館
　コミュニケーションプラザ（広場）

※半角英数字で入力して下さい。
ポータルサイトのPWと同じ

学生証左下のユーザID
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　キャリアセンターは、みなさんの希望する進路就職
を支援するセクションです。具体的には以下のような
ことを行っています。
Ⅰ．進路に関すること
　　…進路相談…学科担当制により個人の希望や疑問、
進路に関する悩みに応じた相談を中心に支援を行っ
ています。キャリアセンターの利用は自由です。1年
生の方でも不安、疑問、相談があればどんどん利
用してください。

Ⅱ．資格に関すること
　　…資格取得のための講座を多数開講しています。興
味のある資格や分からないことがあればキャリア
センターまでお越しください。

Ⅲ．キャリア形成支援について
1年を通してキャリア形成のためのガイダンス
を実施しています。大学生活に関する説明会や
就職活動の説明会、業界の説明会、ビジネスマ
ナーに関する説明会まで多岐にわたって支援を
行っています。

Ⅳ．企業との連携
　　①…企業訪問…内定をいただいた企業や卒業生が在

職する企業への訪問（採用の御礼、依頼など）
を行っています。

　　②…インターンシップ…インターンシッププログラム参
画への依頼を行っています。

　　③…学内企業説明会…企業への就職を希望する学生
を対象に、本学懇意企業による学内企業説明会
を実施しています。

　以上がキャリアセンターの主な業務内容です。詳し
くは、以下に記載しています。窓口取り扱い時間を有
効に活用してください。

◎窓口取り扱い時間◎
◆月〜金曜日…8:30 〜 16:50　◆土曜日…8:30 〜 12:30
◆直通電話…0742-41-9506　◆FAX…0742-49-1199
◆E-mail…career@aogaki.nara-u.ac.jp

◎キャリアガイダンス・講座等の連絡◎
　キャリアガイダンス、各種資格取得講座等の行事
関係については、後で紹介します「求人検索…NAVI」
で登録したメールや学生ポータルサイト及びキャリ
アセンター掲示板（キャリアセンターカウンター横・

学生食堂入口の右側・学生ラウンジ南側外路）にて
連絡します。大学に来た際には、必ず内容を確認し
てください。

◎進路について何か相談がある時は？◎
　A棟2階のキャリアセンターに来て、スタッフに気
軽に声を掛けてください。スタッフは常に、どんな相
談にも乗りますので来室を待っております。気兼ねな
く楽な気持ちで来てください。

◎企業について知りたい時は？◎
　大学に来た求人情報などを知りたい時のために、奈
良大学進路支援システム「求人検索NAVI」があります。
日本各地の企業からいただいた求人情報がWEBを利
用して検索することができます。卒業生が在籍してい
るかどうかも調べることができます。

◎公務員採用試験について知りたい時は？◎
　キャリアセンターには毎年各省庁や地方公共団体か
らの募集案内が送られて来ます。募集案内を閲覧する
ことにより、採用試験の時期、出題傾向等の確認がで
きます。
　また、公務員採用試験対策用の問題集や書籍もあり、
国家公務員を目指す方は勿論のこと、地方公務員を目
指す方も、早くから対策することができます。

◎教員採用試験について知りたい時は？◎
　教員採用試験についても、各都道府県からの募集案
内と各種問題集があります。
　毎月発行の「教職課程」という雑誌も揃えています
ので、教職を目指す方は、キャリアセンターに来て出
願先の検討や試験勉強の参考にしてください。

◎学芸員・文化財専門職について知りたい時は？◎
　各地の自治体教育委員会や公益財団法人からの募集
案内があります。ただし、文化財関係の募集は不定期
です。つねに募集案内が来ているかどうか確認する必
要があります。また、文化財学科の掲示板にも掲示さ
れるので大学に来た時には、まめにチェックし、情報
収集することをおすすめします。

キャリアセンターって?

キャリアセンターの活用いろいろ
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◎大学の試験と就職試験が重なった時は？◎
　就職活動中に大学の試験と就職試験が重なった場合、
入社試験出席証明書（企業側が発行する証明書）を当
該科目試験終了日から当日を含め４日以内に学生支援
センター（教務担当）へ提出し追試験の申請をしてく
ださい。詳細については、必ず事前にキャリアセンター
で確認してください。

◎登録カードが未提出の場合は？◎
　３年生になると「登録カード」を配布します。登録
カードに必要事項を記入し、必ずキャリアセンターに
て就職・進学活動の登録を行ってください。カードが
未提出の場合は、就職・進学の意思がないものとして
就職の斡旋ができませんので十分注意してください。

◎進路が決定した場合は？◎
　進路が決定した場合（企業・公務員・教員・進学の
いずれの場合も）には、必ずキャリアセンターに報告
してください。その際には「求人検索NAVI」上でも
必ず“進路報告登録”を行ってください。

◎健康診断書の発行は？◎
　就職活動において、応募書類として健康診断書の提
出が求められます。学内で実施される健康診断は必ず
受診してください。証明書の発行は１通につき200円
と学外での診断書発行と比べ大変経済的です。なお、
受診前には規則正しい生活を心がけ、尿検査等で再検
査を受けることのないよう注意してください。

◎「挨拶」の重要性◎
　「挨拶」の力を甘く考えてはいけません。
　就職試験において、挨拶ができるかできないかは、
人前で自信をもって話をすることができるかどうかの
重要なポイントです。そのためにも日頃から学内や家
庭等で挨拶や会話をすることを心がけましょう。特に
年上の方と話をする機会を多くもち、様々なことを考
える習慣を身に付けましょう。学生の中には、「挨拶
なんて面接の時になったらいつでもできる」と言われ
る方がいますが、普段していないことを面接というプ
レッシャーの中でできる人はそう多くありません。
　就職試験では、あたりまえのことをあたりまえに行
う。しかしそこには、「どんな状況の中でも」という

条件がつきます。これからの世の中では、刻々と変化
する環境にどう適応するか、適応できるかということ
がカギとなってきます。
　簡単なことですが、普段からの生活習慣がいかに大
切かを考え、実行してください。そこから全ての扉が
開かれます。
　ある優良企業の人事部長が、採用した新人を紹介す
る時に、「今年の新人は、非常に良い挨拶ができます」
と言われたことが実際にあります。この実例、皆さん
はどう感じるでしょうか？まさに「挨拶の力を侮るこ
となかれ」です。

◎企業が求める人物像◎
　企業が求める人物像は、４年間の学生生活の中で、
何かに目標を持って打ち込んだ経験のある学生です。
就職活動の際、履歴書やエントリーシートにもクラブ・
サークル・研究・ボランティア活動・趣味・特技・大
学生活で得たもの等の記入欄が必ずあります。何もし
てこなかった学生はこの欄が空白になり、記入の際非
常に困ることになります。自分の経験値を増やす意味
でも積極的な学生生活を送ることが、非常に大切です。

●社会が求める人材は？●
　①成長の可能性がある「伸びしろ」を感じさせる人。
　②チャレンジ精神旺盛な人。
　③好奇心、探究心の強い人。
　④自分で問題点を見つけ、解決できる人。
　⑤常に自らを高め、向上心をもって、どんな変化に
も対応できる人。

●就職とは何か？●
　①「自己実現」をはかる。
　②一人の人間として精神的・経済的に自立する。
　③「社会貢献」、豊かで平和な社会の建設に貢献する。
　④…できないことができるようになる。キャリアアッ
プをはかる。

就職に対しての心構え
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　奈良大学進路支援システム「求人検索…NAVI」には
全学年登録が必要です。下記…URL…を入力するか、奈
良大学…HP「就職・資格」ページのキャリアサポート・
奈良大学進路支援システムからアクセスし、ログイン
して希望進路やメールアドレスなどの情報を入力して
ください。ログインの方法など詳しくは、進路ガイダ
ンスで説明します。

https://www2.kyujin-navi.com/GAKUGAI

求人検索NAVI
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◎納入期日◎
◆前期分……４月末日
◆後期分……10月末日

◎納入手続き◎
（1）学費納入用紙到着
●１年次生については９月上旬に学費納入用紙（後期
分）を送付します。
●２年次生以上については４月10日前後に学費納入
用紙（全期・前期・後期分）を送付します。
　１年に１回しか送付しませんので注意してください。
●保証人住所を変更したときは必ず学生支援センター…
学生担当に届けてください。
●学費納入用紙を紛失または届かなかったときは、総務課
（TEL…0742-41-9501（直通））まで連絡してください。

（2）学費納入（銀行振込）
●学費は金融機関からの振込を原則とします。
平成28年10月より、法令の改正に伴い、大学（大学
院含む）の授業料等の振込の際は10万円を超える場
合であっても本人確認書類の提示は不要となりました。
●全国どこの金融機関からでも振り込むことができます。
●ゆうちょ銀行では本学指定の振込用紙が利用できま
せん。
●南都銀行本支店にて本学指定の振込用紙を利用すれ
ば振込手数料は不要です。
●金融機関の窓口で手渡された学費領収証が正式な領
収証となります。
●学費領収証の再発行はしておりません。

◎学費延分納◎
　学費の納入が遅れるときは、学生支援センター…学
生担当に「学費延分納願」を提出することにより延納・
分納の許可を受けることができます。
　延納・分納の許可を受けることにより、学費前期分
は８月31日まで、学費後期分は２月28日まで延納・
分納が認められます。ただし、この期日を過ぎると除

籍になりますので早めに納入してください。
　分納による学費納入の場合は、３回の分割納入が可
能となります。詳しくは学生支援センター…学生担当（TEL…
0742-41-9505（直通））まで問い合わせてください。

奈良大学学則・諸規則→「学費延分納内規」参照

◎学費減免制度◎
　在学中（３・４年次生対象）に学費負担者の死亡な
どの事由により、学費の納入が著しく困難になった者
に対して学費を減免し、学業の継続を援助することを
目的としています。詳しくは学生支援センター…学生
担当まで問い合わせてください。
奈良大学学則・諸規則→「奈良大学学費減免取扱規則」参照

◎休学中の学費◎
　休学中の学費は、在籍料として施設設備費の半額相
当額を納入していただきます。
　ただし、前期については５月31日、後期については
11月30日までに願い出なければ、その学期の学費〔授
業料・施設設備費・実験実習費（実験実習費について
は該当学科のみ）〕を全額納入しなければなりません。

奈良大学学則・諸規則→「学生生活に関する規則」参照

◎退学時の学費◎
　退学が認められるのは、属する学期の学費を納入し
ている場合です。当該学期の学費が納入されていない
と退学ではなく除籍となります。
　ただし、前期については５月31日、後期について
は11月30日までに願い出があれば、学費を納入して
いなくても退学が認められます。

奈良大学学則・諸規則→「学生生活に関する規則」参照

◎学費未納による除籍◎
　学費を正当な理由がなく指定の期日までに納入しな
い場合は、前期については６月30日付、後期につい
ては12月31日付をもって除籍となります。
　また、学費の延分納手続き者でその期間中に学費を
完納できなかった者も、前期については、８月31日付、
後期については、２月28日付をもって除籍となります。
　除籍となった場合は、当該学期の単位は認定されま
せん。

奈良大学学則・諸規則→「学生生活に関する規則」参照

学　費

学費納入用紙の送付は年１回です。
（１年次生は９月上旬（後期分）、２年次生
以上は４月10日前後（全期・前期・後期分）
です）
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学費一覧（大学）
◎除籍からの復籍◎
　学費未納により除籍になった者で、あらためて復籍
を希望する場合は、保証人連署の上、復籍願に復籍手
数料10,000円を添えて学生支援センター…学生担当
に提出し、許可を受けなければなりません。
　この場合、除籍日が６月30日の者は、７月１日から
７月15日まで、12月31日の者は、１月７日から１月
20日までの間に復籍願を提出する必要があります。
　また、復籍を許可された場合は、指定の期日までに
未納の学費を納めなければなりません。期日までに納
入されない場合、復籍は取り消され、以後の復籍は認
められません。復籍の日は、除籍日の翌日となります。
　上記の期間内に復籍手続きができなかった者、又は、
学費延分納手続きをして除籍となった者で、その後に復
籍を希望する場合は、除籍後１年以内に限り、保証人連
署の上、復籍願に復籍手数料10,000円を添えて学生
支援センター…学生担当に願い出ることができます。
　この場合、復籍を許可された者は、許可された年度
の１年次生の入学金の半額を納めなくてはなりませ
ん。指定の期日までに納めなければ復籍を取り消し、
以後の復籍は認められません。詳しくは学生支援セン
ター…学生担当まで問い合わせてください。

→「奈良大学学則」「学生生活に関する規則」参照

◎退学からの再入学◎
　退学した後、再び復学を希望される場合は、再入学
の手続きが必要になります。再入学を志願できる学科
は退学した学科と同じ学科で、志願期間は退学後２年
以内に限られます。詳しくは学生支援センター…学生
担当まで問い合わせてください。

→「奈良大学学則」「学生生活に関する規則」参照

◎大学院生◎
　大学院生については、学費の納入期日は学部と同じ
ですが、金額や取扱いについて学部と異なる場合があ
ります。詳しくは学生支援センター…学生担当まで問
い合わせてください。

→「奈良大学大学院学則」参照

◎学則第38条関係◎
◆文学部　国文学科、史学科

　納入時期
新入学生…前期分または前・後期一括分は、所定の入学
手続時（入学手続が第１次及び第２次に分かれている
ときは第２次手続時）まで。後期分は10月31日まで。
在学生……前期分または前・後期一括分は４月30日
まで。後期分は10月31日まで。

◆文学部　地理学科、文化財学科

　納入時期
新入学生…前期分または前・後期一括分は、所定の入学
手続時（入学手続が第１次及び第２次に分かれている
ときは第２次手続時）まで。後期分は10月31日まで。
在学生……前期分または前・後期一括分は４月30日
まで。後期分は10月31日まで。
※4年次を越えて在学する者については、実験実習費
を徴収しません。

◆社会学部　心理学科、総合社会学科

　納入時期
新入学生…前期分または前・後期一括分は、所定の入学
手続時（入学手続が第１次及び第２次に分かれている
ときは第２次手続時）まで。後期分は10月31日まで。
在学生……前期分または前・後期一括分は４月30日
まで。後期分は10月31日まで。
※4年次を越えて在学する者については、実験実習費
を徴収しません。

区分 授 業 料 施設設備費 計

前期 410,000円 100,000円 510,000円

後期 410,000円 100,000円 510,000円

区分 授 業 料 施設設備費 計

前期 410,000円 100,000円 540,000円

後期 410,000円 100,000円

実験実習費

30,000円

－ 510,000円

区分 授 業 料 施設設備費 計

前期 410,000円 100,000円 540,000円

後期 410,000円 100,000円

実験実習費

30,000円

－ 510,000円
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◎大学院学則第30条関係◎
◆文学研究科　国文学専攻　修士課程

　納入時期
新入学生…入学手続時に前期分または1年分、10月
31日までに後期分
在学生……４月30日までに前期分または１年分、10
月31日までに後期分

◆文学研究科
　文化財史料学専攻　博士前期・博士後期課程

※…博士後期課程において、3年を超えて在学する場合は、
大学院学則〔別表2〕を参照してください。

　納入時期
新入学生…入学手続時に前期分または1年分、10月
31日までに後期分
在学生……４月30日までに前期分または１年分、10
月31日までに後期分

◆文学研究科　地理学専攻　修士課程

　納入時期
新入学生…入学手続時に前期分または1年分、10月
31日までに後期分
在学生……４月30日までに前期分または１年分、10
月31日までに後期分

◆社会学研究科　社会学専攻　修士課程

　納入時期
新入学生…入学手続時に前期分または1年分、10月
31日までに後期分
在学生……４月30日までに前期分または１年分、10
月31日までに後期分

備考：修士課程（博士前期課程）においては２年を超え
て、博士後期課程においては３年を超えて在学す
る者については、実験実習費を徴収しません。

学費一覧（大学院）
区分 授 業 料 施設設備費 計

前期 240,000円 107,000円 377,000円

後期 240,000円 107,000円

実験実習費

30,000円

－ 347,000円

区分 授 業 料 施設設備費 計

前期 240,000円 107,000円 377,000円

後期 240,000円 107,000円

実験実習費

30,000円

－ 347,000円

区分 授 業 料 施設設備費 計

前期 240,000円 107,000円 347,000円

後期 240,000円 107,000円 347,000円

区分 授 業 料 施設設備費 計

前期 240,000円 107,000円 377,000円

後期 240,000円 107,000円

実験実習費

30,000円

－ 347,000円
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◎課外活動とは◎
　教育課程にしたがって一般教育や専門教育などの授
業が行われますが、学生が自主的に行う諸活動（自治
会活動、クラブ活動、サークル活動等）を課外活動と
呼んでいます。
●クラブ（サークル）への入部について●
◆本学では、クラブ（サークル）等課外活動は大学教
育の一環であり、同時に大学生活をより有意義なも
のとするためのものとして考えています。また、ク
ラブ活動を通じて社会性が養われるため、課外活動
がより充実、発展することを期待しています。
◆入部については、練習日程、内容等についてよく考
慮するようにしてください。もし、入部する意志が
ないのに執拗な勧誘があった場合は、キッパリと断
ることが大切です。（執拗な勧誘をされた場合は、学
生支援センター…学生担当まで申し出てください。）

　クラブ（サークル）活動において、事故・ケガがお
こらないよう日頃から健康管理に心がけ、事故防止に
充分な注意を払ってください。

◎事故（ケガ）が発生した場合の対応◎
●学内の時は●
■平日・土曜日（午前中）■
◆学生支援センター…学生担当へ連絡〔学生支援セン
ター…学生担当から119番（救急車）手配〕
◆急を要する場合は、119番（救急車）を手配
　搬送できる場合は、119番で病院を紹介してもらう
◆クラブ顧問へ連絡
■日曜・祝日・土曜（午後）■
◆警備員室へ連絡〔警備員から学生支援センター…学
生担当職員へ連絡される〕
◆急を要する場合は、119番（救急車）を手配
　搬送できる場合は、119番で病院を紹介してもらう

課外活動について

学生自治会

◆父母等の家族へ連絡
◆クラブ顧問へ連絡
◆翌日できるだけ早く学生支援センター…学生担当へ
詳細報告

●学外の時は（合宿・遠征中など）●
◆急を要する場合は、119番（救急車）を手配
　搬送できる場合は、119番で病院を紹介してもらう
◆大学へ連絡　 0742-41-9505
　　　　　　　（学生支援センター…学生担当直通）
　　　　　　　 0742-44-1251（代表）
　　→祝日・夜間は警備員室に切り替わります。
　　→留守番電話の場合は伝言しておくこと！
◆父母等の家族へ連絡（緊急のとき）
◆クラブ顧問へ連絡
◆翌日できるだけ早く学生支援センター…学生担当へ
詳細報告

◎学生自治会組織◎
来たれ！
○○部

執 行 委 員 会

青垣祭実行委員会

特 別 委 員 会

体 育 会 系

文 化 会 系

体 育 系

文 化 系

ク
ラ
ブ

公
認
サ
ー
ク
ル

学
生
自
治
会（
全
学
部
生
）

各

機

関

課
外
活
動
団
体

監 査 委 員 会

学

生

大

会

事故・ケガの対処について

ク　　ラ　　ブ 公　認　サ　ー　ク　ル
体　育　会　系 文　化　会　系 文　　化　　系体　育　系

空 手 道 部

弓 道 部

柔 道 部

剣 道 部

少 林 寺 拳 法 部

陸 上 ホ ッ ケ ー 部

硬 式 野 球 部

サ ッ カ ー 部

陸 上 競 技 部

卓 球 部

硬 式 庭 球 部

ソ フト テ ニ ス 部

ハ ンド ボ ー ル 部

男子バレーボール部

女子バレーボール部

男子バスケットボール部

軟 式 野 球 部

バドミントン同好会

軽 音 楽 部

落語研究会「古都家」

文 芸 部

地 理 学 研 究 会

城 郭 研 究 会

生 物 研 究 会

写 真 研 究 会

美 術 部

書 道 部

ユースホステル 部

サイクリング倶楽部

ワンダーフォーゲル行道会

ウィンドオーケストラクラブ

天 文 部

雅 楽 研 究 会

合 唱 団

奈良大学津軽三味線同好会

グルンドスキーチーム

ク　　ラ　　ブ
体　育　会　系 文　化　会　系

空 手 道 部 軽 音 楽 部

弓 道 部 落語研究会「古都家」

柔 道 部 文 芸 部

剣 道 部 地 理 学 研 究 会

少 林 寺 拳 法 部 城 郭 研 究 会

陸 上 ホ ッ ケ ー 部 生 物 研 究 会

硬 式 野 球 部 写 真 研 究 会

サ ッ カ ー 部 美 術 部

陸 上 競 技 部 書 道 部

卓 球 部 ユースホステル部

硬 式 庭 球 部 サイクリング倶楽部

ソ フ ト テ ニ ス 部 ワンダーフォーゲル行道会

ハ ン ド ボ ー ル 部 ウインドオーケストラクラブ

男子バレーボール部 天 文 部

女子バレーボール部 雅 楽 研 究 会

男子バスケットボール部 合 唱 団

軟 式 野 球 部 津 軽 三 味 線 部

バ ド ミ ン ト ン 部

居 合 道 部

公 認 サ ー ク ル
体　育　系 文　　化　　系

バドミントンサークル R P G 研 究 会

バレーボールサークル

キャップ野球サークル

アコースティックサークル

狂 言 研 究 会

漫画 研究サークル

考 古 学 研 究 会

た び て つ

ソフトテニスサークル

茶 道 サ ー ク ル

LEE（Let's Enjoy English）

バスケットボールサークル

ソ サ イ チ サ ー ク ル

その他

フォークソングサークル

ダ ン ス サ ー ク ル
「Upple

 

Rockerz」

か る た サ ー ク ル

リラックス委員 会

現 代 短 歌 会

和装サークル「粋蓮」

偉人研究サークル

国際 交流サークル

ミリタリー & サーチ
研 究 会（ M A S ）

戦 史 研 究 会

動物ボランティアサークル

仮面ライダー研究会

心 の 探 究 会

T e a  t i m e  c l u b

方 言 サ ー ク ル

赤 十 字 奉 仕 団

エ ン タ メ 研 究 会

ゴールデンＺクラブ

NUスマブラサークル

映画鑑賞サークル 奈 良 大 学 新 聞 局

ポケモントレーナーの会

学生自治会執行委員会

青垣祭実行委員会

フットサルサークル
～FCまほろばトレド～

幼 稚 園おてつだい
サークル（ K H C ）

奈良大学みんぞく研究会



47

課
外
活
動
編

課外活動団体一覧

2024年度現在　課外活動団体クラブ（体育会系19　文化会系17）、公認サークル（体育系7　文化系32）

ク　　ラ　　ブ 公　認　サ　ー　ク　ル
体　育　会　系 文　化　会　系 文　　化　　系体　育　系

空 手 道 部

弓 道 部

柔 道 部

剣 道 部

少 林 寺 拳 法 部

陸 上 ホ ッ ケ ー 部

硬 式 野 球 部

サ ッ カ ー 部

陸 上 競 技 部

卓 球 部

硬 式 庭 球 部

ソ フト テ ニ ス 部

ハ ンド ボ ー ル 部

男子バレーボール部

女子バレーボール部

男子バスケットボール部

軟 式 野 球 部

バドミントン同好会

軽 音 楽 部

落語研究会「古都家」

文 芸 部

地 理 学 研 究 会

城 郭 研 究 会

生 物 研 究 会

写 真 研 究 会

美 術 部

書 道 部

ユースホステル 部

サイクリング倶楽部

ワンダーフォーゲル行道会

ウィンドオーケストラクラブ

天 文 部

雅 楽 研 究 会

合 唱 団

奈良大学津軽三味線同好会

グルンドスキーチーム

ク　　ラ　　ブ
体　育　会　系 文　化　会　系

空 手 道 部 軽 音 楽 部

弓 道 部 落語研究会「古都家」

柔 道 部 文 芸 部

剣 道 部 地 理 学 研 究 会

少 林 寺 拳 法 部 城 郭 研 究 会

陸 上 ホ ッ ケ ー 部 生 物 研 究 会

硬 式 野 球 部 写 真 研 究 会

サ ッ カ ー 部 美 術 部

陸 上 競 技 部 書 道 部

卓 球 部 ユースホステル部

硬 式 庭 球 部 サイクリング倶楽部

ソ フ ト テ ニ ス 部 ワンダーフォーゲル行道会

ハ ン ド ボ ー ル 部 ウインドオーケストラクラブ

男子バレーボール部 天 文 部

女子バレーボール部 雅 楽 研 究 会

男子バスケットボール部 合 唱 団

軟 式 野 球 部 津 軽 三 味 線 部

バ ド ミ ン ト ン 部

居 合 道 部

公 認 サ ー ク ル
体　育　系 文　　化　　系

バドミントンサークル R P G 研 究 会

バレーボールサークル

キャップ野球サークル

アコースティックサークル

狂 言 研 究 会

漫画 研究サークル

考 古 学 研 究 会

た び て つ

ソフトテニスサークル

茶 道 サ ー ク ル

LEE（Let's Enjoy English）

バスケットボールサークル

ソ サ イ チ サ ー ク ル

その他

フォークソングサークル

ダ ン ス サ ー ク ル
「Upple

 

Rockerz」

か る た サ ー ク ル

リラックス委員 会

現 代 短 歌 会

和装サークル「粋蓮」

偉人研究サークル

国際 交流サークル

ミリタリー & サーチ
研 究 会（ M A S ）

戦 史 研 究 会

動物ボランティアサークル

仮面ライダー研究会

心 の 探 究 会

T e a  t i m e  c l u b

方 言 サ ー ク ル

赤 十 字 奉 仕 団

エ ン タ メ 研 究 会

ゴールデンＺクラブ

NUスマブラサークル

映画鑑賞サークル 奈 良 大 学 新 聞 局

ポケモントレーナーの会

学生自治会執行委員会

青垣祭実行委員会

フットサルサークル
～FCまほろばトレド～

幼 稚 園おてつだい
サークル（ K H C ）

奈良大学みんぞく研究会
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年　度 表彰団体・個人 表　彰　理　由

平成10年度 落語研究会
「古都家」

各地の催し会場や老人ホーム、病院等へ
の「訪問寄席」を通じて地域社会に貢献

平成11年度 人形劇だいぶつ 幼稚園、小学校等からの依頼講演や他
大学共通イベントを通じ地域社会に貢献

平成12年度 該当なし

平成13年度 奈良大学
地理学研究会

地域調査を行い収集したデータをもと
に地域調査報告を作成、社会に貢献

平成14年度 雅楽研究会 学内外における演奏活動と伝統芸能
伝承のための諸活動により社会に貢献

平成15年度 該当なし
平成16年度 該当なし
平成17年度 該当なし
平成18年度 該当なし

平成19年度 平城小学校区
見守活動有志

登下校時の小学生の安全を見守
り地域社会に貢献

平成20年度 該当なし

平成21年度 奈良大学
宝来講

優れた実践教育であるとともに
地域社会との交流に貢献

平成22年度 ウインド
オーケストラクラブ

長年に渡り学内外から数多くの依頼を受け演奏会を
行い、地域の文化活動や福祉活動に大きく寄与した

平成23年度

東日本大震災奈良
大学学生支援団体

東日本大震災直後から募金活動に
尽力し、被災地域復興に寄与した

津波被害被災地地
図化支援グループ

東北地方太平洋沖地震により大津波
が起こった際、いち早く「津波被災マッ
プ」を作成し、被災地域復興に寄与した

東日本大震災被災
文書・図書・公文書等
の保存修復グループ

東日本大震災直後から津波被害に遭っ
た法務局公文章等大量の図書の保存
修復に尽力し、被災地域復興に寄与した

平成24年度

奈良大学津軽
三味線サークル

福祉施設等へのボランティア
演奏活動を積極的に行った

国際交流
サークル

交換留学生との交流及び学生
生活支援に貢献

平成25年度 該当なし
平成26年度 該当なし

平成27年度 パフォーマンス
サークルミンロウド

幼稚園・地域のイベント等でのボ
ランティア活動を積極的に行った

平成28年度 奈良大学
ゴールデンZクラブ

モンゴル青少年交流プロジェクトの参加、
その他ボランティア活動を積極的に行った

平成29年度

雅楽研究会 学園の行事並びに春日若宮おん祭りや国民
文化祭に積極的に参加し、地域社会に貢献

天文部
天平たなばた祭、観望会、学園祭等、学
内外での活動を通して、誰でも天文学に
親しめるよう積極的に活動し、地域に貢献

平成30年度 時枝稜
（地理学科）

全国のハザードマップ等をスマート
フォン等で簡単に表示できるシステム
を開発し、広いエリアで社会に貢献

令和元年度 男子バスケット
ボール部

スペシャルオリンピック日本・奈良ユニファ
イド活動を通して、障害のあるアスリートと
の継続的な交流により社会に貢献

令和 6年度
奈良大学社会学部
心理学科ゲートキーパー活動
チームAgain

令和 4年度

令和 2年度 該当なし
令和3年度

令和 5年度

該当なし

該当なし
該当なし

ゲートキーパーの活動は2024年度の「奈良市
健康フォーラム」で選定され自殺予防に関する
プレゼンテーションを行い地域社会に貢献

〔奈良大学学則・諸規則→奈良大学表彰規程〕

　本学では、学業・社会貢献・課外活
動において顕著な活躍を認められた学
生個人または団体に対し、表彰をして
います。
◆社会貢献表彰
　学内外において他の模範とするに足る社会貢献、奉
仕を行い、社会的評価を得た学生個人また団体

奈良大学表彰について

◆課外活動表彰
　課外活動において優秀な成績を挙げ、本学の名誉を
高めた学生個人または団体

年　度 表彰団体・個人 表　彰　理　由

平成10年度 落語研究会
「古都家」

各地の催し会場や老人ホーム、病院等へ
の「訪問寄席」を通じて地域社会に貢献

平成11年度 人形劇だいぶつ 幼稚園、小学校等からの依頼講演や他
大学共通イベントを通じ地域社会に貢献

平成12年度 該当なし

平成13年度 奈良大学
地理学研究会

地域調査を行い収集したデータをもと
に地域調査報告を作成、社会に貢献

平成14年度 雅楽研究会 学内外における演奏活動と伝統芸能
伝承のための諸活動により社会に貢献

平成15年度 該当なし
平成16年度 該当なし
平成17年度 該当なし
平成18年度 該当なし

平成19年度 平城小学校区
見守活動有志

登下校時の小学生の安全を見守
り地域社会に貢献

平成20年度 該当なし

平成21年度 奈良大学
宝来講

優れた実践教育であるとともに
地域社会との交流に貢献

平成22年度 ウインド
オーケストラクラブ

長年に渡り学内外から数多くの依頼を受け演奏会を
行い、地域の文化活動や福祉活動に大きく寄与した

平成23年度

東日本大震災奈良
大学学生支援団体

東日本大震災直後から募金活動に
尽力し、被災地域復興に寄与した

津波被害被災地地
図化支援グループ

東北地方太平洋沖地震により大津波
が起こった際、いち早く「津波被災マッ
プ」を作成し、被災地域復興に寄与した

東日本大震災被災
文書・図書・公文書等
の保存修復グループ

東日本大震災直後から津波被害に遭っ
た法務局公文章等大量の図書の保存
修復に尽力し、被災地域復興に寄与した

平成24年度

奈良大学津軽
三味線サークル

福祉施設等へのボランティア
演奏活動を積極的に行った

国際交流
サークル

交換留学生との交流及び学生
生活支援に貢献

平成25年度 該当なし
平成26年度 該当なし

平成27年度 パフォーマンス
サークルミンロウド

幼稚園・地域のイベント等でのボ
ランティア活動を積極的に行った

平成28年度 奈良大学
ゴールデンZクラブ

モンゴル青少年交流プロジェクトの参加、
その他ボランティア活動を積極的に行った

平成29年度

雅楽研究会 学園の行事並びに春日若宮おん祭りや国民
文化祭に積極的に参加し、地域社会に貢献

天文部
天平たなばた祭、観望会、学園祭等、学
内外での活動を通して、誰でも天文学に
親しめるよう積極的に活動し、地域に貢献

平成30年度 時枝稜
（地理学科）

全国のハザードマップ等をスマート
フォン等で簡単に表示できるシステム
を開発し、広いエリアで社会に貢献

令和元年度 男子バスケット
ボール部

スペシャルオリンピック日本・奈良ユニファ
イド活動を通して、障害のあるアスリートと
の継続的な交流により社会に貢献

令和 6年度
奈良大学社会学部
心理学科ゲートキーパー活動
チームAgain

令和 4年度

令和 2年度 該当なし
令和3年度

令和 5年度

該当なし

該当なし
該当なし

ゲートキーパーの活動は2024年度の「奈良市
健康フォーラム」で選定され自殺予防に関する
プレゼンテーションを行い地域社会に貢献

年　度 表彰団体・個人 表　彰　理　由
平成10年度 該当なし

平成11年度 阪本幸司
（空手道部）

国民体育大会平成10年度（予選敗退）、
平成11年度（ベスト16入り）連続出場

平成12年度
硬式野球部 近畿学生野球連盟春季２部リーグ

戦で優勝、１部リーグ昇格

軟式野球愛好会 近畿学生軟式野球連盟春季２部
リーグ戦で優勝、１部リーグ昇格

平成13年度 該当なし
平成14年度 該当なし
平成15年度 居合道部 全日本学生居合道大会第４位
平成16年度 該当なし

平成17年度

男子バレーボール部 関西バレーボール連盟秋季３部
リーグ戦で優勝、２部リーグ昇格

硬式野球部 近畿学生野球連盟春季２部リー
グ戦で優勝、１部リーグ昇格

居合道部 第26回全日本学生居合道大会
団体戦第３位

平成18年度 放送研究会 NHK全国大学放送コンテスト音声CM部門上位入賞
平成19年度 少林寺拳法部 全日本学生大会男女初段の部最優秀賞
平成20年度 該当なし
平成21年度 該当なし
平成22年度 該当なし
平成23年度 該当なし
平成24年度 弓道部 第60回全日本学生弓道選手権大会に出場

平成25年度

Re：デザインサークル 大学の広報活動や学生支援活動に大きく貢献
囲碁普及会「あをによし」 四地区対抗戦「全国大会」第2位

軟式野球部 近畿学生軟式野球連盟春季2部
リーグ戦で優勝、1部リーグ昇格

平成26年度 剣道部 第48回全日本女子学生剣道選手権大会に出場
城郭研究会 機関誌「城」の長年の発行

平成27年度 青垣祭実行委員会 長年にわたり大学祭の運営を行ない、地域
の方々や本学の広報活動にも大きく貢献

平成28年度 該当なし
平成29年度 該当なし

平成30年度 奈良大学合唱団
学外での長期に渡る継続した演奏会、
プロ野球オープンセレモニーでの国歌
斉唱等本学のイメージアップに貢献

令和 4年度

令和元年度 現代短歌会
県内大学が創る奈良の未来事業公開コンペ
が2019年8月27日に開催され、テーマ「短
歌を詠む文化の継承」で優秀賞を受賞

令和 2年度 美術部
学外での作品展、後援会での保護者向け展示、
令和館の常設展示、後援会冊子、新入生向け下
宿紹介冊子の表紙絵を担当するなど、学内外での
活動を通じ、本学のイメージアップに大きく貢献

令和 3年度
書道部

GIS勉強会

写真研究会

第17回GISコミュニティーフォーラム主要イベント
「マップギャラリー」ストリーマップ部門「第1位」

課外活動の成果を広く学内外で公開し、コロナ禍でも
オンライン展示を行うなど新しい活動方法を模索し活発
な活動を継続しており、本学課外活動の向上に貢献

継続的に課外活動の成果を学内外で公開し、本
学における文化・芸術活動の対外的発信において
重要な役割を担い、本学の名誉向上に大きく貢献

令和 6年度 方言サークル
奈良県内の方言の分布を広く示した『奈
良県言語地図』を作成した業績は、新聞
でも紹介され本学の広報にも貢献

令和 5年度 かるたサークル
学外団体と積極的な交流を行い、競技かるたの
普及発展に寄与し、第二十九回全日本大学か
るた選手権大会ではベスト8の成績を収めた。
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奈　良　大　学　学　則
　第 1 章　総則
　（目的）
第 1 条　本学は、学校教育法及び教育基本法の規定するところに
従い、広く知識を授けるとともに深く専門の学芸を教授研究し、
社会の進展に貢献する知的道徳的に正しきに強き国家有為の人
材を育成することを目的とする。
　（自己点検・評価及び認証評価制度）
第 1 条の 2　本学は、教育研究水準の向上を図り、前条の目的及
び社会的使命を達成するため、教育研究活動等の状況について
自ら点検及び評価を行い、その結果を公表する。
2　前項の点検及び評価に関する規程は別に定める。
3　本学は、第１項の点検及び評価の結果について、政令で定め
る期間ごとに文部科学大臣の認証を受けた評価機関による評価
を受けるものとする。
4　本学は、点検・評価及び認証評価の結果を踏まえ、教育研
究活動等について不断の見直しを行い、その水準の向上を図
る。
　（情報の公表）
第１条の 3　本学は、教育研究活動等の状況について、適切な体
制を整えたうえで、刊行物への掲載、インターネットの利用そ
の他広く周知を図ることができる方法によって、公表するもの
とする。
　（学部）
第 2 条　本学に文学部、社会学部及び通信教育部を置く。
 2 　通信教育部に関する規程は、別に定める。
　（学科）
第 3 条　文学部及び社会学部には、次の学科を置く。
　（1）　文学部　国文学科・史学科・地理学科・文化財学科
　（2）　社会学部　心理学科・総合社会学科
　（大学院）
第 3 条の 2 　本学に大学院を置く。
 2 　大学院の学則は、別に定める。
　（教育研究上の目的）
第 3 条の 3 　文学部及び社会学部に置く学科の教育研究上の目的
を、次のとおり定める。

　（卒業認定・学位授与等の方針）
第 3 条の 4　本学は、前条の目的を踏まえて、学部及び学科にお
いて、次の各号に掲げる方針を定め、公表するものとする。なお、
第 2号の方針を定めるに当たっては、第 1号の方針との一貫性
の確保に特に意を用いるものとする。
　（1）　卒業認定・学位授与の方針
　（2）　教育課程編成・実施の方針
　（3）　入学者受入れに関する方針
　（修業年限）
第 4 条　本学の修業年限は、 4年とする。ただし、 8年を超えて
在学することはできない。
　（収容定員）
第 5 条　本学の収容定員は、次のとおりとする。

　第 2 章　学年・学期及び休業日
　（学年）
第 6 条　学年は、 4月 1日に始まり翌年 3月31日に終わる。
　（学期）
第 7 条　学年を次の 2学期とする。

学科名学部名 教育研究上の目的

　古代から近現代に至る国文学・日本語を柱
に、我が国固有の伝統芸能、さらには多様な
現代文化について、基本的な知識を身につけ
ることによってより幅広い視野を養い、それ
らの学習を通じて問題探求能力・洞察力を育
成し、自ら考えて自らの言葉で語りかつ主体
的に行動することが出来る人材の育成をめざ
す。

　古代以来、歴史や文化の舞台となった奈良・
大和の地に蓄積された豊富な素材を世界史的
観点から探求することを教育目標にする。歴
史学を構成する日本史・東洋史・西洋史の各
分野について、基礎的な知識と専門的研究方
法を学ぶとともに、より広い視野からの学習
能力をもつ人材の育成をめざす。

　地表空間上の自然現象や人文現象、さらに
はそれらの相互関係に関する基本的な原理を
学ぶとともに、新しい時代の要請をふまえ、
自然・環境、都市・農村、歴史・観光、地理
情報などに関する地理学的な諸問題を探求す
ることにより、実社会での問題解決に貢献で
きる人材の育成をめざす。

　日本古代国家の中心であり、歴史遺産に恵
まれた古都奈良を拠点とし、日本から世界へ
と広く視野を広げながら歴史や文化を学ぶ学
生を養成する。具体的には、考古学・美術史・
史料学・博物館学・保存科学・世界遺産学を
総合した「文化財学」を習得するとともに、
文化財の保護・活用に積極的に取り組む人材
の育成をめざす。

　現代の社会・文化・自然環境と人間との相
互交流を基本的視座において、人間の心理・
行動の解明をめざすとともに、現代社会に生
きる個々人を理解することを目的としてい
る。社会心理学、臨床心理学を中心とした研
究・教育を展開・充実させ、心理学の基礎に
立脚して実践的に問題解決ができる人材の育
成をめざす。

　情報学、社会統計学の分野の基礎を踏まえ、
社会学、文化人類学、経済学・経営学の分野
への理解も深めながら、社会調査の研究・教
育を学際的に行うことを目標としている。と
くに実習と演習を重視した実践的な教育を行
い、現代の社会を的確に把握し、より良く生
きるための確かな知識と行動力と倫理を備え
た人材の育成をめざす。
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学科名学部名 教育研究上の目的

　古代から近現代に至る国文学・日本語を柱
に、我が国固有の伝統芸能、さらには多様な
現代文化について、基本的な知識を身につけ
ることによってより幅広い視野を養い、それ
らの学習を通じて問題探求能力・洞察力を育
成し、自ら考えて自らの言葉で語りかつ主体
的に行動することが出来る人材の育成をめざ
す。

　古代以来、歴史や文化の舞台となった奈良・
大和の地に蓄積された豊富な素材を世界史的
観点から探求することを教育目標にする。歴
史学を構成する日本史・東洋史・西洋史の各
分野について、基礎的な知識と専門的研究方
法を学ぶとともに、より広い視野からの学習
能力をもつ人材の育成をめざす。

　地表空間上の自然現象や人文現象、さらに
はそれらの相互関係に関する基本的な原理を
学ぶとともに、新しい時代の要請をふまえ、
自然・環境、都市・農村、歴史・観光、地理
情報などに関する地理学的な諸問題を探求す
ることにより、実社会での問題解決に貢献で
きる人材の育成をめざす。

　日本古代国家の中心であり、歴史遺産に恵
まれた古都奈良を拠点とし、日本から世界へ
と広く視野を広げながら歴史や文化を学ぶ学
生を養成する。具体的には、考古学・美術史・
史料学・博物館学・保存科学・世界遺産学を
総合した「文化財学」を習得するとともに、
文化財の保護・活用に積極的に取り組む人材
の育成をめざす。

　現代の社会・文化・自然環境と人間との相
互交流を基本的視座において、人間の心理・
行動の解明をめざすとともに、現代社会に生
きる個々人を理解することを目的としてい
る。社会心理学、臨床心理学を中心とした研
究・教育を展開・充実させ、心理学の基礎に
立脚して実践的に問題解決ができる人材の育
成をめざす。

　情報学、社会統計学の分野の基礎を踏まえ、
社会学、文化人類学、経済学・経営学の分野
への理解も深めながら、社会調査の研究・教
育を学際的に行うことを目標としている。と
くに実習と演習を重視した実践的な教育を行
い、現代の社会を的確に把握し、より良く生
きるための確かな知識と行動力と倫理を備え
た人材の育成をめざす。
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学部及び学科名 入学定員 収容定員
国 文 学 科
史 学 科
地 理 学 科
文 化 財 学 科

計
心 理 学 科
総 合 社 会 学 科

計

90人
135人
95人
100人
420人
90人
90人
180人

360人
540人
380人
400人
1,680人
360人
360人
720人
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　前　期　　 4月 1日から 9月30日まで
　後　期　　10月 1 日から翌年 3月31日まで
　（休業日）
第 8 条　休業日は、次のとおりとする。
　（1）　日曜日
　（2）　国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定

する休日
　（3）　法人創立記念日（ 4月28日）
　（4）　春期休業日（ 3月21日から 4月10日まで）
　（5）　夏期休業日（ 7月11日から 9月10日まで）
　（6）　冬期休業日（12月25日から翌年 1月10日まで）
　　　 特に必要と認めたときは、学長は前各号の期日を変更し、

また臨時に休業し、若しくは休業日に授業を行わせることが
できる。

　第 3 章　授業科目・教育課程・履修方法及び単位算定の基準
　（教育課程の編成）
第 9 条　本学は、第 3 条の 4第 1号及び第 2 号により定める方針に
基づき、必要な授業科目を開設し、体系的に教育課程を編成する。
2　教育課程の編成に当たっては、学部及び学科の専攻に係る専
門の学芸を教授するとともに、幅広く深い教養及び総合的な判
断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮する。
　（授業科目及び単位数）
第10条　各授業科目及び単位数は別表 1のとおりとする。
　（授業期間）
第11条　 1年間の授業を行う期間は35週にわたることを原則とする。
　（授業の方法）
第12条　授業は、講義、演習、講読、実験、実習及び実技等に
よって行うものとする。

 2 　前項の授業は、文部科学大臣が別に定めるところにより、多
様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の
場所で履修させることができる。
　（単位の計算方法）
第13条　各授業科目の単位計算方法は、1単位あたり45時間の学修
を必要とする内容をもって構成することとし、授業の方法に応
じ、次の基準によるものとする。
　（1）　講義、演習及び講読については、15時間の授業をもって 1

単位とする。
　（2）　外国語については、30時間の授業をもって 1単位とする。
　（3）　実験、実習及び実技については、30時間の授業をもって 1

単位とする。
 2 　前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究等の授業科目
については、学修の成果を評価して単位を授与することが適当
と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して単位
数を定める。
　（履修の方法）
第14条　この章に定めるものの外、履修方法及び単位の算定につ
いては、別に定める履修規則によるものとする。

　第 4 章　単位の認定、卒業の要件及び学位
　（単位の認定）
第15条　単位の認定は、試験その他本学が定める適切な方法によ
り学修の成果を評価して認定する。試験は、学期末又は学年末

にその履修した科目について筆記・口述・論文等の方法によっ
て行う。

 2 　本学における授業科目及び卒業論文又は卒業研究の評価は、
100点満点とし、60点以上を合格とする。
　（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等）
第15条の 2 　本学は、教育上有益と認めるときは、他の大学又は
短期大学との協議に基づき、学生が他の大学又は短期大学にお
いて履修した授業科目について修得した単位を、30単位を超え
ない範囲で教授会の議を経て、本学における授業科目の履修に
より修得したものとみなすことができる。

 2 　前項の規定は、学生が外国の大学又は短期大学に留学する場
合に準用する。
　（用語の意義）
第15条の 3 　この学則において「教授会の議を経て」とは、教授
会における審議を経ることをいい、教授会による決定を含まな
いものとする。
　（大学以外の教育施設等における学修）
第15条の 4 　本学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短
期大学又は高等専門学校の専攻科における学修その他文部科学
大臣が別に定める学修を、教授会の議を経て、本学における授
業科目の履修とみなし、本学の定めるところにより単位を与え
ることができる。

 2 　前項により与えることができる単位数は、第15条の 2第 1 項
により本学において修得したものとみなす単位数と合わせて30
単位を超えないものとする。
　（入学前の既修得単位等の認定）
第15条の 5 　本学は、教育上有益と認めるときは、学生が本学に
入る前に大学又は短期大学において履修した授業科目について
修得した単位（第46条の規定により修得した単位及び他の大学
又は短期大学において同条の規定に準じた規定により修得した
単位を含む。）を、本学に入学した後の本学における授業科目の
履修により修得したものとみなすことができる。

 2 　本学は、教育上有益と認めるときは、学生が本学に入る前に
行った前条第１項に規定する学修を、本学における学修とみな
し、本学の定めるところにより単位を与えることができる。

 3 　前 2項により修得したものとみなし、又は与えることのできる
単位数は、編入学、転入学等の場合を除き、本学において修得
した単位以外のものについては、合わせて30単位を超えないも
のとする。
　（最低修得単位）
第16条　本学を卒業するためには、最低次の単位を修得しなけれ
ばならない。
　全学部全学科

科　　目 単　　位　　数
基幹科目 88単位以上

外国語科目 ８単位以上

健康･スポーツ科目 ２単位以上

情報科目 ４単位以上

キャリア科目 ２単位以上

指定する他学部･他学科科目

他大学単位互換科目
卒業最低修得単位合計 124単位
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　（卒業及び学位）
第17条　本学に 4年以上在学し、かつ各学部所定の単位を修得し、
教授会の議を経て、学長が認定した者は、卒業とし、卒業証書
を授与する。

 2 　本学を卒業した者に対しては、次の区分に従い、学士の学位
を授与する。
　文 学 部　学士（文　学）
　社会学部　学士（社会学）

　第 5 章　教員免許状
　（教育職員資格の取得）
第18条　教員の免許状を得ようとする者は、教育職員免許法及び同
法施行規則に規定する科目及び単位を修得しなければならない。

 2 　前項に関する科目及び単位は別表 1のとおりとし、履修方法
については別に定める。

 3 　本学において取得できる免許状は、次のとおりである。
　　文学部
　　国 文 学 科　 中学校教諭一種免許状　　国　　語
　　　　　　　　　高等学校教諭一種免許状　国　　語
　　史　学　科　中学校教諭一種免許状　　社　　会
　　　　　　　　　高等学校教諭一種免許状　地理歴史
　　地 理 学 科　 中学校教諭一種免許状　　社　　会
　　　　　　　　　高等学校教諭一種免許状　地理歴史
　　文化財学科　中学校教諭一種免許状　　社　　会
　　　　　　　　　高等学校教諭一種免許状　地理歴史
　　社会学部
　　総合社会学科　中学校教諭一種免許状　　社　　会
　　　　　　　　　高等学校教諭一種免許状　公　　民

　第 6 章　博物館学芸員・司書及び学校図書館司書教諭資格
　（博物館学芸員資格の取得）
第19条　博物館学芸員の資格を得ようとする者は、博物館法及び
同法施行規則に規定する科目及び単位を修得しなければならな
い。

 2 　前項に関する科目及び単位は別表 1のとおりとし、履修方法
については別に定める。

 3 　本学において資格を取得するには、原則として文学部史学科
又は文化財学科に在籍しなければならない。
　（司書資格の取得）
第19条の 2 　司書の資格を得ようとする者は、図書館法及び同法
施行規則に規定する科目及び単位を修得しなければならない。

 2 　前項に関する科目及び単位は別表 1のとおりとし、履修方法
については別に定める。
　（学校図書館司書教諭資格の取得）
第19条の 3 　学校図書館司書教諭の資格を得ようとする者は、第
18条に定める科目を履修するほか、学校図書館法に規定する科
目及び単位を修得しなければならない。

 2 　前項に関する科目及び単位は別表 1のとおりとし、履修方法
については別に定める。

　第 7 章　入学・編入学・転入学・再入学・転学・休学・復学・留学・
退学・除籍及び復籍

　（入学の時期）

第20条　入学の時期は、学年始めとする。
　（入学資格）
第21条　本学に入学することのできる者は、次の各号のいずれか
に該当する者とする。
　（1）　高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者
　（2）　通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通常の課

程以外の課程により、これに相当する学校教育を修了した者
を含む。）

　（3）　学校教育法施行規則第150条の規定により、大学入学に関
し、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めら
れる者

　（入学願）
第22条　本学に入学を志願する者は、所定の期日までに入学願書
の提出その他必要な手続をしなければならない。
　（入学試験）
第23条　入学志願者に対しては、第 3条の 4第 3 号により定める
方針に基づき、選抜試験を行う。選抜試験は高等学校卒業程度
とする。
　（合格通知）
第24条　選抜試験に合格した者（以下「合格者」という。）に対し
ては、合格通知書を送付する。
　（入学手続）
第25条　合格者は、本学の定めるところにより、その期限まで
に、入学金もしくは入学申込金および学費を納入し、ならびに
必要書類を提出して、これらの入学手続を完了しなければなら
ない。

 2 　前項の入学手続をその期限までに完了した者に入学を許可す
る。
　（保証人）
第26条　合格者は、保証人を定め、本学所定の誓約書を所定の期
日までに提出しなければならない。

 2 　保証人は、父母又はこれに代わる近親者とし、独立の生計を
営み、公民権を持つ者又は本学が適当と認める者に限る。

 3 　保証人は、その学生にかかわる在学中の一切の事項につき、
本人と連帯してその履行の責に任じなければならない。

 4 　保証人を変更しようとするときは、新旧保証人の連署をもっ
て届け出るものとし、また保証人に住所、姓名等の変更があっ
たとき、若しくは保証人としての資格を失ったときは、その旨
を直ちに届け出なければならない。
　（転入学・編入学・再入学）
第27条　次に掲げる者は、欠員のある場合に限り選考の上、相当
学年に入学を許可することがある。
　（1）　本学の一学部を卒えた者で、同一学部の他の学科又は他の

学部に入学を志願する者（転入学）
　（2）　次のいずれかに該当する者で、本学に入学を志願する者（編

入学）
ア　他の大学を卒業した者
イ　短期大学を卒業した者又は高等専門学校を修了した者
ウ　外国において学校教育における14年の課程を修了した者
エ　大学に所定の期間在学し、所定の単位を修得した者 
オ　 専修学校の専門課程のうち、文部科学大臣の定める基準
を満たすものを修了した者（第21条に規定する大学入学
資格を有する者に限る。） 
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カ　 高等学校等の専攻科のうち、文部科学大臣の定める基準
を満たすものを修了した者（第21条に規定する大学入学
資格を有する者に限る。）

　（3）　他の大学から転学を志願する者（編入学）
　（4）　本学を第34条の規定によって退学した者で、退学後 2年以

内に同一学科に再入学を志願する者（再入学）
　（単位の認定）
第28条　前条の規定により入学を許可された者の本学入学前の履
修科目及びその単位については、その一部又は全部を本学に
おける授業科目及び単位数として認定又は換算することができ
る。ただし、認定方法については別に定める。
　（転学部・転学科）
第29条　本学に在学する者で、転学部又は転学科を願い出る者
は、特別の事情があるときに限り、選考の上で許可することが
ある。ただし、転学部又は転学科の時期は、学年始めとする。
　（転出学）
第30条　本学に在学する者で他の大学へ転学を志望する者は、学
長に願い出てその許可を受けなければならない。
　（休学）
第31条　病気その他やむを得ない事情により、引き続き 3か月以上
修学することのできない者は、保証人連署の上、その学年間休
学を願い出なければならない。ただし、病気の場合は、医師の
診断書を添えなければならない。
　（休学の期間）
第32条　休学の期間は、1年を超えることができない。ただし、特
別の理由があるときは、許可を得て更に 1年以内に限って休学を
願い出ることができる。

 2 　休学期間は、通算して 2年を超えることができない。
 3 　休学期間は、第 4条の在学期間に算入しない。
　（復学）
第33条　休学の理由がなくなったときは、保証人連署の上、復学
を願い出て許可を受けなければならない。
　（留学）
第33条の 2 　本学の学生が、外国の大学又は短期大学に留学を志
望する場合は、学長の許可を得て授業科目を履修することがで
きる。

 2 　前項の授業科目を履修した期間は、第17条に規定する在学年
限に含まれるものとする。

 3 　留学に関するその他の規定は、別に定める。
　（退学）
第34条　退学しようとする者は、その理由を詳記し、保証人連署
の上、願い出なければならない。

 2 　病気による退学の場合は、医師の診断書を添えなければなら
ない。
　（除籍）
第35条　次の各号のいずれかに該当する者は、除籍とする。
　（1）　第 4条に定める在学年限を超える者
　（2）　学費を正当な理由なく指定の期日に納入しない者
　（復籍）
第35条の 2 　学費の滞納により除籍された者で、復籍を希望する
者は正規の手続を経て許可を受けなければならない。ただし、
この場合除籍後 1年以内の者で、教授会の議を経て、学長が承
認した者とする。

　第 8 章　入学検定料、入学金、入学申込金及び学費
　（入学検定料）
第36条　本学に入学を志願する者は、入学願書に添えて所定の入
学検定料を納入しなければならない。なお、入学検定料につい
ては、奈良大学入学検定料規則に定める。
　（入学金、入学申込金）
第37条　合格者は、本学の定めた期日までに入学金10万円を納入
しなければならない。ただし、別に定める規則により、一定の
要件に該当した者については免除することができる。

 2 　本学の定めた第25条の入学手続が、第 1次手続及び第 2次手
続に分かれているときは、第 1次手続において入学申込金10万
円を納入するものとし、第 2次手続を完了した時点でこれを入
学金として取り扱う。
　（学費）
第38条　学費の納入は別表 2のとおりとする。
　（納付金の返還）
第39条　既納の入学検定料、入学金及び入学申込金は、別に定め
る場合を除き返還しない。

 2 　入学手続完了者の既納の学費は、別に定める場合を除き返還し
ない。

 3 　在学生の既納の学費は、別に定める場合を除き返還しない。
　（学費の延納）
第40条　やむを得ない事由によって学費を延納しなければならない
ときは、直ちにその旨を願い出て許可を得なければならない。
　（休学中の学費）
第41条　第31条による休学者の休学中の学費については、在籍料
として施設設備費の半額相当額とし、授業料並びに施設設備費
及び実験実習費は徴収しない。

　第 9 章　賞罰
　（表彰）
第42条　本学の学生で、よくその本分を全うし、他の模範とする
に足りる者のあるときは、教授会の議を経て、学長がこれを表
彰することができる。
　（懲戒）
第43条　本学の学生で、本学が定める学則、その他諸規則に違反
し、又は学生としての本分に反する行為を行った者があるとき
は、教授会の議を経て、学長が懲戒する。
　懲戒は、譴責・停学及び退学とする。
　（退学処分）
第44条　前条の退学は、次の各号のいずれかに該当する者に対し
て行う。
　（1）　性行不良で改善の見込みがないと認められる者
　（2）　学業を怠り、成業の見込みがないと認められる者
　（3）　正当な理由がなく出席常でない者
　（4）　大学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者

　第10章　聴講生・科目等履修生・委託生及び外国人留学生
　（聴講生）
第45条　本学の授業科目について聴講を希望する者があるとき
は、聴講生として許可することがある。
　（科目等履修生）
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第46条　本学の授業科目についてこれを履修し、単位の修得を希
望する者があるときは、科目等履修生として許可することがあ
る。

 2 　科目等履修生がその履修した授業科目について、試験を受け
合格した場合は単位を与える。
　（委託生）
第47条　公共団体又は民間団体より推薦により、入学を希望する
者があるときは、委託生として入学を許可することがある。
　（外国人学留生）
第48条　外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国
し、本学に入学を志願する者には、選考の上、外国人留学生と
して入学を許可することがある。
　（細則）
第49条　本章の細則は、別に定める。

　第11章　職員組織
　（職員）
第50条　本学に次の職員を置く。
　学長・教授・准教授・講師・助教・助手及び補助職員・事務職
員・技術職員及びその他の職員
　（教育研究実施組織等）
第50条の 2　本学は、教育研究上の目的を達成するため、必要な
教員及び事務職員等からなる教育研究実施組織を編制するもの
とする。
2　本学は、教育研究実施組織を編制するに当たっては、本学の
教育研究活動等の運営が組織的かつ効果的に行われるよう、教
員及び事務職員等相互の適切な役割分担の下での協働や組織的
な連携体制を確保しつつ、教育研究に係る責任の所在を明確に
するものとする。
3　本学は、学生に対し、課外活動、修学、進路選択及び心身の
健康に関する指導及び援助等の厚生補導を組織的に行うため、
専属の教員又は事務職員等を置く組織を編制するものとする。
4　本学は、教育研究実施組織及び前項の組織の円滑かつ効果的
な業務の遂行のための支援、大学運営に係る企画立案、本学以
外の者との連携、人事、総務、財務、広報、情報システム並び
に施設及び設備の整備その他の大学運営に必要な業務を行うた
め、専属の教員又は事務職員等を置く組織を編制するものとす

る。
5　本学は、教育上の目的に応じ、学生が卒業後自らの資質を向
上させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を、教
育課程の実施及び厚生補導を通じて培うことができるよう、大
学内の組織間の有機的な連携を図り、適切な体制を整えるもの
とする。
　（教授会）
第51条　本学に教授会を置く。教授会は学長・教授をもって組織
する。ただし、必要に応じて准教授その他の職員を加えること
ができる。
　（教授会の任務）
第52条　教授会は、次に掲げる事項について審議し、学長に対し
て意見を述べるものとする。
　（1）　学生の入学、卒業及び課程の修了
　（2）　学位の授与
　（3）　前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、

教授会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるもの
 2 　教授会は、教育研究に関する事項について審議し、及び学長
の求めに応じ、意見を述べることができる。
　（用語の意義）
第52条の 2 　この学則において「審議」とは、議論・検討するこ
とをいい、決定権を含まないものとする。
　（細則）
第53条　教授会に関する規則は、別に定める。

　第12章　附属施設
　（附属施設）
第54条　本学に図書館・博物館・総合研究所・情報処理センター
及び臨床心理センターを置く。

 2 　図書館・博物館・総合研究所・情報処理センター及び臨床心
理センターに関する規則は、別に定める。
　（医務室）
第55条　本学に医務室を設けて職員、学生等の健康相談に応じ、
保健医療に当たる。

　　　附　則
　この学則は、昭和44年 4 月 1 日から施行する。

〔別表 1〕　（第10条関係）
 1 　教養科目
（1）文学部

国文学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
国文学の世界
言語文学I
言語文学II
国文学講読I
国文学講読II
国文学演習I
国文学演習II
国文学演習III
国文学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

40単位必修

  4科目8単位

  4科目8単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

国文学史I
国文学史II
国文学史III
国文学史IV
国語学概論I
国語学概論II
古典文学概論I
古典文学概論II
近代文学概論I
近代文学概論II
現代文化論
中国文学概論I
中国文学概論II
日本語の歴史I
日本語の歴史II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

14単位以上必修

　
　  

Ｂ
　
　
群

神話伝承論
平安文学論
中世文学論
近世文学論
書物論
メディア文化論
比較交流論
和歌歌謡論
近代小説論
近代詩歌論
現代文学論
古典日本語論
現代日本語論
国文学特殊講義
国語学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

B群、C群から16単位以上必修

Ｃ
　
　
群

日本語教育論
言語情報処理論
中国文学講読I
中国文学講読II
書道I
書道II
実地見学踏査I
実地見学踏査II
伝統芸能鑑賞
身体表現実習
資料調査実習
文芸創作実習
書物出版学実習
編集実習

2
2
2
2
2
2
1
1
2
2
2
2
2
2

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地誌学I
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

　  

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
ＷｅｂプログラミングI

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目：必修科目40単位、選択科目A群14単位以上、選択科目B群、C群から16単位以上、選択科目D群18単位以上、
　　　　　合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

基　
　

礎　
　

科　
　

目
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国文学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
国文学の世界
言語文学I
言語文学II
国文学講読I
国文学講読II
国文学演習I
国文学演習II
国文学演習III
国文学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

40単位必修

  4科目8単位

  4科目8単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

国文学史I
国文学史II
国文学史III
国文学史IV
国語学概論I
国語学概論II
古典文学概論I
古典文学概論II
近代文学概論I
近代文学概論II
現代文化論
中国文学概論I
中国文学概論II
日本語の歴史I
日本語の歴史II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

14単位以上必修

　
　  

Ｂ
　
　
群

神話伝承論
平安文学論
中世文学論
近世文学論
書物論
メディア文化論
比較交流論
和歌歌謡論
近代小説論
近代詩歌論
現代文学論
古典日本語論
現代日本語論
国文学特殊講義
国語学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

B群、C群から16単位以上必修

Ｃ
　
　
群

日本語教育論
言語情報処理論
中国文学講読I
中国文学講読II
書道I
書道II
実地見学踏査I
実地見学踏査II
伝統芸能鑑賞
身体表現実習
資料調査実習
文芸創作実習
書物出版学実習
編集実習

2
2
2
2
2
2
1
1
2
2
2
2
2
2

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地誌学I
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

　  

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
ＷｅｂプログラミングI

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目：必修科目40単位、選択科目A群14単位以上、選択科目B群、C群から16単位以上、選択科目D群18単位以上、
　　　　　合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

基　
　

礎　
　

科　
　

目

選　
　

択　
　

科　
　

目

B　
　

郡

D　
　

郡
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国文学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
国文学の世界
言語文学I
言語文学II
国文学講読I
国文学講読II
国文学演習I
国文学演習II
国文学演習III
国文学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

40単位必修

  4科目8単位

  4科目8単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

国文学史I
国文学史II
国文学史III
国文学史IV
国語学概論I
国語学概論II
古典文学概論I
古典文学概論II
近代文学概論I
近代文学概論II
現代文化論
中国文学概論I
中国文学概論II
日本語の歴史I
日本語の歴史II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

14単位以上必修

　
　  

Ｂ
　
　
群

神話伝承論
平安文学論
中世文学論
近世文学論
書物論
メディア文化論
比較交流論
和歌歌謡論
近代小説論
近代詩歌論
現代文学論
古典日本語論
現代日本語論
国文学特殊講義
国語学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

B群、C群から16単位以上必修

Ｃ
　
　
群

日本語教育論
言語情報処理論
中国文学講読I
中国文学講読II
書道I
書道II
実地見学踏査I
実地見学踏査II
伝統芸能鑑賞
身体表現実習
資料調査実習
文芸創作実習
書物出版学実習
編集実習

2
2
2
2
2
2
1
1
2
2
2
2
2
2

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地誌学I
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

　  

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
ＷｅｂプログラミングI

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目：必修科目40単位、選択科目A群14単位以上、選択科目B群、C群から16単位以上、選択科目D群18単位以上、
　　　　　合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

基　

礎　

科　

目

選　

択　

科　

目

D　
　

郡
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史学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
史学研究法
日本史概論I
日本史概論II
東洋史概論I
東洋史概論II
西洋史概論I
西洋史概論II
史料講読I
史料講読II
史料講読III
史料講読IV
史学演習I
史学演習II
史学演習III
史学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

44単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

国際交流史基礎講義I
国際交流史基礎講義II
国際交流史基礎講義III
国際交流史基礎講義IV
国際交流史基礎講義V
国際交流史基礎講義VI
日本史基礎講義I
日本史基礎講義II
日本史基礎講義III
日本史基礎講義IV
日本史基礎講義V
東洋史基礎講義I
東洋史基礎講義II
東洋史基礎講義III
東洋史基礎講義IV
東洋史基礎講義V
西洋史基礎講義I
西洋史基礎講義II
西洋史基礎講義III
西洋史基礎講義IV
西洋史基礎講義V

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修 A群、B群、C群
から10単位以上
必修

Ｂ
　
　
群

国際交流史特殊講義I
国際交流史特殊講義II
国際交流史特殊講義III
国際交流史特殊講義IV
国際交流史特殊講義V
日本史特殊講義I
日本史特殊講義II
日本史特殊講義III
日本史特殊講義IV
日本史特殊講義V
日本史特殊講義VI
日本史特殊講義VII
日本史特殊講義VIII
日本史特殊講義IX
東洋史特殊講義I
東洋史特殊講義II
東洋史特殊講義III
東洋史特殊講義IV
西洋史特殊講義I
西洋史特殊講義II
西洋史特殊講義III
西洋史特殊講義IV

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

Ｃ
群

史料研究I
史料研究II
史料研究III

2
2
2

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
メディア学
人と防災
世界の人口問題
比較文化論
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目：必修科目44単位、選択科目A群8単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目A群、B群、C群から10単位以上、
　　　　　選択科目D群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位
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史学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
史学研究法
日本史概論I
日本史概論II
東洋史概論I
東洋史概論II
西洋史概論I
西洋史概論II
史料講読I
史料講読II
史料講読III
史料講読IV
史学演習I
史学演習II
史学演習III
史学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

44単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

国際交流史基礎講義I
国際交流史基礎講義II
国際交流史基礎講義III
国際交流史基礎講義IV
国際交流史基礎講義V
国際交流史基礎講義VI
日本史基礎講義I
日本史基礎講義II
日本史基礎講義III
日本史基礎講義IV
日本史基礎講義V
東洋史基礎講義I
東洋史基礎講義II
東洋史基礎講義III
東洋史基礎講義IV
東洋史基礎講義V
西洋史基礎講義I
西洋史基礎講義II
西洋史基礎講義III
西洋史基礎講義IV
西洋史基礎講義V

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修 A群、B群、C群
から10単位以上
必修

Ｂ
　
　
群

国際交流史特殊講義I
国際交流史特殊講義II
国際交流史特殊講義III
国際交流史特殊講義IV
国際交流史特殊講義V
日本史特殊講義I
日本史特殊講義II
日本史特殊講義III
日本史特殊講義IV
日本史特殊講義V
日本史特殊講義VI
日本史特殊講義VII
日本史特殊講義VIII
日本史特殊講義IX
東洋史特殊講義I
東洋史特殊講義II
東洋史特殊講義III
東洋史特殊講義IV
西洋史特殊講義I
西洋史特殊講義II
西洋史特殊講義III
西洋史特殊講義IV

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

Ｃ
群

史料研究I
史料研究II
史料研究III

2
2
2

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
メディア学
人と防災
世界の人口問題
比較文化論
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目：必修科目44単位、選択科目A群8単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目A群、B群、C群から10単位以上、
　　　　　選択科目D群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

史学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
史学研究法
日本史概論I
日本史概論II
東洋史概論I
東洋史概論II
西洋史概論I
西洋史概論II
史料講読I
史料講読II
史料講読III
史料講読IV
史学演習I
史学演習II
史学演習III
史学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

44単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

国際交流史基礎講義I
国際交流史基礎講義II
国際交流史基礎講義III
国際交流史基礎講義IV
国際交流史基礎講義V
国際交流史基礎講義VI
日本史基礎講義I
日本史基礎講義II
日本史基礎講義III
日本史基礎講義IV
日本史基礎講義V
東洋史基礎講義I
東洋史基礎講義II
東洋史基礎講義III
東洋史基礎講義IV
東洋史基礎講義V
西洋史基礎講義I
西洋史基礎講義II
西洋史基礎講義III
西洋史基礎講義IV
西洋史基礎講義V

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修 A群、B群、C群
から10単位以上
必修

Ｂ
　
　
群

国際交流史特殊講義I
国際交流史特殊講義II
国際交流史特殊講義III
国際交流史特殊講義IV
国際交流史特殊講義V
日本史特殊講義I
日本史特殊講義II
日本史特殊講義III
日本史特殊講義IV
日本史特殊講義V
日本史特殊講義VI
日本史特殊講義VII
日本史特殊講義VIII
日本史特殊講義IX
東洋史特殊講義I
東洋史特殊講義II
東洋史特殊講義III
東洋史特殊講義IV
西洋史特殊講義I
西洋史特殊講義II
西洋史特殊講義III
西洋史特殊講義IV

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

Ｃ
群

史料研究I
史料研究II
史料研究III

2
2
2

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
メディア学
人と防災
世界の人口問題
比較文化論
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目：必修科目44単位、選択科目A群8単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目A群、B群、C群から10単位以上、
　　　　　選択科目D群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

基　
　

幹　
　

科　
　

目

選　
　

択　
　

科　
　

目
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史学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
史学研究法
日本史概論I
日本史概論II
東洋史概論I
東洋史概論II
西洋史概論I
西洋史概論II
史料講読I
史料講読II
史料講読III
史料講読IV
史学演習I
史学演習II
史学演習III
史学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

44単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

国際交流史基礎講義I
国際交流史基礎講義II
国際交流史基礎講義III
国際交流史基礎講義IV
国際交流史基礎講義V
国際交流史基礎講義VI
日本史基礎講義I
日本史基礎講義II
日本史基礎講義III
日本史基礎講義IV
日本史基礎講義V
東洋史基礎講義I
東洋史基礎講義II
東洋史基礎講義III
東洋史基礎講義IV
東洋史基礎講義V
西洋史基礎講義I
西洋史基礎講義II
西洋史基礎講義III
西洋史基礎講義IV
西洋史基礎講義V

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修 A群、B群、C群
から10単位以上
必修

Ｂ
　
　
群

国際交流史特殊講義I
国際交流史特殊講義II
国際交流史特殊講義III
国際交流史特殊講義IV
国際交流史特殊講義V
日本史特殊講義I
日本史特殊講義II
日本史特殊講義III
日本史特殊講義IV
日本史特殊講義V
日本史特殊講義VI
日本史特殊講義VII
日本史特殊講義VIII
日本史特殊講義IX
東洋史特殊講義I
東洋史特殊講義II
東洋史特殊講義III
東洋史特殊講義IV
西洋史特殊講義I
西洋史特殊講義II
西洋史特殊講義III
西洋史特殊講義IV

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

Ｃ
群

史料研究I
史料研究II
史料研究III

2
2
2

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
メディア学
人と防災
世界の人口問題
比較文化論
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目：必修科目44単位、選択科目A群8単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目A群、B群、C群から10単位以上、
　　　　　選択科目D群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

地理学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
地理学入門
地理学実習
人文地理学I
人文地理学II
自然地理学I
自然地理学II
地誌学
地図学基礎
地理学講読・調査法
地理学分析・表現法
地理学地域調査演習
地理学演習
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
4
4
8

42単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

日本地誌概論
世界地誌概論I
世界地誌概論II
測量学概論
地理情報科学概論
計量地理学概論
環境地理学概論

2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

都市地理学
経済地理学
村落地理学
歴史地理学
観光・交通地理学
人口地理学
地形学
気候学
水文学
災害地理学
地理学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

16単位以上必修

Ｃ
　
　
群

測量技法
応用地図技法
フィールドワーク技法
リモートセンシング技法
GISデータ分析技法
GISマネジメント技法
GISプログラミング技法
海外巡検

2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
メディア学
数学
化学
物理学
比較文化論
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

 

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データ分析法II
ＷｅｂプログラミングI
ＷｅｂプログラミングII

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目42単位、選択科目A群8単位以上、選択科目B群16単位以上、選択科目C群4単位以上、選択科目D群から18単位以上、

合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位
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史学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
史学研究法
日本史概論I
日本史概論II
東洋史概論I
東洋史概論II
西洋史概論I
西洋史概論II
史料講読I
史料講読II
史料講読III
史料講読IV
史学演習I
史学演習II
史学演習III
史学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

44単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

国際交流史基礎講義I
国際交流史基礎講義II
国際交流史基礎講義III
国際交流史基礎講義IV
国際交流史基礎講義V
国際交流史基礎講義VI
日本史基礎講義I
日本史基礎講義II
日本史基礎講義III
日本史基礎講義IV
日本史基礎講義V
東洋史基礎講義I
東洋史基礎講義II
東洋史基礎講義III
東洋史基礎講義IV
東洋史基礎講義V
西洋史基礎講義I
西洋史基礎講義II
西洋史基礎講義III
西洋史基礎講義IV
西洋史基礎講義V

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修 A群、B群、C群
から10単位以上
必修

Ｂ
　
　
群

国際交流史特殊講義I
国際交流史特殊講義II
国際交流史特殊講義III
国際交流史特殊講義IV
国際交流史特殊講義V
日本史特殊講義I
日本史特殊講義II
日本史特殊講義III
日本史特殊講義IV
日本史特殊講義V
日本史特殊講義VI
日本史特殊講義VII
日本史特殊講義VIII
日本史特殊講義IX
東洋史特殊講義I
東洋史特殊講義II
東洋史特殊講義III
東洋史特殊講義IV
西洋史特殊講義I
西洋史特殊講義II
西洋史特殊講義III
西洋史特殊講義IV

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

Ｃ
群

史料研究I
史料研究II
史料研究III

2
2
2

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
メディア学
人と防災
世界の人口問題
比較文化論
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目：必修科目44単位、選択科目A群8単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目A群、B群、C群から10単位以上、
　　　　　選択科目D群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

地理学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
地理学入門
地理学実習
人文地理学I
人文地理学II
自然地理学I
自然地理学II
地誌学
地図学基礎
地理学講読・調査法
地理学分析・表現法
地理学地域調査演習
地理学演習
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
4
4
8

42単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

日本地誌概論
世界地誌概論I
世界地誌概論II
測量学概論
地理情報科学概論
計量地理学概論
環境地理学概論

2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

都市地理学
経済地理学
村落地理学
歴史地理学
観光・交通地理学
人口地理学
地形学
気候学
水文学
災害地理学
地理学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

16単位以上必修

Ｃ
　
　
群

測量技法
応用地図技法
フィールドワーク技法
リモートセンシング技法
GISデータ分析技法
GISマネジメント技法
GISプログラミング技法
海外巡検

2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
メディア学
数学
化学
物理学
比較文化論
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

 

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データ分析法II
ＷｅｂプログラミングI
ＷｅｂプログラミングII

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目42単位、選択科目A群8単位以上、選択科目B群16単位以上、選択科目C群4単位以上、選択科目D群から18単位以上、

合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

地理学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
地理学入門
地理学実習
人文地理学I
人文地理学II
自然地理学I
自然地理学II
地誌学
地図学基礎
地理学講読・調査法
地理学分析・表現法
地理学地域調査演習
地理学演習
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
4
4
8

42単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

日本地誌概論
世界地誌概論I
世界地誌概論II
測量学概論
地理情報科学概論
計量地理学概論
環境地理学概論

2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

都市地理学
経済地理学
村落地理学
歴史地理学
観光・交通地理学
人口地理学
地形学
気候学
水文学
災害地理学
地理学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

16単位以上必修

Ｃ
　
　
群

測量技法
応用地図技法
フィールドワーク技法
リモートセンシング技法
GISデータ分析技法
GISマネジメント技法
GISプログラミング技法
海外巡検

2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
メディア学
数学
化学
物理学
比較文化論
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

 

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データ分析法II
ＷｅｂプログラミングI
ＷｅｂプログラミングII

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目42単位、選択科目A群8単位以上、選択科目B群16単位以上、選択科目C群4単位以上、選択科目D群から18単位以上、

合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

基　
　

幹　
　

科　
　

目



60

地理学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
地理学入門
地理学実習
人文地理学I
人文地理学II
自然地理学I
自然地理学II
地誌学
地図学基礎
地理学講読・調査法
地理学分析・表現法
地理学地域調査演習
地理学演習
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
4
4
8

42単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

日本地誌概論
世界地誌概論I
世界地誌概論II
測量学概論
地理情報科学概論
計量地理学概論
環境地理学概論

2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

都市地理学
経済地理学
村落地理学
歴史地理学
観光・交通地理学
人口地理学
地形学
気候学
水文学
災害地理学
地理学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

16単位以上必修

Ｃ
　
　
群

測量技法
応用地図技法
フィールドワーク技法
リモートセンシング技法
GISデータ分析技法
GISマネジメント技法
GISプログラミング技法
海外巡検

2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
メディア学
数学
化学
物理学
比較文化論
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

 

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データ分析法II
ＷｅｂプログラミングI
ＷｅｂプログラミングII

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目42単位、選択科目A群8単位以上、選択科目B群16単位以上、選択科目C群4単位以上、選択科目D群から18単位以上、

合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

文化財学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
文化財学研究法I
文化財学研究法II
基礎演習I
基礎演習II
文化財演習I
文化財演習II
考古学講読I
考古学講読II
美術史講読I
美術史講読II
史料学講読I
史料学講読II
保存科学講読I
保存科学講読II
考古学実習I
考古学実習II
考古学実習III
考古学実習IV
美術史実習I
美術史実習II
美術史実習III
美術史実習IV
保存科学実習I
保存科学実習II
保存科学実習III
保存科学実習IV
考古学演習I
考古学演習II
考古学演習III
考古学演習IV
美術史演習I
美術史演習II
美術史演習III
美術史演習IV
史料学演習I
史料学演習II
史料学演習III
史料学演習IV
保存科学演習I
保存科学演習II
保存科学演習III
保存科学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

40単位必修

  3科目6単位

  4科目4単位

  4科目8単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

考古学概論I
考古学概論II
美術史概論I
美術史概論II
史料学概論I
史料学概論II
保存科学概論I
保存科学概論II

2
2
2
2
2
2
2
2

12単位以上必修

Ｂ
　
　
群

考古学特殊講義
美術史特殊講義
史料学特殊講義
保存科学特殊講義

2
2
2
2

8単位以上必修

　
　
　
　
　
Ｃ
　
　
群

文化財情報学
文化財修景学
文化財分析学
文化財環境学
文化財修復学
考古学研究法
先史考古学
歴史考古学
仏教考古学
世界考古学
東洋美術史
日本彫刻史
日本絵画史
工芸史
文献史料学
宗教文化史
世界遺産学
建築史

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

10単位以上必修

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
経済学
情報学
人間学I
人間学II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
メディア学
人と防災
世界の人口問題
比較文化論
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8 単位以上必修

　  

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目40単位、選択科目A群12単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目C群10単位以上、選択科目D群18単位

以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位
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⎜
⎜
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⎧
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文化財学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
文化財学研究法I
文化財学研究法II
基礎演習I
基礎演習II
文化財演習I
文化財演習II
考古学講読I
考古学講読II
美術史講読I
美術史講読II
史料学講読I
史料学講読II
保存科学講読I
保存科学講読II
考古学実習I
考古学実習II
考古学実習III
考古学実習IV
美術史実習I
美術史実習II
美術史実習III
美術史実習IV
保存科学実習I
保存科学実習II
保存科学実習III
保存科学実習IV
考古学演習I
考古学演習II
考古学演習III
考古学演習IV
美術史演習I
美術史演習II
美術史演習III
美術史演習IV
史料学演習I
史料学演習II
史料学演習III
史料学演習IV
保存科学演習I
保存科学演習II
保存科学演習III
保存科学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

40単位必修

  3科目6単位

  4科目4単位

  4科目8単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

考古学概論I
考古学概論II
美術史概論I
美術史概論II
史料学概論I
史料学概論II
保存科学概論I
保存科学概論II

2
2
2
2
2
2
2
2

12単位以上必修

Ｂ
　
　
群

考古学特殊講義
美術史特殊講義
史料学特殊講義
保存科学特殊講義

2
2
2
2

8単位以上必修

　
　
　
　
　
Ｃ
　
　
群

文化財情報学
文化財修景学
文化財分析学
文化財環境学
文化財修復学
考古学研究法
先史考古学
歴史考古学
仏教考古学
世界考古学
東洋美術史
日本彫刻史
日本絵画史
工芸史
文献史料学
宗教文化史
世界遺産学
建築史

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

10単位以上必修

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
経済学
情報学
人間学I
人間学II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
メディア学
人と防災
世界の人口問題
比較文化論
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8 単位以上必修

　  

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目40単位、選択科目A群12単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目C群10単位以上、選択科目D群18単位

以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位
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文化財学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
文化財学研究法I
文化財学研究法II
基礎演習I
基礎演習II
文化財演習I
文化財演習II
考古学講読I
考古学講読II
美術史講読I
美術史講読II
史料学講読I
史料学講読II
保存科学講読I
保存科学講読II
考古学実習I
考古学実習II
考古学実習III
考古学実習IV
美術史実習I
美術史実習II
美術史実習III
美術史実習IV
保存科学実習I
保存科学実習II
保存科学実習III
保存科学実習IV
考古学演習I
考古学演習II
考古学演習III
考古学演習IV
美術史演習I
美術史演習II
美術史演習III
美術史演習IV
史料学演習I
史料学演習II
史料学演習III
史料学演習IV
保存科学演習I
保存科学演習II
保存科学演習III
保存科学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

40単位必修

  3科目6単位

  4科目4単位

  4科目8単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

考古学概論I
考古学概論II
美術史概論I
美術史概論II
史料学概論I
史料学概論II
保存科学概論I
保存科学概論II

2
2
2
2
2
2
2
2

12単位以上必修

Ｂ
　
　
群

考古学特殊講義
美術史特殊講義
史料学特殊講義
保存科学特殊講義

2
2
2
2

8単位以上必修

　
　
　
　
　
Ｃ
　
　
群

文化財情報学
文化財修景学
文化財分析学
文化財環境学
文化財修復学
考古学研究法
先史考古学
歴史考古学
仏教考古学
世界考古学
東洋美術史
日本彫刻史
日本絵画史
工芸史
文献史料学
宗教文化史
世界遺産学
建築史

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

10単位以上必修

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
経済学
情報学
人間学I
人間学II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
メディア学
人と防災
世界の人口問題
比較文化論
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8 単位以上必修

　  

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目40単位、選択科目A群12単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目C群10単位以上、選択科目D群18単位

以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位
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文化財学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
文化財学研究法I
文化財学研究法II
基礎演習I
基礎演習II
文化財演習I
文化財演習II
考古学講読I
考古学講読II
美術史講読I
美術史講読II
史料学講読I
史料学講読II
保存科学講読I
保存科学講読II
考古学実習I
考古学実習II
考古学実習III
考古学実習IV
美術史実習I
美術史実習II
美術史実習III
美術史実習IV
保存科学実習I
保存科学実習II
保存科学実習III
保存科学実習IV
考古学演習I
考古学演習II
考古学演習III
考古学演習IV
美術史演習I
美術史演習II
美術史演習III
美術史演習IV
史料学演習I
史料学演習II
史料学演習III
史料学演習IV
保存科学演習I
保存科学演習II
保存科学演習III
保存科学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

40単位必修

  3科目6単位

  4科目4単位

  4科目8単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

考古学概論I
考古学概論II
美術史概論I
美術史概論II
史料学概論I
史料学概論II
保存科学概論I
保存科学概論II

2
2
2
2
2
2
2
2

12単位以上必修

Ｂ
　
　
群

考古学特殊講義
美術史特殊講義
史料学特殊講義
保存科学特殊講義

2
2
2
2

8単位以上必修

　
　
　
　
　
Ｃ
　
　
群

文化財情報学
文化財修景学
文化財分析学
文化財環境学
文化財修復学
考古学研究法
先史考古学
歴史考古学
仏教考古学
世界考古学
東洋美術史
日本彫刻史
日本絵画史
工芸史
文献史料学
宗教文化史
世界遺産学
建築史

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

10単位以上必修

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
経済学
情報学
人間学I
人間学II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
メディア学
人と防災
世界の人口問題
比較文化論
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8 単位以上必修

　  

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目40単位、選択科目A群12単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目C群10単位以上、選択科目D群18単位

以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位
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基　
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科　
　

目

選　
　

択　
　

科　
　

目
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文化財学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
文化財学研究法I
文化財学研究法II
基礎演習I
基礎演習II
文化財演習I
文化財演習II
考古学講読I
考古学講読II
美術史講読I
美術史講読II
史料学講読I
史料学講読II
保存科学講読I
保存科学講読II
考古学実習I
考古学実習II
考古学実習III
考古学実習IV
美術史実習I
美術史実習II
美術史実習III
美術史実習IV
保存科学実習I
保存科学実習II
保存科学実習III
保存科学実習IV
考古学演習I
考古学演習II
考古学演習III
考古学演習IV
美術史演習I
美術史演習II
美術史演習III
美術史演習IV
史料学演習I
史料学演習II
史料学演習III
史料学演習IV
保存科学演習I
保存科学演習II
保存科学演習III
保存科学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

40単位必修

  3科目6単位

  4科目4単位

  4科目8単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

考古学概論I
考古学概論II
美術史概論I
美術史概論II
史料学概論I
史料学概論II
保存科学概論I
保存科学概論II

2
2
2
2
2
2
2
2

12単位以上必修

Ｂ
　
　
群

考古学特殊講義
美術史特殊講義
史料学特殊講義
保存科学特殊講義

2
2
2
2

8単位以上必修

　
　
　
　
　
Ｃ
　
　
群

文化財情報学
文化財修景学
文化財分析学
文化財環境学
文化財修復学
考古学研究法
先史考古学
歴史考古学
仏教考古学
世界考古学
東洋美術史
日本彫刻史
日本絵画史
工芸史
文献史料学
宗教文化史
世界遺産学
建築史

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

10単位以上必修

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
経済学
情報学
人間学I
人間学II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
メディア学
人と防災
世界の人口問題
比較文化論
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8 単位以上必修

　  

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目40単位、選択科目A群12単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目C群10単位以上、選択科目D群18単位

以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位
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文化財学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
文化財学研究法I
文化財学研究法II
基礎演習I
基礎演習II
文化財演習I
文化財演習II
考古学講読I
考古学講読II
美術史講読I
美術史講読II
史料学講読I
史料学講読II
保存科学講読I
保存科学講読II
考古学実習I
考古学実習II
考古学実習III
考古学実習IV
美術史実習I
美術史実習II
美術史実習III
美術史実習IV
保存科学実習I
保存科学実習II
保存科学実習III
保存科学実習IV
考古学演習I
考古学演習II
考古学演習III
考古学演習IV
美術史演習I
美術史演習II
美術史演習III
美術史演習IV
史料学演習I
史料学演習II
史料学演習III
史料学演習IV
保存科学演習I
保存科学演習II
保存科学演習III
保存科学演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

40単位必修

  3科目6単位

  4科目4単位

  4科目8単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

考古学概論I
考古学概論II
美術史概論I
美術史概論II
史料学概論I
史料学概論II
保存科学概論I
保存科学概論II

2
2
2
2
2
2
2
2

12単位以上必修

Ｂ
　
　
群

考古学特殊講義
美術史特殊講義
史料学特殊講義
保存科学特殊講義

2
2
2
2

8単位以上必修

　
　
　
　
　
Ｃ
　
　
群

文化財情報学
文化財修景学
文化財分析学
文化財環境学
文化財修復学
考古学研究法
先史考古学
歴史考古学
仏教考古学
世界考古学
東洋美術史
日本彫刻史
日本絵画史
工芸史
文献史料学
宗教文化史
世界遺産学
建築史

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

10単位以上必修

Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
経済学
情報学
人間学I
人間学II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
メディア学
人と防災
世界の人口問題
比較文化論
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8 単位以上必修

　  

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目40単位、選択科目A群12単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目C群10単位以上、選択科目D群18単位

以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

⎩
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎨
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎧

⎩
⎜
⎜
⎜
⎨
⎜
⎜
⎜
⎧
⎩
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎨
⎜
⎜
⎜
⎜
⎜
⎧

（2）社会学部
心理学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

　
　
　
　
必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
心理学概論
社会心理学概論
臨床心理学概論
基礎演習I
基礎演習II
臨床心理学演習I
社会心理学演習I
臨床心理学演習II
社会心理学演習II
臨床心理学演習III
社会心理学演習III
臨床心理学演習IV
社会心理学演習IV
卒業論文
心理学研究法
心理学統計法I
心理学実験
臨床心理学基礎実習
社会心理学基礎実習

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8
2
2
2
1
1

36単位必修

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

知覚・認知心理学I
学習・言語心理学
神経・生理心理学
知覚・認知心理学II
発達心理学
教育・学校心理学
社会・集団・家族心理学
応用社会心理学
感情・人格心理学

2
2
2
2
2
2
2
2
2

6単位以上必修 A群、B群、C群
から20単位以上
必修

Ｂ
　
　
群

青年心理学
進化心理学
応用心理学
集団力学
対人社会心理学
産業・組織心理学
文化心理学
障害者・障害児心理学
福祉心理学
心理学的支援法I
心理学的支援法II
司法・犯罪心理学
健康・医療心理学
精神疾患とその治療
人体の構造と機能及び疾病
臨床心理学特殊講義
社会心理学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

　
　
　 

Ｃ
　
　
群

心理学統計法II
関係行政論
公認心理師の職責
心理実践演習（心理実習）
心理的アセスメントI
心理的アセスメントII
心理演習（カウンセリング） I
心理演習（カウンセリング）II
社会心理学実験演習

2
2
2
2
2
2
2
2
2

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
外国史I
文学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地誌学I
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
メディア学
人と防災
世界の人口問題
数学
化学
物理学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目
スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学II

1
1
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
ＷｅｂプログラミングI
ＷｅｂプログラミングII

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目36単位、選択科目A群6単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目A群、B群、C群から20単位以上、選択

科目D群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

外　

国　

語　

科　

目
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心理学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

　
　
　
　
必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
心理学概論
社会心理学概論
臨床心理学概論
基礎演習I
基礎演習II
臨床心理学演習I
社会心理学演習I
臨床心理学演習II
社会心理学演習II
臨床心理学演習III
社会心理学演習III
臨床心理学演習IV
社会心理学演習IV
卒業論文
心理学研究法
心理学統計法I
心理学実験
臨床心理学基礎実習
社会心理学基礎実習

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8
2
2
2
1
1

36単位必修

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

知覚・認知心理学I
学習・言語心理学
神経・生理心理学
知覚・認知心理学II
発達心理学
教育・学校心理学
社会・集団・家族心理学
応用社会心理学
感情・人格心理学

2
2
2
2
2
2
2
2
2

6単位以上必修 A群、B群、C群
から20単位以上
必修

Ｂ
　
　
群

青年心理学
進化心理学
応用心理学
集団力学
対人社会心理学
産業・組織心理学
文化心理学
障害者・障害児心理学
福祉心理学
心理学的支援法I
心理学的支援法II
司法・犯罪心理学
健康・医療心理学
精神疾患とその治療
人体の構造と機能及び疾病
臨床心理学特殊講義
社会心理学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

　
　
　 

Ｃ
　
　
群

心理学統計法II
関係行政論
公認心理師の職責
心理実践演習（心理実習）
心理的アセスメントI
心理的アセスメントII
心理演習（カウンセリング） I
心理演習（カウンセリング）II
社会心理学実験演習

2
2
2
2
2
2
2
2
2

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
外国史I
文学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地誌学I
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
メディア学
人と防災
世界の人口問題
数学
化学
物理学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目
スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学II

1
1
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
ＷｅｂプログラミングI
ＷｅｂプログラミングII

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目36単位、選択科目A群6単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目A群、B群、C群から20単位以上、選択

科目D群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

心理学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

　
　
　
　
必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
心理学概論
社会心理学概論
臨床心理学概論
基礎演習I
基礎演習II
臨床心理学演習I
社会心理学演習I
臨床心理学演習II
社会心理学演習II
臨床心理学演習III
社会心理学演習III
臨床心理学演習IV
社会心理学演習IV
卒業論文
心理学研究法
心理学統計法I
心理学実験
臨床心理学基礎実習
社会心理学基礎実習

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8
2
2
2
1
1

36単位必修

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

知覚・認知心理学I
学習・言語心理学
神経・生理心理学
知覚・認知心理学II
発達心理学
教育・学校心理学
社会・集団・家族心理学
応用社会心理学
感情・人格心理学

2
2
2
2
2
2
2
2
2

6単位以上必修 A群、B群、C群
から20単位以上
必修

Ｂ
　
　
群

青年心理学
進化心理学
応用心理学
集団力学
対人社会心理学
産業・組織心理学
文化心理学
障害者・障害児心理学
福祉心理学
心理学的支援法I
心理学的支援法II
司法・犯罪心理学
健康・医療心理学
精神疾患とその治療
人体の構造と機能及び疾病
臨床心理学特殊講義
社会心理学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

　
　
　 

Ｃ
　
　
群

心理学統計法II
関係行政論
公認心理師の職責
心理実践演習（心理実習）
心理的アセスメントI
心理的アセスメントII
心理演習（カウンセリング） I
心理演習（カウンセリング）II
社会心理学実験演習

2
2
2
2
2
2
2
2
2

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
外国史I
文学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地誌学I
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
メディア学
人と防災
世界の人口問題
数学
化学
物理学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目
スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学II

1
1
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
ＷｅｂプログラミングI
ＷｅｂプログラミングII

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目36単位、選択科目A群6単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目A群、B群、C群から20単位以上、選択

科目D群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

基　
　

幹　
　

科　
　

目



65

心理学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

　
　
　
　
必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
心理学概論
社会心理学概論
臨床心理学概論
基礎演習I
基礎演習II
臨床心理学演習I
社会心理学演習I
臨床心理学演習II
社会心理学演習II
臨床心理学演習III
社会心理学演習III
臨床心理学演習IV
社会心理学演習IV
卒業論文
心理学研究法
心理学統計法I
心理学実験
臨床心理学基礎実習
社会心理学基礎実習

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8
2
2
2
1
1

36単位必修

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

知覚・認知心理学I
学習・言語心理学
神経・生理心理学
知覚・認知心理学II
発達心理学
教育・学校心理学
社会・集団・家族心理学
応用社会心理学
感情・人格心理学

2
2
2
2
2
2
2
2
2

6単位以上必修 A群、B群、C群
から20単位以上
必修

Ｂ
　
　
群

青年心理学
進化心理学
応用心理学
集団力学
対人社会心理学
産業・組織心理学
文化心理学
障害者・障害児心理学
福祉心理学
心理学的支援法I
心理学的支援法II
司法・犯罪心理学
健康・医療心理学
精神疾患とその治療
人体の構造と機能及び疾病
臨床心理学特殊講義
社会心理学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

　
　
　 

Ｃ
　
　
群

心理学統計法II
関係行政論
公認心理師の職責
心理実践演習（心理実習）
心理的アセスメントI
心理的アセスメントII
心理演習（カウンセリング） I
心理演習（カウンセリング）II
社会心理学実験演習

2
2
2
2
2
2
2
2
2

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
外国史I
文学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地誌学I
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
メディア学
人と防災
世界の人口問題
数学
化学
物理学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目
スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学II

1
1
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
ＷｅｂプログラミングI
ＷｅｂプログラミングII

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目36単位、選択科目A群6単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目A群、B群、C群から20単位以上、選択

科目D群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

心理学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

　
　
　
　
必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
心理学概論
社会心理学概論
臨床心理学概論
基礎演習I
基礎演習II
臨床心理学演習I
社会心理学演習I
臨床心理学演習II
社会心理学演習II
臨床心理学演習III
社会心理学演習III
臨床心理学演習IV
社会心理学演習IV
卒業論文
心理学研究法
心理学統計法I
心理学実験
臨床心理学基礎実習
社会心理学基礎実習

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8
2
2
2
1
1

36単位必修

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

知覚・認知心理学I
学習・言語心理学
神経・生理心理学
知覚・認知心理学II
発達心理学
教育・学校心理学
社会・集団・家族心理学
応用社会心理学
感情・人格心理学

2
2
2
2
2
2
2
2
2

6単位以上必修 A群、B群、C群
から20単位以上
必修

Ｂ
　
　
群

青年心理学
進化心理学
応用心理学
集団力学
対人社会心理学
産業・組織心理学
文化心理学
障害者・障害児心理学
福祉心理学
心理学的支援法I
心理学的支援法II
司法・犯罪心理学
健康・医療心理学
精神疾患とその治療
人体の構造と機能及び疾病
臨床心理学特殊講義
社会心理学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

　
　
　 

Ｃ
　
　
群

心理学統計法II
関係行政論
公認心理師の職責
心理実践演習（心理実習）
心理的アセスメントI
心理的アセスメントII
心理演習（カウンセリング） I
心理演習（カウンセリング）II
社会心理学実験演習

2
2
2
2
2
2
2
2
2

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
外国史I
文学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地誌学I
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
メディア学
人と防災
世界の人口問題
数学
化学
物理学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目
スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学II

1
1
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
ＷｅｂプログラミングI
ＷｅｂプログラミングII

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目36単位、選択科目A群6単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目A群、B群、C群から20単位以上、選択

科目D群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

基　
　

幹　
　

科　
　

目

選　
　

択　
　

科　
　

目

Ｄ　
　

群



66

心理学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

　
　
　
　
必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
心理学概論
社会心理学概論
臨床心理学概論
基礎演習I
基礎演習II
臨床心理学演習I
社会心理学演習I
臨床心理学演習II
社会心理学演習II
臨床心理学演習III
社会心理学演習III
臨床心理学演習IV
社会心理学演習IV
卒業論文
心理学研究法
心理学統計法I
心理学実験
臨床心理学基礎実習
社会心理学基礎実習

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8
2
2
2
1
1

36単位必修

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

知覚・認知心理学I
学習・言語心理学
神経・生理心理学
知覚・認知心理学II
発達心理学
教育・学校心理学
社会・集団・家族心理学
応用社会心理学
感情・人格心理学

2
2
2
2
2
2
2
2
2

6単位以上必修 A群、B群、C群
から20単位以上
必修

Ｂ
　
　
群

青年心理学
進化心理学
応用心理学
集団力学
対人社会心理学
産業・組織心理学
文化心理学
障害者・障害児心理学
福祉心理学
心理学的支援法I
心理学的支援法II
司法・犯罪心理学
健康・医療心理学
精神疾患とその治療
人体の構造と機能及び疾病
臨床心理学特殊講義
社会心理学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

　
　
　 

Ｃ
　
　
群

心理学統計法II
関係行政論
公認心理師の職責
心理実践演習（心理実習）
心理的アセスメントI
心理的アセスメントII
心理演習（カウンセリング） I
心理演習（カウンセリング）II
社会心理学実験演習

2
2
2
2
2
2
2
2
2

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
外国史I
文学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地誌学I
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
メディア学
人と防災
世界の人口問題
数学
化学
物理学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目
スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学II

1
1
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
ＷｅｂプログラミングI
ＷｅｂプログラミングII

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目36単位、選択科目A群6単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目A群、B群、C群から20単位以上、選択

科目D群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

総合社会学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
社会調査概論
社会学基礎
社会調査法
経済学
情報学
社会体験実習
演習I
演習II
演習III
演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

34単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

文化人類学
政治学
経営学
家政学
地域社会学
家族社会学
国際政治学
現代社会と哲学
現代社会と倫理
社会統計学I
社会統計学II
デジタルアーカイブ概論
文化情報論
国際社会学
産業社会学
情報社会学
環境社会学

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

12単位以上必修 A群、B群から
14単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ジェンダーとライフコース
東アジア・東南アジア社会論
世界の民族誌
消費と経済
経営管理論
産業と技術の発展
知的財産管理論
身体と文化の継承
企業行動分析
消費者行動分析
企業倫理と消費者
量的分析法
質的分析法
プログラミング言語I
プログラミング言語II
社会調査実習
総合社会学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

10単位以上必修

Ｃ
　
　
群

哲学・思想I
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
教育学
現代史
民俗学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
生物進化学
生態学
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
メディア学
人と防災
世界の人口問題
数学
化学
物理学
比較文化論
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

　
　
　
　
　  

Ｂ
　
　
群
　

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目34単位、選択科目A群12単位以上、選択科目B群10単位以上、選択科目A群、B群から14単位以上、選択科目C 

群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

総合社会学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
社会調査概論
社会学基礎
社会調査法
経済学
情報学
社会体験実習
演習I
演習II
演習III
演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

34単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

文化人類学
政治学
経営学
家政学
地域社会学
家族社会学
国際政治学
現代社会と哲学
現代社会と倫理
社会統計学I
社会統計学II
デジタルアーカイブ概論
文化情報論
国際社会学
産業社会学
情報社会学
環境社会学

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

12単位以上必修 A群、B群から
14単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ジェンダーとライフコース
東アジア・東南アジア社会論
世界の民族誌
消費と経済
経営管理論
産業と技術の発展
知的財産管理論
身体と文化の継承
企業行動分析
消費者行動分析
企業倫理と消費者
量的分析法
質的分析法
プログラミング言語I
プログラミング言語II
社会調査実習
総合社会学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

10単位以上必修

Ｃ
　
　
群

哲学・思想I
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
教育学
現代史
民俗学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
生物進化学
生態学
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
メディア学
人と防災
世界の人口問題
数学
化学
物理学
比較文化論
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

　
　
　
　
　  

Ｂ
　
　
群
　

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目34単位、選択科目A群12単位以上、選択科目B群10単位以上、選択科目A群、B群から14単位以上、選択科目C 

群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位



67

心理学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

　
　
　
　
必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
心理学概論
社会心理学概論
臨床心理学概論
基礎演習I
基礎演習II
臨床心理学演習I
社会心理学演習I
臨床心理学演習II
社会心理学演習II
臨床心理学演習III
社会心理学演習III
臨床心理学演習IV
社会心理学演習IV
卒業論文
心理学研究法
心理学統計法I
心理学実験
臨床心理学基礎実習
社会心理学基礎実習

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8
2
2
2
1
1

36単位必修

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

  1科目2単位

合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

知覚・認知心理学I
学習・言語心理学
神経・生理心理学
知覚・認知心理学II
発達心理学
教育・学校心理学
社会・集団・家族心理学
応用社会心理学
感情・人格心理学

2
2
2
2
2
2
2
2
2

6単位以上必修 A群、B群、C群
から20単位以上
必修

Ｂ
　
　
群

青年心理学
進化心理学
応用心理学
集団力学
対人社会心理学
産業・組織心理学
文化心理学
障害者・障害児心理学
福祉心理学
心理学的支援法I
心理学的支援法II
司法・犯罪心理学
健康・医療心理学
精神疾患とその治療
人体の構造と機能及び疾病
臨床心理学特殊講義
社会心理学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

8単位以上必修

　
　
　 

Ｃ
　
　
群

心理学統計法II
関係行政論
公認心理師の職責
心理実践演習（心理実習）
心理的アセスメントI
心理的アセスメントII
心理演習（カウンセリング） I
心理演習（カウンセリング）II
社会心理学実験演習

2
2
2
2
2
2
2
2
2

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
Ｄ
　
　
群

哲学・思想I
哲学・思想II
宗教学
倫理学
日本史I
外国史I
文学
社会学
教育学
文化人類学
現代史
民俗学
政治学
法学
日本国憲法
地理学I
地誌学I
経済学
生物進化学
生態学
情報学
人間学I
人間学II
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
国際関係論
現代社会と法
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
経営学
メディア学
人と防災
世界の人口問題
数学
化学
物理学
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目
スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学II

1
1
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
ＷｅｂプログラミングI
ＷｅｂプログラミングII

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目36単位、選択科目A群6単位以上、選択科目B群8単位以上、選択科目A群、B群、C群から20単位以上、選択

科目D群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

⎩⎨⎧
⎩⎨⎧

総合社会学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
社会調査概論
社会学基礎
社会調査法
経済学
情報学
社会体験実習
演習I
演習II
演習III
演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

34単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

文化人類学
政治学
経営学
家政学
地域社会学
家族社会学
国際政治学
現代社会と哲学
現代社会と倫理
社会統計学I
社会統計学II
デジタルアーカイブ概論
文化情報論
国際社会学
産業社会学
情報社会学
環境社会学

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

12単位以上必修 A群、B群から
14単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ジェンダーとライフコース
東アジア・東南アジア社会論
世界の民族誌
消費と経済
経営管理論
産業と技術の発展
知的財産管理論
身体と文化の継承
企業行動分析
消費者行動分析
企業倫理と消費者
量的分析法
質的分析法
プログラミング言語I
プログラミング言語II
社会調査実習
総合社会学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

10単位以上必修

Ｃ
　
　
群

哲学・思想I
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
教育学
現代史
民俗学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
生物進化学
生態学
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
メディア学
人と防災
世界の人口問題
数学
化学
物理学
比較文化論
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

　
　
　
　
　  

Ｂ
　
　
群
　

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目34単位、選択科目A群12単位以上、選択科目B群10単位以上、選択科目A群、B群から14単位以上、選択科目C 

群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

総合社会学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
社会調査概論
社会学基礎
社会調査法
経済学
情報学
社会体験実習
演習I
演習II
演習III
演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

34単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

文化人類学
政治学
経営学
家政学
地域社会学
家族社会学
国際政治学
現代社会と哲学
現代社会と倫理
社会統計学I
社会統計学II
デジタルアーカイブ概論
文化情報論
国際社会学
産業社会学
情報社会学
環境社会学

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

12単位以上必修 A群、B群から
14単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ジェンダーとライフコース
東アジア・東南アジア社会論
世界の民族誌
消費と経済
経営管理論
産業と技術の発展
知的財産管理論
身体と文化の継承
企業行動分析
消費者行動分析
企業倫理と消費者
量的分析法
質的分析法
プログラミング言語I
プログラミング言語II
社会調査実習
総合社会学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

10単位以上必修

Ｃ
　
　
群

哲学・思想I
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
教育学
現代史
民俗学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
生物進化学
生態学
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
メディア学
人と防災
世界の人口問題
数学
化学
物理学
比較文化論
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

　
　
　
　
　  

Ｂ
　
　
群
　

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目34単位、選択科目A群12単位以上、選択科目B群10単位以上、選択科目A群、B群から14単位以上、選択科目C 

群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

基　
　

幹　
　

科　
　

目

選　
　

択　
　

科　
　

目
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総合社会学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
社会調査概論
社会学基礎
社会調査法
経済学
情報学
社会体験実習
演習I
演習II
演習III
演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

34単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

文化人類学
政治学
経営学
家政学
地域社会学
家族社会学
国際政治学
現代社会と哲学
現代社会と倫理
社会統計学I
社会統計学II
デジタルアーカイブ概論
文化情報論
国際社会学
産業社会学
情報社会学
環境社会学

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

12単位以上必修 A群、B群から
14単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ジェンダーとライフコース
東アジア・東南アジア社会論
世界の民族誌
消費と経済
経営管理論
産業と技術の発展
知的財産管理論
身体と文化の継承
企業行動分析
消費者行動分析
企業倫理と消費者
量的分析法
質的分析法
プログラミング言語I
プログラミング言語II
社会調査実習
総合社会学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

10単位以上必修

Ｃ
　
　
群

哲学・思想I
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
教育学
現代史
民俗学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
生物進化学
生態学
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
メディア学
人と防災
世界の人口問題
数学
化学
物理学
比較文化論
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

　
　
　
　
　  

Ｂ
　
　
群
　

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目34単位、選択科目A群12単位以上、選択科目B群10単位以上、選択科目A群、B群から14単位以上、選択科目C 

群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

科　　　　目　　　　名 単　位 備　　　　　考
国語科教育法 I
国語科教育法 II
社会科教育法 I
社会科教育法 II
地理歴史科教育法
公民科教育法
国語科教材研究 I
国語科教材研究 II
社会科教材研究 I
社会科教材研究 II
地理歴史科教材研究
公民科教材研究
教育原理
教職論
教育行政・制度論
教育心理学
特別支援教育
教育課程論
道徳教育論
特別活動・総合的な学習の時間の指導法

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2　教育職員に関する科目
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総合社会学科

区　　　分 科　　目　　名 単  位 備　　　　　　　考
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

必
　
　
修
　
　
科
　
　
目

学問と社会
基礎演習I
基礎演習II
社会調査概論
社会学基礎
社会調査法
経済学
情報学
社会体験実習
演習I
演習II
演習III
演習IV
卒業論文

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
8

34単位必修 合計88単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
選
　
　
択
　
　
科
　
　
目

Ａ
　
　
群

文化人類学
政治学
経営学
家政学
地域社会学
家族社会学
国際政治学
現代社会と哲学
現代社会と倫理
社会統計学I
社会統計学II
デジタルアーカイブ概論
文化情報論
国際社会学
産業社会学
情報社会学
環境社会学

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

12単位以上必修 A群、B群から
14単位以上必修

Ｂ
　
　
群

ジェンダーとライフコース
東アジア・東南アジア社会論
世界の民族誌
消費と経済
経営管理論
産業と技術の発展
知的財産管理論
身体と文化の継承
企業行動分析
消費者行動分析
企業倫理と消費者
量的分析法
質的分析法
プログラミング言語I
プログラミング言語II
社会調査実習
総合社会学特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

10単位以上必修

Ｃ
　
　
群

哲学・思想I
宗教学
倫理学
日本史I
日本史II
外国史I
外国史II
文学
心理学
教育学
現代史
民俗学
法学
日本国憲法
地理学I
地理学II
地誌学I
地誌学II
生物進化学
生態学
考古学I
考古学II
美術史I
美術史II
差別・人権問題論
奈良文化論
自然の保護
環境科学I
環境科学II
言語学
メディア学
人と防災
世界の人口問題
数学
化学
物理学
比較文化論
販売管理論I
販売管理論II
販売管理論III
海外研修
プロジェクト

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1

18単位以上必修

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
　
国
　
語
　
科
　
目

Ａ
　
　
群

オーラルコミュニケーション初級I
オーラルコミュニケーション初級II
実践英語初級I
実践英語初級II
英語読解初級I
英語読解初級II
オーラルコミュニケーション中級I
オーラルコミュニケーション中級II
実践英語中級I
実践英語中級II
英語読解中級I
英語読解中級II
上級英語I
上級英語II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

8単位以上必修

　
　
　
　
　  

Ｂ
　
　
群
　

ドイツ語初級I
ドイツ語初級II
ドイツ語中級I
ドイツ語中級II
フランス語初級I
フランス語初級II
フランス語中級I
フランス語中級II
中国語初級I
中国語初級II
中国語中級I
中国語中級II
韓国語初級I
韓国語初級II
韓国語中級I
韓国語中級II

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

Ｃ
　
　
群

日本語I
日本語II
日本語III
日本語IV
日本語V
日本語VI
日本語VII
日本語VIII

1
1
1
1
1
1
1
1

健康・スポーツ科目

スポーツ実技I
スポーツ実技II
健康科学I
健康科学II

1
1
2
2

2単位以上必修

情　報　科　目

情報倫理
情報リテラシー
コンピュータ基礎論
情報処理
画像編集
動画編集
プログラミング基礎
データベース論
データ分析法I
データ分析法II

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4単位以上必修

キャリア科目

キャリアデザイン
インターンシップ概論
インターンシップ実習
生涯学習概論

2
2
2
2

2単位以上必修

指定する他学部・他学科科目

他大学単位互換科目
［注記］
基幹科目： 必修科目34単位、選択科目A群12単位以上、選択科目B群10単位以上、選択科目A群、B群から14単位以上、選択科目C 

群から18単位以上、合計88単位以上
外国語科目：A群から4単位以上、A群またはB群から4単位以上、合計8単位以上
　　　　　　外国人留学生はC群から4単位以上、母語を除くＡ群、Ｂ群、またはＣ群から4単位以上、合計8単位以上
健康・スポーツ科目：2単位以上
情報科目：情報倫理と情報リテラシー2科目4単位を含む4単位以上
キャリア科目：キャリアデザイン1科目2単位を含む2単位以上
指定する他学部・他学科科目
他大学単位互換科目
合計124単位

科　　　　目　　　　名 単　位 備　　　　　考
生涯学習概論
博物館概論
博物館経営論
博物館資料論
博物館資料保存論
博物館展示論
博物館教育論
博物館情報・メディア論
博物館実習Ⅰ
博物館実習Ⅱ
博物館実習Ⅲ

2
2
2
2
2
2
2
2
1
1
1

①左記全科目必修。
②履修方法は別に定める要領による。

教育方法・技術論（ICTの活用含む）
生徒指導論
教育相談心理学
教育実習指導
教育実習 I
教育実習 II
教職実践演習（中・高）
人権教育の研究

2
2
2
1
4
2
2
2

［注記］履修方法については別に定める要領による。

3　博物館学芸員に関する科目

科　　　　目　　　　名 単　位 備　　　　　考
生涯学習概論
図書館概論
図書館制度・経営論
図書館情報技術論
図書館サービス概論
情報サービス論
児童サービス論
情報サービス演習
図書館情報資源概論
情報資源組織論
情報資源組織演習
図書館基礎特論
図書館情報資源特論
図書・図書館史
図書館施設論
図書館総合演習
図書館実習
図書館サービス特論

2
2
2
2
2
2
2
4
2
2
4
2
2
2
2
2
2
2

必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修

　左記のうち 2科目 4単位必修

4　司書に関する科目

⎩⎜⎜⎨⎜⎜⎧

科　　　　目　　　　名 単　位 備　　　　　考
学校経営と学校図書館
学校図書館メディアの構成
学習指導と学校図書館
読書と豊かな人間性
情報メディアの活用

2
2
2
2
2

必修
必修
必修
必修
必修

5　学校図書館司書教諭に関する科目
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　　　附　則
　この学則は、昭和45年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、昭和47年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、昭和48年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則

〔別表 2 〕（学則第 38 条関係） 
文学部　国文学科、史学科

学　　　　　　　　　費 納　　入　　時　　期

区　分 授　業　料 施設設備費 計 1　 新入学者…前期分又は前・後期一括分は、所定の入学手続
時（入学手続が第 1次及び第 2次に分かれているときは第 2 
次手続時）まで。後期分は10月31日まで。

2　 在学生…前期分又は前・後期一括分は4 月30日まで。後期
分は10月31日まで。

前　期 410,000 円 100,000 円 510,000 円

後　期 410,000 円 100,000 円 510,000 円

文学部　地理学科、文化財学科

学　　　　　　　　　費 納　　入　　時　　期

区　分 授　業　料 施設設備費 実験実習費 計 1　 新入学者…前期分又は前・後期一括分は、所定の入
学手続時（入学手続が第 1次及び第 2次に分かれて
いるときは第 2 次手続時）まで。後期分は10月31日
まで。

2　 在学生…前期分又は前・後期一括分は4 月30日まで。
後期分は10月31日まで。

前　期 410,000 円 100,000 円 30,000 円 540,000 円

後　期 410,000 円 100,000 円 － 510,000 円

社会学部　心理学科、総合社会学科

学　　　　　　　　　費 納　　入　　時　　期

区　分 授　業　料 施設設備費 実験実習費 計 1　 新入学者…前期分又は前・後期一括分は、所定の入
学手続時（入学手続が第 1次及び第 2次に分かれて
いるときは第 2 次手続時）まで。後期分は10月31日
まで。

2　 在学生…前期分又は前・後期一括分は4 月30日まで。
後期分は10月31日まで。

前　期 410,000 円 100,000 円 30,000 円 540,000 円

後　期 410,000 円 100,000 円 － 510,000 円

　2　平成 23 年度以前に入学した者の学費は、第 1項の規定にかかわらず、次のとおりとする。

学　　　　　　　　　費

区　分 授　業　料 施設設備費 ※実験実習費 計

前　期 375,000 円 100,000 円 30,000 円 505,000 円

後　期 375,000 円 100,000 円 － 475,000 円

※実験実習費については、地理学科、文化財学科、社会学部の学生を対象とする。

　3　平成 16 年度以前に入学した者の学費は、第１項の規定にかかわらず、次のとおりとする。

学　　　　　　　　　費

区　分 授　業　料 施設設備費 ※実験実習費 計

前　期 300,000 円 125,000 円 30,000 円 455,000 円

後　期 300,000 円 125,000 円 － 425,000 円

※実験実習費については、地理学科、文化財学科、社会学部の学生を対象とする。

　4　4年次を超えて在学する者については、実験実習費を徴収しない。

 1 　この学則は、昭和48年12月10日から施行する。
 2 　昭和48年度以前の入学者の授業料については、第37条にかか
わらず改正前の金額とする。
　　　附　則
　この学則は、昭和49年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、昭和50年 4 月 1 日から施行する。
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 2 　昭和49年度以前の入学者の授業料については、第37条にかか
わらず改正前の金額とする。
　　　附　則
　この学則は、昭和51年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、昭和51年11月11日から施行する。
 2 　昭和51年度以前の入学者の授業料については、第37条にかか
わらず改正前の金額とする。
　　　附　則
　この学則は、昭和52年 3 月20日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、昭和52年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、昭和53年 8 月 5 日から施行する。
 2 　昭和54年度以前の入学者の授業料については、第37条にか
かわらず改正前の金額とする。
　　　附　則
　この学則は、昭和54年11月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、昭和55年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、昭和56年10月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、昭和57年10月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、昭和58年 4 月 1 日から施行する。
 2 　昭和58年度以降昭和60年度までの間の学生収容定員について
は、第 5条の規定にかかわらず、次のとおりとする。

　　　附　則
　この学則は、昭和58年 4 月16日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、昭和58年 9 月28日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、昭和59年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、昭和59年 9 月27日から改正し、昭和60年 4 月 1 日
から施行する。
　　　附　則
　この学則は、昭和61年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、昭和61年12月 8 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、昭和63年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成 2年 4月 1日から施行する。
 2 　平成 2年 4月 1日前に本学に在学する者の教育職員免許状の授
与等については、なお、従前の例による。

 3 　改正後の別表 2の規定は、平成 2年度分の学費から適用する。
　　　附　則

年度 国文学科 史 学 科 地理学科
58 300 人 300 人 300 人
59 320 人 320 人 320 人
60 340 人 340 人 340 人

　この学則は、平成 2年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成 2年 5月24日から施行し、平成 2年度入学生
から適用する。
2　平成 2年 4月 1日前に本学に在学する者の教育職員免許状の授
与等については、なお、従前の例による。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成 3年 4月 1日から施行する。
 2 　平成 3年度以降平成11年度までの間における文学部の入学定
員については、第 5条の規定にかかわらず、次のとおりとする。

　　　附　則
　この学則は、平成 3年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、平成 3年 9月20日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成 4年 4月 1日から施行する。
 2 　平成 4年度以降平成11年度までの間における社会学部の入学
定員については､第 5条の規定にかかわらず、次のとおりとする。

　　　附　則
 1 　この学則は、平成 5年 4月 1日から施行する。
 2 　教育職員免許状にかかる改正規定については、平成 2年度入学
生から適用する。

 3 　平成 2年 4月 1日前に本学に在学する者の教育職員免許状の授
与等については、なお、従前の例による。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成 5年10月 1 日から施行する。
 2 　改正後の学費は、平成 6年度分の学費から適用し、平成 5年度
分の学費については、改正前の金額とする。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成 7年 4月 1日から施行する。
 2 　平成 6年度以前の在学生にかかる授業科目の名称、区分及び単
位（最低修得単位を含む。）関係の適用については、改正後の第
9 条、第10条（別表1）、第13条及び第16条の規定にかかわらず、
なお従前の例による。

 3 　前項に規定する学生にかかる経過措置については、別に定める。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成 8年 4月 1日から施行する。
 2 　改正後の学費は、平成 9年度分の学費から適用する。
　　　附　則
　この学則は、平成 9年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、平成 9年12月19日から施行し、平成10年度の入学
試験合格者から適用する。
　　　附　則

学部・学科 入学定員
文
　
学
　
部

国 文 学 科
史 学 科
地 理 学 科
文 化 財 学 科

130 人
130 人
130 人
  80 人

計 470 人

学部・学科 入学定員
社
会
学
部

社 会 学 科
産 業 社 会 学 科

120 人
120 人

計 240 人
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 1 　この学則は、平成10年 4 月 1 日から施行する。
 2 　改正後の「〔別表 1〕（第10条関係） 1　教養科目」の規定は、
平成 7年度以後の入学者について適用し、平成 6年度以前の入学
者については、なお従前の例による。
　　　附　則
　この学則は、平成11年 3 月24日から施行し、平成11年度にかか
る入学試験から適用する。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成11年 4 月 1 日から施行する。
　　（社会学部　社会学科、産業社会学科の存続に関する経過措置）
（1）社会学部　社会学科、産業社会学科は、この学則による改正
後の第 3条の規定にかかわらず、平成11年 3 月31日に当該学部
学科に在学する者が、当該学部学科に在学しなくなる日までの
間存続するものとする。

（2）平成11年 3 月31日に在学する者については、この学則による
改正後の規定にかかわらず、なお、従前の例による。

 2 　平成11年度社会学部の入学定員については、この学則による
改正後の、第 5条の規定にかかわらず、次のとおりとする。

　　　附　則
 1 　この学則は、平成11年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成10年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成11年 7 月28日から施行する。
 2 　平成12年度以降平成15年度までの間における本学の入学定員
については、第 5条の規定にかかわらず次のとおりとする。

　　　附　則
 1 　この学則は、平成12年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成11年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成13年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成12年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
　この学則は、平成14年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、平成14年10月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、平成15年 4 月 1 日から施行する。

　　　附　則
 1 　この学則は、平成16年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成16年度以降平成18年度までの間、文学部史学科及び文化
財学科並びに社会学部現代社会学科の学生収容定員については、
第 5条の規定にかかわらず次のとおりとする。

 3 　平成15年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。

 4 　教育職員免許状にかかる改正規定については、平成16年度入
学生から適用する。

 5 　改正後の「（司書資格の取得）第19条の 2及び別表 1　 5司書
に関する科目」の規定は、平成14年度以後の入学者について適
用する。

 6 　改正後の学費は、平成17年度分の学費から適用する。
　　　附　則
　この学則は、平成17年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、平成18年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成19年 4 月 1 日から施行する。
　　（社会学部　人間関係学科の存続に関する経過措置）
（1）　社会学部　人間関係学科は、この学則による改正後の第3条の
規定にかかわらず、平成19年 3 月31日に当該学部学科に在学す
る者が、当該学部学科に在学しなくなる日までの間存続するも
のとする。

（2）　平成19年 3 月31日に在学する者については、この学則による
改正後の規定にかかわらず、なお、従前の例による。

 2 　平成19年度以降平成21年度までの間、文学部史学科、地理学科、
文化財学科及び社会学部心理学科、人間関係学科の学生収容定
員については、第 5条の規定にかかわらず次のとおりとする。

　　　附　則
　この学則は、平成19年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、平成19年10月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、平成20年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、平成21年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
　　（社会学部　現代社会学科の存続に関する経過措置）
（1）　社会学部　現代社会学科は、この学則による改正後の第 3条
の規定にかかわらず、平成22年 3 月31日に当該学部学科に在学
する者が、当該学部学科に在学しなくなる日までの間存続する

122人
128人
124人
  80人
454人
117人
117人
234人

114人
126人
118人
  80人
438人
114人
114人
228人

106人
124人
112人
  80人
422人
111人
111人
222人

  98人
122人
106人
  80人
406人
108人
108人
216人

国 文 学 科
史 学 科
地 理 学 科
文 化 財 学 科

計
人間関係学科
現代社会学科

計

社
会
学
部

文

　学

　部

学部・学科 平成12年度
入　学　定　員

平成13年度 平成14年度 平成15年度

学部・学科 入学定員
社
会
学
部

人 間 関 係 学 科
現 代 社 会 学 科

120 人
120 人

計 240 人

年度
文　学　部 社会学部

史  学   科 文化財学科 現代社会学科
16 497 人 330 人 423 人
17 496 人 340 人 399 人
18 497 人 350 人 378 人

年度
文　学　部 社会学部

史学科 地理学科 文化財学科 心理学科 人間関係学科
19 510 人 395 人 370 人   90 人 315 人
20 520 人 390 人 380 人 180 人 210 人
21 530 人 385 人 390 人 270 人 105 人
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ものとする。
（2）　平成22年 3 月31日に在学する者については、この学則による
改正後の規定にかかわらず、なお、従前の例による。

 2 　平成22年度以降平成24年度までの間、社会学部社会調査学科
の学生収容定員については、第 5条の規定にかかわらず次のと
おりとする。

　　　附　則
 1 　この学則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成21年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
　この学則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。
 2 　キャリア教育にかかる改正規定は、平成22年度以前の在学者
については、別に定めるもののほか、従前の例による。

 3 　教育職員免許状にかかる改正規定は、平成22年度以前の在学
者については、従前の例による。

 4 　改正後の学費は、平成24年度分の学費から適用する。
　　　附　則
　この学則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成24年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成23年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成25年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成24年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
　この学則は、平成25年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、平成26年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成26年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成25年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成27年 4 月 1 日から施行する。
　　（社会学部　社会調査学科の存続に関する経過措置）
（1）　社会学部　社会調査学科は、この学則による改正後の第 3条の
規定にかかわらず、平成27年 3月31日に当該学部学科に在学する者
が、当該学部学科に在学しなくなる日までの間存続するものとする。

（2）　平成27年 3 月31日に在学する者については、この学則による
改正後の規定にかかわらず、なお、従前の例による。

 2 　平成27年度以降平成29年度までの間、社会学部総合社会学科
の学生収容定員については、第 5条の規定にかかわらず次のとお

りとする。

　　　附　則
　この学則は、平成27年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成28年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成27年度以前の在学者については、従前の例による。ただし、
〔別表 1〕（第10条関係）の「海外研修」は、平成27年度以前の
在学者にも適用する。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成30年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成29年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
 1 　この学則は、平成31年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成30年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。

 3 　平成30年度以前の在学者及び平成31年度以降の編入学者につ
いては、本学が履修を認める必要があると判断するときは、こ
の学則の授業科目の履修を認めることができるものとする。
　　　附　則
　この学則は、令和 2年 5月22日から施行する。
　　　附　則
　この学則は、令和 3年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
 1 　この学則は、令和 4年 4月 1日から施行する。
 2 　令和 3年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
 1 　この学則は、令和 6年 4月 1日から施行する。
 2 　令和 5年度以前の在学者及び令和 7年度以前の編入学者につ
いては、別に定めるもののほか、従前の例による。ただし、本
学が履修を認める必要があると判断するときは、この学則の授
業科目の履修を認めることができる。
　　　附　則
　この学則は、令和 7年 4月 1日から施行する。

奈 良 大 学 学 位 規 程

　（目的）
第 1 条　この規程は、学校教育法第104条及び学位規則（昭和28年
文部省令第 9号）第13条の規定に基づき奈良大学（以下「本学」
という。）において授与する学位に関し必要な事項を定める。
　（学位の種類）
第 2 条　本学において授与する学位は、次のとおりとする。なお
通信教育部における学位は、文学部で授与する学位とする。
　文　学　部　　　　　　学士（文　学）

年度
社会学部

社会調査学科 現代社会学科

22   90 人 270 人

23 180 人 180 人

24 270 人   90 人

年度
社会学部

総合社会学科 社会調査学科

27   90 人 270 人

28 180 人 180 人

29 270 人   90 人
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　社 会 学 部　　　　　　学士（社会学）
　文学研究科　　　　　　修士（文　学）
　　　　　　　　　　　　　博士（文　学）
　社会学研究科　　　　　　修士（社会学）
　（学位授与の条件）
第 3 条　学士の学位は、本学学則及び本学通信教育部規程に基づ
き、所定の課程を修め卒業した者に対し授与する。

 2 　修士及び博士の学位は、本学大学院学則に基づき、所定の課
程を修了し、かつ、学位論文の審査及び最終試験に合格した者
に対し授与する。

 3 　前項に定めるもののほか、博士の学位は、本学大学院の博士
課程を修了しない者であっても学位論文を提出して大学院の行
う博士論文の審査に合格し、かつ、大学院博士課程を修了した
者と同等以上の学力を有することを確認された者にも授与する。
　（論文提出の資格）
第 4 条　修士の学位論文を提出できる者は、修士課程又は博士前
期課程に 1年以上在学し、所定の授業科目について必修・選択合
わせて20単位以上を修得しておかなければならない。ただし、
この要件を満たしていない場合においても当該研究科委員会の
議を経て、学長が認めた場合は、この限りではない。

 2 　博士の学位論文を提出できる者は、博士後期課程に 2年以上在
学し、既に所定の単位を修得した者又は論文審査終了までに修
得する見込みのある者とする。

 3 　前条第 3項の規定により博士の学位論文を提出できる者は、大
学院博士課程を修了した者と同等以上の学力を有する者とする。
　（用語の意義）
第 4 条の 2 　この規程において「当該研究科委員会の議を経て」とは、
当該研究科委員会における審議を経ることをいい、当該研究科
委員会による決定を含まないものとする。
　（学位論文の提出）
第 5 条　修士の学位論文を提出しようとする者は、学位授与申請
書（様式第 1）に、学位論文及び論文の要旨を添えて所定の期日
までに当該研究科長に提出するものとする。

 2 　前項による学位論文は、1篇とし、2通を提出するものとする。
ただし、参考として他の論文を添付することができる。

 3 　博士の学位論文を提出しようとする者は、学位授与申請書（様
式第 2）に、学位論文、論文の要旨及び履歴書を添えて所定の期
日までに当該研究科長に提出するものとする。

 4 　第 3条第 3 項により博士の学位論文を提出しようとする者は、学
位授与申請書（様式第 3）に、学位論文、論文の要旨及び履歴書
のほか、学位論文審査手数料を添えて学長に提出するものとする。

 5 　前2項による学位論文は、1篇とし、3通を提出するものとする。
ただし、参考として他の論文を添付することができる。

 6 　学位論文審査手数料は、別表のとおりとする。ただし、いっ
たん納入された学位論文審査手数料は返還しない。
　（審査委員会）
第 6 条　前条の規定により提出された学位論文を受理したときは、
学長及び研究科長はそれぞれ当該研究科委員に審査を付託する。

 2 　研究科委員会は、審査に付せられた論文について指導教授を
主査とし、当該研究科委員会の議を経て、論文に関連ある教員 2
人以上を含む審査委員会を設ける。ただし、当該研究科委員会
が認める場合は 2人とすることができる。

 3 　学位論文の審査に当たって必要あるときは、当該研究科委員

会の議を経て、当該課程以外の教員に審査を委嘱することがで
きる。
　（審査の方法）
第 7 条　審査委員会は、論文の審査及び最終試験を行う。
 2 　最終試験は、提出論文を中心として専攻分野について精深な
学識と研究能力を確認するため口述又は筆記によって行うもの
とする。

 3 　審査委員会は、審査のため必要と認めた場合には参考論文そ
の他の審査資料を提出させることができる。

 4 　審査委員会は、第 3条第 2項に規定する者の学位論文の審査及
び最終試験を、その学年末までに終了しなければならない。

 5 　審査委員会は、第 3条第 3項に規定する者の学位論文の審査及
び学力の確認を学位論文受理の日から 1年以内に終了しなければ
ならない。
　（学力の確認）
第 8 条　第 3条第 3項に規定する大学院の博士課程を修了した者と
同等以上の学力を有することの確認は、筆記試験又は口述試験
により行うものとする。

 2 　本学博士課程に修業年限以上在学し、所定の単位を修得して
退学した者が、退学したときから 3年以内に論文提出による学位
の審査を申請したときは、学力の確認を免除することができる。
　（審査の報告）
第 9 条　審査委員会は、学位論文の審査結果及び最終試験の結果
を研究科委員会に報告しなければならない。

 2 　研究科委員会は、前項の報告に基づき学位論文及び最終試験
の合否を審議し、その結果を学長に報告するものとする。

 3 　前項論文の合否については、当該研究科委員の 3分の 2以上
が出席し、出席委員の 3分の 2以上の同意を必要とする。
　（学位授与の決定）
第10条　学長は、学位を授与できると認めた者に対し、学士、修
士又は博士の学位記を授与する。

 2 　審査の結果、学位記を授与できない者には、その旨を通知する。
　（学位授与の報告）
第11条　学長は、前条により博士の学位を授与したときは、博士
学位簿に登録の上、当該博士の学位を授与した日から3か月以内
に学位授与報告を文部科学大臣に行うものとする。
　（博士論文の要旨等の公表）
第12条　学長は、博士の学位を授与したときは、当該博士の学位
を授与した日から 3か月以内に、当該博士の学位の授与に係る論
文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨を、インターネット
の利用により公表するものとする。
　（博士論文の公表）
第13条　博士の学位を授与された者は、当該博士の学位を授与さ
れた日から 1年以内に当該博士の学位の授与に係る論文の全文を
公表しなければならない。ただし、当該博士の学位を授与され
る前に既に公表したときは、この限りではない。

 2 　前項の規定にかかわらず、やむを得ない事由があるときは、
当該研究科委員会の承認を得て、当該博士の学位の授与に係る
論文の全文に代えて、その内容を要約したものを公表すること
ができる。この場合において、その論文の全文を求めに応じて
閲覧に供するものとする。

 3 　博士の学位を授与された者が行う前 2項の規定による公表は、
本学がインターネットの利用により行うものとする。
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 4 　当該博士の学位の授与に係る論文を公表する場合には、奈良
大学において審査を受けた学位論文であることを明記しなけれ
ばならない。
　（学位名称の使用）
第14条　学位の授与を受けた者が、学位の名称を使用するときは
「奈良大学」と付記するものとする。
　（学位の取消）
第15条　修士及び博士の学位を授与された者が、不正の方法によ
り学位の授与を受けた事実があると認められたときは、学長は
大学院委員会の議を経て学位を取り消し、学位記を返付させ、
かつ、その旨を公表する。

 2 　修士及び博士の学位を授与された者が、その名誉を汚す行為
があったときは、前項の例により当該学位を取り消すことがある。

 3 　大学院委員会が前 2項の議を経るには、委員の 3分の 2以上が
出席して、その出席委員の 4分の 3以上の同意を必要とする。
　（学位記の様式）
第16条　学位記の様式は、様式第 4、様式第 5、様式第 6及び様式
第 7のとおりとする。
　（雑則）
第17条　この規程に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。
　　　附　則
　この規程は、平成 5年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成 7年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成13年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成13年11月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成16年 7 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成17年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成20年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成27年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成27年 7 月 2 日から施行する。
　　　附　則
　　この規程は、平成31年 4月 1日から施行する。ただし、平成31
年 3月以前に博士後期課程において所定の単位を取得の上、退学し
た者については、従前の例による。
　　　附　則
　この規程は、令和元年 5月 1日から施行する。
〔別表〕（第 5条関係）

奈 良 大 学 履 修 規 則

　（目的）
第 1 条　卒業資格を得るための授業科目の履修は、学則第 9条から
第17条までの規則及びこの履修規則の定めるところによる。
　（単位の修得）
第 2 条　大学における授業科目の履修は単位制であって、定めら
れた科目の単位を修得しなければならない。

 2 　単位の計算方法は、学則第13条に定めるところによる。
 3 　科目の単位を修得するためには、その科目を履修し、かつ試
験に合格しなければならない。
　（卒業の要件）
第 3 条　本学の各学部を卒業するためには、4年以上在学し、基幹
科目88単位以上、外国語科目 8単位以上、健康・スポーツ科目 2
単位以上、情報科目 4単位以上、キャリア科目 2単位以上、合計
124単位以上を修得しなければならない。

 2 　卒業要件単位数124単位には、指定する他学部・他学科科目の
単位数を含むことができる。

 3 　卒業要件単位数124単位には、他大学単位互換科目の単位数を
含むことができる。
　（基幹科目の履修）
第 4 条　文学部の基幹科目は必修科目、選択科目からなり、以下
に定める授業科目の単位を修得しなければならない。
国 文 学 科　 必修科目40単位、選択科目Ａ群14単位以上、選択

科目Ｂ群、Ｃ群から16単位以上、選択科目Ｄ群か
ら18単位以上、合計88単位以上

史　学　科　 必修科目44単位、選択科目Ａ群 8単位以上、選択
科目Ｂ群 8単位以上、選択科目Ａ群、Ｂ群、Ｃ群
から10単位以上、選択科目Ｄ群科目から18単位以
上、合計88単位以上

地 理 学 科　 必修科目42単位、選択科目Ａ群 8単位以上、選択
科目Ｂ群16単位以上、選択科目Ｃ群 4単位以上、
選択科目Ｄ群から18単位以上、合計88単位以上

文化財学科　 必修科目40単位、選択科目Ａ群12単位以上、選択
科目Ｂ群 8単位以上、選択科目Ｃ群10単位以上、
選択科目Ｄ群から18単位以上、合計88単位以上

 2 　社会学部の基幹科目は必修科目、選択科目からなり、以下に
定める授業科目の単位を修得しなければならない。
心 理 学 科　 必修科目36単位、選択科目Ａ群 6単位以上、選

択Ｂ群 8単位以上、選択Ａ群、Ｂ群、Ｃ群から
20単位以上、選択Ｄ群から18単位以上、合計88
単位以上

総合社会学科　 必修科目34単位、選択科目Ａ群12単位以上、選
択科目Ｂ群10単位以上、選択科目Ａ群、Ｂ群か
ら14単位以上、選択科目Ｃ群から18単位以上、
合計88単位以上

　（外国語科目の履修）
第 5 条　全学部全学科の外国語科目は、Ａ群から 4単位以上、さら
にＡ群またはＢ群から 4単位以上、合計 8単位以上を修得しなけ
ればならない。ただし外国人留学生はC群から 4単位以上、さら
に母語を除くＡ群・Ｂ群、またはＣ群から 4単位以上、合計 8単
位以上を修得しなければならない。

学位授与申請者の内訳 審査手数料

博士後期課程に在学するもの 免　　除
本学博士後期課程に在学し、所定の単位を修得
の上退学したのちに、学位論文を提出するもの 150,000円

本学博士前期課程（修士課程）修了者及び本学
を卒業したのち学位論文を提出するもの 150,000円

法人内専任教職員 150,000円

上記以外のもの 200,000円
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　（健康・スポーツ科目の履修）
第 6 条　全学部全学科の健康・スポーツ科目は、 2単位以上を修得
しなければならない。
　（情報科目の履修）
第 7 条　全学部全学科の情報科目は、情報倫理と情報リテラシー 2
科目 4単位を含む 4単位以上を修得しなければならない。
　（キャリア科目の履修）
第 8 条　全学部全学科のキャリア科目は、キャリアデザイン 1科目
2単位を含む 2単位以上を修得しなければならない。

　（指定する他学部・他学科科目の履修）
第 9 条　全学部全学科の指定する他学部・他学科科目の履修につ
いては別に定める。
　（他の大学又は短期大学における授業科目の履修）
第10条　全学部全学科の他の大学又は短期大学における授業科目
の履修については別に定める。
　（年次配当）
第11条　授業科目は年次に配当されているので、授業科目を履修
する場合は原則として配当された年次において履修しなければ
ならない。

 2 　 3年次以降配当科目は、原則として 2年次末時点の卒業要件修
得単位数が46単位未満の場合は履修することができない。

 3 　 3年次以降配当科目の履修については、本規則の定めによるほ
か、別に定める。
　（履修登録単位数）
第12条　学期毎に登録できる単位数は、24単位以内とし、年間総
登録単位数は、48単位を超えることはできない。ただし、年度
末の卒業要件ＧＰＡが別に定める基準以上の者については翌年度
は、学期毎に登録できる単位数は26単位以内、年間総登録単位
数は、52単位以内まで履修できるものとする。

 2 　教育職員、博物館学芸員、司書及び学校図書館司書教諭に関
する科目の登録単位は、この制限には含まれない。ただし、資
格科目のうち指定した科目は除く。

 3 　指定した科目の登録単位は、この制限には含まれない。ただし、
指定した科目は別に定める。
　（履修科目登録）
第13条　単位を修得するためには、所定の履修登録手続きを自己
の責任において定められた期日に行わなければならない。
　（履修科目登録の無効）
第14条　規則に従って登録した科目でなければ受講、受験、単位
の修得はできない。また、登録していない科目は受験しても単
位を与えられない。

 2 　同一時限に 2科目以上の重複登録は認められない。
 3 　既に単位を修得した科目は、履修できない。ただし、学部、
学科で認められた科目はこの限りではない。
　（履修登録の変更）
第15条　履修登録完了後は、指定された期間を除き、登録科目の
変更を認めない。

 2 　特別の理由をもって期間外に変更を申し出た者については、
別に内規として定める。
　（その他）
第16条　この規則に定めるもののほか、履修についてその他必要
な事項は、各学部学科毎の履修要項の定めるところによる。
　（規則の改廃）

 第17条　この規則の改廃は、教授会の議を経なければならない。
　　　附　則
　この規則は、平成 7年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成 6
年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、なお従前
の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成 8年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成11年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成10年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
なお従前の例による。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成11年 7 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成12年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成11年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
なお従前の例による。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成13年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成12年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
なお従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成14年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成15年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成16年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成15年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成19年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成18年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成21年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成20年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成21年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成22年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成27年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成26年度以前の在学者については、従前の例による。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成31年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成30年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
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文学部卒業論文に関する規則

　（目的）
第 1 条　この規則は、本学文学部の卒業論文（以下「論文」とい
う。）に関する必要な事項を定めるものである。
　（題目提出資格）
第 2 条　論文題目の提出資格は、卒業の要件としての単位を当該
年度中に修得し卒業の見込みのある者とする。
　（題目提出）
第 3 条　論文を提出しようとする者は、事前に指導教員の承認を
受けた論文題目を、あらかじめ定められた期間（学年暦及び行
事予定表参照）に所定の方法で学生支援センター（教務担当）
へ提出するものとする。なお、論文題目の変更は、原則として
認められない。
　（論文提出）
第 4 条　論文は、あらかじめ定められた期間（学年暦及び行事予定
表参照）に学生支援センター（教務担当）へ提出するものとする。
　（事前提出）
第 5 条　論文題目及び論文は、特別な事情がある場合には、指導
教員の承認を受けて、期間前に提出することができる。
　（論文様式）
第 6 条　論文は、次に掲げる様式に従わなければならない。
（1）論文は、Ａ 4判又はＢ 5判の白紙を使用するものとする。
（2） 1枚あたりの字数・行数、総枚数は、次のとおりとする。

（3）概要・目次・参考文献・注・資料・図表等は、本文の枚数に
含めない。

（4）論文の表紙は、本学所定のものとする。
 2 　電子媒体等での提出は認めない。
　（成績評価）
第 7 条　成績評価は、提出論文の審査及び口述試問によって行う。
採点は100点満点とし、90点以上をＳ、89点～ 80点をＡ、79点～
70点をＢ、69点～ 60点をＣとし、Ｃ以上を合格とする。
　（審査）
第 8 条　論文審査及び口述試問は、当該年度の後期末にこれを行
う。ただし、最短修業年限を超えている者で、当該年度の前期
末に卒業に必要な単位を修得する見込みのある者については、
前期末に審査を行う。
　（追審査）
第 9 条　論文題目を提出した者で、所定の期間に論文を提出でき
なかった場合は、卒業の見込みのある者に限り、次の学期末に
追審査を受けることができる。
　（再審査）

第10条　論文を提出した者で、審査の結果不合格になった場合
は、卒業の見込みのある者に限り、次の学期末に再審査を受け
ることができる。
　（その他）
第11条　その他卒業論文に関する必要事項は、文学部会で決定する。
 　（規則の改廃）
第12条　この規則の改廃は、文学部会の議を経るものとする。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成 8年 4月 1日から施行する。
２　文学部卒業論文に関する規則（昭和49年 3月 7日制定）は、廃
止する。
　　　附　則
　この規則は、平成10年 7 月 9 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成18年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成21年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成25年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成21年度以前の在学者については、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、令和 2年 2月13日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、令和 6年 4月 1日から施行する。

社会学部卒業論文に関する規則

　（目的）
第 1 条　この規則は、社会学部の卒業論文（以下「論文」という。）
に関する必要な事項を定めるものである。
　（題目提出）
第 2 条　論文を提出しようとする者は、事前に指導教員の承認を
受けた論文題目を、あらかじめ定められた期間（学年暦及び
行事予定表参照）に所定の方法で学生支援センター（教務
担当）へ提出するものとする。なお、題目の変更は原則として
認められない。
　（提出期日）
第 3 条　論文及び論文題目は、原則として別に定める提出期日に
学生支援センター（教務担当）に提出しなければならない。

 2 　特別の事情がある場合は、指導教員の承認を受けて、期日前
に提出することができる。
　（代理人提出）
第 4 条　論文及び論文題目は、特別な事情がある場合には、指導
教員の承認を受けて、代理人が提出することができる。
　（追審査）
第 5 条　論文題目を提出した者で、所定の期間に論文を提出でき
なかった場合は、次の学期末に提出し、追審査を受けることが
できる。
　（再審査）
第 6 条　論文を提出した者で、審査の結果不合格になった場合

国 文 学 科 
Ｂ 5判の白紙を使用し、縦書の場合は40字×20行
で25枚以下、横書の場合は32字×25行で25枚以
下とする。

史 学 科
Ｂ 5判の白紙を使用し、縦書の場合は40字×10行
で50枚以下、横書の場合は30字×15行で45枚以
下とする。

地 理 学 科 Ａ 4判の白紙を使用し、横書35字×30行で20枚以下とする。

文化財学科
Ａ 4判の白紙を使用し、縦書の場合は50字×16行
で25枚以下、横書の場合は32字×25行で25枚以
下とする。
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は、次の学期末に再提出し、再審査を受けることができる。
　（論文様式）
第 7 条　論文は、Ａ 4判の白紙または原稿用紙を使用し、白紙の場
合、 1枚800字詰で15枚以上とする。原稿用紙の場合、400字詰め
で30枚以上とする。目次、参考文献、図表等は、本文の枚数に含
めるものとする。また、必要な場合は本文とは別に付属資料を添
付してよいものとする。なお、表紙は、本学所定のものとする。
　（成績評価）
第 8 条　成績評価は、提出論文の審査及び口述試問によって行
う。採点は100点満点とし、90点以上をＳ、89点～ 80点をＡ、79
点～ 70点をＢ、69点～ 60点をＣとし、Ｃ以上を合格とする。
　（その他）
第 9 条　その他論文に関する必要事項は、社会学部会で決定する。
　（規則の改廃）
第10条　この規則の改廃は、社会学部会の議を経なければならない。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成24年 4 月 1 日から施行する。
 2 　社会学部卒業研究に関する規則（平成22年 4月 1日施行）は廃
止する。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成25年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成21年度以前の在学者については、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、令和 6年 4月 1日から施行する。

試験及び成績評価に関する規則

　（目的）
第 1 条　この規則は、本学で行われる試験及び成績評価に関する
必要な事項を定める。
　（試験の種類）
第 2 条　試験には、定期試験、臨時試験、追試験及び再試験がある。
　（定期試験）
第 3 条　定期試験は、学則別表 1に掲げる科目について、学期末又
は学年末に行う。
　（臨時試験）
第 4 条　臨時試験は当該学期の授業科目について定期試験以外の
時期に行う。
　（追試験）
第 5 条　追試験は次に掲げる事由のため定期試験又は定期試験に
代わる臨時試験を受験できなかった者について行う。
　（1）病気（医師の診断書添付）
　（2）配偶者及び二親等までの死亡（死亡届（コピー可）又は会
葬案内書添付）

　　配偶者 5日、父母又は子3日、兄弟姉妹 2日、祖父母又は孫1日
　（3）就職試験（就職試験の受験証明書添付）
　（4）教育実習、博物館実習、介護等体験
　（5）不慮の事故又は災害（被災証明書添付）
　（6）その他本学が特に認めた場合
 2 　追試験の対象となる日は、前項の各事由当該日とするが、必
要な場合は移動日を加えることができる。

 3 　追試験を受験しようとする者は、当該科目試験終了日から当

日を含め 4日以内（日・祝日及び事務局休業日を除く）に「追試
験願」を提出し、併せて受験料（ 1科目1,000円）を納付しなけ
ればならない（代理人による手続も可）。

 4 　大学の指定した追試験期間中に受験できなかった者は、受験
資格を失うものとする。
　（再試験）
第 6 条　再試験は卒業年次に在学する者で、卒業判定において卒
業ができないおそれが生じた者について次の範囲内で行う。た
だし、原則として実験、実習、実技及び卒業論文（卒業研究）
の再試験は行わない。
　（1）不合格科目（成績は59点～ 40点）のうちから 3科目以内
　（2）当該年度の受講科目に限る。
 2 　再試験を受験しようとする者は、所定の用紙により当該科目
の成績発表当日に受験料（ 1科目4,000円）を添えて、再試験願
を提出しなければならない。

 3 　前期不合格科目が、卒業判定において再試験対象科目となっ
た場合は、 9月卒業対象者については前期に、 3月卒業対象者
については後期に再試験を実施するものとする。

 4 　前項において同一科目を後期に再履修した場合は、前期履修
科目についての再試験受験資格を失うものとする。
　（試験の方法）
第 7 条　試験の方法は、筆答、口答又は論文（レポート）などに
よって行う。その決定は当該科目の担当教員がこれを行う。

 2 　論文（レポート）の提出は、次のことを守らなければならない。
　（1）論文（レポート）は提出場所を間違えないよう指示どおり
に提出すること。

　（2）論文（レポート）の提出はあらかじめ指定された期間に提
出すること。提出期間に遅れたものは一切受け付けない。

　（受験資格）
第 8 条　受験資格は、次の条件をそなえていなければならない。
　（1）その授業科目について有効な履修科目登録がされていること。
　（2）学費を納入していること。
　（3）原則としてその授業科目の講義時間数の 3分の 2以上を出席
していること。

　（4）その授業科目の担当者の指示する条件を満たしていること。
　（受験者の心得）
第 9 条　受験者は試験場において次のことを守らなければならない。
　（1）指定された試験場及び座席で受験すること。
　（2）試験開始後、20分以上の遅刻は認めない。また、30分以内
の退出はできない。

　（3）途中退出は試験監督者の許可を必要とする。
　（4）机上に学生証を置くこと。
　（5）許可されたもの以外を試験中に使用してはならない。
　（6）答案用紙を提出しないで退出できない。白紙や棄権の場合
も答案用紙は必ず提出すること。

　（7）答案用紙を書きつくして更に必要な場合でなければ新たに
請求できない。また、書き損じても取り換えることはできない。

　（8）その他、試験監督者の指示に従うこと。
　（無効答案）
第10条　答案の無効は次のとおりとする。
　（1）無記名の場合
　（2）指定された場所に提出しないとき。
　（試験監督）
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第11条　試験監督は、原則として当該授業科目担当教員が行う。
ただし必要に応じて補助者を加えることができ、適正な人数配
置で行う。

 2 　試験監督者は試験場において、試験を厳正かつ円滑に実施す
る義務とこれに伴う権限を有する。
　（不正行為）
第12条　試験において、教務委員会が、試験監督者の指示に従わ
ない行為又は不正行為があったと認めたときは、当該科目の試
験成績を零点とし、かつ、当該試験期間中の全試験科目の試験
の成績を零点とする。

 2 　前項の不正行為とは、次の各号のいずれかに該当する場合を
いう。
　（1）代理人が受験した場合（依頼した者、依頼された者）
　（2）筆記試験中に許可されたもの以外を使用した場合
　（3）試験場において、あらかじめ机等に書き込んだ場合又はカ
ンニングペーパー等を使用した場合

　（4）筆記試験中に、口頭又は他の手段で、他人に教えた場合（教
えた者、教えられた者）

　（5）その他試験監督者又は論文（レポート）評価者が不正行為
と見なした場合

　（不正行為者の処分）
第13条　不正行為者の処分は、教授会の議を経て行う。
　（成績の評価）
第14条　成績の評価は当該科目授業担当教員が行う。
 2 　成績の評点は100点満点とする。
 3 　成績の評価は、次の基準によるものとし、Ｃ以上を合格とする。

 4 　追試験の評点は減点されることがある。
 5 　再試験の成績は合格又は不合格とし、合格の評点は60点とする。
　（規則の改廃）
第15条　この規則の改廃は、教授会の議を経なければならない。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成 3年 4月 1日から施行する。
 2 　試験規則（昭和44年 3 月 3 日）は廃止する。
　　　附　則
　この規則は、平成 7年 4月 1日から施行する。
　　　附　則

　この規則は、平成 8年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成11年12月 9 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成15年 6 月12日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成16年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成18年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成21年度以前の在学者については、別に定めるもののほか、
従前の例による。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成26年 4 月 1 日から施行する。
 2 　第14条第 3項の成績評価の基準に関しては、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成27年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成31年 4 月 1 日から施行する。

GPA制度取り扱い要項

　（目的）
第 1 条　この要項は、奈良大学におけるグレード ポイント アベ
レージ（Ｇｒａｄｅ Ｐｏｉｎｔ Ａｖｅｒａｇｅ）制度の要点を整理することによ
り、制度の理解を深めることを目的とする。
　（定義）
第 2 条　「ＧＰＡ」とは、Ｇｒａｄｅ Ｐｏｉｎｔ Ａｖｅｒａｇｅの略で、各授業科
目5段階の成績評価に対応して4 ～ 0のグレードポイント（以下
「ＧＰ」という）を付与して算出する 1単位あたりのＧＰ平均値の
ことをいう。

 2 　ＧＰＡ対象科目は、100点を満点として成績評価されるすべての
授業科目とする。

 3 　成績評価が点数によらない科目及び本学が指定した以下の授
業科目については、ＧＰＡの対象科目から除く。
　（1）編入学や転入学した際の単位認定科目
　（2）本学入学前に修得した単位認定科目
　（3）留学や他大学との単位互換等で修得した科目
　（成績評価）
第 3 条　前条第 2項及び第 3項に定めるＧＰＡ対象科目について、各
科目の成績評価を以下の判定基準に従い評価し、 5段階のＧＰを
付与して 1単位あたりの評点平均値を算出する。

評価 評　点 評　価　基　準

合　格

Ｓ 90点以上

当該科目の履修において、所期の
目標をほとんど完全にもしくはそ
れを超えて達成し、特段に優れた
成績を修めたもの

Ａ 89点～80点 当該科目の履修において、所期の
目標を達成しているもの

Ｂ 79点～70点
当該科目の履修において、不十分
な点はあるものの、所期の目標を
達成しているもの

Ｃ 69点～60点
当該科目の履修において、不十分
な点は多いものの、最低限の目標
に達しているもの

不合格
Ｄ 59点以下 当該科目の履修において、目標を

達成していないもの

Ｆ 出席不足・試験欠席等により評価
できない

Ｗ 履修取消をした

認　定 Ｎ 対象外 編入や留学等で単位を認定した

評　価 評　点 ＧＰ 判　定　内　容

合　格

Ｓ 90点以上 4

当該科目の履修において、所
期の目標をほとんど完全にも
しくはそれを超えて達成し、
特段に優れた成績を修めたもの

Ａ 89点～80点 3 当該科目の履修において、所
期の目標を達成しているもの

Ｂ 79点～70点 2
当該科目の履修において、不
十分な点はあるものの、所期
の目標を達成しているもの
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 2 　ＧＰＡは、当該学期に履修した対象科目について、学期ＧＰＡ及
び通算ＧＰＡに区分し、各区分の定める方法により計算するもの
とする。計算値は、小数点以下第 3位を四捨五入して表記する
ものとする。
　1）　学期ＧＰＡは、当該学期の授業科目ごとに得たＧＰに当該授
業科目の単位数を乗じ、その合計を当該学期に成績評価を受
けた授業科目単位数の合計で除して算出する。

　2）　通算ＧＰＡは、入学時から現在の学期までの授業科目ごとに
得たＧＰに当該授業科目の単位数を乗じ､ その合計を入学時か
ら現在の学期までに成績評価を受けた授業科目単位数の合計
で除して算出する。

　　ＧＰＡ（Ｇｒａｄｅ Ｐｏｉｎｔ Ａｖｅｒａｇｅ）の算出方法
　　　（修得した各科目の単位×Ｇｒａｄｅ Ｐｏｉｎｔ）の総和
　　　　　　成績評価を受けた科目の総単位数
 3 　通算ＧＰＡ及び学期ＧＰＡは、それぞれ対象となる全科目と卒業
要件対象科目とに分けて算出する。
　（履修の取消）
第 4 条　一度履修登録した科目であっても、履修目的を達成する
見込がない等の理由で、履修登録を取り消すことができる。た
だし、取消に伴う追加登録はできない。

 2 　履修登録の取消は、指定された取消期間中にのみ行うことが
できる。この期間に手続きを行わなかった場合は、当初申請し
た履修科目が成績評価の対象となる。

 3 　履修登録後休学した者の休学中の履修科目については、履修
の取消を学生支援センター（教務担当）で行う。
　（不合格科目の再履修）
第 5 条　不合格科目については次学期以降に再履修することができ
る。再履修による評価は上書きされ、上書きされる前の履修科目
単位数は、成績評価を受けた授業科目の単位数に算入しない。
　（ＧＰＡの記載）
第 6 条　成績通知書により通知するＧＰＡについては、第 3条第 3項
の内容をそれぞれ通算ＧＰＡ及び学期ＧＰＡに分けて記載する。

 2 　成績証明書には対象科目のうち、卒業要件科目の通算ＧＰＡの
みを記載する。
　（活用）
第 7 条　卒業要件科目のＧＰＡが1.1未満の者については、当該学
生の所属学部の学部長による面談を行う場合がある。

 2 　卒業判定においては、前項も踏まえ、卒業要件科目の通算
ＧＰＡについて学部会で審議を行う。

 3 　卒業要件科目の年度末時点の通算ＧＰＡが3.0以上の者は、翌
年度は、学期毎では26単位以内、年間では52単位以内まで登録
することができる。登録手続きについては別に定める。
　（その他）

第 8 条　この要項に定めるもののほか、ＧＰＡ及び科目履修に関
し、必要な事項は履修要項他別に定める。
　（要項の改廃）
第 9 条　この要項の改廃は、教務委員会の議を経なければならない。
　　　附　則
　この要項は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この要項は、平成22年 7 月13日から施行する。
　　　附　則
 1 　この要項は、平成26年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成25年度以前の在学者については、従前の例による。
　　　附　則
　この要項は、平成28年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この要項は、平成31年 4 月 1 日から施行し、平成31年度入学
生に適用する。

 2 　平成30年度以前の在学者及び在籍者の属する年次に転入学、
編入学、再入学する者については、従前の例による。
　　　附　則
 1 　この要項は、令和 5年 4 月 1 日から施行し、令和 5年度入学
生に適用する。

 2 　令和 4年度以前の在学者及び在籍者の属する年次に転入学、
編入学、再入学する者については、従前の例による。

緊急時における授業の取扱内規

第 1 条　交通機関が不通（運休、復旧の見通しがたたない運転見
合わせを含む。以下「不通」という。）の場合の面接で行う授
業及び試験（以下「授業等」という。）の取扱いについては次
のとおりとする。
（1）近鉄奈良・京都・橿原線（以下「近鉄」という。）のいずれ
かが不通の場合は、次のとおりとする。

　　ア 　午前 7時より前に運行を再開したときは、平常どおり授
業等を行う。

　　イ 　午前 7時現在不通のときは、午前中休講とする。
　　ウ 　午前10時より前に運行を再開したときは、午前中休講と

し、午後からは授業等を行う。
　　エ 　午前10時現在不通のときは、全日休講とする。
（2）試験期間中に前第 1号イからエにより中止となった試験は、
後日実施する。連絡は掲示連絡とする。

第 2 条　台風等により危険が予想される場合の授業等の取扱いに
ついては次のとおりとする。
（1）奈良県北西部、京都府山城南部・山城中部、若しくは大阪
府大阪市・東部大阪・南河内の各域内の市町村のいずれかに
暴風警報又はなんらかの特別警報が発令された場合は、次の
とおりとする。
　ア　午前 7時より前に解除されたときは、平常どおり授業等を行う。
　イ　午前 7時現在発令中のときは、全日休講とする。
　ウ 　午前 7時以降午前 9時より前に発令されたときは、全日休
講とする。

　エ 　午前 9時以降に発令されたときは、その時点で行われてい
た授業等を中止し、その日のそれ以降の全ての授業等も休

評　価 評　点 ＧＰ 判　定　内　容

合　格 Ｃ 69点～60点 1
当該科目の履修において、不
十分な点は多いものの、最低
限の目標に達しているもの

不合格
Ｄ 59点以下 0 当該科目の履修において、目

標を達成していないもの

Ｆ 0 出席不足・試験欠席等により評
価できない

Ｗ
対象外

履修取消をした
認　定 Ｎ 編入や留学等で単位を認定した
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講とする。
（2）試験期間中に前第 1号イからエにより中止となった試験は、
後日実施する。連絡は掲示連絡とする。

第 3 条　前第1条及び第2条以外に、通学不能又は通学困難、あるい
は授業等が困難と学長が判断した場合は、休講とすることがある。

第 4 条　緊急時の欠席の取扱いは、次のとおりとする。
（1）前条にあてはまらず授業等が行われたが、自宅周辺の気象
状況又は通学経路の交通機関の不通や遅延等のため、どうし
ても授業等に出席できなかった者については、欠席扱いとし
ないものとする。

（2）試験期間中に前号により出席できなかった者は、その理由
を記した書類（交通機関の不通の場合、通学経路を記し、遅
延の場合には延着証明書も添付）を指定の期日までに学生支
援センター（教務担当）へ提出することで、当該科目を追試
験受験科目として認める。

第 5 条　インターネット等を利用して行う遠隔授業及び試験（以下「遠
隔授業等」という。）は、原則として実施する。ただし遠隔授業等が
困難と学長が判断した場合は、休講とすることがある。

第 6 条　この内規の改廃は、教務委員会の議を経なければならない。
　　　附　則
　この内規は、昭和57年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、昭和58年10月13日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、平成 3年 5月 9日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、平成22年 7 月21日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、平成26年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、平成27年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、平成30年10月18日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、令和 3年 9月 2日から施行する。

転学部・転学科の取扱規則

　（趣旨）
第 1 条　学則第29条に定められた転学部又は転学科は、この規則
による。
　（出願資格）
第 2 条　転学部又は転学科を希望する者は、出願資格として当該
年度を含め、2年以上在学し、卒業要件科目を64単位以上修得又
は修得見込みであることを要する。

 2 　修得見込みで出願した者が、所定の単位数を修得できなかっ
たときは、その出願は無効とする。
　（出願手続）
第 3 条　転学部を希望する者は、所属する学部長の転学部承認書及び
成績証明書を転学部願に添付の上、学生支援センター（教務担当）

を通じて、転入を希望する学部の学部長に願い出るものとする。
 2 　同一学部の他の学科へ転学科を希望する者は、転学科願に成
績証明書を添付の上、学生支援センター（教務担当）を通じて、
学部長に願い出るものとする。
　（出願期限）
第 4 条　出願期限は、別途定める。
 2 　前項の別途定める出願期限は、文学部長及び社会学部長が調
整のうえ定める。
　（選考方法）
第 5 条　出願者に対しては、筆記試験及び面接を行うことがある。
　（選考通知）
第 6 条　選考は、各学部において行い、新年度までに可否を通知
する。
　（単位認定）
第 7 条　転学部・転学科を許可された者が、転学部・転学科する
以前の学部・学科で修得した授業科目及び単位のうち当該学
部・学科で同一と判定される科目及び単位について、当該学
部・学科の単位として認定する。
　（その他）
第 8 条　この規則に定めるもののほか、転学部・転学科に必要な
事項は、各学部で定める。
　（規則の改廃）
第 9 条　この規則の改廃は、教授会の議を経なければならない。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成元年10月12日から施行し、昭和63年度入学
生から適用する。

 2 　転科の取扱規則（昭和58年 4 月 1 日）は、廃止する。
　　　附　則
　この規則は、平成 7年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成15年 1 月31日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成16年 3 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成26年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成31年 4 月 1 日から施行し、平成31年度入学
生から適用する。

 2 　平成30年度以前の在学者については、従前の例による。

文学部における転学部・転学科の取扱内規

　（趣旨）
第 1 条　奈良大学学則第29条及び転学部・転学科の取扱規則に基
づく、文学部における転学部・転学科の選考取扱については、
この内規で定めるところによる。
　（選考方法）
第 2 条　転学部・転学科については、入学試験及び入学後の成績
並びに当該学科の事情を考慮して選考を行う。
　（転学部選考取扱）
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第 3 条　転学部について、次のとおりとする。
　（1）転出
　　ア　学部長の承認を得た者とする。
　　イ　ただし、次のいずれかに該当する者に限る。
　　　①　学校推薦型選抜入学選考（指定校制推薦入学選考を除

く）で入学した者。
　　　②　一般選抜入学選考（大学入学共通テスト利用入試を含

む）で入学した者。
　（2）転入
　　ア　出願者に対しては、筆記試験及び面接を行うことがある。
　　イ　選考の時期は 2月又は 3月とする。
　　ウ　選考は当該学科の教員が行う。
　（転学科選考取扱）
第 4 条　転学科について、次のとおりとする。
　（1）転出
　　ア　学科主任の承認を得た者とする。
　　イ　ただし、次のいずれかに該当する者に限る。
　　　①　学校推薦型選抜入学選考（指定校制推薦入学選考を除

く）で入学した者。
　　　②　一般選抜入学選考（大学入学共通テスト利用入試を含

む）で入学した者。
　（2）転入
　　ア　出願者に対しては、筆記試験及び面接を行うことがある。
　　イ　選考の時期は 2月又は 3月とする。
　　ウ　選考は当該学科の教員が行う。
　（志望理由書）
第 5 条　転学部・転学科の志望者は、出願時に志望理由書を添え
るものとし、志望理由書は400字詰原稿用紙で 2枚以上とする。
　（単位修得）
第 6 条　転学部又は転学科を許可されても、単位修得の関係で 2年
間で卒業できないこともある旨を伝えることとする。
　（選考業務）
第 7 条　選考に関する業務は、当該学科が行う。
　（合否判定）
第 8 条　合否の判定は、当該学科の提案を受け、学部会が行う。
　（内規の改廃）
第 9 条　この内規の改廃は、文学部会の議を経なければならない。
　　　附　則
 1 　この内規は、平成 5年12月 9 日から施行し、平成 6年度転学部・
転学科から適用する。

 2 　転学部・転学科の取扱内規（平成 2年 3月15日）は、廃止する。
　　　附　則
　この内規は、平成18年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この内規は、平成26年 4 月 1 日から施行し、平成26年度入学
生から適用する。

 2 　平成25年度以前の在学者については、従前の例による。
　　　附　則
 1 　この内規は、平成31年 4 月 1 日から施行し、平成31年度入学
生から適用する。

 2 　平成30年度以前の在学者については、従前の例による。
　　　附　則
 1 　この内規は、令和 3年 4月 1日から施行し、令和 3年度入学生

から適用する。
 2 　令和 2年度以前の在学者については、従前の例による。

社会学部における転学部・転学科の取扱内規

　（趣旨）
第 1 条　奈良大学学則第29条及び転学部・転学科の取扱規則に基
づく、社会学部における転学部・転学科の選考取扱について
は、この内規で定めるところによる。
　（選考方法）
第 2 条　転学部・転学科については、入学試験及び入学後の成績
並びに当該学科の事情を考慮して選考を行う。
　（転学部選考取扱）
第 3 条　転学部について、次のとおりとする。
　（1）転出
　　ア　学部長の承認を得た者とする。
　　イ　ただし、次のいずれかに該当する者に限る。
　　　①　学校推薦型選抜入学選考（指定校制推薦入学選考を除

く）で入学した者。
　　　②　一般選抜入学選考（大学入学共通テスト利用入試を含

む）で入学した者。
　（2）転入
　　ア　出願者に対しては、筆記試験及び面接を行うことがある。
　　イ　選考の時期は 2月又は 3月とする。
　　ウ　面接については当該学科の教員が行う。
　（転学科選考取扱）
第 4 条　転学科について、次のとおりとする。
　（1）転出
　　ア　学科主任の承認を得た者とする。
　　イ　ただし、次のいずれかに該当する者に限る。
　　　①　学校推薦型選抜入学選考（指定校制推薦入学選考を除

く）で入学した者。
　　　②　一般選抜入学選考（大学入学共通テスト利用入試を含

む）で入学した者。
　（2）転入
　　ア　出願者に対しては、筆記試験及び面接を行うことがある。
　　イ　選考の時期は 2月又は 3月とする。
　　ウ　面接については当該学科の教員が行う。
　（志望理由書）
第 5 条　転学部・転学科の志望者は、出願時に志望理由書を添え
るものとし、志望理由書は400字詰原稿用紙で 2枚以上とする。
　（選考業務）
第 6 条　選考に関する業務は、転学部・転学科選考委員会（以下
「委員会」という。）が行う。
　（選考委員会）
第 7 条　委員会は、学部長を委員長として各学科 2人とする。
　（合否判定）
第 8 条　合否の判定は、委員会の提案を受け、学部会が行う。
　（内規の改廃）
第 9 条　この内規の改廃は、社会学部会の議を経なければならない。
　　　附　則
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 1 　この内規は、平成 5年12月 9 日から施行し、平成 6年度転学部・
転学科から適用する。

 2 　転学部・転学科の取扱内規（平成 2年 3月15日）は、廃止する。
　　　附　則
　この内規は、平成13年 9 月11日から施行し、平成14年度転学部・
転学科から適用する。
　　　附　則
　この内規は、平成18年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この内規は、平成26年 4 月 1 日から施行し、平成26年度入学
生から適用する。

 2 　平成25年度以前の在学者については、従前の例による。
　　　附　則
 1 　この内規は、平成31年 4 月 1 日から施行し、平成31年度入学
生から適用する。

 2 　平成30年度以前の在学者については、従前の例による。
　　　附　則
 1 　この内規は、令和 3年 4月 1日から施行し、令和 3年度入学生
から適用する。

 2 　令和 2年度以前の在学者については、従前の例による。

奈 良 大 学 聴 講 生 規 則

　（目的）
第 1 条　この規則は、学則第45条及び第49条に基づき聴講生（他
の大学との単位互換協定に基づいて受け入れた学生は「特別聴
講学生」とする、以下同じ。）について必要な事項を定める。
　（出願資格）
第 2 条　聴講を志願できる者は、次の各号のいずれかに該当する
者とする。ただし、特別聴講学生は他の大学との単位互換協定
に基づき別に定める。
　（1）満20歳以上の者
　（2）外国人留学生の場合は、満20歳以上の者で、履修期間中の
在留資格を有し、かつ、当該授業科目を履修するために充分
な語学力があると認められる者

　（3）前号のほか、教授会の議を経て特別に認めた者
　（出願手続）
第 3 条　聴講を志願する者は、次の各号の書類に受講登録料を添
えて出願しなければならない。ただし、特別聴講学生を志願す
る者については、特別聴講願書を提出することとし、受講登録
料はこれを免除することができる。
　（1）聴講生志願票
　（2）写真（最近 3ヶ月以内に撮影のもの）
 2 　外国人留学生が志願するときは、第 1項で定めるもののほか、
次の書類を提出しなければならない。
　（1）在学中の身元保証書（身元保証人は奈良県内又はその近郊
に居住している者）

　（2）留学生査証又は就学生査証（写）
　（3）外国人登録済証明書
　（4）経費支弁能力証明書（写）

　（5）（財）日本国際教育支援協会及び国際交流基金が実施する日
本語能力試験の日本語能力認定書 1級又は 2級（写）

　（6）履歴書及び最終学歴を証する資料
 3 　必要に応じて就学上の資料の提出を求めることがある。
　（出願期間）
第 3 条の 2 　聴講生の出願期間は、毎年 3月 1日から 3月15日まで
とする。なお、後期開講科目は、 8月20日から 8月31日まで出願
することができる。ただし、特別事情がある場合については、
これによらないことができる。
２　出願締切日が日曜・祝日の場合は、前日までとする。
　（選考及び許可）
第 4 条　聴講生の選考は、教務委員会で調整の上、当該学部会で
行う。

 2 　所定の手続を完了した者に対して、学長は聴講生として許可
する。

 3 　聴講を希望する者が外国人留学生の場合は、第 1項で定める手
続きとは別に、国際交流委員会の承認を要するものとする。
　（在学期間）
第 5 条　聴講生の在学期間は、 1年又は半年とする。
　（聴講授業科目）
第 6 条　聴講生は、当該授業科目（以下「科目」という。）を履
修する本学学生の学修を妨げない範囲において、 1科目又は数
科目に限って受講することができる。
　（受講登録料及び聴講料）
第 7 条　受講登録料及び聴講料は、次のとおりとする。
　　　　　受講登録料　3,000円
　　　　　聴講料 1 科目（ 1学期　週 1回）15,000円
　（聴講料の納入）
第 8 条　聴講生として認定された者は、所定の聴講料を本学の指
定する期日までに納入しなければならない。ただし、特別聴講
学生は聴講料を免除することができる。
　（聴講生証）
第 9 条　聴講生の身分を証明するものとして聴講生証を交付する。
　（試験・成績証明書及び単位）
第10条　聴講生（「特別聴講学生」を除く。）は、受講した科目の
試験を受けることができる。試験に合格した科目については、
願い出により成績証明書を交付するが、単位は認定しない。

 2 　特別聴講学生は、受講した科目の試験を受け、合格した科目
については単位を認定する。
　（資格の取消）
第11条　聴講生が本学の教育方針と秩序に違反する行為をしたと
き、あるいは正当な理由なく長期にわたって授業に出席しない
ときは、聴講生の資格を取り消すことがある。
　（その他）
第12条　この規則に定めるもののほか、本学学則及びその他の諸
規則を準用する。
　（規則の改廃）
第13条　この規則の改廃は、教授会の議を経なければならない。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成 5年 4月 1日から施行する。
 2 　奈良大学聴講生規則（昭和54年 4 月 1 日）は廃止する。
　　　附　則
　この規則は、平成 7年 4月 1日から施行する。
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　　　附　則
　この規則は、平成12年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成16年 3 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成18年 4 月 1 日から施行する。

奈良大学科目等履修生規則

　（目的）
第 1 条　この規則は、学則第46条及び第49条に基づき科目等履修
生（以下「履修生」という。）について必要な事項を定める。
　（出願資格） 
第 2 条　授業科目（以下「科目」という。）の単位を修得するため
に履修を志願できる者は、次の各号のいずれかに該当する者と
する。
　（1 ）学則第21条に定めた大学入学資格を有する者又は満30歳以
上の者。

　（2 ）奈良大学附属高等学校の生徒及び本学と協定を締結した高
等学校又はこれに準じる学校の生徒（以下「高校生」という。）。

2　教育職員免許状の授与資格を得るため当該科目の履修を志願
できる者（以下「教職履修生」という。）は、本学を卒業した者
又は本学大学院在学者で本学が正規の課程として認定を受けて
いる教科の教育職員免許状の取得を希望する者とする。
3　博物館学芸員の資格を得るため当該科目の履修を志願できる
者（以下「学芸員履修生」という。）は、本学を卒業した者又は
本学大学院在学者で博物館学芸員資格の取得を希望する者とする。
4　司書の資格を得るため当該科目の履修を志願できる者（以下
「司書履修生」という。）は、本学を卒業した者又は本学大学院
在学者で司書資格の取得を希望する者とする。
5　学校図書館司書教諭の資格を得るため当該科目の履修を志願
できる者（以下「学校図書館司書教諭履修生」という。）は、本
学を卒業した者又は本学大学院在学者で学校図書館司書教諭資
格の取得を希望する者とする。
6　上記学則に定められた資格以外で、各学部学科において取得
可能として認められた資格を得るため当該科目の履修を志願で
きる者（以下、「諸資格履修生」という。）は、本学を卒業した
者又は本学大学院在学者で当該資格の取得を希望する者とする。
　（出願手続）
第 3 条　履修生を志願する者は、次の書類に検定料を添えて出願
しなければならない。
　（1）　履修生志願票
　（2）　最終学校の卒業証明書
　（3）　志望理由書
2　必要に応じて就学上の資料の提出を求めることがある。
3　本学大学院在学者及び引き続き履修を志願する者は、第 1項
第 2号は適用しない。

（高校生の出願手続）
第 3 条の 2　高校生の出願書類については、別に定める。
　（出願期間）
第 3 条の 3　履修生の出願期間は、毎年 3月 1 日から 3月15日ま
でとする。なお、後期開講科目は、 8月20日から 8月31日まで

出願することができる。ただし、特別の事情がある場合につい
ては、これによらないことができる。
2　出願締切日が日曜・祝日の場合は、前日までとする。
　（選考及び許可）
第 4 条　履修生の選考は、教務委員会の議を経て当該学部会で行う。
2　所定の手続を完了した者に対して、学長は履修生として許可
する。
　（在学期間）
第 5 条　履修生の在学期間は、 1年又は半年とする。
　（履修科目）
第 6 条　履修生は、履修を許可された科目について受講すること
ができる。
2　教職履修生が履修できる科目は、教育職員免許状取得のため
に必要な科目とする。ただし、「教育実習」を履修するためには「教
職課程科目履修要領」に定める先修条件をみたさなければなら
ない。
3　学芸員履修生が履修できる科目は、博物館学芸員資格取得の
ために必要な科目とする。ただし、「博物館実習」を履修するた
めには「博物館学芸員資格取得実施要領」に定める先修条件を
みたさなければならない。
4　司書履修生が履修できる科目は、司書資格取得のために必要
な科目とする。
5　学校図書館司書教諭履修生が履修できる科目は、学校図書館
司書教諭資格取得のために必要な科目とする。
6　諸資格履修生が履修できる科目は、当該資格を取得するため
に必要な科目とする。
7　高校生が履修できる科目については、別に定める。
　（受講登録料及び履修料）
第 7 条　受講登録料及び履修料は、次のとおりとする。
　　　　　受講登録料 　　　　　 3,000円
　　　　　履修料　　 1単位　　15,000円
2 　履修科目により、特に費用を要するときは別途徴収する。
　（本学大学院在学者の受講登録料及び履修料）
第 7 条の 2　本学大学院在学者の受講登録料及び履修料について
は、別に定める。
　（高校生の受講登録料及び履修料）
第 7 条の 3　高校生の受講登録料及び履修料については、別に定
める。
　（履修料の納入）
第 8 条　履修生として認定された者は、所定の履修料を本学の指
定する期日までに納入しなければならない。
　（履修生証）
第 9 条　履修生の身分を証明するものとして履修生証を交付する。
　（試験・成績証明書及び単位取得証明書）
第10条　履修生は、受講した科目の試験を受けることができる。
試験に合格した科目については所定の単位を認定し、願い出に
より成績証明書又は単位取得証明書を交付する。
　（資格の取消）
第11条　履修生が本学の教育方針と秩序に違反する行為をしたと
き、あるいは正当な理由なく長期にわたって授業に出席しない
ときは、履修生の資格を取り消すことがある。
　（その他）
第12条　この規則に定めるもののほか、本学学則及びその他の諸
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規則を準用する。
　（規則の改廃）
第13条　この規則の改廃は、教授会の議を経なければならない。
　　　附　則
　この規則は、平成 5年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成 6年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成 7年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成16年 3 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成20年10月 9 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。

学生生活に関する規則

　第 1 章　総則
　（目的）
第 1 条　この規則は、本学学生が豊かな知性と教養と品位を保っ
て学生生活を過ごすことを目的として、必要な事項を定めるも
のとする。
　（諸規則の遵守）
第 2 条　学生は、学則及びこの規則のほか、大学が別に定める諸
規則を守らなければならない。
　（学内秩序）
第 3 条　学生は、個人・団体を問わず学内の秩序を乱してはなら
ない。
　（学生への連絡）
第 4 条　大学から学生への通知、告示、その他の連絡は、原則と
して掲示とポータルサイトによって行う。

　第 2 章　入学手続及び身上
　（入学許可）
第 5 条　選抜試験に合格し、指定の期日までに入学金及び前期学
費を納入した者に入学を許可する。
　（誓約書）
第 6 条　入学を許可された者は、保証人署名の保証書とともに、
誓約書を提出しなければならない。
　（書類の提出）
第 7 条　入学を許可された者は、指定の期日までに、本学が定める書
類に前条の誓約書および保証書を添えて学生支援センター（学生担
当）に提出しなければならない。書類提出がなければ入学許可を取
り消す。
　（保証人）
第 8 条　保証人は 1人とし、保証人は父母又はこれに代わる近親者
とする。

 2 　保証人は、独立の生計を営み、保証人としての責務を負うも
のとする。
　（身上異動届）
第 9 条　第7条の提出書類に次の記載事項の変更が生じたときは、速

やかに学生支援センター（学生担当）へ届け出なければならない。
　（1）本人又は保証人の現住所・電話番号等の変更
　（2）父母の死亡
　（3）保証人の変更
　（4）戸籍上の異動

　第 3 章　学生証
　（学生証の交付）
第10条　入学と同時に学生証を交付する。学生証の有効期間は4年
間とする。

 2 　4年を超えて在学する者には、1年間有効の学生証を旧学生証
と引き換えに交付する。

 3 　学生証は、常に携帯し、本学教職員の請求があったときは、
これを呈示しなければならない。
　（学生証の返納）
第11条　学生証は、卒業、退学、除籍又はその有効期間を過ぎた
ときは、直ちに学生支援センター（学生担当）に返納しなけれ
ばならない。
　（学生証の再交付）
第12条　学生証を紛失したときは、直ちに学生支援センター（学
生担当）に届け出て再交付を受けなければならない。

　第 4 章　欠席、休学、退学、除籍、復学、復籍及び再入学
　（欠席）
第13条　やむを得ず授業等を欠席の場合、欠席届を授業担当教員
に直接提出し、その指示を得ることができる。ただし、その理
由が証明できるものについては、証明書等を添付しなければな
らない。
　（休学）
第14条　学則第31条により、休学しようとする者は、正保証人連
署の上、休学願を学生支援センター（学生担当）に提出し、許
可を得なければならない。
　（休学の期間及び休学中の学費）
第15条　学則第32条による休学の期間は、休学を許可された日か
ら当該学期末又は年度末までとする。ただし、引き続き休学を
希望する者は、前条の手続きを経て更に 1年以内に限り、休学す
ることができる。

 2 　学則第41条により、休学者の休学中の学費については、在籍
料として施設設備費の半額相当額を納入しなければならない。

 3 　学期の中途から休学する場合は、その学期の学費を全額納入
しなければならない。ただし、前期については 5月31日、後期
については11月30日までに願い出の休学者に関しては、在籍料
を除き、既納の学費を返還する。
　（退学）
第16条　学則第34条により、退学しようとする者は、正保証人連
署の上、退学願を学生支援センター（学生担当）に提出し、許
可を得なければならない。

 2 　退学する際には、属する学期の学費を納入していなければな
らない。ただし、前期については 5月31日、後期については11
月30日までの退学者であれば既納の学費を返還する。前期退学
者の既納の後期学費は、返還する。

 3 　退学の日は、退学願を受理した日の月末とする。
　（除籍）
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第17条　学則第35条に定める除籍は、次の各号のいずれかに該当
する者に対して行う。
　（1）学則第4条に定める、在学年限が8年を超える者は除籍とする。
　（2）学費を正当な理由なく、指定の期日までに納入しない者は、
前期については 6月30日付、後期については12月31日付をもっ
て除籍とする。

　（3）学費の延分納期間中に学費を完納できなかった者は、前期
については 8月31日付、後期については 2月28日付をもって
除籍とする。

 2 　除籍となった者の延分納期間中の既納の学費は、返還しない。
 3 　除籍となった者に対しては、当該学期における単位は認定さ
れない。
　（復学）
第18条　学則第33条により、復学しようとする者は、保証人連署
の上、復学願を学生支援センター（学生担当）に提出し、許可
を受けなければならない。
　（1）復学願の提出日は、休学期間の終了が年度末の者は 3月 1日
から 3月15日までに、前期末の者は 9月 1日から 9月15日まで
に提出しなければならない。復学の日は各学期の始めとする。

　（2）病気が回復して復学しようとする者は、医師の診断書を添
付するものとする。

　（復籍）
第18条の 2 　学則第35条の 2により、復籍を希望する者は、保証人
連署の上、復籍願に復籍手数料10,000円を添えて学生支援セン
ター（学生担当）に提出し、許可を受けなければならない。
　（1）復籍願は、除籍日が6月30日の者は7月 1日から 7月15日まで、
12月31日の者は 1月 7 日から 1月20日までの間に提出しなけ
ればならない。

　（2）復籍を許可された者は、指定の期日までに未納の学費を納
めなければならない。期日までに納めなければ、復籍を取り
消し、以後の復籍は認められない。

　（3）復籍の日は除籍日の翌日とする。
 2 　前各号で定める期間までに復籍手続をしなかった者で、復籍
を希望する者は、除籍後 1年以内に限り、保証人連署の上、復籍
願に復籍手数料を添えて学生支援センター（学生担当）に提出し、
許可を受けなければならない。

 3 　前項で復籍を許可された者は、許可された年度の 1年次生の入
学金の半額を納めなければならない。指定の期日までに納めな
ければ復籍を取り消し、以後の復籍は認められない。
　（再入学）
第18条の 3 　再入学を志願できる者は学則第34条により退学した
者で退学後 2年以内の者とする。ただし、志願できる学科は、退
学した学科とする。

 2 　再入学した者が退学し、再び再入学を志願しても許可しない。
 3 　再入学を志願する者は、前期は 2月28日、後期は 8月31日ま
でに再入学願を学生支援センター（学生担当）に提出しなけれ
ばならない。

 4 　再入学は、選考によって許可する。
 5 　再入学の入学時期は、各学期の始めとする。
 6 　再入学を許可された者（以下「再入学者」という。）の年次は、
在学中に修得した単位を考慮して相当年次に入学させる。

 7 　再入学者の入学金は、再入学を許可された 1年次生の入学金の
半額とする。

 8 　再入学者の学費は、第 6項で定められた相当年次の金額とする。

　第 5 章　通学及び服装
　（自動車通学の禁止）
第19条　学生の自動車通学は禁止する。ただし、クラブ、ゼミ等
各団体の活動のため、あるいはその他特別の事情により、学内
に車両乗り入れの必要が生じた学生は学生支援センター（学生
担当）に願い出て、許可を得るものとする。
　（単車通学）
第20条　単車で通学しようとする者は、学生支援センター（学生
担当）に届け出なければならない。

 2 　単車で通学する者は、自動車任意保険に加入しなければなら
ない。

 3 　届け出なく、学内に単車を乗り入れた者及び学内で安全運転
を怠った者には、単車通学を認めない。
　（服装）
第21条　服装は、本学の学生としての品位を損なわないように留
意しなければならない。

　第 6 章　健康診断
　（健康診断）
第22条　学生は、学校保健安全法により、毎年指定する日時に定
期健康診断を受けなければならない。指定日に受診できなかっ
た者は、任意の医療機関で受診し、その結果を学生支援セン
ター（学生担当）へ報告しなければならない。またスポーツ系
クラブ・サークルに所属する者は不定期に行われる健康診断の
受診に協力しなければならない。

 2 　学生は、前項の健康診断の結果、大学が行う指示に従わなけ
ればならない。

　第 7 章　団体及び集会
　（団体結成）
第23条　学生が学内で新しくクラブ又はサークルを結成しようと
するときは、団体結成許可願により、専任の教員を部長又は顧
問として、団体の規約及び会員名簿を添えて学生支援センター
（学生担当）に願い出て、許可を受けなければならない。

 2 　団体結成許可の有効期限は、その団体が許可を受けた年度の
末日とする。

 3 　団体の規約、その他届出事項に変更が生じたときは、学生支
援センター（学生担当）に届け出て承認を受けなければならない。
　（団体継続の手続）
第24条　結成を許可された団体が、翌年度も引き続き活動する場
合は、毎年 5月末日までの指定された期日までに前年度活動報告
書、新年度活動計画及び部員名簿等を添えて、学生支援センター
（学生担当）に提出し、継続の許可を受けなければならない。

 2 　前項の許可を受けない団体は、解散したものとみなし、廃部
として取り扱う。
　（団体活動）
第25条　学生の団体活動は、第23条で結成された公認の団体が行
う活動とし、それ以外の団体活動は認めない。

 2 　団体活動に伴う諸事故については、その団体自体が責任をもっ
て自主的に解決しなければならない。
　（外部団体への加入）
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第26条　学生団体が外部団体に加入しようとするときは、その外
部団体の規約、加盟団体名簿等を添えて学生支援センター（学
生担当）に願い出て、承認を受けなければならない。
　（集会）
第27条　学生団体が学内又は学外で集会するときは、3日前まで
に所定の様式によって学生支援センター（学生担当）に願い出
て、許可を受けなければならない。

 2 　学生団体が、遠方旅行、合宿又は対外試合等をするときは、
所定の様式により学生支援センター（学生担当）に届け出て許
可を受けなければならない。活動中において、各自はリーダー
の指導のもとに安全を第一にし、秩序ある行動をしなければな
らない。

 3 　学生団体以外の者が学内又は学外で集会するときは、第 1項の
手続を準用する。
　（学内諸施設の使用）
第28条　前条の集会等のため、教室又はその他の施設を使用しよう
とするときは、責任者はその 3日前までに施設使用願を学生支援
センター（学生担当）に提出し、許可を受けなければならない。

 2 　第23条による許可を受けていない団体又は個人の場合、学科
主任、ゼミ担当教員、担任教員等専任教員の承認を得た上で前
項の手続きを行うものとする。
　（署名・募金等）
第29条　学生又は学生団体が署名又は募金活動を行うときは、事
前に学生支援センター（学生担当）に届け出て許可を得なけれ
ばならない。
　（団体の解散又は活動の停止）
第30条　学生又は学生団体の活動や行為が、本学の目的に反し、
又は本学の秩序を乱す恐れがあると認めたときは、その行為を
禁止又は当該団体を解散させることがある。

　第 8 章　印刷物等の発行・配布・掲示及び放送
　（印刷物等の発行・配布）
第31条　学生又は学生団体が新聞雑誌、パンフレット、ビラ及び
その他これらに類するものを発行又は配布するときは、事前に
当該印刷物等を学生支援センター（学生担当）に提出し、許可
を得なければならない。

 2 　学生支援センター（学生担当）の許可印のない印刷物等は、
発行又は配布してはならない。
　（掲示・立看板）
第32条　学生又は学生団体が掲示するときは、事前に当該掲示物
を学生支援センター（学生担当）に届け出て許可を得なければ
ならない。また立看板についても同様とする。

 2 　学生支援センター（学生担当）の許可印のない掲示物又は立
看板は、これを撤去する。
　（放送）
第33条　学生又は学生団体が本学の放送施設を使用したいときは
学生支援センター（学生担当）に届け出て許可を受けなければ
ならない。

 2 　放送は原則として授業時間外とする。
 3 　学生が拡声機による放送あるいは演説等を行おうとするとき
は、学生支援センター（学生担当）に届け出て許可を受けなけ
ればならない。

　第 9 章　情報通信の利用
　（利用の原則）
第34条　学生又は学生団体は、情報通信（インターネット、携帯
電話、電子メール、電子掲示板等）を適正に利用する義務を負
わなければならない。
　（禁止事項）
第35条　情報通信を利用して、次に掲げる事項を行うことを禁止
する。
　（1）情報機器への不法侵入・破壊行為等を行うこと。
　（2）ネットワークの運用・運営を妨げる行為等を行うこと。
　（3）公序良俗に反する行為
　（4）他人の人権を侵害したり、差別情報の受発信を行うこと。
　（5）プライバシーや他人の秘密を侵す行為
　（6）他人を誹謗中傷する行為
　（7）虚偽の情報の受発信を行うこと。
　（8）その他、教育研究等の趣旨に反する行為及び利用
　（諸規程の遵守）
第36条　学生又は学生団体は、法人の規程に定める学校法人奈良
大学ネットワーク利用に関する規則及び学校法人奈良大学情報
倫理規程にも従わなければならない。
　（違反行為に対する処置）
第37条　この規則に違反した者に対し、直ちに関連情報を削除
し、利用の停止又はその他教育処置を執るものとする。
　（許可及び報告義務）
第38条　情報通信において、大学固有の名称等（学校法人奈良大
学、奈良大学、Ｎａｒａ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ、住所、建物等）を使用する
場合は、事前に学生支援センター（学生担当）に申請書を提出
し、学長の許可を得なければならない。また、許可を受けた者
は、その使用内容・使用状況等を年 1 回、学生支援センター（学
生担当）を通して学長に報告するものとする。

　第10章　雑則
　（アルバイト）
第39条　大学としては積極的なアルバイト紹介は行わない。ただ
し、やむを得ない事情により、アルバイトを必要とする者に
は、学生支援センター（学生担当）でアルバイト求人票を閲覧
することができる。

 2 　アルバイトによって生じる支障はすべて自己の責任に帰する
ものとする。
　（下宿生活）
第40条　下宿生活者は、下宿での生活においても大学生としての
品位を保つとともに下宿先の規則や心得を遵守しなければなら
ない。
　（暴力）
第41条　学生はいかなる場合においても絶対に暴力をふるっては
ならない。また、個人又は複数による業務（授業を含む）の妨
害や物的破壊行為を行ってはならない。
　（危険物）
第42条　銃火器・爆発物・凶器等の危険物や、麻薬類等の依存性
のある薬物を所持してはならない。

 2 　クラブ活動や学園祭等においては、灯油・ガソリン等を必要
とする機器の持ち込みについては、学生支援センター（学生担当）
に届け出て許可を受けなければならない。
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　（喫煙）
第43条　所定の場所以外での喫煙は、禁止する。
　（電話・郵便物）
第44条　学外から学生への電話については家族からの不幸ごと以
外はとりつがない。

 2 　公認された学生団体宛の郵便物については学生支援センター
（学生担当）で保管し、掲示により、学生へ通知する。個人宛の
郵便物は取り扱わない。
　（規則の改廃）
第45条　この規則の改廃は、教授会の議を経なければならない。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成 9年 4月 1日から施行する。
 2 　学内生活に関する規則（昭和44年 4 月 1 日）は、廃止する。
　　　附　則
　この規則は、平成13年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成15年 9 月20日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成16年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成17年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成25年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成26年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、令和 2年 4月 1日から施行する。

奈良大学におけるハラスメントの
防止等に関する規程

　（目的）
第 1 条　この規程は、奈良大学におけるハラスメントの防止のた
めの措置、及び、ハラスメントに起因する問題が生じた場合に
適切に対応するための措置について、必要な事項を定める。
　（定義）
第 2 条　この規程における用語の定義は、次の各号に定めるとこ
ろによる。
　（1）「ハラスメント」とは、教職員、学生若しくは関係者が、他
の教職員、学生などに不利益や不快感を与えることをいう。

　（2）「セクシュアル・ハラスメント」とは、相手の意に反し、相
手に不利益や不快感を与える性的な言動をいう。

　（3）「アカデミック・ハラスメント」とは、教育研究上の上下関
係又は優越的な地位を利用して、相手の教育研究上、又は修
学上の利益や権利を侵害することをいう。

　（4）「パワー・ハラスメント」とは、職務上の上下関係や優越性
を利用して、適正な範囲を超えて指導や注意を行うことによ
り、精神的・身体的苦痛を与え、相手の就労上若しくはその
他の利益や権利、人格、尊厳を侵害する言動又は職場やその
他の環境を悪化させることをいう。

　（5）「アルコール・ハラスメント」とは、相手の意に反してアルコー
ル類の摂取を強要し、又は酩酊状態で他者に不利益や不快感
を与えることをいう。

　（6）「教職員」とは、専任・非専任の区別なく、すべての雇用
形態の教員及び職員をいう。本学において就労する派遣労働
者及び委託業務従事者ならびに雇用関係のない研究従事者を
含む。

　（7）「学生」とは、学生及び大学院学生等、本学において修学す
るすべての者をいう。

　（8）「関係者」とは、学生の保護者ならびに本学と職務上の関係
を有する者及び関係業者等をいう。

　（教職員及び学生の責務）
第 3 条　教職員及び学生は、この規程及び別に定める「奈良大学ハ
ラスメント防止のためのガイドライン」（以下「ガイドライン」
という。）に従い、セクシュアル・ハラスメント、アカデミック・
ハラスメント、パワー・ハラスメント、アルコール・ハラスメン
ト、その他のハラスメントを行ってはならない。
　（学長の責務）
第 4 条　学長は、教職員に対し、この規程の周知徹底を図らなけ
ればならない。

 2 　学長は、新たに教職員となった者に対して、ハラスメントの
防止に関する基本事項について理解させるため研修を行わなけ
ればならない。

 3 　学長は、新たに教職員を監督する地位にある者（以下「監督者」
という。）となった教職員に対して、ハラスメント防止に関し求
められる役割について、理解させるために研修を行わなければ
ならない。
　（監督者の責務）
第 5 条　監督者は、ハラスメントの防止に努めるとともに、ハラ
スメントに起因する問題が生じた場合には迅速かつ適切に対処
しなければならない。
　（委員会の設置）
第 6 条　本学にハラスメントを防止するとともにハラスメントに
起因する問題が生じた場合に適切に対応することを目的として
奈良大学ハラスメント防止委員会（以下「委員会」という。）
を置く。
　（委員会の責務）
第 7 条　委員会は、前条の目的のために次の各号に掲げる事項を
行う。
　（1）ハラスメントの防止に関する啓発及び研修
　（2）ハラスメント事案の調査
　（3）ハラスメントの問題の解決及び措置の勧告
　（4）ハラスメントの再発防止に関する指導
　（5）ハラスメントと認定された行為についての処分の検討
　（6）ガイドラインの制定
　（7）その他ハラスメントの防止に関し必要な事項
 2 　委員会は、必要に応じて調査委員会を設置することができる。
調査委員会の構成は、その都度決定する。
　（委員会の構成と運営）
第 8 条　委員会は次に掲げる委員をもって組織し、その委員は学
長が委嘱する。
　（1）文学部長、社会学部長、通信教育部長の中から学長が指名
したもの 1人
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　（2）事務局長
　（3）学長が指名した専任教員 3人
　（4）学長が指名した事務職員 2人
　（5）その他学長が指名した者
　（任期）
第 9 条　前条第 1号及び第 2号の委員の任期はその職に在任する期
間とし、第 3 号、第 4 号及び第 5 号の委員の任期は 2 年とする。
ただし、委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者
の残任期間とする。
　（委員会の運営）
第10条　委員会に委員長を置く。委員長は第 8条第 1号の委員とす
る。

 2 　委員長は委員会を招集し、その議長となる。委員長に事故あ
るときは、あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代行
する。

 3 　委員会は、委員の過半数の出席をもって成立する。
 4 　委員会の議事は、出席した委員の過半数により決し、可否同
数の時は委員長の決するところによる。

 5 　委員会が必要と認めたときは、関係教職員等の出席を求めて、
その意見を聞くことができる。
　（相談）
第11条　学生、教職員及び関係者は、ハラスメントに関する相談
を行うことができる。

 2 　相談は、ハラスメントによる被害を受けた本人又は次の各号
に掲げる者から受け付ける。
　（1）他の者がハラスメントをされているのを見て不快に感じた
者

　（2）他の者からハラスメントをしている旨の指摘を受けた者
　（3）ハラスメントに関する相談を受けた監督者
　（解決方法）
第12条　ハラスメントによる問題解決のための方法は次の各号に
掲げるとおりとし、ハラスメント防止委員長の判断により行う。
　（1）「通知」による解決
　　　ハラスメント相談者の意向に基づき、「匿名」のまま、ハラ
スメントを行ったとされる者（以下「相手方」という。）に、
ハラスメントの相談があったことを通知し、解決を図る方法

　（2）「調整」による解決
　　　ハラスメント相談者と、相手方の主張を公平な立場で調整
し、解決を図る方法

　（3）「調停」による手続き
　　　当事者同士の話し合い、又は調停案の提示により解決を図
る方法

　（4）「調査・措置」による解決
　　　事実関係の公正な調査に基づき、ハラスメントに該当する
と判断された場合は、相手方に対し懲戒処分など厳正な措置
を求め、解決を図る方法

　（申立）
第13条　ハラスメントによる被害を受けた本人は、希望する解決
方法を前条各号の中から選択して申立をすることができる。
　（ハラスメント相談員）
第14条　ハラスメントに関する相談及び申立が教職員又は学生か
らなされた場合に対応するため、委員会の下にハラスメント相
談員（以下「相談員」という。）を置く。

 2 　相談員は、委員長が任命する。
　（相談員の責務）
第15条　相談員は、相談・申立への対応にあたっては、ガイドラ
インに従わなければならない。

 2 　相談員は、相談を受けた事案についてすみやかに委員長に報
告しなければならない。
　（秘密の遵守）
第16条　ハラスメントの相談、申立、調査及び問題の解決に関与
する全ての者は、プライバシーや名誉その他の人権を尊重する
とともに、相談及び申立の内容をはじめ、知りえた秘密を他に
漏らしてはならない。その職務を離れた後も同様とする。
　（不利益取扱の禁止）
第17条　学長及び監督者は、ハラスメントに対する相談・申立及
び調査への協力その他ハラスメントに関して正当な対応をした
教職員又は学生に対し、そのことをもって不利益な扱いをして
はならない。
　（委員会の事務）
第18条　委員会及びハラスメント防止等に関する事務は、総務課
が行う。

第19条　この規程の改廃は、教授会の議を経て学長が行う。
　　　附　則
 1 　この規程は、平成28年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成30年 4 月 1 日から施行する。

奈 良 大 学 表 彰 規 程

　（趣旨）
第 1 条　奈良大学学則第42条の規定に基づく表彰については、こ
の規程の定めるところによる。
　（種類及び対象者）
第 2 条　表彰は、学業表彰、社会貢献表彰及び課外活動表彰とし、
その対象者は次のとおりとする。
　（1）学業表彰
　　　本学における学業において特に優秀な成績を修め、人物・
識見に優れていると認められる学生について、次の各号によ
り表彰する。ただし、編入学生、社会人入学生は除く。

　　ア 　 1年次生について、 1年次の 1年間の成績等を対象とし
て選考し、「奈良大学 1年次学業表彰」として表彰する。

　　イ 　 2年次生について、 2年次の 1年間の成績等を対象とし
て選考し、「奈良大学 2年次学業表彰」として表彰する。

　　ウ 　 3年次生について、 3年次の 1年間の成績等を対象とし
て選考し、「奈良大学 3年次学業表彰」として表彰する。

　　エ 　 4年次生について、 1年次から 4年次後期終了時までの
4年間の成績等を対象として選考し、「奈良大学特別学業表
彰」として表彰する。

　（2）社会貢献表彰
　　　学内外において他の模範とするに足る社会貢献、奉仕を行
い、社会的評価を得た学生個人（以下「個人」という。）又は
学生団体（以下「団体」という。）について、「奈良大学社会
貢献表彰」として表彰する。

　（3）課外活動表彰
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　　　課外活動において優秀な成績を挙げ、本学の名誉を高めた
個人又は団体について、「奈良大学課外活動表彰」として表彰
する。

　（表彰の内容及び方法）
第 3 条　表彰は、表彰状及び副賞を授与することによって当該年
度又は翌年度初めに行う。
　（選考の方法）
第 4 条　学業表彰については、各学科の主任の推薦に基づき学生
指導委員会において審査を行い、表彰に値すると認めた候補者
について教授会の議を経て、学長が被表彰者を決定する。

 2 　社会貢献表彰及び課外活動表彰については、団体又は個人が
所属する団体の顧問、学生指導委員会委員、その他関係者の推
薦に基づき学生指導委員会において審査を行い、表彰に値する
と認めた候補者について教授会の議を経て、学長が被表彰者を
決定する。
　（選考の時期及び公示）
第 5 条　選考は、前条に定める関係者の推薦を受けて遅滞なく行
い、被表彰者が決定したときはこれを学内外に公示する。
　（事務所管）
第 6 条　この規程に関する事務の所管は、学生支援センター学生
担当とする。
　（規程の改廃）
第 7 条　この規程の改廃は、教授会の議を経て学長が行う。
　（補則）
第 8 条　この規程による表彰の実施に関し、必要な事項は別に定
める。
　　　附　則
　この規程は、平成 5年11月11日から施行し、平成 5年 4月 1日か
ら適用する。
　　　附　則
 1 　この規程は、令和 4年 4月 1日から施行する。
 2 　学業表彰については令和 4年度入学生から適用する。

奈 良 大 学 学 生 懲 戒 規 程

　（目的）
第 1 条　この規程は、奈良大学学則第43条及び第44条又は奈良大
学大学院学則第39条の規定に基づき、学生の懲戒に関する手続
その他必要な事項を定める。
　（定義）
第 2 条　この規程における懲戒は、学校教育法第11条及び学校教
育法施行規則第26条に基づき、学生に対する制裁として一定の
不利益を与える処分をいう。
2　懲戒は、対象となる行為の態様、結果、影響等を総合的に検
討し、教育的配慮に基づいて行う。
　（懲戒対象行為）
第 3 条　懲戒の対象となる行為は、次のとおりとする。
　（1）法令及び公序良俗に反する行為
　（2）本学が定める諸規則に反する行為 
　（3）本学の教育研究活動又は管理運営を妨害する行為
　（4）人権を著しく侵害する行為
　（5）その他本学の名誉及び信用を著しく失墜させる行為

2　学則第43条及び第44条が定める「学生としての本分に反した者」
とは、学則第44条第 2号及び第 3号の者、並びに前項各号の行
為を行った者をいう。
　（懲戒内容）
第 4 条　懲戒の内容は次のとおりとする。
　（1 ）退学　学生としての身分を失わせること。この場合、再入
学は認めないものとする

　（2 ）停学　自分が行った行為について考えさせ、更生のための
時間を与えるため、一定の期間、登学、教育課程の履修及び
課外活動を禁ずること

　（3 ）譴責　口頭又は文書によりその行為を戒め、反省を求める
こと

2　停学の期間は、無期又は 5日以上 6ヶ月以内の有期とする。
3　停学の期間は在学年限に算入するが修業年限には原則として
算入しない。ただし、学長が適当と認めた場合に限り、修業年
限に算入するものとする。
4　停学の期間には、夏期休業、冬期休業、春期休業その他の休
業期間を含むものとする。
　（調査・審議等の付託）
第 5 条　学長は、懲戒対象行為とみなされる事案（以下「懲戒事案」
という。）を知り得た時は、直ちに学生指導委員会に当該懲戒事
案についての調査及び審議を付託するものとする。
2　本学の教職員が懲戒事案を知り得た場合は、速やかに学長に
通報するものとする。
　（調査及び審議）
第 6 条　学生指導委員会は、速やかに懲戒事案に係る事実の調査
と審議を行う。
2　学生指導委員会は、懲戒対象学生又は懲戒対象となり得る学
生（以下「対象者」という。）への事実確認及び事情聴取にあたっ
ては、対象者に弁明する機会を十分に与えるよう配慮する。弁
明は対面又は文書によるものとし、対面による弁明の機会を設
けるときには、対象者が希望する者の同席を認める。なお、対
象者が正当な理由なく事実確認や事情聴取に応じない場合又は
自己に有利な証拠を提出する等の弁明をしない場合には、その
機会を自ら放棄したものとみなす。
3　学生指導委員会は、懲戒事案について本学の教職員及び学生
から事情聴取を行うことができる。
4　学生指導委員会は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、
意見を聞くことができる。
5　学生指導委員会は、調査の結果を基に懲戒の要否及び懲戒の
内容について審議し、その結果を学長に報告する。
　（量定の審議）
第 7 条　学生指導委員会は、第 2条第 2項に従い、認定した事実
とともに次の各号に掲げる事項を総合的に判断して懲戒の量定
に係る審議を行う。
　（1）懲戒事案の悪質性及び重大性
　（2）懲戒事案の動機、態様及び結果
　（3）過去の類似の懲戒事案の有無と量定
　（4）対象者の日常における生活態度及び懲戒事案後の態様
　（悪質性及び重大性の判断基準）
第 8 条　前条第 1号の悪質性及び重大性の判断基準は、次のとお
りとする。
　（1 ）悪質性については、対象者の主観的態様、懲戒事案の性質、
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経緯、動機等により判断する
　（2 ）重大性については、懲戒事案により被害を受けた者の精神
的被害を含めた被害の程度、社会に及ぼした影響等により判
断する

　（謹慎）
第 9 条　学長は、第 6条第 5項の報告に基づき、懲戒事案が退学
又は停学となり得る行為として明らかであり、かつ、登学を禁
ずることが緊急に必要と判断した場合には、学生指導委員長と
協議を経て、対象者に対して直ちに謹慎を命ずることができる。
2　前項の謹慎の期間は、停学期間に含めるものとする。
　（懲戒の裁定）
第10条　懲戒は、第 6条第 5項の報告に基づき、学部会、通信教
育部委員会又は研究科委員会の議を経て学長が裁定する。
2　懲戒が無期停学の場合、その解除は反省の度合い等を勘案の
上、学生指導委員長と協議を経て、学長が裁定する。ただし、
解除の時期は原則として当該停学の開始の日から起算して 6ヶ
月以内とすることはできない。
　（懲戒の通知）
第11条　学長は、懲戒を裁定した場合、懲戒内容を記載した通知
書を対象者に交付する。
　（不服申し立て）
第12条　懲戒を受けた対象者は、事実誤認、新事実の発見、その
他の正当な理由がある場合には、通知書を受け取った日の翌日
から30日以内にその証拠となる資料を添えて、文書により学長
に対して不服申し立てを行うことができる。ただし、本項に定
める期間内に不服申し立てをすることができない正当な理由が
認められる場合には、その理由が消滅した日の翌日から起算し
て30日以内に行うことができる。
2　学長は、前項の不服申し立てがあった時は、学生指導委員会
に対して申し立て内容の検討を命じ、学生指導員会が再調査の
必要があると認める時は、学長は再度、学生指導委員会に調査
及び審議を付託する。学生指導員会が再調査の必要がないと認
める時は、学長は速やかにその旨を文書により対象者に通知す
るものとする。
3　不服申し立てによる再調査及び審議、懲戒の裁定及び通知は、
第 6条から第11条に基づき行う。
　（懲戒に関する記録）
第13条　懲戒は学籍簿に記載する。ただし、教育的見地から、対
象者の成績及び修学状況に関する文書で対象者及び大学関係者
以外の者が閲覧する可能性のあるものについては、原則として
懲戒の内容を記載しないものとする。
　（懲戒と学籍異動）
第14条　対象者から懲戒の決定前に退学又は休学の願い出があっ
た場合、この願い出を受理しないものとする。
2　懲戒決定後は、学生生活に関する規則第16条に基づき、退学
の願い出を受理し退学を許可することができる。
3　停学決定後又は停学中の学生から停学期間を含む休学の願い
出があった場合には、この願い出を受理しないものとする。
4　休学中の学生が停学となった場合、停学開始日は原則として
休学期間終了後とする。
5　停学中及び謹慎中の履修登録等の手続は、本学が定めた履修
登録期間中に行うことができる。
　（停学中の学費）

第15条　対象者に修業年限に算入しない停学期間があるときは、
当該学期の学費は、学則第41条に定める在籍料と同額とする。
　（学生団体の処分）
第16条　学長は、対象者と学生生活に関する規則第23条に規定す
る学生団体（以下、「クラブ等」という。）との間に懲戒事案と
の関わりが認められた場合、又は学生生活に関する規則第30条
に規定された行為をクラブ等が行った場合、当該クラブ等に対
して譴責、懲戒事案に係る行為の禁止、活動停止、解散の処分
を行うことができる。
2　前項のクラブ等への処分は、学長が学生指導委員会に調査、
審議を付託し、その結果を踏まえて学長が裁定する。
　（守秘義務）
第17条　学生の懲戒に関与する全ての者は、プライバシーや名誉
その他の人権を尊重するとともに、職務上知り得た秘密を他に
漏らしてはならない。その職務を離れた後も同様とする。
　（事務所管）
第18条　この規程に関する事務の所管は、学生支援センター学生
担当とする。
　（規程の改廃）
第19条　この規程の改廃は、学生指導委員会の議を経て学長が行う。

　　　附　則
　この規程は、令和 4年 7月 1日から施行する。

　　　附　則
　この規程は、令和 6年11月 5 日から施行する。

奈 良 大 学 奨 学 金 規 則

　（目的）
第 1 条　学業人物とも良好であるが、経済的理由による修学困難
な者に対して奨学のための金額を貸与し、大学教育を受ける機
会を与えることを目的とする。
　（貸与範囲）
第 2 条　貸与する金額、人員については、毎会計年度当初に定める。
 2 　貸与期限は 1年とする。ただし継続申請することができる。
　（委員会）
第 3 条　奨学生の選考並びに奨学金に関する諸事情は、学生指導
委員会（以下「委員会」という。）で行う。
　（資格）
第 4 条　奨学金の貸与を申請できる者は次の各号のいずれかに該
当する者に限る。ただし、在留資格変更許可申請中の者は、申
請できない。
（1）日本国籍を有する者
（2）出入国管理及び難民認定法の永住者、日本人の配偶者等又
は永住者の配偶者等の在留資格をもって本邦に在留する者

（3）出入国管理及び難民認定法の定住者の在留資格をもって本
邦に在留する者で永住者若しくは永住者の配偶者等に準ずる
と学生支援センター長が認めた者

　（連帯保証人及び保証人の選任）
第 5 条　連帯保証人及び保証人の選任条件については、奈良大学
奨学金細則により定める。
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　（申請）
第 6 条　奨学金の貸与を受けようとする者は、次の各号の書類を
提出しなければならない。
（1）奨学金申請書（本学所定用紙）
（2）個人調査書（本学所定用紙）
（3）第 4条第 2号又は第 3号に該当する者は、在留カード（写）
（4）第 4条第 2号又は第 3号に該当する者が連帯保証人又は保証
人を日本国籍以外の者より選任する場合は、対象者の在留カー
ド若しくは在留資格を表記した書類（写）

 2 　前項の他必要に応じ添付書類を求めることがある。
　（誓約書及び借用証書）
第 7 条　この規則により奨学生に採用された者は、次の各号の書
類を提出しなければならない。
（1）誓約書及び奨学金借用証書（本学所定用紙）
（2）連帯保証人及び保証人の印鑑登録証明書
　（奨学金貸与の停止）
第 8 条　奨学生として不適当と認められる事態が生じた場合は、
委員会の議に基づいて奨学金の貸与を打ち切ることがある。

（返済）
第 9 条　奨学金の返済方法については、奈良大学奨学金細則によ
り定める。

（規則の改廃）
第10条　この規則の改廃は学生指導委員会の議を経て行うものと
する。
　　　附　則
　この規則は、昭和52年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、昭和57年 7 月 8 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、昭和60年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成15年 5 月29日から施行し、平成15年 4 月 1 日
から適用する。
　　　附　則
　この規則は、平成24年 9 月27日から施行し、平成25年 4 月 1 日
から適用する。
　　　附　則
 1 　この規則は、平成31年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成30年度以前の在学者については、従前の例による。

奈 良 大 学 奨 学 金 細 則

　（返済）
第 1 条　奈良大学奨学金規則第 9条により、次の各号のとおり定め
る。
　（1）返済年数は、10年以内とし、分割による返済は均等額年賦
とする。ただし、外国籍の者で在留資格が、日本人の配偶者等有・
永住者の配偶者等有・定住者の者は返済年数を、在留期間内と
する

　（2）分割による返済期日については、第 1回の返済日が卒業又は
退学した翌年度 9月30日とし、第 2回目以降は毎年 9月30日と
する

　（3）返済方法は、本人が返済期日までに本学指定の銀行へ振込
むものとする

　（4）返済通知については、大学が返済期日前に本人に通知するが、
期日までに返済がない場合又は住所変更等の届出がない場合
は、連帯保証人及び保証人（以下「保証人等」）に対して督促
する

　（5）返済を怠っている者に対し、延滞期間 6か月を超える毎に 6
か月について一定の延滞金を徴収することがある

　（6）本人の死亡又は心身障害により返済が不能と認められると
きは、保証人等の願出により審査の結果、本人事由発生後の
返済金について免除することがある

　（7）本人及び保証人等の住所変更や改名又は保証人等の変更等
を要する場合、あるいは本人の定めた返済方法を変更したい
ときは、直ちに届け出て認定を受けるものとする

　（連帯保証人及び保証人の選任）
第 2 条　奈良大学奨学金規則第 5条により、連帯保証人及び保証人
は次の各号のいずれかに該当する者から選任する。ただし、在
留資格変更許可申請中の者は、選任できない。
　（1）日本国籍を有する者
　（2）出入国管理及び難民認定法の永住者、日本人の配偶者等又
は永住者の配偶者等の在留資格をもって本邦に在留する者

　（3）出入国管理及び難民認定法の定住者の在留資格をもって本
邦に在留する者で永住者若しくは永住者の配偶者等に準ずる
と学生支援センター長が認めた者

 2 　連帯保証人は前項に規定する者のうち、貸与を受けようとす 
る者が未成年者の場合は、その保護者（父母・未成年後見人）
とする。成年者の場合は原則として父母とし、父母がいない場
合は未成年者を除く 4親等以内の親族とする。ただし、配偶者は
連帯保証人には選任できない。

 3 　保証人は第 1項に規定する者のうち、連帯保証人以外で貸与を
受けようとする者と別の生計を営む者であって、貸与を受けよ
うとする者の 4親等以内の親族とする。ただし、父母及び配偶者
は保証人には選任できない。
　（その他）
第 3 条　この細則の適用にあたり疑義が生じた場合、学生支援セ
ンター長が決定する。
　（細則の改廃）
第 4 条　この細則の改廃は学生指導委員会の議を経て決定する。
　　　附　則
　この細則は、昭和52年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この細則は、昭和57年10月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この細則は、昭和60年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この細則は、平成 6年 1月13日から施行する。
　　　附　則
　この細則は、平成15年 5 月29日から施行し、平成15年 4 月 1 日
から適用する。
　　　附　則
　この細則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この細則は、平成24年 9 月27日から施行し、平成25年度入学 1
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年次生から適用する。
　　　附　則
 1 　この細則は、平成31年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成30年度以前の在学者については、従前の例による。

奈良大学緊急支援貸与金規程

　（目的）
第 1 条　この規程は、奈良大学（大学院を含む。）に在籍する学
生で、修学を熱望するにもかかわらず経済的理由により緊急に
学費の支弁が困難になった者に対し、奈良大学緊急支援貸与金
（以下「緊急支援貸与金」という。）の貸付を行い、学業継続を
援助し、社会有為な人材の育成及び輩出に資することを目的と
する。
　（貸付額）
第 2 条　緊急支援貸与金額は、奈良大学奨学金の自宅外金額の 1年
分を最高貸与額とし、単年度採用とする。ただし継続申請する
ことができる。

 2 　緊急支援貸与金は、無利子とする。
 3 　貸付は財源の範囲内で行うものとする。
　（資格）
第 3 条　奨学金の貸与を申請できる者は次の各号のいずれかに該
当する者に限る。ただし、在留資格変更許可申請中の者は、申
請できない。
（1）日本国籍を有する者
（2）出入国管理及び難民認定法の永住者、日本人の配偶者等又
は永住者の配偶者等の在留資格をもって本邦に在留する者

（3）出入国管理及び難民認定法の定住者の在留資格をもって本
邦に在留する者で永住者若しくは永住者の配偶者等に準ずる
と学生支援センター長が認めた者

　（連帯保証人及び保証人の選任）
第 4 条　連帯保証人及び保証人の選任条件については、奈良大学
奨学金細則により定める。
　（申込手続）
第 5 条　緊急支援貸与金の貸与を希望する者は、次の各号の書類
を提出しなければならない。
（1）奈良大学緊急支援貸与金申請書（本学所定用紙）
（2）個人調査書（本学所定用紙）
（3）第 3条第 2号又は第 3号に該当する者は、在留カード（写）
（4）第 3条第 2号又は第 3号に該当する者が連帯保証人又は保証
人を日本国籍以外の者より選任する場合は、対象者の在留カー
ド（写）

 2 　前項の他必要に応じ添付書類を求めることがある。
　（審査及び決定）
第 6 条　緊急支援貸与金の貸与の可否は、学生支援センター（学
生担当）において書類審査及び面接をしたうえで、学生支援セ
ンター長が決定する。
　（誓約書及び借用証書）
第 7 条　緊急支援貸与金の支給が決定した者は、次の各号の書類
を提出しなければならない。
（1）誓約書及び奨学金借用証書（本学所定用紙）
（2）連帯保証人及び保証人の印鑑登録証明書

　（返済方法）
第 8 条　緊急支援貸与金の返済方法については、奈良大学奨学金
細則に準じて行うものとする。
　（その他）
第 9 条　この規程の適用にあたり疑義を生じた場合は、そのつど
学生支援センター長が決定する。
　（規程の改廃）
第10条　この規程の改廃は、学生指導委員会の議を経なければな
らない。
　　　附　則
　この規程は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
 1 　この規程は、平成31年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成30年度以前の在学者については、従前の例による。

奈良大学短期貸付金規程

　（目的）
第 1 条　この規程は、奈良大学（大学院を含む。）に在籍する学生
で、家庭からの仕送りの遅延・急病等により一時的又は緊急に生
活費の支弁が困難になった者に、短期貸付金（以下「貸付金」と
いう。）を貸与して学業継続を援助することを目的とする。
　（貸付額）
第 2 条　貸付金は、1人 1 回につき1,000円単位とし、5,000円以上
30,000円以内とする。ただし、貸付金の全額が返済されるまで同
一人に新たな貸付を行わない。

 2 　貸付金は、無利子とする。
 3 　貸付は財源の範囲内で行うものとする。
　（資格）
第 3 条　貸付金の貸与を申請できる者は次の各号のいずれかに該
当する者に限る。ただし、在留資格変更許可申請中の者は、申
請できない。
　（1）日本国籍を有する者
　（2）出入国管理及び難民認定法の永住者、日本人の配偶者等又
は永住者の配偶者等の在留資格をもって本邦に在留する者

　（3）出入国管理及び難民認定法の定住者の在留資格をもって本
邦に在留する者で永住者若しくは永住者の配偶者等に準ずる
と学生支援センター長が認めた者

　（申込手続）
第 4 条　貸付金の貸与を希望する者は、所定の借用願によって学生
支援センター（学生担当）に申込むものとする。なお、第3条第2
号又は第 3号に該当する者は、在留カード（写）を提出する。
　（審査及び決定）
第 5 条　貸付金貸与の可否は、学生支援センター（学生担当）に
おいて書類審査及び面接をしたうえで、学生支援センター長が
決定する。
　（借用証書）
第 6 条　貸付の決定を受けた者は、所定の借用証書を学生支援セ
ンター（学生担当）に提出しなければならない。

 2 　借用証書の記載事項に変更が生じたときは、直ちに学生支援
センター（学生担当）に届出しなければならない。
　（返済方法）
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第 7 条　貸付金の返済は、貸付を受けた翌日から 3か月以内に一括
又は分割で行うものとする。

 2 　卒業年次にある者は、2月末日までに全額を返済しなければな
らない。

 3 　貸付金の貸与を受けている者が、退学、除籍又は休学になっ
たときは、直ちに全額を返済しなければならない。

 4 　第 3条に該当する者で、3か月未満に在留期間が終了する場合
は、在留期間内に全額を返済しなければならない。
　（返済猶予）
第 8 条　貸付を受けた者が、災害、疾病、その他やむを得ない事
由で返済が困難となったときは、願出によって返済を猶予する
ことがある。ただし、猶予の期間は 3か月以内とする。
　（その他）
第 9 条　この規程に定めるもののほか、手続きに関する必要な事
項は、学生支援センター長が別に定める。
　（規程の改廃）
第10条　この規程の改廃は、学生指導委員会の議を経なければな
らない。
　　　附　則
　この規程は、平成14年 4 月25日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成22年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成31年 4 月 1 日から施行する。

学 生 傷 害 見 舞 金 規 則

　（目的）
第 1 条　この規則は、奈良大学（大学院を含む。）に在籍する学生
が、教育研究活動及び課外活動等に係る事故によって傷害を受け
たときは、死亡、後遺障害及び医療の区分により学生傷害見舞金
（以下「見舞金」という。）を支給することについて定めるものである。
　（適用範囲）
第 2 条　見舞金の適用範囲は、学生教育研究災害傷害保険（以下
「学研災保険」という。）普通保険約款を基準とする。
　（見舞金の支給方法）
第 3 条　見舞金の支給については、学長名で行う。
　（見舞金額）
第 4 条　見舞金額は、次の基準により学生指導委員会が判定し、
支給するものとする。
　（1）事故の日より180日以内に、その傷害がもとで死亡したとき
及び身体に著しい後遺障害が生じたときは、事務局長を加え
て見舞金額を判定する。

　（2）治療費に係る見舞金は、学研災保険の対象にならない治療
日数に限り、治療費の半額とし、20,000円を限度とする。

 2 　見舞金を受けようとする者は、公的機関発行の傷害程度が証
明できる関係書類を提出しなければならない。
　（その他）
第 5 条　この規則の定めるもののほか、手続きに関する必要な事
項は、学生支援センター長が別に定める。
　（規則の改廃）
第 6 条　この規則の改廃は、学生指導委員会の議を経なければな

らない。
　　　附　則
　この規則は、昭和52年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成20年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。

学生に対する災害見舞金支給内規

　（趣旨）
第 1 条　奈良大学に在籍する学生が風水害、地震、火災等非常災
害により、居住する住居又は家財に損害を受けた場合、この内
規に基づき災害見舞金を支給する。
　（支給方法）
第 2 条　この内規により支給する災害見舞金については学長名で
行う。
　（支給額）
第 3 条　災害見舞金は次の基準により支給する。
　（1）家屋が全焼、全壊又は流失したとき。

金　100 , 0 0 0円
　（2）家屋の一部が焼失、崩壊又は床上浸水したとき。

金　50 , 0 0 0円
　（3）その他家屋・家財に損害を受けて見舞金を贈ることが適当
と認められるとき。 金　20 , 0 0 0円

 2 　災害見舞金について、同一世帯で 2人以上在籍している場合は、
高年次生 1人のみとする。

 3 　災害見舞金の支給を受けようとする者は、被害程度の証明が
できる公的機関の発行する罹災証明を提出しなければならない。
　　　附　則
　この内規は、平成16年 9 月 8 日から施行し、平成16年 7 月30日
から適用する。

奈良大学学費減免取扱規則

　（目的）
第 1 条　この取扱規則は、本学在学中に学費負担者の死亡等の事
由により、学費の納付が著しく困難になった者に対して学費を
減免し、学業の継続を援助することを目的とする。
　（減免対象事由）
第 2 条　本学の学生で次の事由に該当し、学費の納付が著しく困
難になった者とする。
　（1）学費負担者が死亡した場合。
　（2）学費負担者が火災、風水害等の災害を受けた場合。
　（減免対象者）
第 3 条　減免対象者は 3、4年次生で成績優秀、かつ卒業可能な者
とする。
　（学費の定義）
第 4 条　この取扱規則にいう学費とは、授業料及び施設設備費を
いう。
　（減免の額）
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第 5 条　減免の額は、原則として各期の学費について、高等教育の
修学支援新制度の対象とならない部分の全額又は半額とする。
　（減免対象学費）
第 6 条　減免の対象となる学費は、当該事由の発生した日の属す
る期の翌期の学費とする。ただし、当該事由発生の時期が当該
期の学費の納期以前であり、かつ当該学生が当該期分の学費納
付していない場合においては、当該期分の学費とする。
　（申請手続及び審査）
第 7 条　学費の減免を受けようとする者は、次の書類を提出しな
ければならない。
　（1）学費減免申請書（本学所定様式）
　（2）市町村長発行の所得証明書又は所得税の確定申告書
　（3）死亡を証明する書類、又は火災、風水害等の被害程度を認
定し得る証明書

　（4）その他必要とする証明書
 2 　学費減免の審査は、学生指導委員会が行う。
　（減免の取り消し）
第 8 条　学費減免を受けている者が、次の各号に該当する場合
は、委員会の議を経て学費の減免を取り消す。
　（1）学費減免を必要としなくなった場合
　（2）学費減免申請について虚偽の事実が判明した場合
　（3）学則第43条による懲戒処分を受けた場合
　（4）退学、除籍により学籍を失った場合
 2 　前項により学費減免を取り消された者は速やかに学費を納付
しなければならない。
　　　附　則
　この規則は平成 4年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は令和 2年 4月 1日から施行する。

学費等納付金返還規則

　（目的）
第 1 条　この規則は、奈良大学学則第39条に基づく納付金の返還に
関して、必要な事項を定める。
　（納付金の定義）
第 2 条　この規則にいう納付金とは、入学検定料、入学金、入学
申込金及び学費とする。
　（入学検定料の返還）
第 3 条　本学に入学を志願する者のうち、次の各号のいずれかの
事由に該当し、書面により選抜試験日前日までに返還を願い出
た者に対して、既納の入学検定料を返還することができる。
　（1）入学検定料を重複納付した場合
　（2）入学検定料を超過納付した場合（超過納付分のみ返還）
　（3）出願資格を満たさなかった場合
　（4）その他、特に学長が認めた場合
　（入学金又は入学申込金の返還）
第 4 条　本学に入学を希望する合格者のうち、次の各号のいずれ
かの事由に該当し、書面により 3月31日までに返還を願い出た
者に対して、既納の入学金又は入学申込金を返還することがで
きる。
　（1）入学金又は入学申込金を重複納付した場合

　（2）入学金又は入学申込金をを超過納付した場合（超過納付分
のみ返還）

　（3）その他、特に学長が認めた場合
　（学費の返還）
第 5 条　入学手続完了者のうち、次の各号のいずれかの事由に該
当し、書面により返還を願い出た者に対して、既納の学費を返
還することができる。
　（1） 3月31日までに入学辞退の申し出のあった場合
　（2）その他、特に学長が認めた場合
 2 　在学生のうち、次の各号のいずれかの事由に該当し、書面に
より返還を願い出た者に対して、既納の学費を返還することが
できる。
　（1）学期の中途から休学する場合で、前期については 5月31日、
後期については11月30日までに願い出た休学者（在籍料を除
き、既納の学費を返還）

　（2）学則第34条により退学する場合で、前期については 5月31日、
後期については11月30日までの退学者

　（3）学費を重複納付した場合で、前期については 8月31日、後
期については 2月28日までに返還を願い出た者

　（4）学費を超過納付した場合で、前期については 8月31日、後
期については 2月28日までに返還を願い出た者（超過納付分
のみ返還）

　（5）その他、特に学長が認めた場合
　（納付金返還手数料）
第 6 条　返還に関わる振込手数料等は、返還事由により返還を受
けるものが実費相当額を負担する。
　（規則の改廃）
第 7 条　この規則の改廃は、学長裁定によるものとする。
　　　附　則
　この規則は令和 4年 4月 1日から施行する。

奈良大学図書館利用規則

　（目的）
第 1 条　この規則は、奈良大学図書館規則第 5条に基づき、奈良大
学（以下「本学」という。）における図書及びその他図書館資料（以
下「図書」という。）の利用に関する必要な事項を定める。
　（利用者の範囲）
第 2 条　奈良大学図書館（以下「図書館」という。）を利用できる
者は、次の各号の者とする。
　（1）学校法人奈良大学（以下「本法人」という。）の職員
　（2）本学の名誉教授
　（3）本学の学生
　（4）図書館長（以下「館長」という。）が許可した者
　（開館時間）
第 3 条　図書館の開館時間は次のとおりとする。
　（1）平　日　午前 9時から午後 7時まで
　（2）土曜日　午前 9時から午後 5時まで
 2 　館長が必要と認めたときは、開館時間を短縮又は延長するこ
とができる。
　（休館日）
第 4 条　休館日は次のとおりとする。
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　（1）日曜日
　（2）国民の祝日に関する法律に定める休日
　（3）創立記念日（ 4月28日）
　（4）年末年始（12月29日から翌年 1月 5日まで）
　（5）書庫整理日
 2 　館長が必要と認めたときは、臨時に休館又は休館日に開館す
ることができる。
　（館内閲覧）
第 5 条　利用者は、開架書庫に配架されている図書を、閲覧席で
自由に閲覧できる。なお、閲覧の終わった図書は各自所定の場
所に返却するものとする。

 2 　閉架書庫への入庫、閲覧は、館長の許可を受けなければなら
ない。
　（貸出手続）
第 6 条　図書を貸出するときは、職員証、学生証又はＬＩＢＲＡＲＹ
ｃａｒｄを提示しなければならない。

 2 　通信教育部学生については、所定の手続きを経て、送本によ
る貸出ができる。ただし、利用者が送料を負担するものとする。
　（貸出冊数及び期間）
第 7 条　貸出図書の冊数及び期間は、次のとおりとする。
　（1）本法人の職員　　　　　　制限なし　 8週間
　（2）本学の名誉教授　　　　　制限なし　 8週間
　（3）本学の大学院学生　　　　20冊　　　 4週間
　（4）本学の学部学生　　　　　10冊　　　 2週間
　（5）本学の通信教育部学生　　10冊　　　 3週間
　（6）館長が許可した者　　　　 3冊　　　 2週間
 2 　製本雑誌の貸出は 3冊、3日間とし、その冊数は前項各号の冊
数内に含む。なお、送本による貸出は行わないものとする。

 3 　館長が必要と認めたときは、第 1項及び第 2項で定めた冊数及
び期間を臨時に変更することができる。
　（貸出禁止図書）
第 8 条　貸出禁止の図書は次のとおりとする。
　（1）各種事典、辞書その他の参考図書
　（2）新聞、未製本雑誌
　（3）貴重図書
　（4）その他館内利用の標示のあるもの
　（研究室貸出）
第 9 条　本学の教育職員は、研究上特に必要と認めた図書を、長
期貸出の手続きを経て、研究室に備え付けることができる。

 2 　前項の図書の長期貸出の期間は 6か月とする。
 3 　長期に本学を離れる場合は、長期貸出図書を返却するものと
する。
　（転貸の禁止）
第10条　利用者は、貸出図書は転貸してはならない。
　（貸出図書の返却）
第11条　利用者は、貸出図書を期限日までに自ら返却しなければ
ならない。

 2 　通信教育部学生については、送本による返却ができる。ただし、
図書館への返送は、返却期限日必着とし、送料は利用者が負担
するものとする。
　（貸出図書の即時返却）
第12条　第 7条の規定にかかわらず、次に掲げる場合は貸出図書を
直ちに返却しなければならない。

　（1）本法人の身分又は本学の名誉教授の資格を喪失したとき。
　（2）学籍を離れたとき。
　（3）館長が必要と認めたとき。
　（複写）
第13条　利用者は、著作権関係法令の範囲内で資料の複写サービ
スを受けることができる。

 2 　前項の複写を希望する者は、所定の手続きを行わなければな
らない。
　（著作権法上の責任）
第14条　当該資料の複写に関して生じる著作権法上の問題につい
ては、依頼者が一切その責任を負うものとする。
　（複写料金）
第15条　複写を希望する者は、所定の複写料金を納付しなければ
ならない。
　（相互利用）
第16条　本法人の職員、本学の名誉教授及び学生は、所定の手続
きを経て、他大学図書館等との協力による相互利用サービスを
受けることができる。
　（相互利用の費用）
第17条　相互利用サービスに要する費用は、利用者が負担するも
のとする。
　（弁償）
第18条　図書を紛失、汚損又は破損した者には、弁償させること
ができる。
　（公開）
第19条　図書館は、本学の教育及び学術研究に支障がない限り社
会人等に公開する。

 2 　公開に関する必要な事項は、別に定める。
　（その他）
第20条　この規則に定めるもののほか、利用に関する必要な事項
は館長が定める。
　（規則の改廃）
第21条　この規則の改廃は、図書館委員会の承認を得なければな
らない。
　　　附　則
　この規則は、平成16年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成17年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成19年11月 5 日から施行する。

奈良大学博物館利用規則

　（目的）
第 1 条　この規則は、奈良大学博物館規則第 5条に基づき、奈良
大学（以下「本学」という。）が所蔵する学術資料の利用に関す
る必要な事項を定める。
　（公開）
第 2 条　学術資料は、大学の教育、研究及び一般の利用に供する
ものとする。
　（開館時間）
第 3 条　奈良大学博物館（以下「博物館」という。）の開館時間は
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次のとおりとする。
　（1）平　日　午前 9時から午後 4時30分まで
　（2）土曜日　午前 9時から午前12時まで
 2 　博物館長（以下「館長」という。）が必要と認めたときは、開
館時間を短縮し又は延長することができる。
　（休館日）
第 4 条　休館日は次のとおりとする。
　（1）日曜日
　（2）国民の祝日に関する法律に定める休日
　（3）創立記念日（ 4月28日）
　（4）年末年始（12月29日から翌年 1月 5日まで）
 2 　館長が必要と認めたときは、臨時に休館し又は休館日に開館
することができる。
　（入館者の遵守事項）
第 5 条　入館者は、博物館内において次の各号に掲げる事項を守
らなければならない。
　（1）特別に許可されたもの以外の展示品、設備等に触れないこと。
　（2）許可を受けないで撮影、模写、模造等を行わないこと。
　（3）他の入館者に対して迷惑となる行為をしないこと。
　（4）その他館長の指示すること。
　（入館の制限）
第 6 条　館長は次の各号のいずれかに該当すると認められるとき
は、博物館への入館を禁止し、又は退館させることができる。
　（1）入館者が前条の規定を守らないとき。
　（2）その他博物館の管理運営上支障があると認めるとき。
　（貸出し等の許可）
第 7 条　館長は、学術資料等の貸出し及び閲覧を許可することが
できる。

 2 　貸出しの手続等必要な事項については別に定める。
　（撮影等の許可）
第 8 条　館長は学術資料等に係る撮影、模写、模造及び掲載を許
可することができる。

 2 　撮影の手続等必要な事項については別に定める。
　（許可の制限）
第 9 条　館長は、次の各号いずれかに該当するときは、貸出し、
閲覧、撮影等を許可しないものとする。
　（1）貸出し等をすることにより、学術資料等の保存に悪影響を
及ぼすおそれがあると認められるとき。

　（2）貸出しの許可を受けた者が虚偽の申請により許可を受けた
とき、又は許可条件若しくは館長の指示に従わないとき。

　（3）前 2号に掲げるもののほか、館長が貸出し等をすることが不
適当と認めるとき。

　（損害賠償）
第10条　入館者又は学術資料等の貸出し、閲覧、撮影等の許可を
受けた者が、施設、設備、学術資料等を損傷し、又は滅失した
ときは、博物館委員会（以下「委員会」という。）が相当と認め
る額を賠償しなければならない。
　（寄贈及び寄託）
第11条　博物館は、学術資料の寄贈又は寄託を受けることができる。
 2 　寄贈又は寄託の手続等必要な事項については別に定める。
　（その他）
第12条　この規則に定めるもののほか、利用に関する必要な事項
は館長が定める。

　（規則の改廃）
第13条　この規則の改廃は、委員会の承認を得なければならない。
　　　附　則
　この規則は平成19年 4 月 1 日から施行する。

学内施設、備品の学生による損傷取扱内規

　（趣旨）
第 1 条　本内規は原則事項を定める。
　（届出）
第 2 条　当該学生は学生支援センター（学生担当）に備えつけの
様式書により速やかに届け出ねばならない。
　（故意による弁償）
第 3 条　故意に破損した者は全額弁償することを本則とする。
　（過失による弁償）
第 4 条　過失による破損の場合でも事情によってはその額の半分
以上弁償の責を負わねばならない。
　（球技等の場合）
第 5 条　学生ラウンジ、廊下等で球技等による場合は故意とみな
すことがある。
　（届出時間）
第 6 条　破損後48時間を超えて届け出ないときは故意とみなす。
　（見積）
第 7 条　損害額は学校取引業者の見積による。
　（判定）
第 8 条　弁償額については、該当学生と話合いのうえ学生支援セ
ンター（学生担当課長）で判定する。
　（支払方法）
第 9 条　弁償額は、見積書到着後 2週間以内に総務課に支払わねば
ならない。
　（不可抗力）
第10条　不可抗力と思われるものについても第 2条同様届け出なけ
ればならない。
　　　附　則
　この内規は、昭和48年10月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、平成22年 4 月 1 日から施行する。

学 費 延 分 納 内 規

　（趣旨）
第 1 条　奈良大学学則第40条による学費の延納及び分納について
は、この内規による。
　（延分納）
第 2 条　次の各号に該当するときは、学費の延分納を行うことが
できる。
　（1）経済的理由によって納付期限までに学費の納付が困難であ
り、かつ学業優秀と認められる場合

　（2）風水害の災害を受け、学費の納入困難と認められる場合
　（3）その他やむを得ない事情があると認められる場合
　（延分納の手続）
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第 3 条　前条各項により、学費の延分納の許可を受けようとする
者は、所定の願書に必要書類を添え、学長に願い出なければな
らない。
　（延分納の期間）
第 4 条　前条の延分納の期間は前期については 8月31日まで、後期
については 2月28日までとし、分納の場合は、各期それぞれ 3回
以内とする。
　　　附　則
　この内規は、昭和45年 6 月 4 日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、昭和53年12月 6 日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、平成14年10月 1 日から施行する。

奈良大学周辺の不法・迷惑駐車に
対する学生の処分手続き

学生生活に関する規則第19条に基づき自動車通学違反者を下記の
とおり処分する。

記
処分内容
　〇違反者は、学生支援センター（学生担当）課長による本人へ
の厳重注意、並びに本人、保護者の始末書を提出させ指導を
行う。

　〇上記の指導にしたがわない場合、あるいは、繰り返し不法、
迷惑駐車をした場合、学則第43条により懲戒処分を行う。

　※学則第43条による懲戒処分とは、譴責、停学、退学をいう。
　　譴責…学生の規則違反等であるが停学、退学までに至らず、

その違反に対して注意を促し、反省させる。
　　停学…諸規則に背き、学生の本分にもとる行為者に対して、

学生の登校を一定期間さしとめる。
　　退学…諸規則に背き、学生の本分にもとる行為者に対して、

学生としての身分をはく奪し、大学をやめさせる。
　　（一）譴責、停学、退学何れも学籍簿に記載され、永久に記録

される。
　　（二）試験期間中の懲戒処分の時は、試験を受けられないこと

もある。
　　（三）就職に際しては、不利益をこうむることがある。
　　　附　則
　平成 4年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　平成22年 4 月 1 日から施行する。

学校法人奈良大学ネットワーク
利用に関する規則

（平成10年 4 月 1 日制定）
　（趣旨）
第 1 条　この規則は、本法人ネットワーク参加規程に基づき、学校法
人奈良大学統合情報処理システム・ネットワーク（以下「ＮＵＩＣＥ」
という。）の利用に関する必要な事項を定めるものとする。

　（利用申請及び資格）
第 2 条　ＮＵＩＣＥの利用を希望する者は、所定の申請書をネットワー
ク委員長（以下「委員長」という。）に提出し、利用アカウント
を取得しなければならない。

 2 　利用アカウントの発行において、学校法人奈良大学（以下「本
法人」という。）の設置する各学校の学生及び生徒からの申請は
以下の確認を行い、有効期限を設定し、承認するものとする。
ただし、本法人の設置する各学校の学生及び生徒の利用は、本
法人の教員指導のもとで利用を許可する。
　（1）コンピュータに関する基礎知識及び技術を有していること。
　（2）ＵＮＩＸに関する基礎知識及び技術を有していること。
　（3）情報倫理を修得していること。
　（4）その他、ネットワーク委員会（以下「委員会」という。）が
定めた事項

 3 　その他、委員会が認めたもの。
　（利用の停止）
第 3 条　委員長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、利用
者アカウントの利用を停止し、当該所属長を通じて関係機関の
責任者にも報告するものとする。
　（1）ＮＵＩＣＥに関する諸規程及び諸規則に違反したとき。
　（2）委員長が利用内容を不適切と認めたとき。
　（アカウントの適正管理）
第 4 条　ＮＵＩＣＥの利用者は、自己の利用アカウント並びにパス
ワードを適正に管理する義務を負う。

 2 　利用者が許可証の再発行、利用者アカウント、パスワードの
再設定を必要とする時は、所定の書類を提出すると共に、職員
証又は学生証を提示しなければならない。この場合、確認作業
のため、即時処理はできない。

 3 　再発行、再設定に必要な経費は利用者が負担する。また、これ
により発生した損害については、本法人は一切責任を負わない。
　（利用者の責任）
第 5 条　ＮＵＩＣＥを利用した情報の受発信は、ＮＵＩＣＥ利用者の責任
において適正に行わなければならない。
　（禁止事項）
第 6 条　ＮＵＩＣＥを利用する者は、次の事項を厳守しなければならない。
　（1）人権を尊重し、人権を侵害する差別情報の受発信をしない。
　（2）教育研究活動等を目的とした学術情報ネットワークの主旨
に反する行為及び利用をしない。

　（情報倫理規程の遵守）
第 7 条　ＮＵＩＣＥ利用者は、別に定める本法人情報倫理規程にも従
わなければならない。
　（報告）
第 8 条　ネットワーク利用者は、次の各号に該当する場合、直ち
に文書にて委員長に報告しなければならない。
　（1）本規則に違反したネットワーク利用を認めた場合
　（2）不適切な利用を指摘された場合
　（情報の削除）
第 9 条　ＮＵＩＣＥ利用者がネットワーク化された本法人のコンピュー
タ内に蓄積した情報等が以下の事項に該当する時は、事前に通知
することなく、当該情報等を委員長は削除することができる。
　（1）第 6条及び第 7条の各号の禁止行為を行った場合
　（2）ＮＵＩＣＥの保守管理上必要である場合
　（3）利用資格の有効期限を過ぎたすべてのファイル
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　（4）蓄積された情報等の容量が当該機器の記録容量の80％を超
過した場合

 2 　前項の規定に関わらず、委員長は情報の削除義務を負うもの
ではない。

 3 　本条の規定に従い、情報を削除した場合に掛かった経費は利
用者が負担する。また、情報削除により発生した損害については、
本法人は一切責任を負わない。
　（利用の優先順位）
第10条　ＮＵＩＣＥを事務処理に利用する場合は、教育、研究に支障
のない範囲で認める。
　（補則）
第11条　この規則に定めるもののほか、ＮＵＩＣＥの利用に関する必
要事項は委員長が定める。
　（規則の改廃）
第12条　この規則の改廃は、委員会の議を経なければならない。
　　　附　則
　この規則は、平成10年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成11年 2 月 3 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成13年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成15年 9 月20日から施行する。

学校法人奈良大学情報倫理規程
（平成11年 2 月 3 日制定）

　（趣旨）
第 1 条　本規程は、学校法人奈良大学統合情報処理システム・ネッ
トワーク（以下「ＮＵＩＣＥ」という。）の円滑な利用を促進し、学
校法人奈良大学（以下「本法人」という。）の教育・研究の充実
を図ることを目的として、ネットワーク利用における情報倫理の
基準を定め、利用者が良識的行動規範を持って臨むことを目的と
している。
　（ネットワーク利用上の遵守事項）
第 2 条　ネットワーク利用者は、本法人の建学精神にのっとり、
品位を保ち、社会の一員としての自覚に基づいて、ネットワー
クを利用しなければならない。

 2 　ＮＵＩＣＥを利用するためには、別に定める本法人のネットワー
ク利用に関する規則に基づき、利用資格の取得を申請し、所定
の情報倫理講習を受講した上、利用資格及び利用アカウントを
取得しなければならない。

 3 　ＮＵＩＣＥ利用に際しては、本法人のネットワーク管理者の指示
に従わなければならない。

 4 　ＮＵＩＣＥの利用は、停電、保守・点検、更新作業の実施など合理
的な理由があるときを除き本法人の定める時間内とし、通常のネット
ワーク・サービスを提供するものとする。ただし、教育研究のため公衆
回線を利用した学外からのアクセスについては原則として無制限とす
る。また、授業利用については関係施設利用規程の範囲内とする。

 5 　本学の情報機器又は個人が所有する情報機器をＮＵＩＣＥに接続
する場合、本法人のネットワーク加入に関する規則に従い、法
人側の指示を遵守しなければならない。

 6 　技術上のトラブル、利用上のトラブル、その他何らかのトラ

ブルを発見した利用者は、そのトラブルの発生原因が利用者に
あると否とを間わず、担当教員又は本法人のネットワーク管理
者に対し、直ちにその事実を申告しなければならない。

 7 　ＮＵＩＣＥ利用を終了するときは、当該利用者は、サーバー内の
すべての個人ファイルの削除、初期環境設定への復帰など原状
回復の義務を負うものとする。
　（ネチケット〈最低限守るべきルール〉の遵守）
第 3 条　ＮＵＩＣＥ利用者は、利用資格を取得した後はすべての利用
行為に関して全責任を負う。

 2 　虚偽又は二重の利用資格を申請してはならない。
 3 　他の利用者と利用資格を共有してはならない。ただし、必要
があってグループＩＤの申請をしようとするときは、別に定める
ところによる。

 4 　事前に同意なしに、他の利用者が保有するファイル及びデー
タを削除、複製、又は改変してはならない。

 5 　システムのリソース（計算時間、ディスク使用量、通信時間）
を大量に消費し続けることにより、他の利用者の利用を妨害し
てはならない。

 6 　設備又はサービスを営利目的に使用してはならない。
 7 　コンピュータ・システムを毀損し、混乱させ、性能を変更し、
故障の原因となるような行為をしてはならない。

 8 　第三者の著作物であるファイルやデータの引用・参照をすると
きは、著作権法の規定及び公正な慣行に従わなければならない。

 9 　発信された電子メールは、その発信者がすべての責任を負う。
10　電子メールを偽造し、又はその偽造を試みてはならない。
11　他の利用者の電子メールを許可なく読み、削除、複製、変造
又は公開してはならない。
12　いやがらせや公序良俗に反する内容の電子メール、脅迫的な
電子メール、不確かな情報を内容とする電子メールを発信して
はならない。
13　求められていないメール、営利を目的とするメッセージ等、
迷惑となる電子メールを発信してはならない。
14　ネットワーク等を悪用して社会通念に反する情報を流しては
ならない。
15　機密を要するメッセージを送信するときは、ディジタル署名
その他公に承認された電子認証を用い、テキストを暗号化して
送信するように努めなければならない。
16　リモートシステムへの権限外のアクセスを試みるために本法
人のシステムを利用してはならない。
17　本法人のシステムを使用して不正な利用をしてはならない。
18　システム及びユーザーのパスワードの解読を試みてはならない。
19　システム・ファイルを複製、削除、又は改変してはならない。
20　ネットワーク・システム、プログラム及びデータを破壊又は
改変してはならない。
21　第三者のソフトウェアなど著作権の対象となっているものを、
許可を得ずに複製してはならない。
22　正規の手続によらずにより高いレベルの利用資格を入手しよ
うと試みてはならない。
23　コンピュータ・ウィルス等、システムの混乱の原因となる有
害プログラム又はデータをネットワーク内に持ち込んではなら
ない。
24　機密であることが分かっているファイルにアクセスしてはな
らない。アクセス後に当該ファイルが機密であることが分かっ
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たときは、直ちにアクセスを中止しなければならない。
　（法律の遵守義務）
第 4 条　ネットワーク利用者は、次の各号を守らなければならない。
　（1）コンピュータで使用するファイルを不正に作成してはなら
ない。

　（2）コンピュータを破壊したり不正の指令を与えるなどしてコ
ンピュータによる業務を妨害してはならない。

　（3）コンピュータに不正の指令を与えるなどしてコンピュータ
を誤動作させ、 不正の利益を得てはならない。

　（4）コンピュータで使用するファイルを破壊してはならない。
　（5）他人の特許権を侵害してはならない。
　（6）特許がないのに特許とまぎらわしい表示をしてはならない。
　（7）他人の商標権を侵害してはならない。
　（8）登録商標でないのにこれと紛らわしい商標を使用してはな
らない。

　（9）他人の著作権、著作者人格権、出版権、著作隣接権を侵害
してはならない。

  （10）著作者でない者の実名又は周知の変名を著作者であるとし
て表示して著作物を頒布してはならない。

  （11）商業用レコードを複製し、その複製物を頒布してはならない。
  （12）他人の商品と誤認するような商品表示をしたり、国際機関
の商標と誤認させるような標章を使用して不正競争をしては
ならない。

  （13）総務省の許可を得ないで第１種電気通信事業を営んではな
らない。

  （14）みだりに電気通信事業者の設備を操作してネットワーク・
サービスの提供を妨害してはならない。

  （15）電気通信事業者が取扱中の通信の秘密を侵してはならない。
  （16）他人の名誉を毀損してはならない。
  （17）公然と他人を侮辱してはならない。
  （18）他人の生命、身体、自由、名誉又は財産に対して危害を加
える旨を告知して脅迫してはならない。

  （19）虚偽の風説を流布するなどして、他人の信用を毀損し、又
は他人の業務を妨害してはならない。

  （20）他人のものを盗んではならない。
  （21）他人を欺いて物を交付させたり、財産上の利益を得たりし
てはならない。

  （22）未成年者の知慮浅薄又は他人の心神耗弱を利用して物を交
付させたり、財産上の利益を得たりしてはならない。

  （23）他人を恐喝して物を交付させてはならない。
  （24）自分が占有する他人のものを横領してはならない。
  （25）賭博をしてはならない。
  （26）富くじを発売してはならない。
  （27）わいせつな文章、図画その他の物を頒布したり、公然と陳
列してはならない。

  （28）営利の目的で、淫行の常習のない女子を勧誘して姦淫させ
てはならない。

  （29）無限連鎖講（ネズミ講）を開設、若しくは運営、並びに無
限連鎖講に加入、若しくは加入することを勧誘、又はこれらを
助長する行為をしてはならない。

　（違反行為に対する処置）
第 5 条　本法人のネットワーク管理者は、本規程の違反行為をした
者（アカウントを盗まれた場合の盗まれた者を含む）に対し、利用

資格の利用の停止ないし、その他教育的処置をとることができる。
 2 　アカウントの取消中又は停止中の電子メールの消滅、不到達、
ファイル等の削除等が発生しても、本法人は、その責任を一切負
わない。
　（ネットワーク・トラブルの対応）
第 6 条　ＮＵＩＣＥ上で発生した各種トラブルに関しては、ネット
ワーク委員会内に対策委員会を設置する。その委員会の組織等に
ついては、別に定める
　（規程の改廃）
第 7 条　この規程の改廃は、ネットワーク委員会の議を経なければ
ならない。
　（用語の定義）
第 8 条　この規程において使用する用語は、次の通りとする。
　（1）「情報倫理」とは、ネットワーク・システム及びインターネッ
トを含む情報ネットワーク・システム利用上の行為基準であっ
て、その遵守が利用者の健全な社会規範意識によるもの並びに
法令及び本法人規則によってその遵守が義務付けられているも
のを意味する。

　（2）「システム利用上の遵守事項」とは、別に定める本法人のネッ
トワーク利用に関する規則の各事項を意味する。

　（3）「ネチケット」とは、一般にネットワーク上で各個人が最低
限守るべきルールとして理解されているものを意味する。

　（4）「法律上の義務」とは、日本国の法律、規則、法令又は条例によっ
て規定された義務並びに本規程の適用対象者に対して適用のあ
る契約上の義務（約款による場合を含む。）並びに慣習法上の
すべての義務を意味する。

　（5）「罰則」は、本学学則に基づく退学処分、停学処分、注意処
分その他の処分、本法人就業規則に基づく懲戒処分、本規程に
定める措置を含む。

　（6）「措置」とは、措置及び仮の措置を意味する。
　（7）「違反行為」とは、情報倫理に反する行為を意味する。
　（8）「アクセス時間」とは、利用者がネットワーク・システムを
利用することのできる時間を意味する。

　（9）「ネットワーク・サービス」とは、プログラムの使用、デー
タの入力、挿入、削除、出力、その他の使用、電子メール・シ
ステムの使用、ハードディスクの使用、通信設備の使用、 プリ
ンター等の出力を含め、ネットワーク・システムに含まれる資
源の全て、あるいは、利用者の段階に応じた一部の提供を意味
する。

　　　附　則
　この規程は、平成11年 2 月 3 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成15年 9 月20日から施行する。

奈良大学学部生留学規程

　（趣旨）
第 1 条　この規程は、奈良大学学則（以下「学則」という。）第33
条の 2の規定により本学学部生の留学について必要な事項を定め
る。
　（留学の定義）
第 2 条　この規程による留学とは、 次に掲げるものをいう。
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　（1）本学との間に学術教育交流協定（以下「交流協定」という。）
を締結している外国の大学等へ交流協定に基づき派遣する留学
（以下「派遣留学」という。）

　（2）外国の大学等からの入学許可に基づき、学部会が留学先とし
て承認した大学等への「派遣留学」以外の留学（以下「認定留
学」という。）

　（外国の大学等）
第 3 条　外国の大学等とは、外国における正規の高等教育機関で
学位授与権を有するもの又はこれに相当する教育研究機関をいう。
　（留学出願資格）
第 4 条　留学を希望する者は、本学に 1年以上在学し、所定の単位
を修得しておかなければならない。
　（留学の募集及び申請手続き）
第 4 条の 2 　派遣留学生の募集については、所定の期日までに学生
支援センター（学生担当）が行う。

 2 　派遣留学又は認定留学の申請手続きについては、別途定めるも
のとする。
　（留学の決定及び許可）
第 5 条　留学については、国際交流委員会の議を経て当該学部会が
決定し、学長が許可する。
　（留学期間）
第 6 条　留学期間は、原則として 1年とする。ただし、教育研究上
必要と認める場合は、その期間を 1年を限度として延長すること
ができる。

 2 　留学の目的に応じて、 1年未満の留学を認めることができる。
 3 　留学期間の在学年数への算入は、 1年を限度として認める。
　（修得単位の認定）
第 7 条　留学期間中に修得した単位は、教務委員会の議を経て認
定することができる。

 2 　前項により認定する単位数は、学則第15条の 2の定めるとこ
ろとする。
　（履修上の特例措置）
第 8 条　留学する学年度に提出した履修届は、帰国した年度まで
継続させることができる。この場合において留学した者は、帰
国後速やかに「履修継続願」を所属学部長に提出し、当該学部
会の承認を得なければならない。

 2 　留学した学年度の前期に履修した通年の授業科目が、帰国し
た学年度において不開講その他の理由により前項の継続ができ
ない場合は、当該学部会でその措置を決定する。なお、継続履
修の認められる科目は、担当教員が同一であることを要しない。
　（留学の取消）
第 9 条　留学中の者が、次の各号のいずれかに該当すると認めら
れる場合は、当該学部会の議を経て留学を取り消すことができる。
　（1）留学先で成業の見込みがない者
　（2）本学学生としてふさわしくない行為を行った者
　（3）留学の査証が認められない者
　（4）本学の学費の納入を怠った者
　（5）本人の事情により留学を継続できなくなった者
　（留学中の事故の責任）
第10条　本学は、留学中の傷害、疾病その他の事故等について、
一切責任を負わない。
　（留学期間中の学費）
第11条　留学期間中の本学の学費は、別途定めるものとする。

　（事務の所管）
第12条　この規程による留学の事務取扱所管は、学生支援セン
ター（学生担当）とする。
　（規程の改廃）
第13条　この規程の改廃は、国際交流委員会の議を経て教授会が
決定する。
　　　附　則
　この規程は、平成17年 1 月14日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成21年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成22年 4 月 1 日から施行する。

奈良大学学部生留学規程施行細則

　（趣旨）
第 1 条　本学学部生の留学に関する必要な事項については、奈良
大学学則（以下「学則」という。）、奈良大学学部生留学規程
（以下「規程」という。）及びこの細則の定めるところによる。
　（留学申請手続）
第 2 条　派遣留学の適用を受けようとする者は、所定の期日まで
に、次に掲げる書類を所属学部長に提出しなければならない。
　（1）派遣留学願（本学所定）
　（2）履修計画書（本学所定）
　（3）その他本学が必要と認める書類
 2 　認定留学の適用を受けようとする者は、所定の期日までに、
次に掲げる書類を所属学部長に提出しなければならない。
　（1）認定留学願（本学所定）
　（2）履修計画書（本学所定）
　（3）留学先大学等の受入承諾書
　（4）その他本学が必要と認める書類
　（留学終了後の手続）
第 2 条の 2 　留学を終了した者は、帰国後速やかに次に掲げる書
類を所属学部長に提出しなければならない。
　（1）留学終了届（本学所定）
　（2）留学先の大学等が発行した在学又は在籍期間を明記した証
明書

　（3）前号の大学等が発行した成績証明書（研究指導に関する証
明書を含む。）

　（4）旅券（パスポート）の出入国部分の写し
　（留学期間の延長及び帰国の延期）
第 3 条　規程第 6条第 1項の規定により留学期間を延長する場合
は、留学期間終了の 2か月前までに次に掲げる書類を所属学部長
に提出しなければならない。
　（1）留学期間延長願（本学所定）
　（2）留学先大学等が発行した延長許可書（写）
　（3）その他本学が必要と認める書類
 2 　規程の期日までに帰国できない場合は、「帰国延期願」を留学
期間終了の 2か月前までに所属学部長に提出し、許可を受けなけ
ればならない。
　（留学期間の始期及び終期）
第 4 条　留学期間は、原則として 4月 1日又は10月 1 日を始期、3
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月31日又は 9月30日を終期とする。これらの日の前後に出国又は
帰国する場合、学籍上は状況に応じていずれかの日付に読み替
えるものとする。

 2 　前項の留学期間の読み替え等は、当該学部会が行う。
　（留学期間中に修得した単位の認定）
第 5 条　学則第15条の 2及び規程第 7条の規定により、授業科目を
履修し、修了要件単位の認定を希望する者は、次に掲げる書類を
留学終了後 1か月以内に所属学部長に提出しなければならない。
　（1）単位認定願（本学所定）
　（2）留学先大学等の単位認定書又は成績証明書若しくはこれら
に代わる証明書等

　（3）その他本学が必要と認める書類
　（学習状況報告書）
第 6 条　留学生は、留学期間の開始から 6か月ごと及び留学終了
後に、学習状況報告書（本学所定）を所属学部長に提出しなけ
ればならない。
　（継続履修の手続等）
第 7 条　継続履修を希望する者は、帰国後速やかに「履修継続
願」を所属学部長に提出し、本学所定の期日までにあらためて
履修登録を行わなければならない。

 2 　留学先大学等との学年暦の国際的差異の事情等により生ずる
履修登録手続の取扱については、本学所定の期日までに手続を
行えない場合、当該学部会の許可を得て、その時期を延期する
ことができる。
　（事務の所管）
第 8 条　この細則による留学の事務取扱所管は、学生支援セン
ター（学生担当）とする。
　（細則の改廃）
第 9 条　この細則の改廃は、国際交流委員会の議を経なければな
らない。
　　　附　則
　この細則は、平成17年 1 月14日から施行する。
　　　附　則
　この細則は、平成21年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この細則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。

奈良大学学部生の留学期間中の学費、
助成金等に関する規程

　（趣旨）
第 1 条　この規程は、奈良大学学部生留学規程に基づき、本学在
学中に外国の大学等へ留学する学生（以下「留学生」という。）
に対する本学の学費（以下「学費」という。）及び助成金につい
て定めたものである。
　（留学期間中の学費）
第 2 条　留学生の留学期間中における学費については、学則第38
条に基づき納入しなければならない。
　（助成金の支給）
第 3 条　留学期間中の留学生のうち、前条の学費を納入した者に
対し、次の助成金を支給する。
　（1）派遣留学の場合は、留学期間中の施設設備費及び実験実習

費相当額とする。
　（2）認定留学の場合は、留学期間中の施設設備費及び実験実習
費の 4分の 3相当額とする。

 2 　次に掲げる検定試験合格者が 1年以上留学する場合は、選考
により次の助成金を支給する。ただし、留学前に次に掲げる検
定試験に合格した者を対象とし、留学期間中及び留学期間終了
後に合格した者は対象としない。
　（1）ＴＯＥＩＣ750点以上の者より 2名以内に、1人当たり100万円
　（2）ＴＯＥＩＣ650点以上、ＨＳＫ（漢語水平考試）4級以上又は中国
語検定試験 3級以上、韓国語能力試験 3級以上の者より 2名以
内に、1人当たり50万円

　（助成金の返済）
第 4 条　留学生が奈良大学学部生留学規程第 9条に基づき留学を取
り消された場合は、その間に支給された助成金の一部又は全部
を返済しなければならない。ただし、傷病その他やむを得ない
理由による場合は、この限りではない。
　（その他）
第 5 条　この規程の適用にあたり疑義を生じた場合は、その都度
学長が決定する。
　（規程の改廃）
第 6 条　この規程の改廃は、国際交流委員会の議を経て教授会が
決定する。
　　　附　則
　この規程は、平成17年 1 月14日から施行する。
　　　附　則
 1 　この規程は、平成21年 4 月 1 日から施行する。
 2 　平成21年度派遣留学生の助成金については、第 3条の規定に
かかわらず、留学期間中の授業料、施設設備費及び実験実習費
の 2分の 1相当額を支給するものとする。
　　　附　則
　この規程は、平成23年 9 月 8 日から施行する。

奈良大学ティーチング・アシスタント
取　扱　規　程

　（趣旨）
第 1 条　この規程は、奈良大学（以下「本学」という。）の大学院
学生に、教育的配慮の下に教育補助業務を行わせる場合の取扱
いについて、必要な事項を定めるものとする。
　（名称）
第 2 条　前条の教育補助業務を行う大学院学生をティーチング・
アシスタント（以下「Ｔ・Ａ」という。）という。
　（目的）
第 3 条　この制度は、本学大学院学生をＴ・Ａとして採用し、学部
の実験、実習の教育的補助業務に従事させることにより、学部
教育の充実並びに本学大学院学生の教育・研究能力の発展に資
することを目的とする。
　（所属）
第 4 条　Ｔ・Ａは、在学する大学院の研究科に所属するものとする。
　（職務内容）
第 5 条　Ｔ・Ａは、本学大学院学生の研究指導教員監理の下に授業
担当教員の指導を受け、学部の学生に対し、実験、実習の授業
に係る教育補助業務を行う。
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　（任期）
第 6 条　Ｔ・Ａの任期は、次の各号のとおりとする。
　（1）通年科目については、前期授業開始から後期授業終了まで
　（2）前期科目については、前期授業開始から前期授業終了まで
　（3）後期科目については、後期授業開始から後期授業終了まで
　（勤務時間）
第 7 条　Ｔ・Ａの勤務時間は、大学院学生としての授業等に支障が
生じないよう配慮し、1週間につき10時間以内で 1ヶ月の勤務時
間は40時間以内を目途とする。年間採用時間数については、あ
らかじめ「Ｔ・Ａ採用計画書」で届け出た時間数を超えないもの
とする。
　（手当）
第 8 条　Ｔ・Ａの手当は、 1コマ（ 2時間）3,000円とする。
　（採用の手続き）
第 9 条　本学学部の教員で、Ｔ・Ａによる教育補助を必要とする者
は、授業科目、採用理由、授業計画等を明示して、当該授業科
目を開設する学部長に申請するものとする。

 2 　前項による申請は前年度の10月末までに願い出るものとする。
 3 　申請を受けた学部長は、当該学部会の議を経て、その申請に 
かかる教育補助業務の内容が当該学部の教育上、適当であると 
認めたときは、教育補助を行わせる授業科目等を決定のうえ、 
学長の承認を得るものとする。
　（選考）
第10条　学部長は、前条第 3項により教育補助を行わせる授業科
目等を決定したときは、当該授業科目と密接な関係にある研究
分野を有する研究科長に、Ｔ・Ａの選考を依頼するものとする。

 2 　前項のＴ・Ａの選考は、次の各号のいずれかに該当し、教育
補助業務の遂行能力があると認められる者とする。
（1）教育補助に係る授業科目又は当該授業科目と密接な関連の
ある授業科目を優秀な成績で修めた者

（2）研究科における研究状況が良好であり、所定の年限で修了
が見込める者

（3）その他研究科長が優秀と認めた者
　（オリエンテ－ション及び研修）
第11条　研究指導教員及び授業担当教員は、Ｔ・Ａに対し、連携し
て事前に適切なオリエンテーションを行うこととする。

 2 　Ｔ・Ａは、教育支援者としての資質の養成及び向上のため、本
学が実施する研修会に参加しなければならない。
　（守秘義務）
第12条　Ｔ・Ａは、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。そ
の職を退いた後も同様とする。
　（Ｔ・Ａの解職）
第13条　Ｔ・Ａが次の各号のいずれかに該当する場合には、Ｔ・Ａ
の研究指導教員、または授業担当教員が学長に報告し、当該学
部会の議を経て解職することができる。
（1）健康上の事由により、職務を遂行できないとき。
（2）職務を怠り改善の見込みがないと認められたとき。
（3）職務上知り得た秘密を外部に漏らしたとき。
（4）その他Ｔ・Ａとして職務の遂行ができない事由があると認
められたとき。

　（報告）
第14条　授業科目担当者は、Ｔ・Ａの「採用実績報告書」を年度末
までに、所属の学部長を通じ学長に提出しなければならない。

　（実施要領等）
第15条　各学部会は、この規程の範囲内でＴ・Ａにかかわる実施要
領等を定めることができる。
　（所管）
第16条　Ｔ・Ａに関する事務の所管は、学生支援センター（教務担
当）とする。
　（改廃）
第17条　この規程の改廃は、学部会の議を経て、教授会に報告す
るものとする。
　（補則）
第18条　この規程に定めるもののほか、Ｔ・Ａの実施に関し必要な
事項は、学部が別に定めることができる。
　　　附　則
　この規程は、平成16年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成30年 9 月 6 日から施行する。

障害学生支援に関する規則

　（目的）
第 1 条　この規則は、障害者基本法並びに障害を理由とする差別
の解消の推進に関する法律その他の法令の定めに基づき、障害
学生支援を実施するために必要な事項を定めることを目的とす
る。 
　（定義）
第 2 条　この規則において、「障害のある学生」とは、身体障害、
知的障害、精神障害（発達障害を含む）その他の心身の機能の
障害があり、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は
社会生活に相当な制限を受ける状態にある学生をいう。
　（責務）
第 3 条　学長は、障害のある学生に対し不当な差別的取り扱いを
することにより学生の権利利益を侵害することのないよう、全
学的な障害学生支援を推進するための具体的方策を講じなけれ
ばならない。

 2 　教職員は、障害のある学生に対し不当な差別的取り扱いをす
ることにより学生の権利利益を侵害することのないよう、学生
支援委員会が定めた具体的支援の実施及び合理的配慮の提供に
努めなければならない。
　（支援の申し出）
第 4 条　障害のある学生は、入学前、入学後のいずれの時期にお
いても、本学での修学に必要な支援の要請を申し出ることがで
きる。

 2 　支援の申し出は、学生相談室が受理し、学生の教育的ニーズと意
思について十分な聴取を行い、学生支援委員会に報告する。
　（支援内容の策定）
第 5 条　学生支援委員会は、学生からの支援の申し出に対し、そ
の教育的ニーズと意思を十分尊重した上で、関係者及び関係部
局と協議し、個別の支援内容を策定する。
　（合意の形成）
第 6 条　学生支援委員会は、当該学生に対し、支援内容について
十分な説明の機会を設け、支援内容に関する共通理解及び合意
の形成を図ったうえで、支援内容を決定する。
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　（支援の実施）
第 7 条　具体的支援は、関係する教職員がそれぞれの学科または
部局で行うが、必要に応じてそれ以外の学科や部局も連携・協
力して実施する。

 2 　学生支援委員会は、具体的支援が円滑に行われるよう、関係
者及び関係部局間の調整を行う。

 3 　学生相談室は、具体的支援の実施にあたって、関係者および
関係部局間の連絡、学外機関との連携等を行う。
　（相談対応）
第 8 条　学生相談室は、具体的支援が円滑かつ継続的に行われる
よう、障害のある学生及び教職員からの相談に応じ、具体的支
援の課題の解決に努める。 
　（支援に係る事務）
第 9 条　具体的支援に係る事務は、学生相談室において処理する。
　（秘密保持義務）
第10条　障害学生支援に従事する者または具体的支援に係る事務
等に従事していた者は、正当な理由なく、障害のある学生及び
障害学生支援に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 
　（補足）
第11条　この規則に定めるもののほか、この規則の実施に必要な
事項については、学生支援委員会の議を経て学長が別に定める。 
　（規則の改廃）
第12条　この規則の改廃は、学生支援委員会の議を経て学長が行
う。

　　附　則
　この規則は、令和 4年 4月 1日から施行する。
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奈 良 大 学 大 学 院 学 則

　　　第 1 章　総則
　（目的）
第 1 条　この学則は、奈良大学学則第 3条の 3により、奈良大学
（以下「本学」という。）に設置する大学院について必要な事項
を定める。

第 2 条　本学大学院は、本学の目的使命にのっとり、学術の理論
及び応用を教授研究し、社会の進展に貢献する知的道徳的に正
しきに強き有為の人材を育成することを目的とする。
　（課程及び修業年限）
第 3 条　本学大学院の課程は、修士課程及び博士課程とする。
 2 　修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野
における研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高
度の能力を養うことを目的とする。

 3 　博士課程は、専攻分野について研究者として自立して研究活
動を行い、又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要
な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを
目的とする。

 4 　修士課程の修業年限は、 2年とする。
 5 　博士課程の修業年限は 5年とし、これを前期 2年の課程（以下
「博士前期課程」という。）及び後期 3年の課程（以下「博士後期
課程」という。）に区分し、博士前期課程はこれを修士課程とし
て取り扱う。
　（研究科及び専攻）
第 4 条　本学大学院に文学研究科及び社会学研究科を置き、各研
究科に次の専攻を置く。
　文学研究科　 国文学専攻　文化財史料学専攻　地理学専攻。
　　　　　　　　 ただし、国文学専攻及び地理学専攻は修士課程

とする。
　社会学研究科　社会学専攻。ただし、修士課程とする。
　（教育研究上の目的）
第 4 条の 2 　研究科、各専攻の教育研究上の目的を、次のとおり定
める。

　（収容定員）
第 5 条　本学大学院の収容定員は、次表のとおりとする。

　　　第 2 章　教育方法等
　（教育方法等）
第 6 条　本学大学院の教育は、授業科目の授業及び研究指導によっ
て行うものとする。

 2 　各研究科の課程別、専攻別の授業科目及び単位数並びに履修
方法は、別表 1のとおりとする。

 3 　学生は、修士課程又は博士前期課程においては、それぞれの
専攻の授業科目について、32単位以上修得し、博士後期課程に
おいては、専攻の授業科目について、12単位以上を修得しなけ
ればならない。

 4 　履修に関する取扱いの細則は、別に定める。
第 7 条　本学大学院においては、当該研究科委員会において教育
上有益と認めるときは、他の大学院とあらかじめ協議の上、当
該他大学院において必要な授業科目を履修することができる。

 2 　前項の規定により履修した単位は、15単位を超えない範囲で
本学大学院において履修したものとみなすことができる。

 3 　前項の規定は、第22条の規定による留学の場合にも準用する。
第 7 条の 2 　本学大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が本
学大学院に入学する前に本学又は他の大学の大学院において履修
した授業科目について修得した単位（科目等履修生として修得し
た単位を含む。）を、本学大学院に入学した後において、本学大
学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことが
できる。

 2 　前項により修得したものとみなすことのできる単位数は、本
学大学院において修得した単位以外のものについては、15単位
を超えないものとする。

第 7 条の 3 　第7条第2項及び第7条の2第2項により修得したもの
とみなすことのできる単位数は、合わせて20単位を超えないも
のとする。

研究科名 専攻名 教育研究上の目的

文　学

国文学

日本語をめぐる諸現象を、古典文学・近現代
文学・国語学の分野から実証的、分析的に研
究する。日本語や日本文学に関する広範囲な
知識を習得するとともに、文献やデータを的
確に読み取り、論述する深い思考力をもった
専門家、及び、アジアや世界の観点から日本
文化を見つめることのできる多様性をもった
人材を育成する。また、言葉に関係の深い専
門分野である教諭専修免許状（中学・高校の
国語科）、司書資格、学校図書館司書教諭資
格等を取得できる人材の育成を目的とする。

文化財
史料学

文献史学、考古学、美術工芸史学、保存修復
学の 4分野からなる。いずれの分野も学際的
見地に立ち、社会・文化・芸術などの問題を、
物的資料と文字資料の両面から検討すること
により、幅広くかつ専門的に教育と研究を行
うことを目的とする。後期課程においては、
より高度な専門的知識と能力をもつ専門職業
人の養成を目的とする。

地理学

地表をめぐる諸現象を、自然地理学、人文地
理学、地誌学、ＧＩＳの各分野の立場で科学的
に研究し、広範な知識、高度な専門性を生か
して地理的諸問題に対処し得る自立的な能力
を錬成すると共に、地理学に関係の深い専門
分野であるＧＩＳの専門資格、中学校（社会）・
高等学校（地理歴史）教諭専修免許状等を取
得できる人材の育成を目的とする。

社会学 社会学

「社会的存在」としての人間に関わる諸問題
を深く捉えるための専門的知識と実践的技能
の基礎を身につけた研究者、及び高度な専門
職業人の養成を目的としている。さまざまな
社会の課題に関係した調査を実施し、その分
析・考察を通じて、よりよい社会を構想する
専門家や、人間の心の苦悩や問題、病理に関
する臨床心理学的な知識と援助技法を備えた
専門家の育成に努める。

研 究 科 名 専　攻　名
修士課程・博士前期課程 博士後期課程

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員

文学研究科

国 文 学 専 攻  5 人 10人

文化財史料学専攻 10人 20人  2 人  6 人 

地 理 学 専 攻  5 人 10人

社会学研究科 社 会 学 専 攻 10人 20人
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　（教員の免許状授与の所要資格の取得）
第 8 条　本学大学院において教育職員免許法に定める中学校並び
に高等学校の専修免許状を取得しようとする者は、中学校教諭又
は高等学校教諭一種免許状の基礎を有し、教育職員免許法及び
同法施行規則に定める所定の単位を修得しなければならない。

 2 　前項で取得できる教育職員免許状は、次のとおりである。

　（臨床心理士資格試験・公認心理師試験　受験資格の取得）
第 8 条の 2 　臨床心理士資格試験の受験資格を取得しようとする
者は、社会学専攻臨床心理学コースにおいて臨床心理士資格認
定協会所定の授業科目及び単位数を、公認心理師試験の受験資
格を取得しようとする者は、社会学専攻臨床心理学コースにお
いて公認心理師法施行規則で定められた授業科目を修得しなけ
ればならない。授業科目は、別表1のとおりとし、履修方法につい
ては別に定める。

　　　第 3 章　課程の修了及び学位の授与
　（試験及び評価）
第 9 条　履修した各授業科目の合否は、筆記試験若しくは口頭試
験又は研究報告によって決定する。

 2 　各授業科目の試験の成績の評価は、優、良、可、不可とし、優、
良、可を合格とする。

 3 　合格した授業科目には、所定の単位を与える。
　（学位論文の提出等）
第10条　本学大学院においては、在学期間中に学位論文を当該研
究科長に提出し、最終試験を受けるものとする。
　（学位論文の審査等）
第11条　学位論文の審査及び最終試験の合否は、当該研究科委員
会が審査委員会を設け、その報告に基づいて審議し、学長が決
定する。
　（用語の意義）
第11条の 2 　この学則において「審議」とは、議論・検討するこ
とをいい、決定権を含まないものとする。
　（修了要件）
第12条　修士課程又は博士前期課程の修了要件は、当該課程に 2
年以上在学し、専攻の授業科目について所定の単位を修得し、
かつ必要な研究指導を受けた上、修士の学位論文の審査及び最
終試験に合格した者をもってその課程を修了したものとする。
ただし、在学期間に関しては、特に優れた研究業績を上げた者
については、研究科委員会の議を経て、学長が認めた場合に限
り、当該課程に 1年以上在学すれば足りるものとする。

 2 　前項の規定にかかわらず、主として実務の経験を有する者に
対して教育を行う場合であって、教育研究上の必要があり、かつ、
昼間と併せて夜間その他特定の時間又は時期において授業又は 
研究指導を行う等の適切な方法により教育上支障を生じないと
きは、修士課程又は博士前期課程の標準修業年限を 1年以上 2
年未満の期間とすることができる。

 3 　博士課程の修了要件は、本学大学院に 5年（修士課程又は博
士前期課程を修了した者にあっては、当該課程における 2年の
在学期間を含む。）以上在学し、所定の単位を修得し、かつ必要
な研究指導を受けた上、博士の学位論文の審査及び最終試験に
合格した者をもって、その課程を修了したものとする。ただし、
在学期間に関しては、特に優れた研究業績を上げた者について
は、研究科委員会の議を経て、学長が認めた場合に限り、大学 
院に 3年（修士課程又は博士前期課程を修了した者にあっては、
当該課程における 2年の在学期間を含む。）以上在学すれば足り
るものとする。

 4 　前項の規定にかかわらず、優れた業績により修士課程又は博 
士前期課程を在学 1年で修了した者の在学期間に関しては、修
士課程又は博士前期課程における在学期間に 3年を加えた期間
とする。ただし、特に優れた研究業績を上げた者については、
研究科委員会の議を経て、学長が認めた場合に限り、博士課程
に 3年（修士課程又は博士前期課程における在学期間を含む。）
以上在学すれば足りるものとする。
　（学位の授与）
第13条　第12条により修士課程又は博士前期課程を修了した者に
は、修士の学位を、博士課程を修了した者には、博士の学位を
授与する。

 2 　本学大学院の博士課程を修了することなく博士の学位を得よ
うとする者が、本学大学院の行う博士論文の審査に合格し、か
つ本学大学院博士課程を修了した者と同等以上の学力があると
認めた場合には、博士の学位を授与する。

 3 　学位及びその授与に関しては、本条のほか、奈良大学学位規
程の定めるところによる。

第14条　授与する学位の専攻分野の名称は、次のとおりとする。
　（1）文学研究科　　　修士（文学）
　　　　　　　　　　　博士（文学）
　（2）社会学研究科　　修士（社会学）

　　　第 4 章　入学・休学・退学・留学・転学・再入学・転入学・
復学・除籍及び復籍

　（入学資格等）
第15条　本学大学院修士課程及び博士前期課程に入学することの
できる者は、次のとおりとする。
　（1）大学を卒業した者
　（2）学校教育法第104条第 4項の規定により学士の学位を授与さ
れた者

　（3）外国において、学校教育における16年の課程を修了した者
　（4）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国にお
いて履修することにより当該外国の学校教育における16年の
課程を修了した者

　（5）専修学校の専門課程で文部科学大臣が別に指定したものを
文部科学大臣が定める日以後に修了した者

　（6）文部科学大臣の指定した者
　（7）本学大学院において、個別の入学資格審査により、大学を
卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、22歳に達
したもの

 2 　本学大学院博士後期課程に入学することのできる者は、次の
とおりとする。
　（1）修士の学位を有する者

専　攻　名 免　許　状　の　種　類 教 科 名

国 文 学 専 攻  中学校教諭専修免許状・高等学校教諭専修免許状 国 　 語

文化財史料学専攻
中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 社 　 会

高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 地理歴史

地 理 学 専 攻  
中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 社 　 会

高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 地理歴史
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　（2）外国において修士の学位に相当する学位を授与された者
　（3）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国にお
いて履修し、修士の学位に相当する学位を授与された者

　（4）文部科学大臣の指定した者
　（5）本学大学院において、個別の入学資格審査により、修士の
学位を有する者と同等以上の学力があると認めた者で、24歳
に達したもの

第16条　本学大学院の入学志願者は、入学願書に所定の書類を添
えて提出しなければならない。

第17条　本学大学院の入学志願者に対しては、学力試験、面接及
び健康診断を行い、所定の調査書等を総合して、入学を許可す
る者を決定する。
　（在学年限）
第18条　本学大学院の在学年限は、修士課程又は博士前期課程に
おいては 4年、博士後期課程においては 6年とし、この年限に達
したときは、当該学生はその身分を失う。
　（入学の時期等）
第19条　入学の時期、手続き、許可及び許可の取消しについて
は、本学学則の規定を準用する。
　（休学）
第20条　疾病その他やむを得ない事由により、引き続き 3か月以上
修学できない者は、学長の許可を得て休学することができる。

 2 　疾病のため修学することが不適当と認められる者に対して、
学長は休学を命ずることができる。

 3 　休学の理由が消滅したときは、学長の許可を得て復学するこ
とができる。

 4 　休学期間は、 2年を超えることができない。
 5 　休学した期間は、在学年数には算入しない。
　（退学）
第21条　本学大学院を退学しようとする者は、その理由を具して
学長に願い出て許可を受けなければならない。
　（留学）
第22条　本学大学院の学生が、外国の大学院に留学を志望する場
合は、学長の許可を得て授業科目を履修することができる。

 2 　前項の授業科目を履修した期間は、第18条に規定する在学年
限に含まれるものとする。
　（転学）
第23条　他の大学の大学院へ入学又は転学を志望する者は、学長
の許可を受けなければならない。
　（再入学）
第24条　本学大学院を修了し、又は退学した者で本学大学院に再
び入学を志願する者があるときは、本学大学院の教育研究に支
障がない場合に限り、選考の上、入学を許可することがある。
　（転入学）
第25条　本学大学院は、他の大学院に在学する者で、本学大学院
に転入学を志願する者があるときは、教育研究に支障がない場
合に限り、選考の上、入学を許可することがある。

 2 　前項の場合において、既に修得した授業科目の単位及び在学
期間の認定は、当該研究科委員会の議を経て、学長が行うもの
とする。
　（復学）
第26条　休学の理由がなく復学を希望するものについては、本学
学則の規定を準用する。

　（除籍）
第27条　次の各号のいずれかに該当する者は、除籍とすることが
できる。
　（1）在学期間が、第18条に規定する在学年限を超えた者
　（2）休学期間が、第20条第 4項に規定する期間を超えた者
　（3）授業料の納付を怠り、督促を受けてなお納付しない者
　（復籍）
第27条の 2 　学費の滞納により除籍された者の復籍については、
除籍後 1年以内の者で当該研究科委員会の議を経て、学長が承認
した者とする。

　　　第 5 章　検定料、入学金及び授業料その他の学費
　（入学検定料の納付）
第28条　入学を志願する者は、願書提出と同時に入学検定料 3万 5
千円を納付しなければならない。

 2 　本学大学院博士前期課程を修了し、引き続き博士後期課程に
入学を志願する者については、入学検定料を徴収しない。
　（入学金の納付）
第29条　入学にあたっては、所定の期日までに入学金を納付しな
ければならない。

 2 　入学金の額は、本学卒業者にあっては150,000円、その他の者
にあっては300,000円とする。

 3 　本学大学院博士前期課程を修了し、引き続き博士後期課程に
入学する者については、入学金を徴収しない。
　（学費の納付）
第30条　学生は、授業料その他の学費を所定の期日までに納付し
なければならない。その額及び期日は別表 2のとおりとする。

 2 　前項のほか教育に必要な費用を徴収することがある。これら
の納入方法は別に定めるところによる。
　（納入金の返還、学費の延納及び休学中の学費）
第31条　納入金の返還、学費の延納及び休学中の学費等について
は、本学学則の規定に準ずるものとする。

　　　第 6 章　聴講生、委託生及び外国人学生
　（聴講生）
第32条　研究科の授業科目中、1科目又は数科目を選んで聴講しよ
うとする者があるときは、学生の修業を妨げない限り、当該研
究科委員会で選考の上、学長が聴講生として入学を許可するこ
とがある。
　（特別聴講生）
第33条　他大学院学生で、特定の授業科目について聴講を希望す
るものがあるときは、大学院相互の協議の上、特別聴講生とし
て許可することがある。

 2 　特別聴講生には、その履修した授業科目について試験を受け
合格した場合、単位を与える。
　（科目等履修生）
第33条の 2 　一般社会人等で、本学大学院のいずれか又は複数の
授業科目についてこれを履修し、単位の修得を希望する者があ
るときは、当該研究科委員会で選考の上、学長が科目等履修生
として許可することがある。

 2 　科目等履修生が、その履修した授業科目について試験を受け
合格した場合は単位を与える。
　（研究生）
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第34条　研究科において特定事項について研究しようとする者が
あるときは、選考の上、研究生として入学を許可することがある。
　（委託生）
第35条　公共団体又はその他の機関から、本学大学院の特定科目
について修学を委託されたときは、当該研究科委員会で選考の
上、学長が委託生として許可することがある。
　（外国人留学生）
第36条　外国人で本学大学院において教育を受ける目的をもって
入国し、本学大学院に入学を志願する者があるときは、選考の
上、外国人留学生として入学を許可することがある。
　（細則）
第37条　本章の運用にあたっては、別に規程を定める。

　　　第 7 章　賞罰
　（表彰）
第38条　人物及び学業優秀で、他の学生の模範となる者は、当該
研究科委員会の議を経て、学長がこれを表彰する。
　（懲戒）
第39条　本学の学生で、本学が定める学則、その他諸規則に違反
し、又は学生としての本分に反する行為を行った者があるとき
は、当該研究科委員会の議を経て、学長が懲戒する。

 2 　懲戒は、退学、停学、訓告とする。
 3 　前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する者に対しての
み行う。
　（1）性行不良で改善の見込みがないと認められる者
　（2）学業を怠り、成業の見込みがないと認められる者
　（3）大学の秩序を乱し、その他学生の本分に反したと認められ
る者

　　　第 8 章　学年、学期及び休業日
　（学年等）
第40条　学年、学期及び休業日については、本学学則を準用する。

　　　第 9 章　職員組織
　（職員組織）
第41条　本学大学院は、学長がこれを総括し、その職務は大学院
各研究科長がこれに当たる。

第42条　本学大学院の授業を担当する教員は、大学院設置基準に
規定する資格に該当する本学の教授をもって充てる。ただし、
必要あるときは本学の准教授又は講師をもってこれに充てるこ
とができる。

第42条の 2 　本学大学院の研究指導を担当する教員は、大学院設置
基準に規定する資格に該当する本学の教授をもって充てる。ただ
し、必要あるときは担当分野について本学教授と同等の研究指導
上の能力を有する者をもってこれに充てることができる。

第43条　本学大学院の事務の処理は、本学事務局がこれを担当する。

　　　第10章　運営組織
　（研究科委員会）
第44条　本学大学院の各研究科に、研究科委員会を置く。
 2 　研究科委員会は、関係学部長、各研究科長及び各研究科担当
の教授をもって組織する。ただし研究科委員会が必要と認める
ときは、研究科担当の准教授及び講師を加えることができる。

第45条　研究科委員会は、次に掲げる事項について審議し、学長
に対して意見を述べるものとする。
　（1）学生の入学、課程の修了
　（2）学位の授与
　（3）前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、
研究科委員会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定
めるもの

 2 　研究科委員会は、教育研究に関する重要な事項について審議
し、及び学長の求めに応じ、意見を述べることができる。
　（研究科長）
第46条　各研究科に、研究科長を置く。
 2 　研究科長は、研究科委員会を招集し、その議長となる。
 3 　研究科長は、研究科委員会の定めた方針に基づいて研究科の
運営に当たる。
　（大学院委員会）
第47条　本学大学院に、大学院委員会を置く。
 2 　大学院委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。
　（1）学長
　（2）各研究科長
　（3）各学部長
　（4）各専攻から選出された各 1人の教授
第48条　大学院委員会は、次に掲げる事項について審議し、学長
に対し意見を述べるものとする。
　（1）学生の入学、課程の修了
　（2）学位の授与
　（3）前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、
大学院委員会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定
めるもの

 2 　大学院委員会は、教育研究に関する重要な事項について審議
し、及び学長の求めに応じ、意見を述べることができる。
　（教育内容等の改善研修委員会）
第48条の 2 　本学大学院に、授業内容及び研究指導の改善を図る
組織として委員会を置き、その名称をＦＤ委員会とする。

第49条　学長は、大学院委員会を招集し、その議長となる。
第50条　研究科委員会、大学院委員会及びＦＤ委員会に関する規程
は、別に定める。

　　　第11章　研究施設
　（研究施設）
第51条　本学大学院生は、研究達成のため、本学の施設設備を利
用することができる。

 2 　本学大学院に、院生研究室その他の研究施設を設ける。

　　　第12章　厚生保健施設
　（厚生保健施設）
第52条　大学院生は、本学の厚生施設を利用することができる。

　　　第13章　その他
　（その他）
第53条　本学大学院学則に定めるもののほか、必要な事項は本学
学則を準用する。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成 5年 4月 1日から施行する。
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　　　附　則
　この大学院学則は、平成 6年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成 7年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
 1 　この大学院学則は、平成 8年 4月 1日から施行する。
 2 　改正後の学費は、平成 9年度分の学費から適用する。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成 9年 4月 1日から施行する。ただし、平
成 8年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成10年 4月 1日から施行する。ただし、平
成 9年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成11年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成13年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成14年10月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成16年 4月 1日から施行する。ただし、平
成15年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成17年 4 月 1 日から施行する。ただし、平
成16年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成18年 4月 1日から施行する。ただし、平
成17年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成19年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成19年 4月 1日から施行する。ただし、平
成 18年度以前の在学生にかかる別表 1の適用については、なお従
前の例による。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成20年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。ただし、平
成22年度以前の在学生にかかる別表 1の適用については、なお従
前の例による。

　　　附　則
　この大学院学則は、平成24年 4 月 1 日から施行する。ただし、平
成23年度以前の在学生については、別に定めるもののほか、なお
従前の例による。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成26年 4 月 1 日から施行する。ただし、平
成25年度以前の在学生については、別に定めるもののほか、なお
従前の例による。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成27年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成28年 4 月 1 日から施行する。ただし、平
成27年度以前の在学生については、別に定めるもののほか、なお
従前の例による。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成28年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成29年 4 月 1 日から施行する。ただし、平
成28年度以前の在学生については、別に定めるもののほか、なお
従前の例による。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成30年 4 月 1 日から施行する。ただし、平
成29年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この大学院学則は、平成31年 4 月 1 日から施行する。ただし、平
成30年度以前の在学生にかかる別表 1の適用については、なお従
前の例による。
　　　附　則
　この大学院学則は、令和 3年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この大学院学則は、令和 4年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　１　この大学院学則は、令和 5年 4月 1日から施行する。
　２ 　令和 5年度の社会学研究科社会学専攻の学生収容定員につ
いては、第 5条の規程にかかわらず次のとおりとする。

 〔別表 1 〕（第 6条関係）
　（1）文学研究科　国文学専攻　修士課程

授　業　科　目 単位数 授　業　科　目 単位数
日 本 言 語 文 化 論 2 古 典 語 国 語 学 演 習 Ⅲ 2
広 域 言 語 文 化 論 2 古 典 語 国 語 学 演 習 Ⅳ 2
表 象 文 化 論 2 現 代 語 国 語 学 演 習 Ⅰ 2
上 代 文 学 演 習 Ⅰ 2 現 代 語 国 語 学 演 習 Ⅱ 2
上 代 文 学 演 習 Ⅱ 2 現 代 語 国 語 学 演 習 Ⅲ 2
上 代 文 学 演 習 Ⅲ 2 現 代 語 国 語 学 演 習 Ⅳ 2
上 代 文 学 演 習 Ⅳ 2 古 典 散 文 特 殊 講 義（ 基 礎 ） 2
中 古 文 学 演 習 Ⅰ 2 古 典 散 文 特 殊 講 義（ 応 用 ） 2

年　度 社会学研究科

５
社会学専攻 

15人
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　1　履修すべき単位数は、32単位以上とする。
　2　授業科目中、『日本言語文化論』『広域言語文化論』『表象文化論』から 2科目 4単位を選択履修するものとする。
　3　研究指導は、演習において行うので、指導教員が担当する演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ（ 4科目 8単位）を必ず履修すること。
　4　特殊講義は、4科目 8単位を選択履修するものとする。
　5 　残りの 6科目12単位は、指導教員以外の演習（事前に担当教員の了解を得ること。）、第 2項で選択した以外の科目及び特殊講義、特論
から選択履修できる。特殊講義については、担当者の変更があれば重複履修を認める。また、文学研究科の他専攻の講義科目から履修す
ることもできる。（ 2科目 4単位まで）

　（2）文学研究科　文化財史料学専攻　博士前期課程

中 古 文 学 演 習 Ⅱ 2 古 典 韻 文 特 殊 講 義（ 基 礎 ） 2
中 古 文 学 演 習 Ⅲ 2 古 典 韻 文 特 殊 講 義（ 応 用 ） 2
中 古 文 学 演 習 Ⅳ 2 近 代 文 学 論 特 殊 講 義（ 基 礎 ） 2
中 世 文 学 演 習 Ⅰ 2 近 代 文 学 論 特 殊 講 義（ 応 用 ） 2
中 世 文 学 演 習 Ⅱ 2 言 語 論 特 殊 講 義（ 基 礎 ） 2
中 世 文 学 演 習 Ⅲ 2 言 語 論 特 殊 講 義（ 応 用 ） 2
中 世 文 学 演 習 Ⅳ 2 上 代 文 学 特 論 2
近 世 文 学 演 習 Ⅰ 2 中 古 文 学 特 論 2
近 世 文 学 演 習 Ⅱ 2 中 世 文 学 特 論 2
近 世 文 学 演 習 Ⅲ 2 近 世 文 学 特 論 2
近 世 文 学 演 習 Ⅳ 2 書 物 特 論 2
近 代 文 学 演 習 Ⅰ 2 メ デ ィ ア 文 化 特 論 2
近 代 文 学 演 習 Ⅱ 2 比 較 交 流 特 論 2
近 代 文 学 演 習 Ⅲ 2 和 歌 歌 謡 特 論 2
近 代 文 学 演 習 Ⅳ 2 近 代 小 説 特 論 2
現 代 文 学 演 習 Ⅰ 2 近 代 詩 歌 特 論 2
現 代 文 学 演 習 Ⅱ 2 現 代 文 学 特 論 2
現 代 文 学 演 習 Ⅲ 2 古 典 日 本 語 特 論 2
現 代 文 学 演 習 Ⅳ 2 現 代 日 本 語 特 論 2
古 典 語 国 語 学 演 習 Ⅰ 2 国 文 学 特 論 2
古 典 語 国 語 学 演 習 Ⅱ 2 国 語 学 特 論 2

授　業　科　目 単位数 授　業　科　目 単位数
文 献 史 学（ 日 本 史 ） 演 習 Ⅰ 2 保 存 修 復 学 演 習 Ⅲ 2
文 献 史 学（ 日 本 史 ） 演 習 Ⅱ 2 保 存 修 復 学 演 習 Ⅳ 2
文 献 史 学（ 日 本 史 ） 演 習 Ⅲ 2 文 献 史 学（ 日 本 史 ） 特 殊 講 義 Ａ 2
文 献 史 学（ 日 本 史 ） 演 習 Ⅳ 2 文 献 史 学（ 日 本 史 ） 特 殊 講 義 Ｂ 2
文 献 史 学（ 外 国 史 ） 演 習 Ⅰ 2 文 献 史 学（ 日 本 史 ） 特 殊 講 義 Ｃ 2
文 献 史 学（ 外 国 史 ） 演 習 Ⅱ 2 文 献 史 学（ 外 国 史 ） 特 殊 講 義 2
文 献 史 学（ 外 国 史 ） 演 習 Ⅲ 2 考 古 学 特 殊 講 義 Ａ 2
文 献 史 学（ 外 国 史 ） 演 習 Ⅳ 2 考 古 学 特 殊 講 義 Ｂ 2
考 古 学 演 習 Ⅰ 2 考 古 学 特 殊 講 義 Ｃ 2
考 古 学 演 習 Ⅱ 2 美 術 工 芸 史 学 特 殊 講 義 2
考 古 学 演 習 Ⅲ 2 保 存 修 復 学 特 殊 講 義 2
考 古 学 演 習 Ⅳ 2 情 報 処 理 特 殊 講 義 2
美 術 工 芸 史 学 演 習 Ⅰ 2 文 化 財 史 料 学 特 殊 講 義 2
美 術 工 芸 史 学 演 習 Ⅱ 2 文 化 財 修 復 実 習 2
美 術 工 芸 史 学 演 習 Ⅲ 2 文 献 史 学 特 論 2
美 術 工 芸 史 学 演 習 Ⅳ 2 考 古 学 特 論 2
保 存 修 復 学 演 習 Ⅰ 2 美 術 工 芸 史 学 特 論 2
保 存 修 復 学 演 習 Ⅱ 2 保 存 修 復 学 特 論 2

　1　履修すべき単位数は、32単位以上とする。
　2　研究指導は、演習において行うので、指導教員が担当する演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ（ 4科目 8単位）を必ず履修すること。
　3　特殊講義は、8科目16単位を選択履修するものとする。
　4 　残りの 4科目 8単位は、指導教員以外の演習（事前に担当教員の了解を得ること。）、及び特殊講義、特論から選択履修できる。特殊講
義については、担当者の変更があれば重複履修を認める。また、文学研究科の他専攻の講義科目から履修することもできる。（ 2科目 4単
位まで）
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　（3）文学研究科　文化財史料学専攻　博士後期課程

授　業　科　目 単位数 授　業　科　目 単位数
日 本 史 特 殊 研 究 Ⅰ 2 考 古 学 特 殊 研 究 Ⅱ 2
日 本 史 特 殊 研 究 Ⅱ 2 考 古 学 特 殊 研 究 Ⅲ 2
日 本 史 特 殊 研 究 Ⅲ 2 考 古 学 特 殊 研 究 Ⅳ 2
日 本 史 特 殊 研 究 Ⅳ 2 保 存 修 復 学 特 殊 研 究 Ⅰ 2
日 本 史 特 殊 研 究 Ⅴ 2 保 存 修 復 学 特 殊 研 究 Ⅱ 2
日 本 史 特 殊 研 究 Ⅵ 2 史 料 学 特 殊 研 究 Ⅰ 2
美 術 工 芸 史 特 殊 研 究 Ⅰ 2 史 料 学 特 殊 研 究 Ⅱ 2
美 術 工 芸 史 特 殊 研 究 Ⅱ 2 国 際 史 料 学 特 殊 研 究 Ⅰ 2
美 術 工 芸 史 特 殊 研 究 Ⅲ 2 国 際 史 料 学 特 殊 研 究 Ⅱ 2
美 術 工 芸 史 特 殊 研 究 Ⅳ 2 国 際 史 料 学 特 殊 研 究 Ⅲ 2
考 古 学 特 殊 研 究 Ⅰ 2 国 際 史 料 学 特 殊 研 究 Ⅳ 2

　1　履修すべき単位数は、12単位以上とする。
　2 　研究指導は、指導教員による特殊研究などにおいて行う。したがって、前項12単位中には、原則として指導教員が担当する科目を複
数年にわたって履修した単位を含むものとする。

　（4）文学研究科　地理学専攻　修士課程

授　業　科　目 単位数 授　業　科　目 単位数

自
然
地
理
学
分
野

自 然 地 理 学 演 習 Ⅰ 2

地
誌
学
分
野

地 域 ・ 地 誌 学 演 習 Ⅰ 2
自 然 地 理 学 演 習 Ⅱ 2 地 域 ・ 地 誌 学 演 習 Ⅱ 2
自 然 地 理 学 演 習 Ⅲ 2 地 域 ・ 地 誌 学 演 習 Ⅲ 2
自 然 地 理 学 演 習 Ⅳ 2 地 域 ・ 地 誌 学 演 習 Ⅳ 2
自 然 地 理 学（ 地 形 ） 特 殊 講 義 2 地域・地誌学（日本）特殊講義 2
自 然 地 理 学（ 気 候 ） 特 殊 講 義 2 地域・地誌学（先進地域）特殊講義 2
自 然 地 理 学（ 環 境 ） 特 殊 講 義 2 地域・地誌学（発展途上地域）特殊講義 2

人
文
地
理
学
分
野

人 文 地 理 学 演 習 Ⅰ 2

共
　
　
　
　
通

地 理 情 報 学 特 殊 講 義 2
人 文 地 理 学 演 習 Ⅱ 2 自 然 地 理 学 特 論 2
人 文 地 理 学 演 習 Ⅲ 2 人 文 地 理 学 特 論 2
人 文 地 理 学 演 習 Ⅳ 2 地 域 ・ 地 誌 学 特 論 2
人 文 地 理 学（ 農 村 ） 特 殊 講 義 2 国 内 巡 検 計 画 法 Ⅰ 1
人 文 地 理 学（ 歴 史 ） 特 殊 講 義 2 国 内 巡 検 計 画 法 Ⅱ 1
人 文 地 理 学（ 文 化 ） 特 殊 講 義 2 外 国 巡 検 計 画 法 Ⅰ 1
人 文 地 理 学（ 都 市 ） 特 殊 講 義 2 外 国 巡 検 計 画 法 Ⅱ 1

　1　履修すべき単位数は、32単位以上とする。
　2　研究指導は、演習において行うので、指導教員が担当する演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ（ 4科目 8単位）を必ず履修すること。
　3 　特殊講義は、「自然地理学分野」「人文地理学分野」「地誌学分野」の各分野からそれぞれ 2科目ずつ、合計 6科目12単位を選択履修す
るものとする。

　4 　残りの12単位は、指導教員以外の演習（事前に担当教員の了解を得ること。）、及び特殊講義、共通から選択履修できる。特殊講義に
ついては、担当者の変更があれば重複履修を認める。また、文学研究科の他専攻の講義科目から履修することもできる。（ 2科目 4単位まで）

　（5）社会学研究科　社会学専攻　修士課程
社会文化研究コ－ス

授　業　科　目 単位数 授　業　科　目 単位数
社 会 文 化 研 究 演 習 Ⅰ 2 応 用 人 類 学 特 論 Ⅱ 2
社 会 文 化 研 究 演 習 Ⅱ 2 応 用 社 会 心 理 学 特 論 Ⅰ 2
社 会 文 化 研 究 演 習 Ⅲ 2 応 用 社 会 心 理 学 特 論 Ⅱ 2
社 会 文 化 研 究 演 習 Ⅳ 2 情 報 学 特 論 Ⅰ 2
社 会 学 特 論 Ⅰ 2 情 報 学 特 論 Ⅱ 2
社 会 学 特 論 Ⅱ 2 経 済 学 特 論 Ⅰ 2
文 化 人 類 学 特 論 Ⅰ 2 経 済 学 特 論 Ⅱ 2
文 化 人 類 学 特 論 Ⅱ 2 経 営 学 特 論 Ⅰ 2
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　1　履修すべき単位数は、32単位以上とする。
　2　演習科目及び特論科目の履修方法は、別に定める。
　  　研究指導は、指導教員が担当する演習において行う。

社 会 心 理 学 特 論 Ⅰ 2 経 営 学 特 論 Ⅱ 2
社 会 心 理 学 特 論 Ⅱ 2 社 会 調 査 法 特 論 2
応 用 社 会 学 特 論 Ⅰ 2 多 変 量 解 析 法 特 論 2
応 用 社 会 学 特 論 Ⅱ 2 質 的 調 査 法 特 論 2
応 用 人 類 学 特 論 Ⅰ 2 統 計 解 析 法 特 論 2

臨床心理学コ－ス

授　業　科　目 単位数 授　業　科　目 単位数

臨 床 心 理 学 演 習 Ⅰ 2 教 育 心 理 学 特 論 2

臨 床 心 理 学 演 習 Ⅱ 2 社 会 心 理 学 特 論 2

臨 床 心 理 学 演 習 Ⅲ 2 犯 罪 心 理 学 特 論
（司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開） 2

臨 床 心 理 学 演 習 Ⅳ 2 障 害 者（ 児 ） 心 理 学 特 論
（福祉分野に関する理論と支援の展開） 2

臨 床 心 理 査 定 演 習 Ⅰ
（心理的アセスメントに関する理論と実践） 2 精 神 医 学 特 論

（保健医療分野に関する理論と支援の展開） 2

臨 床 心 理 査 定 演 習 Ⅱ 2 心 身 医 学 特 論 2

臨 床 心 理 基 礎 実 習 2 投 映 法 特 論 2

臨 床 心 理 実 習 2 心 理 療 法 特 論 2

臨 床 心 理 学 特 論 Ⅰ 2 心 理 実 践 実 習 Ⅰ 2

臨 床 心 理 学 特 論 Ⅱ 2 心 理 実 践 実 習 Ⅱ 8

臨 床 心 理 面 接 特 論 Ⅰ
（ 心 理 支 援 に 関 す る 理 論 と 実 践 ） 2 学 校 臨 床 心 理 学 特 論

（教育分野に関する理論と支援の展開） 2

臨 床 心 理 面 接 特 論 Ⅱ 2 グ ル － プ・ ア プ ロ － チ 特 論
（家族関係・集団・地域社会における心理支援に関する理論と実践） 2

臨 床 心 理 学 研 究 法 特 論 2 産 業・ 組 織 心 理 学 特 論
（産業・労働分野に関する理論と支援の展開） 2

心 理 統 計 法 特 論 2 心 理 教 育 特 論
（心の健康教育に関する理論と実践） 2

発 達 心 理 学 特 論 2

　1　履修すべき単位数は、32単位以上とする。
　2　演習科目、実習科目及び特論科目の履修方法は、別に定める。
　  　研究指導は、指導教員が担当する臨床心理学演習において行う。

〔別表 2 〕（第30条関係）
　（1）文学研究科　国文学専攻　修士課程

学　　　　費 納　入　時　期

区　分 授　業　料 施設設備費 計 1　 新入学者は入学手続き時に前期分又は 1年分、10
月31日までに後期分

2　 在学生は 4月30日までに前期分又は 1年分、10月
31日までに後期分

前　期 240,000 円 107,000 円 347,000 円

後　期 240,000 円 107,000 円 347,000 円
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　（2）文学研究科　文化財史料学専攻　博士前期課程・博士後期課程

　博士後期課程において、3年を超えて在学し、且つ所定の単位を修得した者で、博士の学位論文の審査及び最終試験のみを残す者の
学費については、以下のとおりとする。

　（3）文学研究科　地理学専攻　修士課程

　（4）社会学研究科　社会学専攻　修士課程

　2 　修士課程（博士前期課程）においては 2年を超えて、博士後期課程においては 3年を超えて在学する者については、実験実習費を徴収
しない。

学　　　　費 納　入　時　期

区　分 授　業　料 施設設備費 実験実習費 計 1　 新入学者は入学手続き時に前期分又は 1年分、
10月31日までに後期分

2　 在学生は 4月30日までに前期分又は 1年分、10
月31日までに後期分

前　期 240,000 円 107,000 円 30,000 円 377,000 円

後　期 240,000 円 107,000 円 － 347,000 円

学　　　　費 納　入　時　期

区　分 授　業　料 施設設備費 実験実習費 計

4月30日までに前期分又は 1年分、10月31日までに
後期分

前　期 55,000 円 － － 55,000 円

後　期 55,000 円 － － 55,000 円

学　　　　費 納　入　時　期

区　分 授　業　料 施設設備費 実験実習費 計 1　 新入学者は入学手続き時に前期分又は 1年分、
10月31日までに後期分

2　 在学生は 4月30日までに前期分又は 1年分、10
月31日までに後期分

前　期 240,000 円 107,000 円 30,000 円 377,000 円

後　期 240,000 円 107,000 円 － 347,000 円

学　　　　費 納　入　時　期

区　分 授　業　料 施設設備費 実験実習費 計 1　 新入学者は入学手続き時に前期分又は 1年分、
10月31日までに後期分

2　 在学生は 4月30日までに前期分又は 1年分、10
月31日までに後期分

前　期 240,000 円 107,000 円 30,000 円 377,000 円

後　期 240,000 円 107,000 円 － 347,000 円
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奈良大学大学院科目等履修生規則

　（目的）
第 1 条　この規則は、奈良大学大学院学則第33条の 2及び第37条
に基づき科目等履修生（以下「履修生」という。）について必要
な事項を定める。
　（出願資格）
第 2 条　授業科目（以下「科目」という。）の単位を修得するため
に履修を志願できる者は、次の各号のいずれかに該当する者と
する。
　（1）大学を卒業した者
　（2）学校教育法第104条第 4項の規定により学士の学位を授与さ
れた者

　（3）外国において、学校教育における16年の課程を修了した者
　（4）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国にお
いて履修することにより当該外国の学校教育における16年の
課程を修了した者

　（5）文部科学大臣の指定した者
　（6）本学大学院において、個別の入学資格審査により、大学を
卒業した者と同等以上の学力があると認められた者で、22歳
に達した者

　（7）その他本学大学院において、大学を卒業した者と同等以上
の学力があると認められた者

　（8）外国人留学生の場合は、履修期間中の在留資格を有し、か
つ、当該授業科目を履修するために充分な語学力があると認
めた者

　（9）前号のほか、大学院委員会の議を経て特別に認めた者
　（出願手続）
第 3 条　履修を志願する者は、次の書類に受講登録料を添えて出
願しなければならない。
　（1）大学院履修生志願票
　（2）最終学校の卒業証明書及び成績証明書
　（3）志望理由書
 2 　必要に応じ就学上の資料の提出を求めることがある。
 3 　出願の期間は、毎学年始めとする。ただし、特別の事情があ
る場合については、これによらないことができる。

 4 　引き続き履修を志願する者には、第 1項第 2号は適用しない。
　（選考及び許可）
第 4 条　履修生の選考は、当該研究科で行う。
 2 　所定の手続を完了した者に対して、学長は履修生として許可
する。
　（在学期間）
第 5 条　履修生の在学期間は、学年始めから 1年とする。
　（履修科目）
第 6 条　履修生は、当該授業科目（以下「科目」という。）を履修
する本学学生の学修を妨げない範囲において、 1科目又は数科
目に限って受講することができる。
　（受講登録料及び履修料）
第 7 条　受講登録料及び履修料は、次のとおりとする。
　　　　　　受講登録料　　　　　 3 , 0 0 0 円
　　　　　　履修料　 1単位　　 1 5 , 0 0 0 円
 2 　履修科目により、特に費用を要するときは別途徴収する。

　（履修料の納入）
第 8 条　履修生として認定された者は、所定の履修料を本学の指
定する期日までに納入しなければならない。
　（履修生証）
第 9 条　履修生の身分を証明する履修生証を交付する。
　（試験・単位の認定及び証明書）
第10条　履修生は、受講した科目の試験を受けることができる。
試験に合格した科目については、所定の単位を認定する。

 2 　試験に合格した科目については、願い出により成績証明書及
び単位修得証明書を交付する。
　（その他）
第11条　この規則に定めるもののほか、本学大学院学則及びその
他の諸規則を準用する。
　（規則の改廃）
第12条　この規則の改廃は、大学院委員会の議を経なければなら
ない。
　　　附　則
　この規則は、平成 6年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成13年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成16年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成20年 5 月23日から施行する。

奈良大学大学院聴講生規則

　（目的）
第 1 条　この規則は、奈良大学大学院学則第32条及び第37条に基づ
き聴講生（他の大学院との単位互換協定に基づいて受け入れた
学生は「特別聴講学生」とする、以下同じ。）について必要な事
項を定める。
　（出願資格）
第 2 条　聴講を志願できる者は、次の各号のいずれかに該当する
者とする。ただし、特別聴講学生は他の大学院との単位互換協
定に基づき別に定める。
　（1）大学を卒業した者
　（2）学校教育法第104条第 4項の規定により学士の学位を授与さ
れた者

　（3）外国において、学校教育における16年の課程を修了した者
　（4）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国にお
いて履修することにより当該外国の学校教育における16年の
課程を修了した者

　（5）文部科学大臣の指定した者
　（6）本学大学院において、個別の入学資格審査により、大学を
卒業した者と同等以上の学力があると認められた者で、22歳
に達した者

　（7）その他本学大学院において、大学を卒業した者と同等以上
の学力があると認められた者

　（8）外国人留学生の場合は、履修期間中の在留資格を有し、か
つ、当該授業科目を履修するために充分な語学力があると認
めた者
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　（9）前号のほか、大学院委員会の議を経て特別に認めた者
　（出願手続）
第 3 条　聴講を志願する者は、次の各号の書類に受講登録料を添
えて出願しなければならない。ただし、特別聴講学生を志願す
る者については、特別聴講願書を提出することとし、受講登録
料はこれを免除することができる。
　（1）大学院聴講生志願票
　（2）最終学歴の卒業証明書及び成績証明書
　（3）志望理由書
 2 　外国人留学生が志願するときは、第１項で定めるもののほか、
次の書類を提出しなければならない。
　（1）在学中の身元保証書（身元保証人は奈良県内またはその近
郊に居住している者）

　（2）留学生査証又は就学生査証（写）
　（3）外国人登録済証明書
　（4）経費支弁能力証明書（写）
　（5）（財）日本国際教育支援協会及び国際交流基金が実施する日本語
能力試験の日本語能力認定書1級又は2級（写）

　（6）履歴書及び最終学歴を証する資料
 3 　必要に応じ就学上の資料の提出を求めることがある。
 4 　出願の期間は、毎学年始めとする。ただし、特別の事情があ
る場合については、これによらないことができる。

 5 　引き続き履修を志願する者には、第 1項第 2号は適用しない。
　（選考及び許可）
第 4 条　聴講生の選考は、当該研究科で行う。
 2 　所定の手続を完了した者に対して、学長は聴講生として許可
する。

 3 　聴講を希望する者が外国人留学生の場合は、第 1項で定める
手続きとは別に、国際交流委員会の承認を要するものとする。
　（在学期間）
第 5 条　聴講生の在学期間は、 1年又は半年とする。
　（聴講科目）
第 6 条　聴講生は、当該授業科目（以下「科目」という。）を履修
する本学学生の学修を妨げない範囲において、 1科目又は数科
目に限って受講することができる。
　（受講登録料及び聴講料）
第 7 条　受講登録料及び聴講料は、次のとおりとする。
　　　　　受講登録料　　　　　　　　　　 3 , 0 0 0 円
　　　　　聴講料　 1科目（通年週 1回） 3 0 , 0 0 0 円
　　　　　　　　　１科目（半年週１回） 1 5 , 0 0 0 円
　（聴講料の納入）
第 8 条　聴講生として認定された者は、所定の聴講料を本学の指
定する期日までに納入しなければならない。ただし、特別聴講
学生は聴講料を免除することができる。
　（聴講生証）
第 9 条　聴講生の身分を証明する聴講生証を交付する。
　（試験・成績証明書及び単位）
第10条　聴講生（「特別聴講学生」を除く。）は、受講した科目の
試験を受けることができる。試験に合格した科目については、
願い出により成績証明書を交付するが、単位は認定しない。

 2 　特別聴講学生は、受講した科目の試験を受け、合格した科目
については単位を認定する。
　（その他）

第11条　この規則に定めるもののほか、本学大学院学則及びその
他の諸規則を準用する。
　（規則の改廃）
第12条　この規則の改廃は、大学院委員会の議を経なければなら
ない。
　　　附　則
　この規則は、平成 6年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成13年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成16年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成17年 4 月22日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成20年 5 月23日から施行する。

奈良大学大学院研究生規則

　（目的）
第 1 条　この規則は、奈良大学大学院学則第34条及び第37条に基づ
き研究生について必要な事項を定める。
　（出願資格）
第 2 条　研究生として入学できる者は、修士の学位を有する者又
はこれと同等以上の学力を有する者で、特定の事項に関して指
導を受け研究しようとするものとする。
　（出願手続）
第 3 条　研究生として入学を志願する者は、検定料１万5千円を納付
し、次の書類を提出しなければならない。
　（1）研究生願書（本学所定のもの）
　（2）履歴書（本学所定のもの）
　（3）研究計画書（本学所定のもの）
　（4）健康診断書
　（5）最終学校卒業（修了）証明書
　（6）最終学校成績証明書
 2 　現に官公庁・会社その他に勤務する者は、その勤務先の長の
承諾書を添付すること。

 3 　出願期間は、4月入学の場合は、3月15日から 3月25日（日曜、
祝日の場合は前日）までとする。10月入学の場合は、 8月20日か
ら 8月31日（日曜、祝日の場合は前日）までとする。ただし、特
別の事情がある場合については、これによらないことができる。
　（選考及び許可）
第 4 条　研究生の入学は、当該研究科において授業上支障のない
場合に限り、各研究科委員会の選考に基づき、大学院委員会の
議を経て、学長がこれを許可する。
　（研究期間）
第 5 条　研究生の研究期間は、入学を許可した学年（ 1年以内）
又は学期に限るものとする。ただし、その研究をさらに継続す
る必要があるときは、研究期間の延長を願い出ることができる。
この場合第 4条の手続きを経て、学長が許可する。

 2 　前項により延長する研究期間は、 1年を限度とする。
 3 　研究生が研究を中止しようとするときは、その理由を付し指
導教員、研究科長を経て、学長に願い出なければならない。
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　（指導教員）
第 6 条　研究生は、大学院担当の専任教員のうちから指導教員を
定めなければならない。
　（科目受講）
第 7 条　研究生は、指導教員のもとで研究するほか、許可を得て
当該研究科で開講する講義を聴講し、演習に参加することがで
きる。
　（納付金）
第 8 条　研究生として入学を許可された者は、次の入学金及び研
究料を所定の期日までに納付しなければならない。
　（1）入学金　　　　５０,０００円
　（2）研究料　　　１２０,０００円 ただし、半期の場合は 

    その半額とする。
 2 　第 5条第 1項「ただし書」の規定により研究期間を延長する
場合は、当該年度又は当該学期における入学金を免除する。

 3 　研究に特別の費用を要する場合は、当該研究科の定めるとこ
ろにより研究生の負担とする。

 4 　既に納入された入学金及び研究料等は、理由を問わず返還し
ない。

 5 　入学金及び研究料を所定の期日までに納付しない者は、入学
の許可を取り消す。
　（研究生証）
第 9 条　研究生の身分を証明する研究生証を交付する。
　（研究報告書）
第10条　研究生は、研究経過とその成果の概要を記した研究報告
書を、所定の期日までに指導教員を経て、学長に提出しなけれ
ばならない。
　（研究の中止）
第11条　疾病その他の事情により、研究の見込みがないと認めら
れる者に対しては、当該研究科長の申し出により、学長は研究
の中止を命ずることができる。
　（研究証明書）
第12条　研究報告書を提出した者には、願い出により研究証明書
を交付する。
　（附属施設の利用）
第13条　研究生は、図書館及びその他必要な施設設備を利用する
ことができる。
　（その他）
第14条　この規則に定めるもののほか、本学大学院学則及びその
他の諸規則を準用する。
　（規則の改廃）
第15条　この規則の改廃は、大学院委員会の議を経なければなら
ない。

　　　附　則
　この規則は、平成 8年 3月 1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成15年 7 月 3 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成20年11月28日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成30年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、令和元年 5月 1日から施行する。

奈良大学大学院文学研究科履修規則

　（目的）
第 1 条　この規則は、奈良大学大学院学則に基づき、文学研究科
（以下「本研究科」という。）の授業科目の履修等について必要
な事項を定める。
　（授業科目、授業の方法及び単位数）
第 2 条　本研究科の授業は、講義、演習及び実習とし、授業科目、
単位数は別表のとおりとする。

 2 　前項の授業は、文部科学大臣が別に定めるところにより、多
様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の
場所で履修させることができる。

 3 　単位の基準は次のとおりとする。
　（1）講義及び演習は、15時間の授業をもって 1単位とする。
　（2）実習は、30時間の授業をもって 1単位とする。
　（授業実施基準）
第 3 条　授業は、毎週 2時間とし、半年間にわたって行う。
　（修了要件）
第 4 条　本研究科修士課程又は博士前期課程の修了要件は、当該課
程に 2年以上在学し、次に掲げる各専攻区分に従い32単位以上を
修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び最
終試験に合格することとする。

区分 国文学専攻修士課程

選択

①日本言語文化論
　広域言語文化論　　　　　　2 科目　 4 単位
　表象文化論
②演習　　　　　　　　　　　4 科目　 8 単位
※研究指導は、演習において行うので、指導教員が
担当する演習Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳを必ず履修すること。
③特殊講義　　　　　　　　　4 単位　 8 単位
※①③の科目については、担当者の変更があれば同
一科目を重複履修した場合も、単位を認定する。
④特論
⑤選択科目　　　　　　　　　6 科目　12単位
※指導教員以外の演習（事前に担当教員の了解を得
ること。）、及び①③④から選択履修できる。④に
ついては、4科目8単位まで履修できるものとする。
また、文学研究科の他専攻の講義科目から履修す
ることもできる。（ 2科目 4単位まで）

⎩⎨⎧

区分 文化財史料学専攻博士前期課程

選択

①演習　　　　　　　　　　　 4科目　 8単位
※研究指導は、演習において行うので、指導教員が
担当する演習Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳを必ず履修すること。
②特殊講義　　　　　　　　　 8科目　16単位
③特論
④選択科目　　　　　　　　　 4科目　 8単位
※②③の科目については、担当者の変更があれば同
一科目を重複履修した場合も、単位を認定する。
指導教員以外の演習（事前に担当教員の了解を得
ること。）、及び②③から選択履修できる。③につ
いては、4科目 8単位まで履修できるものとする。
また、文学研究科の他専攻の講義科目から履修す
ることもできる。（ 2科目 4単位まで）
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 2 　本研究科博士後期課程の修了要件は、当該課程に 3年以上在学
し、次に掲げる区分に従い12単位以上を修得し、かつ必要な研究指
導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。

　（登録）
第 5 条　学生は、履修しようとする授業科目を指定の日までに研
究科長に届け出なければならない。
　（研究指導教員）
第 6 条　研究科委員会は、学生の研究課題に応じて研究指導教員
を決定する。研究指導教員は演習担当教員とし、入学年度の 4月
に決定する。変更の必要のある場合は、研究科委員会で審議の
上認めることがある。
　（単位の認定）
第 7 条　各授業科目の単位修得の認定は、その授業科目の授業が
終了した学期末又は学年末に行う。

 2 　前項の認定は、筆記試験、口頭試験又は研究報告により行う。
　（成績の評価）
第 8 条　各授業科目の成績は、100点満点とし、その評価は、80点
以上を優、79点から70点までを良、69点から60点を可、59点以
下を不可とし、可以上を合格とする。
　（成績の評価及び基準）
第 8 条の 2 　成績の評価基準は次のとおりとする。

　学位論文については、その内容が、形式、論旨、研究対象に対
する分析・評価などの点において適切であり、学位論文としての
水準に達していて、研究上の成果が見出されるものを、合格とする。
　（学位の授与）

第 9 条　修士課程又は博士前期課程において所定の単位を修得
し、修士の学位論文の審査及び最終試験に合格した者には修士
の学位を授与する。

 2 　博士後期課程において所定の単位を修得し、博士の学位論文
の審査及び最終試験に合格した者には博士の学位を授与する。
　（規則の改廃）
第10条　この規則の改廃は、本研究科委員会の議を経なければな
らない。
　（その他）
第11条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は研究科委員
会が定める。
　　　附　則
　この規則は、平成 5年 4月23日から施行し、平成 5年 4月 1日か
ら適用する。
　　　附　則
　この規則は、平成 6年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成 7年 4月 1日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成 9年 4月 1日から施行する。ただし、平成 8年
度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成10年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成 9年
度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成11年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成16年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成15
年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成17年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成16
年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成18年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成17
年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成19年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成18
年度以前の在学生については、なお従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成22
年度以前の在学生については、なお従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成28年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成27
年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成29年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成28
年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成31年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成30
年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、令和 4年 4月 1日から施行する。

区分 地理学専攻修士課程

選択

①演習　　　　　　　　　　　 4科目　 8単位
※研究指導は、演習において行うので、指導教員が
担当する演習Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳを必ず履修すること。
②特殊講義　　　　　　　　　 6科目　12単位
※「自然地理学分野」「人文地理学分野」「地誌学分野」の
各分野からそれぞれ2科目選択履修するものとする。
③共通
④選択科目　　　　　　　　　　　　　12単位
※②③の科目については、担当者の変更があれば同
一科目を重複履修した場合も、単位を認定する。
指導教員以外の演習（事前に担当教員の了解を得
ること。）、及び②③から選択履修できる。③の特
論については、4科目 8単位まで履修できるものと
する。また、文学研究科の他専攻の講義科目から
履修することもできる。（ 2科目 4単位まで）

区分 文化財史料学専攻博士後期課程

選択

特殊研究　　　　　　　　　　 6科目　12単位
※研究指導は、指導教員による特殊研究などにおい
て行う。したがって、12単位中には、原則として
指導教員が担当する科目を複数年にわたって履修
した単位を含むものとする。

成績 評　　　価　　　基　　　準

優 当該科目の履修において、所期の目標を達成しているもの。

良 当該科目の履修において、不十分な点はあるものの、所期
の目標を達成しているもの。

可 当該科目の履修において、不十分な点は多いものの、最低
限の目標に達しているもの。

不可 当該科目の履修において、目標を達成していないもの。
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〔別　表〕
　大学院文学研究科授業科目

国　文　学　専　攻　修　士　課　程

授　業　科　目 単位数
日 本 言 語 文 化 論
広 域 言 語 文 化 論
表 象 文 化 論
上 代 文 学 演 習 Ⅰ
上 代 文 学 演 習 Ⅱ
上 代 文 学 演 習 Ⅲ
上 代 文 学 演 習 Ⅳ
中 古 文 学 演 習 Ⅰ
中 古 文 学 演 習 Ⅱ
中 古 文 学 演 習 Ⅲ
中 古 文 学 演 習 Ⅳ
中 世 文 学 演 習 Ⅰ
中 世 文 学 演 習 Ⅱ
中 世 文 学 演 習 Ⅲ
中 世 文 学 演 習 Ⅳ
近 世 文 学 演 習 Ⅰ
近 世 文 学 演 習 Ⅱ
近 世 文 学 演 習 Ⅲ
近 世 文 学 演 習 Ⅳ
近 代 文 学 演 習 Ⅰ
近 代 文 学 演 習 Ⅱ
近 代 文 学 演 習 Ⅲ
近 代 文 学 演 習 Ⅳ
現 代 文 学 演 習 Ⅰ
現 代 文 学 演 習 Ⅱ
現 代 文 学 演 習 Ⅲ
現 代 文 学 演 習 Ⅳ
古 典 語 国 語 学 演 習 Ⅰ
古 典 語 国 語 学 演 習 Ⅱ
古 典 語 国 語 学 演 習 Ⅲ
古 典 語 国 語 学 演 習 Ⅳ
現 代 語 国 語 学 演 習 Ⅰ
現 代 語 国 語 学 演 習 Ⅱ
現 代 語 国 語 学 演 習 Ⅲ
現 代 語 国 語 学 演 習 Ⅳ
古 典 散 文 特 殊 講 義（ 基 礎 ）
古 典 散 文 特 殊 講 義（ 応 用 ）
古 典 韻 文 特 殊 講 義（ 基 礎 ）
古 典 韻 文 特 殊 講 義（ 応 用 ）
近 代 文 学 論 特 殊 講 義（ 基 礎 ）
近 代 文 学 論 特 殊 講 義（ 応 用 ）
言 語 論 特 殊 講 義（ 基 礎 ）
言 語 論 特 殊 講 義（ 応 用 ）
上 代 文 学 特 論
中 古 文 学 特 論
中 世 文 学 特 論
近 世 文 学 特 論
書 物 特 論
メ デ ィ ア 文 化 特 論
比 較 交 流 特 論
和 歌 歌 謡 特 論
近 代 小 説 特 論
近 代 詩 歌 特 論
現 代 文 学 特 論
古 典 日 本 語 特 論

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

現 代 日 本 語 特 論
国 文 学 特 論
国 語 学 特 論

2
2
2

文 化 財 史 料 学 専 攻 博 士 前 期 課 程  

授　業　科　目 単位数
文 献 史 学（ 日 本 史 ） 演 習 Ⅰ
文 献 史 学（ 日 本 史 ） 演 習 Ⅱ
文 献 史 学（ 日 本 史 ） 演 習 Ⅲ
文 献 史 学（ 日 本 史 ） 演 習 Ⅳ
文 献 史 学（ 外 国 史 ） 演 習 Ⅰ
文 献 史 学（ 外 国 史 ） 演 習 Ⅱ
文 献 史 学（ 外 国 史 ） 演 習 Ⅲ
文 献 史 学（ 外 国 史 ） 演 習 Ⅳ
考 古 学 演 習 Ⅰ
考 古 学 演 習 Ⅱ
考 古 学 演 習 Ⅲ
考 古 学 演 習 Ⅳ
美 術 工 芸 史 学 演 習 Ⅰ
美 術 工 芸 史 学 演 習 Ⅱ
美 術 工 芸 史 学 演 習 Ⅲ
美 術 工 芸 史 学 演 習 Ⅳ
保 存 修 復 学 演 習 Ⅰ
保 存 修 復 学 演 習 Ⅱ
保 存 修 復 学 演 習 Ⅲ
保 存 修 復 学 演 習 Ⅳ
文 献 史 学（ 日 本 史 ） 特 殊 講 義 Ａ
文 献 史 学（ 日 本 史 ） 特 殊 講 義 Ｂ
文 献 史 学（ 日 本 史 ） 特 殊 講 義 Ｃ
文 献 史 学（ 外 国 史 ） 特 殊 講 義
考 古 学 特 殊 講 義 Ａ
考 古 学 特 殊 講 義 Ｂ
考 古 学 特 殊 講 義 Ｃ
美 術 工 芸 史 学 特 殊 講 義
保 存 修 復 学 特 殊 講 義
情 報 処 理 特 殊 講 義
文 化 財 史 料 学 特 殊 講 義
文 化 財 修 復 実 習
文 献 史 学 特 論
考 古 学 特 論
美 術 工 芸 史 学 特 論
保 存 修 復 学 特 論

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

地 理 学 専 攻 修 士 課 程

授　業　科　目 単位数

自
然
地
理
学
分
野

自 然 地 理 学 演 習 Ⅰ
自 然 地 理 学 演 習 Ⅱ
自 然 地 理 学 演 習 Ⅲ
自 然 地 理 学 演 習 Ⅳ
自 然 地 理 学（ 地 形 ） 特 殊 講 義
自 然 地 理 学（ 気 候 ） 特 殊 講 義
自 然 地 理 学（ 環 境 ） 特 殊 講 義

2
2
2
2
2
2
2

人
文
地
理
学
分
野

人 文 地 理 学 演 習 Ⅰ
人 文 地 理 学 演 習 Ⅱ
人 文 地 理 学 演 習 Ⅲ
人 文 地 理 学 演 習 Ⅳ
人 文 地 理 学（ 農 村 ） 特 殊 講 義
人 文 地 理 学（ 歴 史 ） 特 殊 講 義

2
2
2
2
2
2
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人 文 地 理 学（ 文 化 ） 特 殊 講 義
人 文 地 理 学（ 都 市 ） 特 殊 講 義

２
2

地
誌
学
分
野

地 域・ 地 誌 学 演 習 Ⅰ
地 域・ 地 誌 学 演 習 Ⅱ
地 域・ 地 誌 学 演 習 Ⅲ
地 域・ 地 誌 学 演 習 Ⅳ
地域・地誌学（日本）特殊講義
地域・地誌学（先進地域）特殊講義
地域・地誌学（発展途上地域）特殊講義

2
2
2
2
2
2
2

共
　
　
　
通

地 理 情 報 学 特 殊 講 義
自 然 地 理 学 特 論
人 文 地 理 学 特 論
地 域 ・ 地 誌 学 特 論
国 内 巡 検 計 画 法 Ⅰ
国 内 巡 検 計 画 法 Ⅱ
外 国 巡 検 計 画 法 Ⅰ
外 国 巡 検 計 画 法 Ⅱ

2
2
2
2
1
1
1
1

文 化 財 史 料 学 専 攻 博 士 後 期 課 程

授　業　科　目 単位数
日 本 史 特 殊 研 究 Ⅰ
日 本 史 特 殊 研 究 Ⅱ
日 本 史 特 殊 研 究 Ⅲ
日 本 史 特 殊 研 究 Ⅳ
日 本 史 特 殊 研 究 Ⅴ
日 本 史 特 殊 研 究 Ⅵ
美 術 工 芸 史 特 殊 研 究 Ⅰ
美 術 工 芸 史 特 殊 研 究 Ⅱ
美 術 工 芸 史 特 殊 研 究 Ⅲ
美 術 工 芸 史 特 殊 研 究 Ⅳ
考 古 学 特 殊 研 究 Ⅰ
考 古 学 特 殊 研 究 Ⅱ
考 古 学 特 殊 研 究 Ⅲ
考 古 学 特 殊 研 究 Ⅳ
保 存 修 復 学 特 殊 研 究 Ⅰ
保 存 修 復 学 特 殊 研 究 Ⅱ
史 料 学 特 殊 研 究 Ⅰ
史 料 学 特 殊 研 究 Ⅱ
国 際 史 料 学 特 殊 研 究 Ⅰ
国 際 史 料 学 特 殊 研 究 Ⅱ
国 際 史 料 学 特 殊 研 究 Ⅲ
国 際 史 料 学 特 殊 研 究 Ⅳ

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
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奈　良　大　学　大　学　院
社 会 学 研 究 科 履 修 規 則

　（目的）
第 1 条　この規則は、奈良大学大学院学則に基づき、社会学研究
科（以下「本研究科」という。）の授業科目の履修等について必
要な事項を定める。
　（授業科目、授業の方法及び単位数）
第 2 条　本研究科社会学専攻の授業は、講義、演習及び実習とし、
授業科目、単位数は別表のとおりとする。

 2 　前項の授業は、文部科学大臣が別に定めるところにより、多
様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の
場所で履修させることができる。

 3 　単位の基準は次のとおりとする。
　（1）講義及び演習は、15時間の授業をもって 1単位とする。
　（2）実習は、30時間の授業をもって 1単位とする。
　（授業実施基準）
第 3 条　授業は、毎週 2時間とし、 1年間又は半年間にわたって
行う。
　（修了要件及び履修方法）
第 4 条　本研究科社会学専攻には、社会文化研究コースと臨床心
理学コースの 2つがあり、その内の一つを選択し、コースの変
更は認めない。社会学専攻の課程修了の要件は、本研究科に 2年
以上在学し、次に掲げる各コースの区分に従い32単位以上を修
得し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査及び最
終試験に合格することとする｡
　社会文化研究コース
　　演習科目は、「社会文化研究演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」の 4科目 8
単位を必修とする。

　　研究指導は、指導教員が担当する演習において行う。
　　選択必修科目Ａ群から10科目20単位以上、Ｂ群から 2科目 4
単位以上を選択履修するもとする。

　臨床心理学コース
　　演習科目は「臨床心理学演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」及び「臨床心
理査定演習Ⅰ（心理的アセスメントに関する理論と実践）・臨
床心理査定演習Ⅱ」の 6科目12単位を必修とする。

　　研究指導は、指導教員が担当する「臨床心理学演習」におい
て行う。

　　実習科目は「臨床心理基礎実習」、「臨床心理実習」の 2科目 4
単位を必修とする。

　　特論科目は「臨床心理学特論Ⅰ・Ⅱ」及び「臨床心理面接特
論Ⅰ（心理支援に関する理論と実践）・臨床心理面接特論Ⅱ」
の 4科目 8単位を必修とする。

　　選択必修科目より、 4科目 8単位以上を選択履修するものと
する。

 2 　臨床心理学コースにおいて、臨床心理士資格試験及び公認心
理師試験の受験資格を取得しようとする者の履修方法について
は別に定める。
　（履修）
第 5 条　 1年次において履修すべき単位数は、20単位以上とする。
 2 　学生は、履修しようとする授業科目を指定の日までに研究科
長に届け出なければならない。

　（研究指導教員）
第 6 条　本研究科委員会は、学生の研究課題に応じて研究指導教
員を決定する。研究指導教員は演習担当教員とし、入学年度の 4
月に決定する｡ 変更の必要のある場合は、本研究科委員会で審
議の上認めることがある。
　（単位の認定）
第 7 条　各授業科目の単位修得の認定は、その授業科目の授業が
終了した学期末又は学年末に行う。

 2 　前項の認定は、筆記試験、口頭試験又は研究報告により行う。
　（成績の評価）
第 8 条　各授業科目の成績は、 100点満点とし、その評価は、80点
以上を優、79点から70点までを良、69点から60点を可、59点以
下を不可とし、可以上を合格とする。
　（成績の評価及び基準）
第 8 条の 2 　成績の評価基準は次のとおりとする。

　　学位論文については、その内容が、形式、論旨、研究対象に
対する分析・評価などの点において適切であり、学位論文とし
ての水準に達していて、研究上の成果が見出されるものを、合
格とする。
　（学位の授与）
第 9 条　所定の単位を修得し、修士の学位論文の審査及び最終試
験に合格した者に対しては、学位規程所定の学位を授与する。
　（規則の改廃）
第10条　この規則の改廃は、本研究科委員会の議を経なければな
らない。
　（その他）
第11条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は本研究科委
員会が定める。

　　　附　則
　この規則は、平成 5年 4 月23日から施行し、平成 5年 4 月 1 日
から適用する。   
　　　附　則
　この規則は、平成 9年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成 8
年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成17年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成16
年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成18年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成17
年度以前の在学生については、従前の例による。
　　　附　則
　この規則は、平成19年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成18
年度以前の在学生については、なお従前の例による。
　　　附　則

成 績

優

良

可

不可

評 価 基 準

当該科目の履修において、所期の目標を達成しているもの。

当該科目の履修において、不十分な点はあるものの、所期
の目標を達成しているもの。

当該科目の履修において、不十分な点は多いものの、最低
限の目標に達しているもの。

当該科目の履修において、目標を達成していないもの。
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　この規則は、平成24年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成23
年度以前の在学生にかかる別表の適用については、なお従前の例
による。
　　　附　則
　この規則は、平成26年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成25
年度以前の在学生にかかる別表の適用については、なお従前の例
による。
　　　附　則
　この規則は、平成30年 4 月 1 日から施行する。ただし、平成29
年度以前の在学生にかかる別表の適用については、なお従前の例
による。
　　　附　則
　この規則は、令和 4年 4月 1日から施行する。

〔別　表〕
　大学院社会学研究科　社会学専攻　授業科目

奈良大学大学院学生留学規程

　（趣旨）
第 1 条　この規程は、奈良大学大学院学則（以下「学則」という。）
第22条の規定により本学大学院学生の留学について必要な事項
を定める。
　（留学の定義）
第 2 条　この規程による留学とは、次に掲げるものをいう。
　　（1）本学との間に学術教育交流協定（以下「交流協定」とい

う。）を締結している外国の大学等へ交流協定に基づき派遣
する留学（以下「派遣留学」という。）

　　（2）外国の大学等からの入学許可に基づき、当該研究科委員
会が留学先として承認した大学等への「派遣留学」以外の
留学（以下「認定留学」という。）

　（外国の大学等）
第 3 条　外国の大学等とは、外国における正規の高等教育機関で
学位授与権を有するもの又はこれに相当する教育研究機関をい
う。
　（留学出願資格）
第 4 条　留学を希望する者は、本学大学院に 1年以上在学し、前
年度末までに当該研究科委員会が定める単位を修得しておかな
ければならない。ただし、博士課程後期課程に在学するものは
この限りでない。

 2 　前 2条第 2号の規定により留学する者についての在学期間が
1年未満であっても当該研究科委員会の承認により、その資格
を有するものとする。
　（留学の募集及び申請手続き）
第 4 条の 2 　派遣留学生の募集については、所定の期日までに学
生支援センター（学生担当）が行う。

 2 　派遣留学又は認定留学の申請手続きについては、別途定める
ものとする。
　（留学の決定及び許可）
第 5 条　留学については、国際交流委員会及び当該研究科委員会

2
2
2
2

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2
2
2
2

区　　分 単位数授　　業　　科　　目

社 会 文 化 研 究 演 習 Ⅰ
社 会 文 化 研 究 演 習 Ⅱ
社 会 文 化 研 究 演 習 Ⅲ
社 会 文 化 研 究 演 習 Ⅳ

社 会 学 特 論 Ⅰ
社 会 学 特 論 Ⅱ
文 化 人 類 学 特 論 Ⅰ
文 化 人 類 学 特 論 Ⅱ
社 会 心 理 学 特 論 Ⅰ
社 会 心 理 学 特 論 Ⅱ
応 用 社 会 学 特 論 Ⅰ
応 用 社 会 学 特 論 Ⅱ
応 用 人 類 学 特 論 Ⅰ
応 用 人 類 学 特 論 Ⅱ
応 用 社 会 心 理 学 特 論 Ⅰ
応 用 社 会 心 理 学 特 論 Ⅱ
情 報 学 特 論 Ⅰ
情 報 学 特 論 Ⅱ
経 済 学 特 論 Ⅰ
経 済 学 特 論 Ⅱ
経 営 学 特 論 Ⅰ
経 営 学 特 論 Ⅱ

社 会 調 査 法 特 論
多 変 量 解 析 法 特 論
質 的 調 査 法 特 論
統 計 解 析 法 特 論

社会文化研究コース

Ａ群

Ｂ群

選

　択

　必

　修

必　　修

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2
2

2
2

2
2

2
2
2

2
2

2
8
2

2

2
2

区　　分 単位数授　　業　　科　　目

臨 床 心 理 学 演 習 Ⅰ
臨 床 心 理 学 演 習 Ⅱ
臨 床 心 理 学 演 習 Ⅲ
臨 床 心 理 学 演 習 Ⅳ
臨床心理査定演習Ⅰ（心理的アセスメントに関する理論と実践）
臨 床 心 理 査 定 演 習 Ⅱ
臨 床 心 理 基 礎 実 習
臨 床 心 理 実 習
臨 床 心 理 学 特 論 Ⅰ
臨 床 心 理 学 特 論 Ⅱ
臨床心理面接特論Ⅰ（心理支援に関する理論と実践）
臨 床 心 理 面 接 特 論 Ⅱ

臨 床 心 理 学 研 究 法 特 論
心 理 統 計 法 特 論

発 達 心 理 学 特 論
教 育 心 理 学 特 論

社 会 心 理 学 特 論
犯罪心理学特論（司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開）

障害者（児）心理学特論（福祉分野に関する理論と支援の展開）
精神医学特論（保健医療分野に関する理論と支援の展開）
心 身 医 学 特 論

投 映 法 特 論
心 理 療 法 特 論

心 理 実 践 実 習 Ⅰ
心 理 実 践 実 習 Ⅱ
学校臨床心理学特論（教育分野に関する理論と支援の展開）
グループ・アプローチ特論（家族関係・集
団・地域社会における心理支援に関する理論と実践）
産業・組織心理学特論（産業・労働分野に関する理論と支援の展開）
心理教育特論（心の健康教育に関する理論と実践）

臨床心理学コース

必　　修

Ａ群

Ｂ群

Ｃ群

Ｄ群

Ｅ群

Ｆ群

選

　択

　必

　修

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2
2

2
2

2
2

2
2
2

2
2

2
8
2

2

2
2

区　　分 単位数授　　業　　科　　目

臨 床 心 理 学 演 習 Ⅰ
臨 床 心 理 学 演 習 Ⅱ
臨 床 心 理 学 演 習 Ⅲ
臨 床 心 理 学 演 習 Ⅳ
臨床心理査定演習Ⅰ（心理的アセスメントに関する理論と実践）
臨 床 心 理 査 定 演 習 Ⅱ
臨 床 心 理 基 礎 実 習
臨 床 心 理 実 習
臨 床 心 理 学 特 論 Ⅰ
臨 床 心 理 学 特 論 Ⅱ
臨床心理面接特論Ⅰ（心理支援に関する理論と実践）
臨 床 心 理 面 接 特 論 Ⅱ

臨 床 心 理 学 研 究 法 特 論
心 理 統 計 法 特 論

発 達 心 理 学 特 論
教 育 心 理 学 特 論

社 会 心 理 学 特 論
犯罪心理学特論（司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開）

障害者（児）心理学特論（福祉分野に関する理論と支援の展開）
精神医学特論（保健医療分野に関する理論と支援の展開）
心 身 医 学 特 論

投 映 法 特 論
心 理 療 法 特 論

心 理 実 践 実 習 Ⅰ
心 理 実 践 実 習 Ⅱ
学校臨床心理学特論（教育分野に関する理論と支援の展開）
グループ・アプローチ特論（家族関係・集
団・地域社会における心理支援に関する理論と実践）
産業・組織心理学特論（産業・労働分野に関する理論と支援の展開）
心理教育特論（心の健康教育に関する理論と実践）

臨床心理学コース

必　　修

Ａ群

Ｂ群

Ｃ群

Ｄ群

Ｅ群

Ｆ群

選

　択

　必

　修
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の議を経て大学院委員会が決定し、学長が許可する。
　（留学期間）
第 6 条　留学期間は、原則として 1年とする。ただし、教育研究
上必要と認める場合は、その期間を 1年を限度として延長する
ことができる。

 2 　留学期間の在学年数への算入は、 1年を限度として認める。
　（修得単位の認定）
第 7 条　留学期間中に修得した単位は、当該研究科委員会の議を
経て認定することができる。

 2 　前項により認定する単位数は、学則第 7条第 2項の定めると
ころとする。
　（履修上の特例措置）
第 8 条　留学する学年度に提出した履修届は、帰国した年度まで
継続させることができる。この場合において留学した者は、帰
国後速やかに「履修継続願」を所属研究科長に提出し、当該研
究科委員会の承認を得なければならない。

 2 　留学した学年度の前期に履修した通年の授業科目が、帰国し
た学年度において不開講その他の理由により前項の継続ができ
ない場合は、当該研究科委員会でその措置を決定する。なお、
継続履修の認められる科目は、担当教員が同一であることを要
しない。
　（留学の取消）
第 9 条　留学中の者が、次の各号のいずれかに該当すると認められ
る場合は、大学院委員会の議を経て留学を取り消すことができる。
　（1）留学先で成業の見込みがない者
　（2）留学生としてふさわしくない行為を行った者
　（3）留学の査証が認められない者
　（4）本学大学院の授業料の納入を怠った者
　（5）本人の事情により留学を継続できなくなった者
　（留学中の事故の責任）
第10条　本学は、留学中の傷害、疾病その他の事故等について、
一切責任を負わない。
　（留学期間中の学費）
第11条　留学期間中の本学の学費は、別途定めるものとする。
　（事務の所管）
第12条　この規程による留学の事務取扱所管は、学生支援センター
（学生担当）とする。
　（規程の改廃）
第13条　この規程の改廃は、国際交流委員会及び研究科委員会の
議を経て大学院委員会が決定する。
　　　附　則
　この規程は、平成13年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成21年10月16日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成22年 4 月 1 日から施行する。

奈 良 大 学 大 学 院
学 生 留 学 規 程 施 行 細 則

　（趣旨）
第 1 条　本学大学院学生の留学に関する必要な事項については、

奈良大学大学院学則（以下「学則」という。）、奈良大学大学院
学生留学規程（以下「規程」という。）及びこの細則の定めると
ころによる。
　（留学申請手続）
第 2 条　派遣留学の適用を受けようとする者は、指導教員の指導
を受けたのち所定の期日までに、次に掲げる書類を所属研究科
長に提出しなければならない。
　（1）派遣留学願（本学所定）
　（2）履修計画書（本学所定）
　（3）その他本学が必要と認める書類
 2 　認定留学の適用を受けようとする者は、所定の期日までに、
次に掲げる書類を所属研究科長に提出しなければならない。
　（1）認定留学願（本学所定）
　（2）履修計画書（本学所定）
　（3）留学先大学等の受入承諾書
　（4）その他本学が必要と認める書類
　（留学終了後の手続）
第 2 条の 2 　留学を終了した者は、帰国後速やかに次に掲げる書
類を所属研究科長に提出しなければならない。
　（1）留学終了届（本学所定）
　（2）留学先の大学等が発行した在学又は在籍期間を明記した証
明書

　（3）前号の大学等が発行した成績証明書（研究指導に関する証
明書を含む。）

　（4）旅券（パスポート）の出入国部分の写し
　（留学期間の延長及び帰国の延期）
第 3 条　規程第 6条第 1項の規定により留学期間を延長する場合
は、留学期間終了の 2か月前までに次に掲げる書類を所属研究
科長に提出しなければならない。
　（1）留学期間延長願（本学所定）
　（2）留学先大学等が発行した延長許可書（写）
　（3）その他本学が必要と認める書類
 2 　規定の期日までに帰国できない場合は、「帰国延期願」を留学
期間終了の 2か月前までに所属研究科長に提出し、許可を受け
なければならない。
　（留学期間の始期及び終期）
第 4 条　留学期間は、原則として 4月 1日又は10月 1 日を始期、 3
月31日又は 9月30日を終期とする。これらの日の前後に出国又は
帰国する場合、学籍上は状況に応じていずれかの日付に読み替
えるものとする。

 2 　前項の留学期間の読み替えは、当該研究科委員会が行う。
　（留学期間中に修得した単位の認定）
第 5 条　学則第 7条及び規程第 7条の規定により、授業科目を履
修し、修了要件単位の認定を希望する者は、次に掲げる書類を
留学終了後１か月以内に所属研究科長に提出しなければならな
い。
　（1）単位認定願（本学所定）
　（2）留学先大学等の単位認定書又は成績証明書若しくはこれら
に代わる証明書等

　（3）その他本学が必要と認める書類
　（学習状況報告書）
第 6 条　留学生は、留学期間の開始から 6か月ごと及び留学終了
後に、学習状況報告書（本学所定）を指導教員を通じて、所属
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研究科長に提出しなければならない。
　（継続履修の手続等）
第 7 条　継続履修を希望する者は、帰国後速やかに「履修継続願」
を所属研究科長に提出し、本学所定の期日までにあらためて履
修登録を行わなければならない。

 2 　留学先大学等との学年暦の国際的差異の事情等により生ずる
履修登録手続の取扱については、本学所定の期日までに手続を
行えない場合、当該研究科委員会の許可を得て、その時期を延
期することができる。
　（事務の所管）
第 8 条　この細則による留学の事務取扱所管は、学生支援センター
（学生担当）とする。
　（細則の改廃）
第 9 条　この細則の改廃は、国際交流委員会及び研究科委員会の
議を経なければならない。
　　　附　則
　この細則は、平成13年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この細則は、平成21年10月16日から施行する。
　　　附　則
　この細則は、平成22年 4 月 1 日から施行する。

奈良大学大学院学生の留学期間中
の学費、助成金等に関する規程

　（趣旨）
第 1 条　この規程は、奈良大学大学院学生留学規程に基づき、本
学在学中に外国の大学等へ留学する学生（以下「留学生」とい
う。）に対する本学の学費（以下「学費」という。）及び助成金
について定めたものである。
　（留学期間中の学費）
第 2 条　留学先の留学期間中における学費については、学則第30
条に基づき納入しなければならない。
　（助成金の支給）
第 3 条　留学期間中の留学生のうち、前条の学費を納入した者に
対し、次の助成金を支給する。
　（1）派遣留学の場合は、留学期間中の施設設備費及び実験実習
費相当額とする。

　（2）認定留学の場合は、留学期間中の施設設備費及び実験実習
費の 4分の 3相当額とする。

　（助成金の返済）
第 4 条　留学生が留学の許可を取り消された場合は、その間に支
給された助成金の一部又は全部を返済しなければならない。た
だし、傷病その他やむを得ない理由による場合は、この限りで
はない。
　（その他）
第 5 条　この規程の適用にあたり疑義を生じた場合は、そのつど
学長が決定する。
　（規程の改廃）
第 6 条　この規程の改廃は、国際交流委員会の議を経て大学院委
員会が決定する。
　　　附　則

　この規程は、平成13年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成21年10月16日から施行する。

奈良大学大学院研究年報に関する規程

　（目的）
第 1 条　本大学院は、学術研究の推進及び成果の公表を目的とし
て、奈良大学大学院研究年報（以下「研究年報」という。）を発
行する。

 2 　 研究年報は、投稿論文及び研究報告等（以下「論文等」という。） 
を掲載するものとする。
　（発行）
第 2 条　研究年報は、毎年 1回の発行を原則とする。
　（投稿資格）
第 3 条　研究年報に論文等を投稿できる者は、次のとおりとする。
　（1）本大学院を担当する教員
　（2）本大学院に在籍する者及び本大学院の課程を修了した者で、
大学院担当教員の推薦を受けた者

　（3）編集委員会が特に認めた者
　（編集委員会）
第 4 条　研究年報を編集するため、編集委員会を置く。
 2 　編集委員会は、次の委員をもって組織する。
　（1）各専攻により選出された各 1人の教員
　（2）各専攻により選出された各 1人の院生
 3 　編集委員会には委員長を置く。委員長は、前項第 1号委員の互
選により定める。

 4 　委員の任期は、 1年とし再任を妨げない。
　（掲載の採否）
第 5 条　投稿された論文等の掲載の採否は、編集委員会の査読に
基づき決定する。
　（募集）
第 6 条　編集委員会は、投稿要領に基づき論文等を募集しなけれ
ばならない。

 2 　投稿要領は、別に定める。
　（事務）
第 7 条　研究年報の発行にかかる事務は、総合研究所・大学院事
務室が行う。

第 8 条　この規程の改廃は、大学院委員会の議を経なければなら
ない。
　　　附　則
　この規程は、平成 7年10月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、平成27年 7 月 2 日から施行する。
　　　附　則
　この規程は、令和元年 5月30日から施行する。

大学院生修了に伴う取扱要項

 1 ．修了
　　大学院学則第12条第 1項の修士課程又は博士前期課程の修了
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要件に基づく、単位修得、在学期間及び修士の学位論文の審査
並びに最終試験に合格し、各研究科委員会において認定された
者は、第13条第 1項によりその課程を修了した者と認め、次の
学位を授与する。
　　文学研究科　　　　　修士（文学）
　　社会学研究科　　　　修士（社会学）
 2 ．修了の時期
　　修了は 3月及び 9月修了とする。
　　修了の認定は、毎年学期終了の 3月及び 9月に認定を行うもの
とする。
　　 9月修了の取扱は、次のとおりとする。
　　ア　単位取得要件
　　　　専攻の授業科目について所定の32単位以上修得している

こと。
　　イ　在学要件
　　　　当該課程に 2年以上在学していること。
　　　　なお、9月（前期末）で修了要件を充足している者で、かつ、

9月末日付けにて修了の認定を受けることを希望する者は、
その者の申請により行うものとする。

 3 ．学位論文の提出及び審査について
　　大学院学則第10条に基づき 9月修了を希望する者の、学位論
文の提出及び審査の日程は次のとおりとする。
　○論文題目の提出日
　○学位論文の提出日
　○学位論文の審査及び最終試験日
　　なお、期限に遅れた場合は、一切受け付けをしない。
 4 ．その他
　　この取扱要項に定めるもののほか、疑義が生じた場合は、大
学院学則及び学位規程によるものとする。
　　　附　則
　この取扱要項は、平成10年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この取扱要項は、平成11年 4 月 1 日から施行する。

奈良大学大学院学生
学会参加交通費等補助規則

　（目的）
第 1 条　本規則は、奈良大学大学院学生（以下「院生」という。）
の広い視野に立った研究の奨励・学術研究の促進に資するた
め、研究成果の学会発表及び学会への参加を援助することを目
的とする大学院学生学会参加交通費等補助（以下「補助」とい
う。）制度の運用について、これを定める。
　（補助の種類）
第 2 条　補助は、学会発表者補助及び学会参加者補助の 2種類と
する。

 2 　学会発表者補助は、院生が指導教員の承認を得て学会で発表
する場合、学会参加者補助は、院生が指導教員の承認を得て参
加する場合をいう。
　（補助の対象となる期間）
第 3 条　補助は、当該年度の 4月 1日から 3月末日までに開催され
る学会を対象として行う。

　（補助の対象及び基準）　
第 4 条　補助の種類により、学会の参加に要した交通費、宿泊費、
及び学会登録料、参加費について補助するものとする。

 2 　補助の対象となる学会は、日本学術会議協力学術研究団体に
登録された全国規模の学会またはこれに準ずる学会、もしくは
研究科長が適当と認めた学会とする。

 3 　院生各人の学会発表者としての補助については、年次 1回とし、
1回の限度を 2万円として支給する。

 4 　院生各人の学会参加者としての補助については、在籍期間中
に 1回とし、 1万円を限度として支給する。

 5 　交通費等の支給基準は別表のとおりとする。
　（申請手続・期間・決定）
第 5 条　補助を受けようとする院生は学会参加にあたり、補助申
請書（別紙様式 1）に学会の要項等を添付し、指導教員の承認を
得た上で学長に申請するものとする。

 2 　前項の申請期間は、 5月及び10月の所定の期間とする。
 3 　補助の可否については、前項申請期間後に大学院委員会にお
いて決定し、申請者に通知する。

 4 　申請内容に変更があった場合は、速やかに届け出なければな
らない。

 5 　他の機関から補助を受けた場合は、申請を辞退したものとし
て取り扱う。
　（報告書の提出）
第 6 条　補助を受ける院生は、帰着後 1週間以内に学会参加報告書
（別紙様式 2）を提出しなければならない。

 2 　交通費等は報告書提出後、学長の決裁を経て支給するものと
する。
　（事務）
第 7 条　補助に関する事務は、大学院事務室において行う。
　（規則の改廃）
第 8 条　この規則の改廃は、大学院委員会の議を経なければなら
ない。

　　　附　則
　この規則は、平成13年 5 月31日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成18年 4 月20日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、平成30年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この規則は、令和元年 5月 1日から施行する。

奈良大学大学院文学研究科に
おける論文博士の取扱内規

　（趣旨）
第 1 条　奈良大学学位規程第 3条第 3項及び第 5条第 4項の規定に
基づく博士（以下「論文博士」という。）の学位論文（以下「博
士論文」という。）の提出及びその手続並びに試験等学位審査に
関する必要事項については、奈良大学学位規程（以下「学位規
程」という。）に定めるもののほか、この取扱内規によるものと
する。
　（博士の学位授与）

各年度の大学院学
年暦及び行事予定
表による。
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第 2 条　学位規程第 3条第 3項に規定する博士の学位は、本学大
学院の課程を経ない者であっても、学位規程及びこの取扱内規
の定めるところにより、博士論文を提出して、その審査に合格
し、専攻分野に関して、本学大学院の課程を修了して学位を授
与される者と同等以上の学識を有すると認められた場合に限り
授与することができる。
　（博士論文の申請要件）
第 3 条　学位規程第4条第3項及び第5条第4項の規定による課程
を経ない者が、「論文提出による博士学位の申請」をしようとす
るときは、本学大学院に紹介（指導）教授を求め、その承認を
得なければならない。
　（論文博士の学位予備審査）
第 4 条　論文博士の学位を申請しようとする者は、紹介（指導）
教授の承認を得た後、「論文博士学位予備審査申請書（別記様
式）」に紹介（指導）教授の推薦書、論文要旨（4,000字以内）、
研究業績書及び履歴書各一部を添えて、文学研究科長に提出し
なければならない。

 2 　「論文博士学位予備審査申請書」の提出期限は、毎年度 5月 1
日～ 5月10日及び11月 1 日～11月10日（休日を除き最終日が日
曜日に当たる場合は、その前日まで）の間とする。

 3 　文学研究科長は、紹介（指導）教授及び博士後期課程担当教
授の内、当該論文に関連のある 2人に申請受理の可否審査を付託
するものとする。

 4 　可とする旨の承認を得た後、論文博士の学位申請予定者は、
担当事務局に学位論文審査手数料（学位規程別表〈第 5条関係〉）
を添えて申請しなければならない。
　（論文博士学位申請時の提出書類）
第 5 条　論文博士の学位を申請しようとする者は、次に掲げる書
類を提出しなければならない。
　（1）原則として、論文集としてまとめられた著書、もしくはそ
の刊行を予定しているもの、各正本 1部、副本 3部とする。た
だし、使用言語は原則として日本文であるが、英文での提出 
を妨げない。なお、英文の場合は、論文要旨和訳提出を求める。

　（2）論文博士学位論文の要旨（4,000字以内）は、各正本 1部、副
本 3部とする。

　（3）学位論文の英文要旨（Ａ 4判　 1～ 2枚程度）
　（4）学位授与申請書（様式 2）
　（5）履歴書（所定の様式）
　（6）研究業績書（所定の様式）
　（7）最終学校卒業証明書
　（論文博士学位審査委員会）
第 6 条　論文博士学位審査委員会（以下「審査委員会という。）
は、文学研究科委員会において学位予備審査の受付受理の承認
を得た後、審査委員会を組織する。

 2 　審査委員会は、主査 1人、副査 2人以上をもって構成する。主
査は、紹介（指導）教授とする。副査は、文学研究科委員会に
おいて選任・委嘱する。

 3 　前項の規定にかかわらず審査委員会は、学位審査に当たって
必要があるときは、文学研究科委員会の議を経て、奈良大学内
外の有識者等に委嘱することができる。

 4 　審査委員会は、原則として、論文博士学位申請の受理の日か
ら 1年以内に審査を終了するものとする。
　（博士論文審査の最終試験）

第 7 条　予備審査を経て文学研究科委員会に提出された博士論文
の学位審査は、学位規程第 7条、第 8条及び第 9条を準用する。

 2 　専攻分野の博士論文審査では、審査委員会は博士論文審査期
間中に口頭試問等により実施し、最終試験とする。 
　（審査委員会の審査報告）
第 8 条　審査委員会は、学位規程第 9条の規定により博士論文の審
査及び最終試験又は口頭試問の終了後、速やかに、博士論文の
内容の要旨、審査の要旨、最終試験又は口頭試問の結果の要旨
及びその成績に、学位を授与できるか否かの意見に関する報告
書を作成し、文学研究科委員会に提出するものとする。
　（学位授与資格の審議・議決・報告）
第 9 条　文学研究科長は、審査委員会の報告をうけた後、速やか
に文学研究科委員会を開催するものとする。

 2 　学位規程第 9条の規定により文学研究科委員会は、前条の報告
書に基づいて、その論文の合否について審議のうえ、学位授与を
すべきか否かを議決し、その結果を学長に報告するものとする。

 3 　前項の議決は、学位規程第 9条第 3項の規定を準用する。
　（博士論文の要旨及び審査所見の公表）
第10条　学位規程第12条に規定する公表義務の一環として、博士
論文の内容の要旨を奈良大学大学院研究年報に公表する。論文
及び論文審査の所見要旨を奈良大学リポジトリにより公表する。
　（その他）
第11条　この取扱内規の運用に当たって疑義ある場合には、文学研
究科委員会及び大学院委員会において審議し、これを決定する。

 2 　この取扱内規の改正は、奈良大学文学研究科委員会及び奈良
大学大学院委員会の議を経なければならない。
　　　附　則
　この取扱内規は、平成16年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この取扱内規は、平成31年 4 月 1 日から施行する。

奈良大学大学院社会学研究科社会学専攻
臨床心理学コースに関する履修内規

　（趣旨）
第 1 条　この内規は奈良大学大学院学則により、社会学研究科社
会学専攻臨床心理学コース（以下「本コース」という。）におい
て行う大学院教育に関して必要な事項を定める。
　（目的）
第 2 条　本コ－スでは心の健康に関する高度職業専門人を養成す
ることを目的として、社会学専攻の中に、臨床心理学コ－スを
置く。
　（教育課程）
第 3 条　本コースでの教育は、大学院学則に準拠し、その指導は
別に定める「奈良大学大学院社会学研究科履修規則」による。

 2 　本コ－スを履修できる者は、入学試験受験時に決定し、入学
後及び他よりの転入は認めない。
　（履修方法）
第 4 条　本コ－スにおいて、臨床心理士資格試験の受験資格を取
得しようとする者は、以下の履修方法に基づき、修了要件を整
えること。
　（1）社会学研究科履修規則〔別表〕中より、臨床心理士資格認
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定協会所定の授業科目及び単位数を修得すること。
　（2）「臨床心理学演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」4 科目8 単位を修得すること。
　（3）「臨床心理査定演習Ⅰ（心理的アセスメントに関する理論と
実践）・臨床心理査定演習Ⅱ」「臨床心理学特論Ⅰ・Ⅱ」「臨床
心理面接特論Ⅰ（心理支援に関する理論と実践）・臨床心理面
接特論Ⅱ」及び「臨床心理基礎実習」の必修科目（14単位）は、
1年次で修得すること。

　（4）「臨床心理実習」（必修科目 2単位）は、「臨床心理基礎実習」
を修得した者に限り、2年次で履修することができる。

　（5）選択必修科目Ａ群からＥ群中よりそれぞれ 1科目、合わせて
10単位以上修得すること。

　（6）研究指導は、指導教員が担当する「臨床心理学演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・
Ⅳ」において行う。主研究指導者は演習担当教員とし、他に 2
名の大学院担当教員を充てる。なお、研究指導者は入学年度
の 4月に決定する。

　（7）修士論文の内容が「臨床心理学に関するもの」であること。
２　本コースにおいて、公認心理師試験の受験資格を取得しよう
とする者は、以下の履修方法に基づき、修了要件を整えること。
　（1）学則〔別表 1〕中より、公認心理師法施行規則で定められた
授業科目を修得すること。

　（2）本コースにおける必修科目は、全て修得すること。
　（3）選択必修科目中、以下の授業科目を修得すること。

精神医学特論（保健医療分野に関する理論と支援の展開）
障害者（児）心理学特論（福祉分野に関する理論と支援の
展開）
学校臨床心理学特論（教育分野に関する理論と支援の展開）
犯罪心理学特論（司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開）
産業・組織心理学特論（産業・労働分野に関する理論と支
援の実践）
グループ・アプローチ特論（家族関係・集団・地域社会に
おける心理支援に関する理論と実践）
心理教育特論（心の健康教育に関する理論と実践）
心理実践実習Ⅰ
心理実践実習Ⅱ

　（4）研究指導は、指導教員が担当する「臨床心理学演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・
Ⅳ」において行う。主研究指導者は演習担当教員とし、他に
2名の大学院担当教員を充てる。なお、研究指導者は入学年
度の 4月に決定する。

　（内規の改廃）
第 5 条　この内規の改廃は、大学院委員会の議を経なければなら
ない。

　　　附　則
　この内規は、平成19年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、平成24年 4 月 1 日から施行する。
　　　附　則
　この内規は、平成30年 4 月 1 日から施行する。



　 附 　 　 　 録 　

○奈良大学学舎配置図
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奈 良 大 学 学 舎 配 置 図

A　　　本　　　部　　　棟

通信教育部棟・博物館
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奈良大学構内バス停
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Ａ
Ｉ

総合研究棟
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Ｄ図書館

調整池

駐輪場

体育館

講堂

コミュニ
ケーション

プラザ
（広場）

Ｋ校友会館
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２１3
国文学科
共同研究室

２１２
国文学科印刷室
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史学科
実験室

３１３
史学科
共同研究室

４２１
共同研究室
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機械室
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B　実　験　・　実　習　棟

B　社　会　学　部　研　究　棟
〔心理学科・総合社会学科〕

214
文化財学科
共同研究室

吉 川相 原杉 山 大河内 原 口 岩 戸

小 林

比 佐

３０２
研究室

豊 島 魚 島米 屋

冷水機
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鈴 木

礒 部

金 澤
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太 田

星 野

３０７
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３１６
演習室

倉

片
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研究室

今 津
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冷水機

１ F 2 F 3 F

２1９
研究室

２30
研究室

竹 中

２18
資料室

２1６
演習室

225
社会学部

共同研究室A

２24
教室

３０９
資料室

３０６
研究室

318
社会学部

共同研究室B
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C　　　教　　　室　　　棟

D　　　図　　　書　　　館

和図書
２００

和図書

和図書

中  庭

日本考古
学 協 会
寄贈資料

和　図　書

和図書

大型本
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閲　覧　席

生
院
・
員
教

室
覧
閲

コピーコーナー

ＥＶ

ＥＶ

ブラウジングコーナー

奈良大型

調査大型

閲 覧 席

レファレンス
資料（低書架）

冷水機

学習辞書コーナー

新着雑誌
コーナー

AVコーナー

展示ホール

出入口
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資料（高書架）

就職情報
コーナー

像
士
力
剛
金

ロッカー 新聞閲覧
コーナー

ＥＶ

　

吹　抜

閲覧室
水野文庫

史  誌

閲

　覧

　室

ＥＶ

吹　　　抜

和　雑　誌
中国図書

（移動中）

ＥＶ

電動集密書庫

ＥＶ

洋図書中国図書和図書

和　図　書
洋雑誌

中国雑誌

３Ｆ ２Ｆ

Ｂ１Ｆ

Ｂ2Ｆ

１Ｆ

メ
イ
ン

カ
ウ
ン
タ
ー

新
着
図
書
コ
ー
ナ
ー

検
索
コ
ー
ナ
ー

コ
ピ
ー
コ
ー
ナ
ー

美
術
館
図
録

指
定
図
書
・
教
科
書

※図書の移動を行うため一部調整中の書架があります。
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G　　　体　　　育　　　館

２０１
アリーナ

２０７
器具庫

２０６
器具庫

２０５
器具庫

２０２
器具庫

２０３
器具庫

２０４
放送監視室
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１１０
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電気室
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器具庫

１１１
倉庫

ラウンジ

（剣道場）

（柔道場）

１１４
格技場

１０８
器具庫

１０５
器具庫 １０４

資料室
１０３
研究室

１０2
研究室

１０１
非常勤研究室

１０６
トレーニングルーム

１０７
倉庫 廊 下

水飲み
手洗い

水飲み
手洗い

ピロティ

１Ｆ

２Ｆ

冷水機

冷水機冷水機

冷水機冷水機

E　講　堂 F　福　利　厚　生　棟

道具庫

売店・イートインスペース

証明写真
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H 課 外 活 動 セ ン タ ー

２２３
文化部室

２２２
青垣祭準備室

暗幕倉庫

１０８
津軽三味線部

２31
バドミントン部

冷水機

冷
水
機

冷水機

居合道部

１ F 2 F ３ F

Ｉ 情 報 処 理 セ ン タ ー

ダムウェーター

206
研究開発室
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L 通 信 教 育 部 棟 ・ 博 物 館

１０７
学芸員室

１０２ １０３ １０４ １０５ １０６ １０８ １０９

001
第 １ 実 習 室
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収 蔵 庫

009
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008
実 習 資 材 室

006
資 料 整 理 室

005
実 習 準 備 室

007
写 真 室

Ｊ 　 総 　 合 　 研 　 究 　 棟

104
学生相談室
サポートルーム

105
国際交流室

院生パソコン室

学
生
支
援

セ
ン
タ
ー
長
室

入
学

セ
ン
タ
ー
長
室

書庫

自販機

音響調整室

309
物品・倉庫

308
共同研究室

301 

倉

　
　庫
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Ｍ 　 　 　 令 　 　 　 和 　 　 　 館

２Ｆ

EV
205
面談室

203
広報室

204
入学センター・主幹室

202
作業室・倉庫

201
講義室
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ホール
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アプローチ
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事務室
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所長室
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スタッフルーム
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資料保管庫
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1
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面接室
2
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面接室
3
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面接室
4
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面接室
5
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面接室
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倉庫
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プレイルーム

1

109
プレイルーム

2

110
プレイルーム

3
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モニター室

122
多目的室

111
検査室

115
備品収納庫
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男子
更衣室

113
女子
更衣室

112

玄関ポーチ
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《学校法人奈良大学野外活動センター》

◆ 所　在　地　奈良市下深川町1311
◆ 総　面　積　約163,294㎡
◆ 名　　　称　学校法人奈良大学野外活動センター
◆ 施 設 概 要　・野球場
　　　　　　　・テニスコート（オムニコート　６面）
　　　　　　　・管理棟（更衣室、シャワールームetc.）
◆ 関 連 施 設　・太陽光発電所

　使用目的
 ◆ 法人の行事
 ◆ 学生・生徒・園児および職員の研修
 ◆ 学生・生徒の課外活動および園児の園外保育
 ◆ その他、法人が特に認めた場合

　使用期間及び時間
 ◆ ３月下旬～９月30日……8:00～19:00
 ◆ 10月１日～12月中旬……9:00～19:00
 ◆ 12月下旬～３月中旬……冬期閉鎖

※利用手続きは学生支援センター 学生担当で取り扱っています。
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